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意見書 

 

平成 25 年８月 24 日 

総務省総合通信基盤局 

 電気通信事業部事業政策課 御中 

 

郵便番号 

住所 

氏名 

電話番号 

電子メールアドレス 

 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する意見募集」に

関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

  



 

（別紙） 

提出意見： 

IPv6 への移行の取り組みがまるでみえてこないし、国家主導（総務省や経済産業省、内閣府）

でやるのか、民間通信事業社でやるのかその枠組みをきっちりとすべきではないか。 

ブロドーバンドは多くの国民が恩恵をうけているが、さらなる高速通信の足枷になっているの

が、ルーター・スイッチングハブなどの通信機器が、米国の「Cisco Systems, Inc.社」「Juniper 

Networks, Inc.社」等が寡占状態で技術の発展があまりにも遅すぎて、通信障害が発生する原因

として、これら装置の発展が遅すぎる点にもある。ライドテレシスホールディングス株式会社や

NEC、富士通と言った日本の会社が主導的な分野になる事も重要であるが、米国のこれら会社の問

題も考えて行かないと駄目である。 

つまり、この点を踏まえて、NTT 等の在り方も変わってくる事は明らかです。NTT東西の問題点

としては、従業員自体が大企業病に陥っているという観点もあり、柔軟な思考をもつ努力も含め

て大切であると言えます。 

NTT 東西が保有する電柱や局舎の在り方も今後オープンな議論が重要です。NTT東西の局舎をデ

ーターセンター化して、他の電気通士事業者やデーターセンター（ハウジング）運営会社に貸す

といったサービスが可能であり、余剰スペースの活用が不十分であります。昨今は電力関係のト

ラブルもある事から、NTT 東西の局舎の無停電データーセンター化を施し、そこに新たなサービ

ス展開をする事で新たな産業が生まれるという点でも NTTの役割があるように思えます。例えば、

地方都市においては会社のサーバー機などデーターセンター機能を NTT の局舎に設置する方が安

全性がたかいなどもありえます。 

NTT の局舎の在り方も含めてブロードバンド政策につなげるべきではないか。NTTが保有する電

柱やダークファイバーの活用、無線通信の在り方など法制度上で改善出来る点と、他事業社はや

りたいが NTTにやる気がなくでいない部分の洗い出し作業は必要ではないか。 

 

 

 



 

 

 

意見書 

 

平成 25 年９月２日 

総務省総合通信基盤局 

 電気通信事業部事業政策課 御中 

 

郵便番号 

住所 

氏名 

電話番号 

電子メールアドレス 

 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する意見募集」に

関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

  



 

（別紙） 

提出意見： 

アベノミックスのもと、政府は経済活性化を「国全体」として進める方! 針とのことですが、

電気事業分野では地方においての携帯電話、データ通信のつながりにくさ、LTE 普及の遅れに見

られるように。改善は遅く、大都市圏との digital divide は更に拡大しています。米国を含む諸

外国の多くでは、ベンチャー、起業は往々にして地方から始まる。その大きな理由の一つは digital 

divide がさほど顕著でないからです。地方、山間部へ、安価なハイスピードネットワークを導入

する「必然性」があります。 

 

 

 



 

 

 

意見書 

 

平成 25 年９月 17 日 

総務省総合通信基盤局 

 電気通信事業部事業政策課 御中 

 

郵便番号 

住所 

氏名 

電話番号 

電子メールアドレス 

 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する意見募集」に

関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

  



 

（別紙） 

提出意見： 

ＮＴＴを抑える活動ありきではなく、日本各地の国民がより良いブロードバンド環境を受けら

れるための検討をしてもらいたい。 

そもそもＮＴＴも西と東に分かれている意味が無くなってきているのではないか。他社と同様

全国で 1 社体制（もしくは西東の価格差の撤廃や、互いの横断による追加費用は撤廃いただきた

い）としてもらいたい。 

キャリアで差異が出ることは過去や戦略によって仕方がないことである。国民にとっては直接

的に関係のないことであり、それらの差異についてはキャリア間で調整いただきたい。決して利

用者への費用増や手続きの複雑さの負担象を生まない形にしていただきたい。 

 

 

 



 

 

 

意見書 

 

平成 25 年９月 17 日 

総務省総合通信基盤局 

 電気通信事業部事業政策課 御中 

 

郵便番号 

住所 

氏名 

電話番号 

電子メールアドレス 

 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する意見募集」に

関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

  



 

（別紙） 

提出意見： 

今、私は ADSL に加入しています。月 3500 円です。(プロバイター料込 TIKITIKI というプロバイ

ダーです。)ソフトバンクが店頭で 10 年前でしょうか、ADSLがただですよ・・と赤い手提げ袋を

持って宣伝していたのを思い出します。 

ブロードバンドの光回線が普及しないのは、NTTが全て悪いです。通信の独占企業ですから。 

ADSLがやっと普及したのは、ソフトバンクのおかげです。 

高速の 1ギカビットの値段がいまだに 5千円を超え、値下げがされていません。 

(プロバイター料込、以下同じ) 

100 メガビットの光でさえも、4,500 円位では、到底普及するはずがありません。 

たって、１ギガビットの 1/10なのに金額の差がたかが 1,000円ぐらいですよ。 

これが企業努力の範囲内なのでしょうか。 

また、光の工事もばか高く言い値です。25,000円から 35,000円位。 

ただ、今は入会したら工事費用は無料です・・って本当の工事代はいくらじゃ・・といいたく 

なります。 

現在 ADSLは１２メカですが、100メガで 2,500円位の光になれば(プロバイダー料込)スムーズに 

光に自然と変わっていくはずですが、値段が高すぎます。 

ADSLを光回線に普及させるには、インパクトのある値段だけです。 

NTT にプロバイダーの権利もあげたらどうなるのでしょうか。自由競争の原理より。 

AUなどはプロパイダー料込で 5千いくらで広告しています。 

光と言うだけで値段が高すぎです。もっと企業努力を・・。 

 

 

 



 

 

 

意見書 

 

平成 25 年９月 19 日 

総務省総合通信基盤局 

 電気通信事業部事業政策課 御中 

 

郵便番号 

住所 

氏名 

電話番号 

電子メールアドレス 

 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する意見募集」に

関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

  



 

（別紙） 

提出意見： 

都市部ばかりに、光等の高速インターネット回線が普及しており人口密度の低い市町村には、ADSL

もしくは ISDN回線のみで不公平極まりない。 

NTT の、インターネット回線使用料も非常に高いのでは？ 

 



再意見書 

 

平成 25 年 9 月 24 日 

 

総務省総合通信基盤局 

 電気通信事業部事業政策課 御中 

 

郵便番号 130-0015 

住 所
（ ふ り が な ）

 東京都
とうきょうと

墨田区
す み だ く

横網
よこあみ

2 丁目 6 番 2 号 

氏 名
（ ふ り が な ）

 Zip
ジップ

 Telecom
テ レ コ ム

株式
か ぶ し き

会社
が い し ゃ

 

代表
だいひょう

取締
とりしまり

役
や く

社長
しゃちょう

 田辺
た な べ

 淳治
じゅんじ

 

 

 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」に関し、

別紙のとおり意見を提出します。 
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意見提出者 該当部分 意見 

西日本電信電

話株式会社 

【ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網について】 

当社のＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網（以下、ＮＧＮ等）につ

いては、以下の観点においてボトルネック性がないことは明らかです 

（中略）。 

上述のとおり、当社のＮＧＮ等にボトルネック性がないことは明らかで

あり、また、ＩＰ・ブロードバンド時代は、各事業者がそれぞれネットワ

ークを構築し、お互いのお客様同士が相互に通信しあう、同じ立場

での接続形態となっており、当社の固定電話網を中継事業者へアク

セス網として貸し出す形態が中心であった電話時代の接続とは大き

く異なっていることから、当社のＮＧＮ等は、第一種指定電気通信設

備の対象から除外していただきたいと考えます 

NTT 東・西殿の NGN 等を第一種指定電気通信設備の対

象から除外すべきではありません。NTT東・西殿は、競争が進

展している旨を主張されていますが、そもそも、競争が成立す

るのはNTT東・西殿やKDDI株式会社殿、電力系事業者など

光ファイバや電柱等の設備を所有する大手事業者に限られ、

弊社をはじめとした中小規模の通信事業者が NTT 東・西殿と

同等の NGN を構築することは極めて困難です。したがって

NTT 西日本株式会社殿の主張は現実的に妥当ではありませ

ん。 

KDDI 株式会

社 

現行のアンバンドル機能の対象は適切と考えます。 

なお、NGN のアンバンドル機能については、設備競争を阻害する

ようなアクセスに関する機能のアンバンドルは不要と考えます。 

NGN のアンバンドルについては、開放機能の議論に例外

をつくらないことが必要です。また、議論においては大手通信

事業者のみで議論を行うのではなく、中小規模の通信事業者

を含めた幅広い関係者による議論を行う必要があります。 

ソフトバンク BB

株式会社 

ソフトバンクテ

レコム株式会

社 

ソフトバンクモ

バイル株式会

＜アンバンドルの在り方について＞ 

日々進化する技術を導入し、通信基盤を強化・進展させることは、情

報通信分野を更に発展させ、国民の生活の更なる利便性向上、経

済活性化等を実現するために非常に重要です。NTT 殿におかれま

しては、新しい通信基盤である NGN に関する研究 

開発が進められ、世界をリードしていると認識しておりますが、これは

日本国内のみならず世界の情報通信の発展に多大な貢献をしてい

ソフトバンク各社殿のご意見に賛成します。NTT 東・西殿の

NGN には、0AB～J IP 電話のために優先制御、および帯域

制御等の機能を有していますが、これまで接続事業者に開放

されておらず、現在 NTT 東・西殿のみが独占的に利用してい

ます。弊社は NGN を活用した０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話を実現するた

め、数年前よりNTT東西殿に対し、再三にわたりこれらの具体

的要望を行い、協議をしてきました。しかしながら、NTT 東・西
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社 るものと考えます。 

一方で、新しい技術の導入においては、その利便性や効率性、費

用だけでなく、接続事業者の接続性や公正競争を十分に担保して

いただくことが必要であると考えます。 

例えば、現在、次世代加入者系光ネットワークの実現に向け、各所

で 10Gbps 級光アクセスネットワークシステムの研究開発が進んで

いるところですが、一方で、現行とは異なる分岐数での導入等、設

備更改のタイミングで現行方式のように他事業者との接続を前提とし

ない設備構築がなされ、接続事業者に多大な影響を与える可能性

があります。NGN の設備更改においては「ブロードバンド普及促進

のための環境整備の在り方（答申）」（2011 年 12 月 20 日）にお

いても記載のあるとおり、「現時点では技術的に可能でない場合で

あっても、その後の段階的な設備更改を経て対応可能となることが

あるという点も留意することが必要」であると考えます。 

第一種指定電気通信設備として指定がされているＮＧＮは、競争事

業者の接続を前提とした設備とすべきであり、設備更新をする場合

は、事前に関係事業者の意見をこれまで以上に聴取し、接続の容

易性への配慮や公正競争の担保が必要であると考えます。 

殿は現時点においても弊社要望のヒアリングすら完了してい

ないと主張し、この数年間、協議に関しては全く成果がありま

せん。弊社からは NTT 東・西殿自身が提供している機能と同

等のサービスを実現するために必要な機能を要望しているに

もかかわらず、「具体的な要望になっていない」という理由によ

って協議が数年に渡り延々と進まないことは、NTT 東・西殿の

アンバンドルに対する姿勢の問題だけでなく、NTT東・西殿に

接続協議の遅延を許してしまうアンバンドルの考え方(ブロー

ドバンド普及促進のための環境整備の在り方」情報通信審議

会答申（平成 23 年 12 月 20 日）)の実効性に問題があると考

えられます。「具体的な要望になっていない」ことを利用し、

NTT 東西殿自身の裁量によって、接続協議が安易に遅延さ

れることが無いよう、まずは弊社をはじめとした多くの通信事業

者とともに接続協議の実態を検証していただきたいと考えま

す。 

一般社団法人

テレコムサービ

ス協会 

機能分離は、ブロードバンドの普及とその利活用を促進するための

手段であったはずです。しかし、NGN 上でのブロードバンド利活用

は、前項にも示したように必ずしも順調には進んでおらず、以前の

「ひかりの道」議論で得られた「機能分離」の方針も含めて、改めて

議論が必要と考えます。 

 NTT 東西殿のアンバンドルのインセンティブを確保するため

には、構造分離等についても視野に入れた上、議論を推進す

べきです。 
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KDDI 株式会

社 

 

 

1992 年の NTT ドコモ分離や、1999 年の NTT 再編成時に完

全資本分離を避け、持株会社体制によるグループ一体経営の下で

の分離・分割に留まった経緯を踏まえれば、その際に NTT ドコモ

や NTT 東・西に課された公正競争要件は極めて厳格に運用され

る必要があります。さらに、電気通信事業法においては、市場支配

的な電気通信事業者が市場支配力を濫用することによって、公正な

競争環境が損なわれることを防止するため、特定の事業者に対し不

当に優先的に取り扱う等を禁止する禁止行為規制が課されており、

固定市場・モバイル市場においてそれぞれ圧倒的な市場支配力を

有している NTT 東・西、NTT ドコモがその対象となっています。（中

略） 

ましてや、禁止行為規制が適用されている NTT 東・西と NTT ド

コモ同士が直接又は第三者を介し相互に連携することは、これまで

有効に機能してきた公正競争ルールの趣旨に反し、公正競争を著

しく阻害することになるため、当然禁止されるべきと考えます。 

そのため、総務省においては、NTT グループによる共同的・一体

的な市場支配力の行使を抑止するよう、禁止行為規制を強化すべ

きです。 

KDDI 殿ご意見に賛成します。固定・移動体分野で圧倒的

な市場支配力を持つNTT東・西殿とNTTドコモ殿の連携は、

競争環境を著しく歪めてしまう可能性があります。そのため、

禁止行為規制については、今後も厳格に運用をする必要が

あります。 

KDDI 株式会

社 

NTT 持株体制下で NTT ドコモや NTT コミュニケーションズなど

がモバイル事業、ISP 事業を行っている中、NTT東・西がモバイル事

業、ISP 事業等に進出することは、NTT グループとしての市場支配

力を高めることになり、競争を阻害するものと考えます。このような公

KDDI 殿及びソフトバンク各社殿に賛同します。優先制御等

機能アンバンドルが開放されていない段階で、NTT 東・西殿

が移動体事業や ISP 事業といった事業領域拡大は、公正競

争を更に歪める結果を招きます。 
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正競争上支障があることが明白である NTT 東・西による移動体事業

や ISP 事業等への参入については当然禁止すべきです。 

 

ソフトバンク BB

株式会社 

ソフトバンクテ

レコム株式会

社 

ソフトバンクモ

バイル株式会

社 

＜ISP 業務やモバイル業務への進出について＞ 

2011 年 11 月 17 日公表の「日本電信電話株式会社等に関する

法律施行規則の一部を改正する省令案に対する意見及びその考え

方」において、「ISP 業務やモバイル業務については、電気通信事

業の公正な競争の確保に看過し得ない著しい支障をお 

よぼすおそれのある事態も容易に想定される」と総務省殿の考え方

が示されています。この点も踏まえ、現状の法体系の下、NTT 東西

殿が ISP 業務やモバイル業務等を活用業務として営むことは想定し

得ない事態ではありますが、仮に NTT 東西殿にて同種の業務拡

大を企図し、届出がなされたとしても、総務省殿は、すみやかに業

務改善命令等により、当該サービスが提供されないよう対処すべきと

考えます。 
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ソフトバンク BB

株式会社 

ソフトバンクテ

レコム株式会

社 

ソフトバンクモ

バイル株式会

社 

＜ONU の端末設備化＞ 

現在、NTT-NGN ユーザ宅内に設置される光回線加入者側終端装

置（ONU）は NTT 東西殿の事業用電気通信回線設備として NTT 

東西殿が設置し、ユーザへレンタル提供しています。NTT 東西殿

は、過去、ONU のレンタル代金として月額 945 円で提供を行って

おりましたが、独占領域である ONU は、過去 10 年間において、

金額・機能等に大きな発展はありませんでした。ONU の開放の是

非については、競争政策や規制・制度と密接に関わる問題であり、

事業者間でのみで結論付けることは適当ではないことから、先の｢ブ

ロードバンド普及促進のための環境整備の在り方答申（平成 23 年

12月 20日）｣において、「FTTHサービスにおける ONUの開放の是

非及びその在り方に関しても、（中略）技術的課題の整理等、必要な

検討を行うことが適当である。」とされていることからも、速やかにオ

ープンな場で議論を開始すべきと考えます。 

ソフトバンク各社殿及び BBIX 株式会社殿に賛成します。

NGN 上で IP 電話サービスを提供する場合、NTT 東・西殿は

TAのレンタル料金を 0 円に設定していますが、弊社など NTT

東・西殿以外の事業者はTAをメーカから調達した上で提供し

ているため、0 円での提供は不可能です。また、筐体について

も、弊社は ONU と TA の筐体が分離した状態でしか提供でき

ませんが、NTT 東・西殿は ONU と TA を一体化して一筐体で

提供しています。この一体型提供は、ONU の開発・製造費用

に TAの開発・製造費用の多くを組み入れ可能であること等か

ら、上記の TA 料金を 0 円に設定できる根拠になっていると十

分に考えられるものですが、接続事業者において同様の施策

をとることは不可能です。すなわち、一体型 ONU の問題は、

ONU を提供する独占的立場を利用した不当な競争であると

言えます。公平・公正な競争確保の観点や、利用者視点に立

った場合、ONU の仕様を開放し、機器メーカー等が自由に参

入、販売することで、現在の家庭用無線 LAN ルータをはじめ
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BBIX株式会社 ＜ONU の端末設備化＞ 

現在、NTT-NGN ユーザ宅内に設置される光回線加入者側終端装

置（ONU）は NTT 東西殿の事業用電気通信回線設備として NTT

東西殿のみが提供しています。また、「ONU 一体型ルータ」として

ルータ機能や IP 電話の TA 機能との一体化を行い、エンドユー

ザへ提供しています。これらの複数の機能を一体で提供できるのは 

NTT 東西殿のみであり、機器メーカーや ISP 等他社が参入するこ

とはできません。 

先般、総務省で開催された｢IPv6 によるインターネットの利用高度

化に関する研究会｣においても、「ONU と HGW 一体化の議論を

聞いて黒電話を思い出した。一見すると便利であるが、インターネッ

トはレイヤを分け、様々な機能を切り離したことで多様性を確保し発

展してきた。一体化の件は逆戻りになるのではないかという懸念を感

じた」といった議論がされたこと等からも、ONU やルータ等の一体

的な提供がＮＴＴ東西殿のみ可能である等といった問題について、

議論を開始すべきと考えます。 

としたネットワーク機器市場のように安価で高機能な ONU や

TA の調達が可能となるべきであり、これらの環境を整えること

は、ブロードバンドや NGN の利活用が促進されるために必須

の措置であると考えます。 

 

 

 

株式会社ケイ・

オプティコム 

ソフトバンク殿の提案に基づくベストエフォート回線を用いた０ＡＢ－

Ｊ番号のＩＰ電話サービスについては、「従来の０ＡＢ－Ｊ番号とは異な

るものであることの利用者への周知の徹底を条件としたもの」とされ

ていますが、安定品質が担保されないため、緊急通報が安定的に

確立できない等により、人命および国民の安心・安全が脅かされ、

利用者利益が著しく損なわれる可能性があります。 

これまで、ＮＧＮを用いた０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話は、NTT 東・西殿

のみが事実上、独占的に提供を行ってきました。今回、情報

通信審議会情報通信技術分科会ＩＰネットワーク設備委員会

にて、ソフトバンクテレコム株式会社殿が提案した方式が認め

られたことにより、NTT 東・西殿以外の事業者による０ＡＢ～Ｊ Ｉ

Ｐ電話市場への参入の門戸が開かれました。このことは、ＮＧ
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特に、０ＡＢ－Ｊ番号の品質要件については、内閣府規制改革会議

において国際先端テストの対象案件となった「市外局番（０ＡＢ－Ｊ番

号）取得に係る品質要件の見直し」に関して、総務省殿より「規制を

維持する必要性」として以下の見解が示されています。 

（平成２５年５月２７日開催 規制改革会議 第７回創造等ワーキン

グ・グループ 資料１－４抜粋） 

・我が国の現行制度では、アナログ電話と同等の品質が確保されるＩ

Ｐ電話について、アナログ電話と同じ体系の電話番号（０ＡＢ－Ｊ番

号）を割り当てることとしており、その提供のため、各事業者はさまざ

まな技術を用いて一定の通信品質を維持しているところ 

・仮に、０ＡＢ－Ｊ番号のＩＰ電話の品質要件を廃止等した場合には、

トラフィックの混雑する時間帯や、将来的にトラフィック環境の変化し

た場合において、ＩＰ電話による通信品質が適切に確保されず、支

障の生じるおそれがある 

・我が国の０ＡＢ－Ｊ番号のＩＰ電話は、品質、緊急通報の利用、故障

又は損壊の対策等の点において、アナログ電話と同等性が確保さ

れており、そのような保証のない０５０番号のＩＰ電話と明確に区別さ

れている。ＩＰ電話の番号による識別性が損なわれた場合には、消費

者は提供事業者・提供サービスごとに複雑な判断をしなければなら

なくなることから、品質要件の廃止等は適切ではない 

・あまり知識のないお年寄り等が誤って低い品質のＩＰ電話サービス

を選択してしまうといった問題が頻発する 

また、当該サービスは、昨年の検証結果において、「競争条件を抜

Ｎのオープン化に向けた政策として評価しています。 

しかしながら、本提案方式は、輻輳や品質担保のためにド

ライカッパ回線による迂回が必要になることから、事実上、大

手通信事業者のみが採りうるもので、弊社をはじめとした非大

手通信事業者が採りうるものではありません。 

弊社をはじめとした多くの競争事業者が、ＮＧＮ上において

０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話を提供するためには、ＮＧＮの優先制御、も

しくは帯域制御といったＮＴＴ東・西殿のみが使用している機

能の開放が必要です。 

そもそも、昨今の固定電話の利用環境やニーズは、PSTN

を構築した当初とは大きく変わっており、現在の日本の IP 電

話に設定されている技術基準は、他国には存在しない日本独

自の基準であることからも、過剰かつ不必要な規制です。日

本の IP電話の品質基準は、これまでの PSTNの電話サービス

の概念を前提とした固定的な基準であり、IP 電話がもつ発展

性と多様性を大きく阻害しています。携帯電話に見られるよう

に、固定的な基準を設定せず、顧客が通話品質を含めて自

由に選択できる環境が必要です。総務省殿においては、旧来

の概念にとらわれることなく、事業者が新しいサービスにチャ

レンジするためにも IP電話の品質に関する規制が無い環境を

整えていただくようにお願い致します。 
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本的に変更するものではない」とされていますが、上記総務省殿見

解にあるとおり、これまで、さまざまな技術を用いて一定の通信品質

を維持するため、相応の設備投資を重ねてきた既存事業者が圧倒

的に不利な競争条件を強いられるばかりか、利用者に対して、当該

既存事業者による最適なサービスの提供が阻害されることは、固定

通信市場の発展が損なわれるものと考えます。 

以上のことから、平成２６年の包括的な検証に向けて、利用者の利

益を著しく損なうことがないか、不公正な競争環境の形成に繋がるこ

とがないかという視点にたって、審議会や競争政策委員会等の公の

場で議論を尽くしていただくことを要望いたします。 

以上 
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意見書  
 

平成25年9月20日  

 

総務省総合通信基盤局  

電気通信事業部事業政策課 御中  

 

郵便番号 100-0004 

住所 東京都
とうきょうと

千代田区
ち よ だ く

大手
お お て

町
まち

１丁目
１ちょうめ

8
８

番１号
ばん１ごう

 

   KDDI大手
お お て

町
まち

ビル
び る

21
２１

階
かい

 

氏名 日本
に ほ ん

ネットワークイネイブラー
ね っ と わ ー く い ね い ぶ ら ー

株式
かぶしき

会社
がいしゃ

 

代表
だいひょう

取締役
とりしまりやく

社長
しゃちょう

 小林
こばやし

 昌
まさ

宏
ひろ

 

 

 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」に

関し、別紙のとおり意見を提出します。 

（文中では敬称を省略しております。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

意見提出者 日本ネットワークイネイブラー株式会社 

別添１意見提出者 該当部分 意見 

BBIX 株式会社 <現行指定の対象について>  

弊社は東日本電信電話株式会社殿及び西日本電信電話株式会社殿（以

下、あわせて「NTT 東西殿」という。）の NGN（以下、「NTT-NGN」という。）

上における VNE として、IPoE 方式によるインターネット接続サービス

を提供しています。  

IPoE 方式は、NTT-NGN において県単位で相互接続点が設置されている

PPPoE 方式と異なり、東京及び大阪の 2拠点でしか相互接続点が設置さ

れていないことから、NTT 東西殿の県間網の利用が余儀なくされます。

また、VNE との相互接続点に設置されるゲートウェイルータも同様に利

用が必須となっています。  

IPoE 方式は、PPPoE 方式同様に NTT-NGN 上で提供されるインターネッ

ト接続サービスであり、国民のブロードバンド利用に大きく影響するこ

と等を考慮すれば、IPoE 接続方式を提供するために利用が不可欠であ

る NTT 東西殿の県間網及びゲートウェイルータについても、第一種指定

電気通信設備として指定し、PPPoE 方式と同様の費用負担の考え方を適

用することで、円滑な利用を実現すべきと考えます。  
 

「NTT 東西殿の県間網及びゲートウェイルータについ

ても、第一種指定電気通信設備として指定し、PPPoE

方式と同様の費用負担の考え方を適用することで、円

滑な利用を実現すべきと」とありますが、当社はこれ

に基本的に賛同します。 

BBIXと同様にVNE事業者である当社はNTT東西の県間

網、ゲートウェイルータの利用が必須の状況でありコ

スト構造に大きな影響があります。 

第一種指定電気通信設備と同等に当該接続に関する設

備収支の状況等を明らかにし、接続料の適正な算定を

もとに VNE 事業者に対して第一種指定電気通信設備を

同一条件で提供することが必要と考えます。 

 

 

BBIX 株式会社 ＜相互接続点の分割＞ 

前項で申し上げたとおり、現在 IPoE 方式の相互接続点は東京及び大阪

の 2拠点のみであり、NTT 東西殿の本来の業務区域である県単位での相互

接続点は設置されていません。このため、PPPoE 方式では可能であった、

ユーザの分布やトラヒックに応じた柔軟な網設計やコスト、品質の管理が

できない状況となっています。従って、ユーザ利便の観点からも IPoE 方

式においても、速やかに県ごとの相互接続点を設置すべきと考えます。 

「IPoE 方式においても、速やかに県ごとの相互接続点

を設置すべきと考えます。」とありますが、当社はこれ

に賛同します。 

広域 POI だけの現状ではトラヒックに応じた柔軟な網

設計の選択肢も無くコスト、品質の管理も厳しい状況

にあります。 

POI分割はIPv6普及後も安定した良質なサービスを継

続提供する上で重要な位置付けと考えます。 
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意見書 

 

平成 25 年 9 月 24 日 

 

総務省総合通信基盤局 

 電気通信事業部事業政策課 御中 

 

郵便番号 105-7310 

住 所
（ ふ り が な ）

 東京都港区
と う き ょ う と み な と く

東新橋
ひがししんばし

一丁目 9 番 1 号 

氏 名
（ ふ り が な ）

 BBIX 株式会社 

専務取締役兼 COO 福
ふ く

智
ち

 道一
みちかず

 

 

 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する意見募集」に関し、別紙のとおり意

見を提出します。



別紙 

 

このたびは、「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する意見募集」に関し、意見提出の機会を設けて頂いたことにつきまして、御礼申し上げます。以

下のとおり弊社共の意見を述べさせて頂きますので、宜しくお取り計らいの程、お願い申し上げます。 

 

意見提出者  BBIX 株式会社 
別添 1 意見提出者 該当部分 意見 
西日本電信電話株式会社 当社のＮＧＮ等にボトルネック性がないことは明らかであ

り、また、ＩＰ・ブロードバンド時代は、各事業者がそれ

ぞれネットワークを構築し、お互いのお客様同士が相互に

通信しあう、同じ立場での接続形態となっており、当社の

固定電話網を中継事業者へアクセス網として貸し出す形態

が中心であった電話時代の接続とは大きく異なっているこ

と、から、当社のＮＧＮ等は、第一種指定電気通信設備の

対象から除外していただきたいと考えます。 

インターネット接続を提供する ISP 事業者等、多くの通信事業

者にとって、東日本電信電話株式会社（以下、「NTT 東」としま

す）殿及び西日本電信電話株式会社（以下、「NTT 西」とします）

殿の NGN と同等のネットワークを構築することは、資金を含む

リソースの制約等から実質的に不可能です。また、FTTH 市場に

おける契約数のシェアが 73.4％（平成 24 年度末）と依然として

高いこと等も踏まえれば、NGN がボトルネック設備であること

は明らかであり、引き続き第一種指定電気通信設備の指定を継続

すべきであると考えます。 
仮に、NGN が第一種指定電気通信設備の対象から外れた場合、

NGN と ISP ネットワークの相互接続が円滑に行われなくなるお

それがあるなど、ISP 市場の健全な発展を阻害することにつなが

るものと考えます。 
西日本電信電話株式会社 ② ネットワーク利用料の負担の公平性について 

ソフトバンク殿は、当社のＮＧＮとＩＳＰ接続することで、

ルータによる伝送部分のネットワーク利用料を負担するこ

となく０ＡＢ－ＪＩＰ電話サービスを提供されています

現在、NGN にかかるネットワークのコストは、NGN 利用者や

ISP、VNE 等の接続事業者が負担しております。NTT 西殿の主

張は、IP レイヤより上位にあるサービス種別を判別し、追加の料

金の負担を求めるという主張であり、IP パケットを公平に取り扱
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が、当社を含む既存の０ＡＢ－Ｊ電話サービス提供事業者

は、交換機やルータによる伝送部分のネットワーク利用料

（コスト）を負担してサービスを提供しており、同じ０Ａ

ＢＪ電話サービスでありながら、ネットワーク利用料（コ

スト）の負担の公平性が図られておりません。 

う従来の NGN の ISP・VNE 接続の機能や考え方を大きく変える

ものです。また、この主張は、サービス提供者が下位レイヤのネ

ットワークを、また ISP 事業者が上位レイヤのサービスを意識す

る必要がないため発展してきたインターネットの歴史に異を唱

えることでもあり、インターネット時代に逆行した意見であると

言わざるを得ません。 
仮に NTT 西殿がこのような主張を行うのであれば、IP パケッ

トに含まれるデータの目的や種類によって、ネットワーク利用料

を個別に設定することの正当性や実現方法を、ISP 事業者や VNE
事業者、上位レイヤに位置する通信サービス事業者、利用者、関

係団体等の幅広い関係者に自ら説明した上で、オープンな議論を

行うべきであると考えます。 
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意見書 

 
平成２５年９月２４日 

総務省総合通信基盤局 

 電気通信事業部事業政策課 御中 

 

郵便番号 103-0013 

住所 

東京都
とうきょうと

中央区
ちゅうおうく

日本橋
にほんばし

人 形
にんぎょう

町
ちょう

3
３

-10-2 

              フローラビル 8 階 

                        名称 

                          一般
いっぱん

社団
しゃだん

法人
ほうじん

テレコムサービス 協 会
きょうかい

 

 

 

  

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」に

関し、別紙のとおり意見を提出します。 
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再意見提出者 一般社団法人テレコムサービス協会 

意見提出者 該当部分 意見 

ソフトバンク BB

株式会社 

ソフトバンクテレ

コム株式会社 

ソフトバンクモバ

イル株式会社 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

(1)第一種指定電気通信設備に関する検証 

ウ アンバンドル機能の対象に関する検証 

＜アンバンドルの要件について＞ 

アンバンドル義務の要件としては、①「具体的な要望があるこ

と」、②「技術的に可能であること」、③「過度な経済的負担がない

ことに留意」の三点が明確に示されています。NGN における公正

競争環境の発展による、ブロードバンドの普及促進を図る観点か

ら、上記アンバンドルの三つの考え方について、それぞれ以下の

観点を踏まえ、NTT東西殿が適切に対応を行っているかどうかの

検証を求めます。 

左記のご意見に賛同します。 

特に、最新のネットワークである NGN については、その

ネットワーク上で様々なアプリケーション・サービスが登場

するような環境が整備されることを期待します。しかし、現

状では必ずしもそうはなっておらず、NTT 東西による新た

なサービスもほとんど提供されない状況になっています。

NGN の機能をアンバンドルすることによって、他の事業者

から新たなサービスが出されるような競争環境が整うこと

を期待します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 
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意見提出者 該当部分 意見 

KDDI 株式会社 １ 指定電気通信設備制度に関する検証 

（５）機能分離の運用状況に関する検証 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離

及び子会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的

かつ詳細な項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言え

ないため、総務省においては、NTT 東・西に対して厳格な調査、

検証を実施し、それらに基づく是正措置を着実に講じるべきで

す。 

左記の 3 社のご意見に賛同します。 

いずれも、競争事業者の目から見て、これまでの「機能

分離」およびその検証過程が十分ではないとの指摘と考

えます。また、以前の「光の道」の議論の際には、「機能分

離」は目的ではなく、ブロードバンドの利活用を促進するた

めの手段であったはずです。その点から見ても、前項でも

指摘したように、現状では最新のネットワークである NGN

を十分に利活用したサービスが提供されている環境には

なっていません。 

また、昨年度も競争事業者から同様の意見が出されて

いたにもかかわらず、状況はほとんど変わっておりませ

ん。したがって、現在の「機能分離」が当初の目的を果た

せないのは明らかと考えます。ブロードバンドのさらなる利

活用の促進を目指して、早急に新たな枠組みによる検討

を開始するべきと考えます。 

ソフトバンク BB

株式会社 

ソフトバンクテレ

コム株式会社 

ソフトバンクモバ

イル株式会社 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

（５）機能分離の運用状況に関する検証 

NTT 東西殿が 2013 年 6 月 28 日に総務大臣殿に提出した、

禁止行為規定遵守措置等報告書については、昨年度と比して、

各種規程等の内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関連

情報を持ち出す場合の明確化等に加え、公表範囲も一部拡大し

て頂きました。こうした変更は公正競争確保に資するものであ

り、評価されるべきと考えます。しかしながら、依然として以下の

点については問題点が認められます。 

イー・アクセス株

式会社 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

（５）機能分離の運用状況に関する検証 

なお、上記の検証の結果や、本意見書のボトルネック設備利

用に係る各社意見の内容を踏まえて、現行の体制に課題がある

と認められた場合は、同等性を図るための更なる措置（例えば、

システムの物理的分離等）の実施を検討すべきと考えます。 
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意見書 

 

 

平成２５年９月２４日 

総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部事業政策課制度係 御中 

 

 

郵便番号  １００－６１５０ 

住    所  東京都
とうきょうと

千代田区
ち よ だ く

永田町
ながたちょう

二丁目
に ち ょ う め

１１番１号 

氏    名  株式
かぶしき

会社
がいしゃ

エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

代表
だいひょう

取締役
とりしまりやく

社長
しゃちょう

  加藤
か と う

 薰
かおる

 

 

 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」に関し、別

紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 



 （別紙） 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」に関して、意見提出の機会をいただき、厚く御礼申し上げま

す。つきましては、当社の意見を以下のとおり提出させていただきますので、お取り計らいの程宜しくお願い申し上げます。 

 

再意見提出者：NTT ドコモ 

意見提出者 該当部分 再意見 

株式会社ケイ・

オプティコム 

P1 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

  （２） 第二種指定電気通信設備に関する検証 

      ア 指定要件に関する検証 

 

二種指定事業者とＭＶＮＯの不公平な競争条件の是正に向けては、接続料に

関する適正性・透明性の確保が特に重要であり、次の措置を含め、二種指定制

度を一種指定制度並みに厳正化すべきと考えます。 

・接続約款について、現行の届出制から認可制への移行 

・接続料算定における将来原価方式の導入（ＭＶＮＯの事業予見性の確保） 

・接続料算定時期に起因する二種指定事業者とＭＶＮＯの原価年度のずれ解消 

・アンバンドル機能の提供義務化・拡大（すべての二種指定事業者における同一

の接続メニューの提供） 

・二種指定事業者のネットワーク設計値、品質、カバーエリア等について、ＭＶＮ

Ｏに対する情報開示の義務化 

 

・当社は MVNO との協議に際し、「事業者間協議

の円滑化に関するガイドライン」に則り、真摯に

対応しています。また、パケット接続料について

は法令に基づく適正な算定により、当社において

は毎年度低減しており、2012 年度適用接続料は

対前年度比 4 割超と大幅に低減しています。 

・寧ろ、MNO は MVNO に対して接続義務により広

くあまねく画一的対応を求められていることが、

事業者の不満に繋がっている面もあると考えら

れます。M2M 市場の拡大等により、今後益々

MVNO の重要性が高まると想定されることから、

当社としても MVNO の参入促進に積極的な取組

みに努めていく必要があると認識しています。そ

のためには、MNOのMVNOに対する接続義務を

撤廃し、諸外国同様、卸方式による自由かつ柔

軟なビジネスベースの取引が行える制度に改め

ることで、MNO と MVNO が Win-Win の関係を構

築し、多種多様なサービスの提供を可能とするこ

とが極めて重要であると考えます。 

P2 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

  （３） 禁止行為に関する検証 

      ア 第二種指定電気通信設備に係る禁止行為規制の適用事業者の指

定要件関する検証 

 

・移動体市場の競争環境の検証に当たっては、ス

マートフォンや LTE の普及等による OTT（Over 

The Top）主導のグローバル化の進展が移動体

市場に影響を与えている状況等を踏まえる必要

があります。OTT の台頭を踏まえれば、国内の

ネットワークレイヤーだけに着目した規制は見直

1 



意見提出者 該当部分 再意見 

ＮＴＴグループは、固定通信・移動通信の両市場において圧倒的なシェアを有

するドミナント事業者を抱えることから、ＮＴＴグループに対する現行規制について

は、引き続き維持すべきであり、ＮＴＴドコモ殿に対する禁止行為等規制の適用に

ついて、「非対称規制として維持していくことが適当」とした昨年の検証結果にお

ける総務省殿の考え方に賛同いたします。 

ただし、モバイル市場においては、有限希少な電波資源の利用がもたらす市

場特性、大規模な売上高、顧客基盤、圧倒的な資金力等をベースとして、上位３

社の市場支配力がますます強大化しているものと認識しております。加えて、上

位３社を含む企業グループは、モバイル市場での売上を原資としてさまざまな事

業分野に進出し、情報通信市場全体への影響力を拡大しており、それにより、市

場全体の健全な発展が阻害されつつあります。 

このような状況が続くことになれば、サービスの多様化や料金の低廉化といっ

たこれまでの競争政策の成果は失われることとなり、お客様の利便性は却って損

なわれることになります。 

以上のことから、情報通信市場全体での公正競争環境の確保のため、上位３

社のモバイル事業者を含む企業グループの総合的な市場支配力やグループドミ

ナンスに対して、厳正かつ包括的に規制することが必要と考えます。 

 

しが必要であると考えます。また、産業競争力の

観点で見た場合も、海外と比べて突出して厳しい

規制は、国内の通信キャリアの競争力のみなら

ず、国内の上位下位レイヤーの競争力をも奪う

ものであり、OTT の多くが海外勢であることを踏

まえると国際競争力を高める意味でも見直しが

必要と考えます。 

・国内においても、ソフトバンク殿がスプリント殿買

収によって売上高で世界第 4 位の規模となり、端

末や通信設備の調達力が大きく向上すること

や、KDDI 殿が CATV 各社との連携強化により、

「au スマートバリュー」が開始後僅か一年余りで

463 万契約（2013 年 7 月 30 日、同社決算発表）

に達するなど固定側の合従連衡が移動体通信

市場に影響を与えている状況を踏まえる必要が

あると考えます。au スマートバリューは利用者の

満足度が高いにも関わらず、当社は規制により

排他的な連携が禁止され、事実上こうしたサービ

スが提供できないことから、当社の利用者のみ、

その利便性を享受できない状況にあります。 

・さらには、当社、KDDI 殿、イー・アクセス殿を含

めたソフトバンクグループ殿の 3 事業者グループ

がいずれも収益シェア 25%を超えて近接している

上、KDDI 殿、ソフトバンクグループ殿についても

市場支配力を有していると考えられるところであ

り、これらを踏まえると、当社のみに禁止行為規

制を課す合理性は最早ないと考えます。 

P3 

２ 日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証に関する検証 

  （１） 検証の対象 

 

・料金業務の見直しは、当社の通信サービス料金

の請求・回収を効率的に実施するために、あくま

で現行制度の枠内で業務運営体制を見直したも

のです。公正競争にも十分配慮して実施してお

2 



意見提出者 該当部分 再意見 

① NＴＴグループ各社の料金の請求・回収業務の統合 

ＮＴＴファイナンス殿を通じたＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収業務の統

合は、指定電気通信設備規制や禁止行為規制等の公正競争要件に関する各種

規制を形式的にはクリアしつつも、自らの論理によってグループ連携を進めてい

ることが根本的な問題であり、市場におけるＮＴＴシェアの高止まりの主因でもあ

ります。このことは、これまで積み重ねられてきた、移動体通信業務分離やＮＴＴ

再編の趣旨を逸脱して、なし崩し的にグループの再統合、独占への回帰を図るも

のです。 

真に公正競争環境を確保するためには、ＮＴＴグループにおける事業運営上の

全ての行為に対して適切かつ抜けのない規制をかけることが必要であり、総務

省殿においては、平成２６年の包括的な検証を待つことなく、不適切な共同営業

行為等がなされることがないよう、適時適切に措置いただくことが必要です。 

その中で、平成２５年７月８日付のＮＴＴ東西殿から総務省への報告「電気通信

役務の料金等に係る業務をＮＴＴファイナンス株式会社へ移管すること等に関し

て講ずる措置の報告について」等が総務省殿のホームページに公開されていま

すが、総務省殿において分析・検証がなされた形跡はありません。ＮＴＴグループ

各社の料金の請求・回収業務の統合については、総務省殿における判断基準・

検証方法の妥当性についての外部検証性の確保は極めて重要であることから、

ＮＴＴグループ各社からの毎年度の報告内容の公表に留まらず、ＮＴＴグループの

措置が永続的に有効であるかどうか継続的に監督いただいた上で、その状況に

ついては、審議会・競争政策委員会等を通じて定期的に議論いただくことを要望

いたします。 

り、本見直しから一年が経過しておりますが、特

段の問題は生じていないと認識しております。 

・また昨年 3 月、総務省から規制等の趣旨を確保

する観点から講ずべき措置を要請されたことを踏

まえ、措置状況を報告しておりますが、総務省の

検証の結果においても、特段の問題は生じてい

ないものと認識しております。 

・寧ろ、講じた措置の総務省報告は稼働等におい

て事業者に過度の負担を強いるものであること

から、一定程度問題が生じていないようであれ

ば、見直すべきと考えます。 

 

ＫＤＤＩ株式会

社 

P1-2 

電気通信分野における競争状況を見てみると、固定通信分野では NTT 東・西

の FTTH 契約者数シェアが 72.5％、モバイル分野では、NTT ドコモの契約者数シ

ェアが 43.6％（電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公

表（平成 24 年度第 4 四半期（3 月末）））と、固定、モバイル両市場において、NTT

グループが圧倒的な市場支配力を有しつづけており、依然として公正な競争環

境には至っていないと考えます。 

これは、NTT 東・西が、「ボトルネック設備」と「顧客基盤」を公社時代から継

承、保有していることに加え、持株会社体制の下、グループ各社が事実上の一体

・移動体市場の競争環境の検証に当たっては、ス

マートフォンや LTE の普及等による OTT（Over 

The Top）主導のグローバル化の進展が移動体

市場に影響を与えている状況等を踏まえる必要

があります。OTT の台頭を踏まえれば、国内の

ネットワークレイヤーだけに着目した規制は見直

しが必要であると考えます。また、産業競争力の

観点で見た場合も、海外と比べて突出して厳しい

規制は、国内の通信キャリアの競争力のみなら

3 



意見提出者 該当部分 再意見 

経営を行っていることに起因していると考えます。そのため、1992年のNTTドコモ

分離や、1999 年の NTT 再編成時に課された公正競争要件に加え、電気通信事

業法に規定されている市場支配的な事業者に対する禁止行為規制や機能分離

等の公正競争ルールは、NTT グループ各社の圧倒的シェアに鑑みれば、今なお

有効かつ不可欠なものとなっています。 

特に、固定・モバイル両市場において圧倒的な影響力を持つNTT東・西とNTT

ドコモを中心としたグループ連携が、過去の競争政策に逆行する形で認められた

場合、現状の NTT グループのシェアはさらに増大し、結果的に競争事業者が市

場から排除されることになります。これにより、国民にとってサービスや料金の選

択肢が狭まるといった利便の低下をまねくおそれがあることから、公正競争ルー

ルの更なる整備・徹底を図り、禁止行為規制の潜脱防止を強化することが必要で

す。 

総務省においては、競争政策の検証の実施にあたっては、ICT 利活用の基盤

となる電気通信分野において公正な競争環境を確保できるよう、上述のような

NTT の特殊性や独占性、NTT の市場支配力が市場環境に与える影響を考慮し

たうえで、競争政策全体の適正性を検証し判断すべきと考えます。 

 

ず、国内の上位下位レイヤーの競争力をも奪う

ものであり、OTT の多くが海外勢であることを踏

まえると国際競争力を高める意味でも見直しが

必要と考えます。 

・国内においても、ソフトバンク殿がスプリント殿買

収によって売上高で世界第 4 位の規模となり、端

末や通信設備の調達力が大きく向上すること

や、KDDI 殿が CATV 各社との連携強化により、

「au スマートバリュー」が開始後僅か一年余りで

463 万契約（2013 年 7 月 30 日、同社決算発表）

に達するなど固定側の合従連衡が移動体通信

市場に影響を与えている状況を踏まえる必要が

あると考えます。au スマートバリューは利用者の

満足度が高いにも関わらず、当社は規制により

排他的な連携が禁止され、事実上提供できない

ことから、当社の利用者のみ、その利便性を享

受できない状況にあります。 

・さらには、当社、KDDI 殿、イー・アクセス殿を含

めたソフトバンクグループ殿の 3 事業者グループ

がいずれも収益シェア 25%を超えて近接している

上、KDDI 殿、ソフトバンクグループ殿についても

市場支配力を有していると考えられるところであ

り、これらを踏まえると、当社のみに禁止行為規

制を課す合理性は最早ないと考えます。 

P6 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

  （２） 第二種指定電気通信設備に関する検証 

      イ 指定の対象に関する検証 

 

モバイル市場においては、電波には有限・希少性があるため、設備競争によっ

て電波を有効活用しながら市場を活性化していくことが重要です。そのため、さま

・KDDI 殿の意見に賛同致します。 

・モバイル市場の更なる発展のためには、MNOの

MVNO に対する接続義務を撤廃し、諸外国同

様、卸方式による自由かつ柔軟なビジネスベー

スの取引が行える制度に改めることで、MNO と

MVNO が Win-Win の関係を構築し、多種多様な

サービスの提供を可能とすることが極めて重要

4 



意見提出者 該当部分 再意見 

ざまな分野で強みを持つMVNOが、MNOのみでは提供できない付加価値のある

サービスを提供し、新たな市場を創造していく環境が必要です。 

しかしながら、日本における MVNO に関する現行の制度については、MNO に

対してネットワークの開放義務を課す等、世界的に見ても MNO に対して特に厳し

い規制が課されている状況にあります。国内のMVNOのみならず、グローバルな

MVNO の展開も見られる中、我が国と外国との規制の差異が我が国の電気通信

事業者に不利益をもたらすことのないよう留意する必要があります。 

このような観点から、第二種指定電気通信設備の「アンバンドルすべき機能」

や接続料算定ルールについては、MNO の設備投資インセンティブを損なわない

よう、過度な規制にならないようにすべきです。 

であると考えます。 

 

P6-7 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

  （３） 禁止行為に関する検証 

      ア 第二種指定電気通信設備に係る禁止行為規制の適用事業者の指

定要件関する検証 

 

シェア 1 位の NTT ドコモが圧倒的に強いという日本のモバイル市場の特徴に

加え、固定市場のドミナントである NTT 東・西とモバイル市場のドミナントである

NTT ドコモが持株体制下でグループ一体経営を行っているという NTT の組織形

態の特殊性等に鑑みれば、現行の NTT ドコモに対する禁止行為規制は適切で

す。また、NTT ドコモは 40%以上の市場シェアを長期に渡って維持しており、NTT

ドコモに対する禁止行為規制適用の必要性に変わりはありません。 

なお、EU においてもシェア 40%超の事業者に市場支配力があると認定している

とおり、現行の禁止行為事業者の指定ガイドラインにおいて、「第二種指定電気

通信設備を設置している電気通信事業者が一定期間継続して４０％を超える高

い市場シェアを有する場合には、特段の事情が認められない限り指定」とする基

準値は適切と考えます。さらに、禁止行為規制の適用事業者の指定にあたって

は、市場シェアのみならず、電気通信事業者の総合的な事業能力を測定するた

めの諸要因※も踏まえて総合的に判断することは適切です。 

※事業規模（資本金、収益、従業員数）、市場への影響力、ブランド力、製品・

サービスの多様性、潜在的な競争の不在、技術上の優位性・卓越性、需要

・禁止行為規制の適用事業者の指定について

は、市場シェアのみではなく、ソフトバンク殿がス

プリント殿買収により売上高世界第 4 位になった

ことや、競争力の源泉である保有周波数帯域幅

（逼迫度）において当社が最も不利であること、

KDDI 殿が「au スマートバリュー」で契約数を大き

く伸ばしていること等も踏まえるべきであると考え

ます。 

・当社のシェアは毎年継続して減少し、10 年前と

比べて 10%以上低下しております。昨年度におい

ては二度も月次契約数の純減を経験し、年間の

純増数においても第 3 位に甘んじていることや、

OTT（Over The Top）等の様々な上位下位レイヤ

ーの事業者が提供するプラットフォームサービス

等が利用者の支持を得ていることを踏まえれ

ば、当社に価格・品質・数量・その他各般の条件

等を左右するだけの市場支配力がないことは明

らかです。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

及び供給の代替性、価格の弾力性、サービスや端末等の販売・流通におけ

る優位性、共同支配 

P8-9 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

  （３） 禁止行為に関する検証 

      イ 指定電気通信設備制度における禁止行為規制の運用状況に関す

る検証 

 

＜NTT 東・西とドコモとの直接的な連携又は第三者を介してのグループ連携＞ 

NTT 東日本、NTT 西日本、NTT コミュニケーションズ及び NTT ドコモの電気通

信役務の料金請求に係る業務を NTT ファイナンスへ移管することに関しては、

2012 年 3 月 23 日に総務省より上記事業者に対して消費者保護ルール、料金規

制や行為規制等の趣旨を確保するよう要請措置が出されているとおり、条件を

付した内容について公正競争上問題がないか引き続き厳格な検証を行うことが

必要と考えます。本施策により NTT グループ一体化の動きが既成事実化するこ

とは問題であり、今後新たに公正競争上問題のある NTT グループの統合等に係

る施策が実施されることのないよう、公正競争環境確保の観点からより厳格なル

ール運用を行っていくべきです。 

NTT ファイナンスの事例は、請求業務を第三者のグループ会社に一本化する

ことによる排他的な連携の一類型であり、今後もこのような第三者を介した排他

的なグループ連携が行われる可能性があります。さらに、グループ各社が持つ顧

客データベースを統合する等して活用し、競争事業者がビジネス上組むことがあ

り得ないケースでの事実上の排他的な連携の可能性もあることから、現行の規

制の趣旨が損なわれないよう、潜脱の恐れを回避するための措置を予め講じる

べきです。 

・料金業務の見直しは、当社の通信サービス料金

の請求・回収を効率的に実施するために、あくま

で現行制度の枠内で業務運営体制を見直したも

のです。公正競争にも十分配慮して実施してお

り、本見直しから一年が経過しておりますが、特

段の問題は生じていないと認識しております。 

・また昨年 3 月、総務省から規制等の趣旨を確保

する観点から講ずべき措置を要請されたことを踏

まえ、措置状況を報告しておりますが、総務省の

検証の結果においても、特段の問題は生じてい

ないものと認識しております。 

・寧ろ、講じた措置の総務省報告は稼働等におい

て事業者に過度の負担を強いるものであること

から、一定程度問題が生じていないようであれ

ば、見直すべきと考えます。 

 

P9 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

  （３） 禁止行為に関する検証 

      イ 指定電気通信設備制度における禁止行為規制の運用状況に関す

る検証 

 

・「不当な差別的取り扱い」等の事業法上の規定

に抵触するものではなく、ＮＴＴグループ会社間の

内部相互補助等も行っておりません。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

＜日本電信電話ユーザ協会（第三者を介したグループ一体営業事例）＞ 

1976 年の公社時代に設立された日本電信電話ユーザ協会は、事実上、公社

時代からの会員基盤をそのまま継承し、NTT 再編前の形態のままで運用されて

います。さらに、NTTグループのOBが同協会の役員に就き、現役のNTT東・西、

NTTドコモ、NTTコミュニケーションズの役員・法人部門の長が、同協会の諮問機

関である「評議員会」のメンバーとなっている等、NTT グループが協会運営に直

接関与しているものと思われます。 

また、同協会は、商工会議所や地場企業等の会員に向けて、ブロードバンドセ

ミナーや講演会等を開催し、NTT グループ各社の商品・サービスの紹介や NTT

グループ各社の商品・サービスに係る割引、地場企業にとって有力な宣伝ツール

となる電話帳（公社時代から継承する顧客基盤を基に作成）の広告割引等を行っ

ており、NTT グループ各社の営業の場となっていることが懸念されます。 

このような活動は、自己の関係事業者と一体となった排他的業務に該当するも

のであり、第三者を介して禁止行為規制を潜脱する行為と考えます。そのため、

総務省においては、日本電信電話ユーザ協会の事例のような第三者を介した間

接的な連携について調査・検証を行い、実質的な共同営業が行われないように

すべきです。 

P10 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

  （３） 禁止行為に関する検証 

      イ 指定電気通信設備制度における禁止行為規制の運用状況に関す

る検証 

 

＜ISP を介した NTT 東・西と NTT ドコモの連携＞ 

ISP が、NTT 東・西のフレッツと NTT ドコモの携帯電話の同時加入で、高額の

キャッシュバックを実施している事例がこれまでにも存在していたところですが、こ

れは、NTT 東・西と NTT ドコモの商品・サービスをセットで販売する排他的な一体

営業と考えます。 

このような営業活動は、事実上、自己の関係事業者と一体となった排他的業

務に該当するものであり、第三者を介して禁止行為規制を潜脱する行為と考えま

す。そのため、総務省においては、直接的な連携だけでなく第三者を介した間接

・ご指摘の事例は、ISP が自らの経営判断で行っ

ている販売促進施策であり、当社と ISP との取引

関係においては何ら排他性があるものではなく、

公正競争上の問題は生じていないと認識してお

ります。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

的な連携についても調査を行い、公正競争上の問題がないか厳格に検証し、実

質的な一体営業が行われないように禁止すべきです。 

P10-11 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

  （３） 禁止行為に関する検証 

      イ 指定電気通信設備制度における禁止行為規制の運用状況に関す

る検証 

 

＜くらし快適サービス NTT tabal について＞ 

NTT ファイナンスが提供している「くらし快適サービス NTT tabal」は、NTT グル

ープの料金請求・回収業務に加え、他社の料金請求・回収業務を手掛けるサー

ビスですが、本サービスは NTT ブランドを前面に出してのお客様訴求となってお

り、子会社である NTT ファイナンスによる提供であることを明示すべきです。 

本サービスで付与される「tabal ポイント」は様々な景品と交換できるようです

が、NTT グループ各社によるポイント原資の補助等、実質的に排他的な割引サ

ービスを行っていないか継続して調査を行い、問題が見つかれば必要な措置を

講じるべきと考えます。 

・当社からNTTファイナンス社に対して、料金業務

の移管についてポイント原資の補助は一切行っ

ておりません。「tabal ポイント」等ポイント還元の

提供については、NTT ファイナンス社の経営判

断で行っているものと認識しております。 

P11-12 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

  （３） 禁止行為に関する検証 

      ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用状況に関する検

証 

 

特定関係事業者制度の趣旨は、第一種指定電気通信事業者に対し禁止行為

規制の適用による対処のみでは公正競争の確保に十分でないと考えられるもの

について、特定関係事業者の指定を行うことにより、厳格なファイアーウォールを

設けるものであり、こうした趣旨の下、現在 NTT コミュニケーションズが第一種指

定電気通信事業者である NTT 東･西の特定関係事業者として指定されていると

理解しています。 

しかしながら、NTT ファイナンスによる統合請求や県域等子会社によるドコモシ

ョップ兼営等 NTT グループ間の連携が顕在化しており、第一種指定電気通信事

・当社はこれまでも法令を遵守し、適時適切に業

務を行っております。また、ＮＴＴファイナンスへの

料金業務の移管については、総務省要請を踏ま

え、公正競争にも十分配慮して実施しておりま

す。したがって、当社および NTT ファイナンスを

特定関係事業者として指定する特段の必要性は

存しないものと考えております。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

業者と密接に関係がある事業者がこれまで以上に増えている状況にあることを

踏まえると、NTT コムのみならず、NTT ドコモも特定関係事業者に規定すべきと

考えます。 

また、NTT ファイナンスについては、昨年の検証結果において、「電気通信事

業者ではない NTT ファイナンス等には、現在の事業法においては、特定関係事

業者として指定する対象となるものではない。」との考え方が示されているところ

ですが、NTT ファイナンスによる統合請求の事例については、NTT 法、累次の公

正競争要件、電気通信事業法等の趣旨を確保する観点から、NTT ファイナンス

を介して第一種指定電気通信事業者と密接に関係のある事業者が連携して反

競争的な行為を未然に防止するために一定の条件が付与されたと理解していま

す。 

これに照らせば、NTT ファイナンスも第一種指定電気通信事業者と密接に関

係していると言えることから、特定関係事業者に規定すべきと考えます。 

なお、今後もコスト効率化の観点等の理由により NTT ファイナンスの事例のよ

うな非電気通信事業者や関連会社等を活用し第一種指定電気通信事業者であ

る NTT 東・西が関連したグループ連携が行われる可能性があることは否定でき

ないことから、第一種指定電気通信事業者が関連している電気通信事業者以外

を活用した NTT グループの連携や業務統合に関係する事業者についても特定

関係事業者の対象とすべきと考えます。 

ソフトバンク 

ＢＢ株式会社 

ソフトバンク 

テレコム株式

会社 

ソフトバンク 

モバイル株式

会社 

P8-9 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

  （３） 禁止行為に関する検証 

      イ 指定電気通信設備制度における禁止行為規制の運用状況に関す

る検証 

 

（イ） 「NTTID ログインサービス」、「NTT ネット決済」等、グループ内の排他的業

務 

「NTTID ログインサービス」や「NTT ネット決済」は、NTT ドコモ殿とエヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケーションズ株式会社（以下、「NTT コミュニケーションズ」という。）殿

の ID、決済の排他的な連携サービスであり、共同ガイドラインにも事業法第 30条

第 3 項第 2 号の事例として示されている「自己の関係事業者と一体となった排他

・当社が NTT ID ログインサービスに提供している

認証を行う仕組みや、NTT ネット決済に提供して

いる料金回収代行サービス等は、他事業者から

要望があれば同様に提供を行っているものであ

り、「自己の関係事業者と一体となった排他的業

務」に該当する事実はありません。 

・なお、NTT ネット決済については、本年 3 月にサ

ービス提供を終了しております。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

的業務」に該当する可能性が高い事例であると考えます。 

当該行為に対し、NTT ドコモ殿及び NTT コミュニケーションズ殿は、「「自己の

関係事業者と一体となった排他的業務」に該当する事実はありません」との主張

をされていますが、サービス名称の通り、NTT グループ以外の競争事業者がサ

ービス提携を行なうことは実質困難です。また、本サービスの報道発表資料

（2010 年 5 月 13 日発表）（別添資料２）からも分かるとおり、後述の「NTT おまと

め請求」と同様に NTT 持株殿が主導となり、グループの連携を推進しており、こ

のような連携が益々強まっている状況をも踏まえると、総務省殿においては、電

気通信事業法第 30 条第 3 項第 2 号及び「移動体分離の際の公正有効競争条

件」（2）を事実上潜脱していないか、当該サービスの検証を十分に行い、公正な

競争環境を確保するために必要な措置を講じるべきと考えます。 

P9-10 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

  （３） 禁止行為に関する検証 

      イ 指定電気通信設備制度における禁止行為規制の運用状況に関す

る検証 

 

（ウ） NTT グループカードによるセット割引の恐れ 

NTTファイナンス株式会社殿（以下、「NTTファイナンス殿」という。）が提供する

「おまとめキャッシュバック」サービスについては、NTT グループカードに入会する

ことで、NTT 東西殿、NTT ドコモ殿、NTT コミュニケーションズ殿等の NTT グルー

プ会社等の通信サービス料金からその利用額に応じ、一部キャッシュバックされ

るものです。当該行為は、共同ガイドラインにも事業法第 30条第 3項第 2号の事

例として示されている「自己の関係事業者のサービスを排他的に組み合わせた

割引サービスの提供」に該当するおそれがあると考えます。同サービスは、NTT

のブランド力を前面に押出しており、また NTT グループ以外の提供企業は、大手

ISP2 社（NEC ビッグローブ株式会社殿及びニフティ株式会社殿）のみという状況

から、一部の電気通信事業者に対する実質的な優先的取扱いが解消されたとは

いえません。このような状況を黙認することは、NTT グループ企業とフレッツサー

ビス提携企業により、NTT グループの市場シェアを利用した割引サービスを実質

的に認めるものであり、NTT グループ殿の独占性を推進することに他なりませ

・当社から NTT ファイナンス社に対して、「おまと

めキャッシュバック」の提供にあたり割引原資等

の補助は一切行っておりません。当該サービス

の提供については、NTT ファイナンス社の経営

判断で行っているものと認識しております。 

10 



意見提出者 該当部分 再意見 

ん。総務省殿においては、電気通信事業法第 30条第 3項第 2号を事実上潜脱し

ていないか、十分に検証を行い、必要に応じ措置を講じるべきと考えます。 

 

（エ） 「ＮＴＴ ｔａｂａｌポイント」によるセット割引の恐れ 

NTT ファイナンス殿が提供する「くらし快適サービス ＮＴＴ ｔａｂａｌ」において、イ

ンターネットサービスプロバイダの料金をはじめとした様々なサービスの料金の

お支払いを、ＮＴＴ東西殿の固定電話やフレッツ、若しくはＮＴＴドコモ殿の携帯電

話の請求にたばねることで、「ＮＴＴ ｔａｂａｌポイント」が付与されるものとなっていま

す。ポイントは、電話やフレッツ、携帯電話等の料金のお支払いに対しては付与

されないことから、直ちにセット割引の実施等、電気通信事業法第 30条第 3項第

2 号等に該当するものではありませんが、今後該当することのないよう、引き続き

注視すべきと考えます。 

P11-12 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

  （３） 禁止行為に関する検証 

      ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用状況に関する検

証 

 

 後述の NTT グループ統合請求等、NTTグループ企業や代理店を介した事業連

携が益々進展しています。当該事象等は、NTT 再編時の趣旨を形骸化させるも

のである一方、NTT 東西殿に対する禁止行為のみでは対処しえない事象である

と認識しています。類似の事象を防止するルール策定の他、2014 年を目処に実

施される予定の包括的検証に当たっては、特定関係事業者制度が現状では十

分に機能していないことを踏まえ、脱法的なグループ連携を防止する規制整備等

の検討等も行うことが必要と考えます。 

・当社はこれまでも法令を遵守し、適時適切に業

務を行っており、当社を特定関係事業者として指

定する特段の必要性は存しないものと考えてお

ります。なお、ＮＴＴファイナンスへの料金業務の

移管については、総務省要請を踏まえ、公正競

争にも十分配慮して実施しております。 

 

P15-16 

２ 日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 

 

（イ） NTT グループ統合請求 

昨年度より、NTT グループの料金の請求・回収業務等の統合が開始されてい

ます。本施策の問題点は、NTT グループの延べ 1 億 3 千万人に上るユーザ、合

・料金業務の見直しは、当社の通信サービス料金

の請求・回収を効率的に実施するために、あくま

で現行制度の枠内で業務運営体制を見直したも

のです。公正競争にも十分配慮して実施してお

り、本見直しから一年が経過しておりますが、特

段の問題は生じていないと認識しております。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

わせて8兆円を超える料金債権がNTTファイナンス殿へと集約されることであり、

また、NTT 持株 殿の元に「ヒト・モノ・カネ・情報」というグループの経営資源が統

合され、NTT グループの組織の再統合・独占回帰をより加速させることにあると

考えます。 

総務省殿においては、「ＮＴＴ東西に課されているユニバーサルサービス確保

の責務に係る規定、各事業会社に課した累次の公正競争確保のための措置、事

業法により各事業会社に課されている料金規制及び消費者保護ルール並びに

市場支配的な電気通信事業者に対して課されている行為規制等の趣旨が引き

続き確保されるよう、適切な措置を講じ、またはＮＴＴファイナンスに講じさせるとと

もに、講じた措置の内容について毎年度報告することを要請」しており、NTT グル

ープの組織の再統合・独占回帰に係る懸念は払拭しきれないものの、公正競争

環境は一定程度確保されたものの考えます。当該要請に基づき講じた措置の報

告については公開し、総務省殿は、競争事業者も同等のサービスが実施できる

ようになっているか、また不当な競争環境が惹起されてないか等の視点から、十

分に報告を検証すべきです。なお、総務省殿の検証については、判断基準・検証

方法も公開することで、外部検証性を確保すべきと考えます。 

・また昨年 3 月、総務省から規制等の趣旨を確保

する観点から講ずべき措置を要請されたことを踏

まえ、措置状況を報告しておりますが、総務省の

検証の結果においても、特段の問題は生じてい

ないものと認識しております。 

・寧ろ、講じた措置の総務省報告は稼働等におい

て事業者に過度の負担を強いるものであること

から、一定程度問題が生じていないようであれ

ば、見直すべきと考えます。 

 

P17 

２ 日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 

 

（エ） NTT グループ会社間の役員等の人事異動禁止 

本年度においても、NTT 持株殿を中心とした NTT グループ内における役員の

配置転換が複数見受けられます。このような戦略的な人材配置については、なし

崩し的なグループの再統合を誘引し、独占への回帰を図る動きと捉えることが可

能であり、先述の NTT グループ統合請求事案や、NTT 東西殿及び NTT コミュニ

ケーションズ殿の共同営業行為事案に示唆されるように、公正競争環境に著しい

悪影響を及ぼす懸念があります。今後、包括的な検証を実施するに当たっては、

論点として盛り込むべきと考えます。 

・役員の選任については、出身に関わらず、電気

通信事業に精通している者、あるいは当社が必

要としている高度な専門知識を有するものの中

から、人格、識見に優れ、役員として最も適任と

思われる候補者を選定しており、公正競争上問

題ないと考えます。 

・さらに、役員の人事異動に際し、退任・退職（転

籍）後を含めた守秘義務等の遵守に関する誓約

書の提出を義務付ける等の取り組みを実施して

おり、公正競争の確保に配意しております。 

イー・アクセス

株式会社 

P4 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

  （２） 第二種指定電気通信設備に関する検証 

      ア 指定要件に関する検証 

・ソフトバンクモバイル殿とイー・アクセス殿は本年

１月より同一企業グループとなっており、両社は

以下の通り、相互のリソースを共有しシナジーを

生かした事業展開を行う等、まさにグループ一体

12 



意見提出者 該当部分 再意見 

 

■指定基準の現状維持 

二種指定制度については、接続協議において強い交渉力を有す事業者によ

る、優位性を背景とした不当な差別的取り扱いを懸念して規定されたことを鑑み

れば、二種指定事業者とは事業規模や顧客基盤の異なる当社のような新興事業

者を指定対象に追加することは、当該制度の形骸化に繋がると考えます。そのた

め、指定基準の端末シェア１０％は現状維持が適切であると考えます。 

 

経営を行っております。 

 (1) ソフトバンクモバイル殿がイー・アクセス殿の

LTE 網を利用できる「ダブル LTE」では、無

線設備を共用し、イー・アクセス殿の基地局

を自社設備と同列に扱っている。他方で、ソ

フトバンクモバイル殿の接続約款には、当

該接続に係る規定は明示されていない。 

 (2) イー・アクセス殿がソフトバンクモバイル殿

の 3G 網を利用した音声ローミングを提供し

ている。 

・一方でイー・アクセス殿は第二種指定電気通信

役務を保有する事業者として指定（以下、二種

指定）を受けておらず、接続約款の届出・公表

や接続会計の整理・公表義務を負っておりませ

ん。なお、両社の間では 3 名の取締役が兼任し

ており、上記の通り、二種指定を受けているソフ

トバンクモバイル殿と二種指定を受けていない

イー・アクセス殿が、まさにグループ一体経営を

行っております。仮に両者の間で不透明な取引

が行われることとなれば、二種指定を受けてい

ないイー・アクセス殿を通じた規制の潜脱に繋

がりかねず、公正な競争が歪められる事態にな

りかねません。従って、透明性確保のためにも

イー・アクセス殿を二種指定すべきであると考え

ます。また、指定するまでの間はソフトバンクモ

バイル殿とイー・アクセス殿との間で不透明な取

引が行われていないか、審議会等の公の場に

おいて検証すべきであると考えます。 

・また、現状、第二種指定電気通信設備制度は、

事業者単位の指定により運用されているところで

すが、事業体が企業グループ単位でシナジーを

13 



意見提出者 該当部分 再意見 

生かし、競争上優位な立場に立っていることか

ら、同一市場においては、企業グループ単位で

の規制に見直すべきと考えます。 

P6-7 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

  （３） 禁止行為に関する検証 

      ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用状況に関する検

証 

 

■特定関係事業者制度の指定対象の見直し 

特定関係事業者制度は、禁止行為規制の適用による対処のみでは公正競争

の確保を十分に担保し得ない場合に、役員兼任の禁止といった厳格なファイアー

ウォール措置を設けるものであり、現在、ＮＴＴコミュニケーションズ殿がＮＴＴ東西

殿と業務委託関係があることや、共同営業が行われやすい土壌があることから、

指定対象になっていると理解しております。 

この点を踏まえると、「ドコモショップにおけるフレッツ商品販売」や、「県域等子

会社におけるＮＴＴドコモ殿の携帯電話販売」のように、ＮＴＴドコモ殿についても

県域等子会社や業務委託先を通じて、ＮＴＴ東西殿と営業連携が行われていると

ころであり、これら事例により、公正競争環境を阻害する虞があると考えます。 

従って、前述の通り、ＮＴＴ東西殿とＮＴＴドコモ殿の営業連携により、圧倒的な

支配力の行使が懸念される点も考慮し、ＮＴＴドコモ殿を特定関係事業者に追加

することが必要と考えます。 

また、ＮＴＴグループの排他的な連携については、「ＮＴＴファイナンスへの料金

業務の集約」のように、禁止行為規制や特定関係事業者の適用対象外である子

会社を通じて、業務の集約化を進める事例も存在し、今後も新たな施策が行わ

れる可能性があります。 

これら事例についても、公正競争の担保が必要であることから、ＮＴＴグループ

が新たな業務集約化等を行う場合は、その実施が既成事実化する以前に、実施

の適否について議論すると共に、「ＮＴＴファイナンスへの料金業務の集約」の際

の２０１２年３月２３日付の総務省殿要請事項のように、禁止行為規制や特定関

係事業者制度等の公正競争要件の趣旨を担保する措置（役員兼任・在籍出向の

・当社はこれまでも法令を遵守し、適時適切に業

務を行っております。また、ＮＴＴファイナンスへの

料金業務の移管については、総務省要請を踏ま

え、公正競争にも十分配慮して実施しておりま

す。したがって、当社を特定関係事業者として指

定する特段の必要性は存しないものと考えてお

ります。 

14 



意見提出者 該当部分 再意見 

禁止、情報の目的外利用防止に必要なファイアーウォール措置等）を予め整理し

ておく必要があると考えます。 

 

以上 
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「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募

集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 



 
（別紙） 

意見提出者 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 

意見提出者 該当部分 再意見 

ソフトバンクＢＢ

株式会社 

ソフトバンクテレ

コム株式会社 

ソフトバンクモバ

イル株式会社 

（P11） 

１   指定電気通信設備制度に関する検証 

（３）禁止行為に関する検証 

ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用状況に関する検証 

 

後述の NTT グループ統合請求等、NTT グループ企業や代理店を介した

事業連携が益々進展しています。当該事象等は、NTT 再編時の趣旨を形

骸化させるものである一方、NTT 東西殿に対する禁止行為規制のみでは

対処しえない事象であると認識しています。類似の事象を防止するルール

策定の他、2014 年度を目処に実施される予定の包括検証に当たっては、

特定関係事業者制度が現状では十分に機能していないことを踏まえ、脱

法的なグループ連携を防止する規制整備等の検討等も行うことが必要と

考えます。 

 

ＮＴＴファイナンスにおける通信サービス等料金の請求・回収業務に関し

ては、あくまで、お客さま利便の向上と通信サービス料金の請求、回収業

務の効率化を目的として、業務運営体制を見直すものであり、総務省から

の要請内容も踏まえて、必要な措置を講じた上で、適切に業務運営を実施

しております。 

また、弊社は、代理店に対して、ＮＴＴ東日本・西日本とは個別に代理店

契約を締結した上で、独立して営業活動を実施しており、公正競争上の問

題はないと認識しております。 

ソフトバンクＢＢ

株式会社 

ソフトバンクテレ

コム株式会社 

ソフトバンクモバ

イル株式会社 

（P17） 

2  日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 

（エ） NTT グループ会社間の役員等の人事異動禁止 

 

本年度においても、NTT 持株殿を中心とした NTT グループ内における役

員の配置転換が複数見受けられます。このような戦略的な人材配置につ

いては、なし崩し的なグループの再統合を誘引し、独占への回帰を図る動

きと捉えることが可能であり、先述の NTT グループ統合請求事案や、NTT

東西殿及び NTT コミュニケーションズ殿の共同営業行為事案に示唆され

るように、公正競争環境に著しい悪影響を及ぼす懸念があります。今後、

包括的な検証を実施するに当たっては、論点として盛り込むべきと考えま

す。 

 

再編成後の人事については、ＮＴＴの再編成に関する基本方針で示され

たＮＴＴ東日本・西日本と弊社との間のルールを遵守しており、公正競争上

の問題はないものと認識しております。 

なお、会社間人事異動時には役員を含めた全従業員を対象として退任・

退職（転籍）後を含めた守秘義務等の遵守に関する誓約書の提出を義務

付けるなど公正競争を確保するための取り組みを実施しており、新たな規

制を追加する必要はないものと考えます。 
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ソフトバンクＢＢ

株式会社 

ソフトバンクテレ

コム株式会社 

ソフトバンクモバ

イル株式会社 

（P16） 

2  日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 

（ウ） NTT 東西殿及び NTT コミュニケーションズ殿の共同営業行為 

 

NTT 東西殿が自社ユーザの新規獲得に当たり、併せてエヌ・ティ・ティ・

コミュニケーションズ株式会社(以下、「NTT コミュニケーションズ」という。) 

殿のサービスに割引を付すという事例を始め、事業法等で禁止されている

共同営業行為と疑われる事例が見受けられます。これらは NTT グループ

の一体となった営業行為であると考えられ、電気通信事業法第 30 条第 3

項第 2 号及び「「日本電信電話株式会社の事業の引継ぎ並びに権利及び

義務の承継に関する基本方針」（平成 9 年郵政省告示第 664 号）における

承継会社への事業の引継ぎに当たって電気通信の分野における公正な

競争の確保に関し必要な事項に関する基本的な事項」（八）（九）に実質的

に該当するものと考えます。総務省殿においては、覆面調査や立入検査

等、踏み込んだ実態の調査等を行ったうえ、是正に向けた措置等を講じて

頂きたいと考えます。また、冒頭で述べたとおり、本事例を始めとし、競争

事業者が営業やサービスの主管部門における逸脱行為を示す、電話や口

頭以外での有形の具体的な証拠を得ることが非常に困難であるため、本

制度の検証方法自体を見直す必要があると考えます。 

・NTT 東日本殿のフレッツ光ネクスト導入を条件に NTT コミュニケーション

ズ殿の ISP 料金の値下げ提案を同一の NTT 東日本営業担当者が実施 

等 

 

弊社はＮＴＴ東日本・西日本とは独立して営業活動を実施しております。 

ｎソフトバンクＢＢ

株式会社 

ソフトバンクテレ

コム株式会社 

ソフトバンクモバ

イル株式会社 

（P7） 

１   指定電気通信設備制度に関する検証 

（３）禁止行為に関する検証 

イ 指定電気通信設備制度に係る禁止行為規制に関する検証について 

（イ） 「NTTID ログインサービス」、「NTT ネット決済」等、グループ内の排他

的業務 

 

「NTTID ログインサービス」や「NTT ネット決済」は、NTT ドコモ殿とエヌ・

ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（以下、「NTT コミュニケーション

ズ」という。）殿の ID、決済の排他的な連携サービスであり、共同ガイドライ

ンにも事業法第 30 条第 3 項第 2 号の事例として示されている「自己の関

「NTT ID ログインサービス」、「NTT ネット決済」は、認証・決済基盤を広く

オープンにコンテンツプロバイダ等にご利用いただくものであり、特定の事

業者について排他的な取り扱いを行うものではありません。なお、「NTT ネ

ット決済」は、2013 年 3 月でサービスを終了しております。 
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係事業者と一体となった排他的業務」に該当する可能性が高い事例であ

ると考えます。 

当該行為に対し、NTTドコモ殿及びNTTコミュニケーションズ殿は、「「自己

の関係事業者と一体となった排他的業務」に該当する事実はありません」

との主張をされていますが、サービス名称の通り、NTT グループ以外の競

争事業者がサービス提携を行なうことは実質困難です。また、本サービス

の報道発表資料（2010 年 5 月 13 日発表）（別添資料２）からも分かるとお

り、後述の「NTT おまとめ請求」と同様に NTT 持株殿が主導となり、グルー

プの連携を推進しており、このような連携が益々強まっている状況をも踏ま

えると、総務省殿においては、電気通信事業法第 30 条第 3 項第 2 号及び

「移動体分離の際の公正有効競争条件」（2）を事実上潜脱していないか、

当該サービスの検証を十分に行い、公正な競争環境を確保するために必

要な措置を講じるべきと考えます。 

ソフトバンクＢＢ

株式会社 

ソフトバンクテレ

コム株式会社 

ソフトバンクモバ

イル株式会社 

（P15） 

2  日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 

（イ） NTT グループ統合請求 

 

昨年度より、NTT グループの料金の請求・回収業務等の統合が開始さ

れています。本施策の問題点は、NTT グループの延べ 1 億 3 千万人に上

るユーザ、合わせて 8 兆円を超える料金債権が NTT ファイナンス殿へと集

約されることであり、また、NTT持株 殿の元に「ヒト・モノ・カネ・情報」という

グループの経営資源が統合され、NTT グループの組織の再統合・独占回

帰をより加速させることにあると考えます。 

ＮＴＴファイナンスにおける通信サービス等料金の請求・回収業務に関し

ては、あくまで、お客さま利便の向上と通信サービス料金の請求、回収業

務の効率化を目的として、業務運営体制を見直すものであり、総務省から

の要請内容も踏まえて、必要な措置を講じた上で、適切に業務運営を実施

しております。 

株式会社ケイ・

オプティコム 

（P3） 

ＮＴＴ東西等における規制の遵守状況等の検証 

2  日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 

（１）検証の対象 

 

①ＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収業務の統合 

ＮＴＴファイナンス殿を通じたＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収業務

の統合は、指定電気通信設備規制や禁止行為規制等の公正競争要件に

関する各種規制を形式的にはクリアしつつも、自らの論理によってグルー

プ連携を進めていることが根本的な問題であり、市場におけるＮＴＴシェア

の高止まりの主因でもあります。このことは、これまで積み重ねられてき
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た、移動体通信業務分離やＮＴＴ再編の趣旨を逸脱して、なし崩し的にグ

ループの再統合、独占への回帰を図るものです。 

真に公正競争環境を確保するためには、ＮＴＴグループにおける事業運

営上の全ての行為に対して適切かつ抜けのない規制をかけることが必要

であり、総務省殿においては、平成２６年の包括的な検証を待つことなく、

不適切な共同営業行為等がなされることがないよう、適時適切に措置いた

だくことが必要です。 
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再意見書 
平成２５年９月２４日 

 
総務省総合通信基盤局 
電気通信事業部事業政策課 御中 
 
 

郵便番号 698-0024 

住所 島根県
し ま ね け ん

益田市
ま す だ し

駅前
えきまえ

町
ちょう

17-1 EAGA A201 
氏名 株式

かぶしき

会社
がいしゃ

アットアイ
あ っ と あ い

 
代表
だいひょう

取締役
とりしまりやく

 横田
よ こ た

 洋人
ひ ろ と

 
 
 
 
 
 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」

に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
 

  



（別紙） 
この度は、「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意

見募集」に関し、再意見提出の機会をいただきありがとうございます。 
本件につきまして、以下の通り当社の考え方を申し述べますので、お取り計らいの程宜

しくお願い申し上げます。 
 

意見提出者 株式会社アットアイ 
 
NTT 西日本殿においては、「NTT 西日本のサービスを以前ご利用いただいていたお客さ

まに、特別なご案内です。」という書き出しで始まる営業用パンフレット（別添資料，参照）

を送付している、という状況がございます。固定通信のドミナント事業者が、過去の契約

情報を活用したこのような営業活動を行う事は、「独占的な立場で得た実績を利用した不適

切な営業行為」であり、著しく公正競争を阻害していると考えます。 
また、NTT の代理店を名乗る悪質な業者などがあり、利用者が意図しない内容で契約締

結に至った上、解約を拒否される（実質的には高い解約金を請求される）という話を耳に

します。その他、他の電気通信事業者の代理店を名乗る業者においても悪質な営業を繰り

返している例も把握しております。 
残念ながら、これまでのスキームによる再三のレビューにも関わらず、こうした不適切

な事例が繰り返し発生している事から、今後は、これまでとは違った枠組み（例えば、公

正取引委員会や消費者庁に積極的に関与いただくなど）を構築し、抜本的な解決を図る必

要があると考えます。 
 
そもそも、「光の道」構想で目指した「2015 年頃までに、全世帯でのブロードバンドの利

用」という目標は、過当競争による不適切な営業により成すものではなく、公正な競争環

境の中から生まれる各事業者の多様サービスにより実現されるべきものであると考えます。 
その環境を実現する為の設備の扱いに関する考え方としては、意見募集の際に声の上が

っていた、「第一種指定電気通信設備の指定対象の維持、ネガティブリスト方式の維持、ONU
の開放、コロケーション・DF 等リソース不足の計画的解消」などが必要であり、更に 2015
年を見据えると、設備の利用に前向きな事業者の要望を基にした早急なルールの整備が必

要と考えます。 
 
  



（別添資料） 
 
 平成２５年９月上旬に配達されたパンフレット（表紙のみ）

 



意見書 

平成２５年９月２４日 

総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部事業政策課 御中 

 

郵便番号 

住所 

氏名 

電話番号 

電子メールアドレス 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」に関し、別紙のとおり

意見を提出します。 
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（別紙） 
 

別添１意見提出者 該当部分 意見 

東日本電信電話株

式会社殿 

 

西日本電話株式会

社殿 

情報通信市場は、技術のイノベーション

が非常に早く、モバイル化、ブロードバ

ンド化が大きく進展し、同時にサービス

やプレイヤーのグローバル化が急激に

進むなど、大きなパラダイムシフトが進

展しています。 

移動通信市場においては、過去１０年間

で、最大３８４ｋｂｐｓ（当初）の通信が可

能な３Ｇユーザ数は１０万から１．３億へ

と拡大し、固定通信市場に比べて約４倍

ものユーザが、既にインターネットへアク

セスできる環境にあります。さらに、Ｗｉ

ＭＡＸやＬＴＥ契約数は、平成２４年３月

末時点で約４６０万契約であったものが

平成２５年３月末時点では約２，５７０万

契約と急拡大しており、超高速ブロード

バンド化が急速に進展してきておりま

す。 

また、スマートフォン契約者数は、約２，

５７０万（平成２４年３月末)から約４，３４

０万契約（平成２５年３月末）に急増して

います。 

このスマートフォンの利用者は、自宅で

はＷｉＦｉ＋固定系ブロードバンド回線、駅

や公共施設・カフェ等では公衆無線ＬＡ

Ｎ、それ以外の屋外では３Ｇで利用する

等、1 つの端末で移動・固定を組み合わ

せ、最適な回線を選択して利用していま

す。さらに、他事業者は自社のスマート

フォンと自社または他社のＦＴＴＨ・ＣＡＴ

Ｖを組み合わせた割引サービスの提供

【要旨】 

NTT 東西殿にお聞きしたい。 

「この度の NTT 東西殿の意見を反映する事が、 
「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度」の運用の適正性を踏まえた、 
『「光の道」構想に関する基本方針』の十分条件を満たす為の必要条件になるのですか？」 

この度のNTT東西殿の意見を拝読させて頂きましたが、少なくとも私には、そのように感じ取る事はできませんでし

た。 

なぜならば、この「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度」の目的 とは、『２０１５年頃を目途に全

世帯でのブロードバンドの利用という目標（「光の道」構想）の実現に向けて取り組むべき施策を策定した「基本方針」

（２０１０年１２月）の中で、「グローバル時代におけるＩＣＴ政策に関するタスクフォース」合同部会の最終取りまとめに盛

り込まれた措置』として成り立っているからです。 

確かに、NTT 東西殿がご意見される通り、ＫＤＤＩ殿の施策等により、NTT 東西殿のみならず、電力系事業者殿や

独立系地域事業者殿の“単体のＦＴＴＨ市場にも影響を与える状況となってきている事”は、私も理解し、我が国の公正

競争環境および公共の福祉を害する可能性があるものと、強く懸念を共有させて頂くものです。 

しかしながら、こうした独占状況や非参入障壁が構築されてしまえば、例え NTT グループ殿であっても懸念を感じ

る程に、我が国の公正競争環境および公共の福祉を害する可能性があるのだからこそ、まずは、NTT グループ殿ご

自身が、「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度」の「3 NTT 東西等における規制の遵守状況等の

検証」に掲げる検証項目に正対して頂きたい、と考えます。 

そうでなければ、「○○ができないから規制を緩和して欲しい」とは、「特殊法人としての国家的責任を果たす使命へ

の担保から逃れる為に、規制を緩和して欲しい」と NTT グループ殿の現経営当事者が公式意見として総務省殿に寄

せられているかのように、私は捉えざるを得ません。 

そうでなければ、上場企業である事で、株価や配当の追求をするが故に、一般株主意向の方を重んじて、特殊法人

としての役割、NTT 法の「第一条：目的」「第三条：責務」を軽んじたり、「第二条：業務の第 5 項」の活用業務の範囲を

逸脱する為に力を注いでいるかのように、私は捉えざるを得ません。 

以上、僭越な意見とはなりましたが、ご容赦ならびに本意見の本質への寛容なるご理解を賜りますよう宜しくお願い

申し上げます。 
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を開始しており、例えばＫＤＤＩ殿のａｕス

マートバリューの契約数は平成２４年３

月末時点では固定４４万世帯、移動体６

６万契約であったものが、平成２５年３

月末には固定２１２万世帯、移動体３８６

万契約（ＫＤＤＩ殿 ２０１３年３月期決算

報告）となっております。このようにスマ

ートフォンをトリガーに固定通信と移動

通信が融合したＦＭＣ市場が急速に拡

大し、これが単体のＦＴＴＨ市場にも影響

を与える状況となってきています。 

加えて、サービスやプレイヤーのグロー

バル化が急速に進み、例えばＧｏｏｇｌｅ

やＡｐｐｌｅ等の巨大なグローバルプレイ

ヤーやＬＩＮＥ・Ｓｋｙｐｅ等のコミュニケー

ション・無料通話アプリケーションによる

通信サービスが急拡大しています。特

にＬＩＮＥは、全世界で２億ユーザ、国内

だけでも４，５００万以上のユーザが存

在し、固定音声契約者数（約５，６８０万

契約）に迫る勢いとなっております。これ

らの事業者はタブレットＰＣやスマートフ

ォン上のアプリケーションにより通信サ

ービス（電話・メール等）を自在に提供す

るなど、端末やコンテンツ・アプリケーシ

ョンと通信との一体的なサービス提供が

進展しています。 

このように、移動通信の超高速ブロード

バンド化の進展、ＦＭＣ市場の拡大、グ

ローバルプレイヤーによる一体的なサ

ービス提供といった市場環境・競争環境

のパラダイムシフトにより、ユーザの選

択肢が固定通信と移動通信の垣根を越

えるとともに、国内の通信事業者だけで

なく、海外のプロバイダが提供する通信

サービスまで非常に多様化し、ユーザ

はその多様なサービスを個々の必要に

【詳細】 

NTT 東西殿にお聞きしたい。 

「この度の NTT 東西殿の意見を反映する事が、 
「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度」の運用の適正性を踏まえた、 
『「光の道」構想に関する基本方針』の十分条件を満たす為の必要条件になるのですか？」 

この度のNTT東西殿の意見を拝読させて頂きましたが、少なくとも私には、そのように感じ取る事はできませんでし

た。 

なぜならば、この「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度」の目的 とは、『２０１５年頃を目途に全

世帯でのブロードバンドの利用という目標（「光の道」構想）の実現に向けて取り組むべき施策を策定した「基本方針」

（平成２２年（２０１０年）１２月）の中で、「グローバル時代におけるＩＣＴ政策に関するタスクフォース」合同部会の最終取

りまとめに盛り込まれた措置』として成り立っているからです。 

その為に、総務省殿は、『電気通信市場における公正競争環境の確保等を通じてブロードバンドの普及促進を図る

観点から、ブロードバンドの普及に係る指標の達成度合いや公正競争要件の遵守状況等について総合的に検証する

ため』に、「NTT 東西の活用業務に係る公正競争ガイドライン」と、この「ブロードバンド普及促進のための公正競争

レビュー制度」を運用し、「3 NTT 東西等における規制の遵守状況等の検証」に掲げる検証項目を設定しているから

です。 

そして、NTT 東西殿の意見を拝読するにつれ、NTT グループ殿の初代社長であり電電公社の最後の総裁であっ

た、真藤恒氏のお言葉（昭和 57 年（1982 年））が浮かびました。 

（昭和 57 年（1982 年）『電電ざっくばらん』東洋経済新報社 はじめに P.3～P.6） 

『この本に書いたことは、電電公社が、電気通信事業を真に国民・利用者のために役立たせるためには、いか

にすべきかということ、言い換えれば 「世の中のために電電があるのであって、電電のために世の中があるの

ではない」という、当たり前の考え方に立って、今後の経営の在り方を述べたものである。』 

『さて、電気通信事業の将来を考えてみよう。今日のように、地球が小さくなった時代には、電気通信事業も、

国際的な競争裏にさらされている。すなわち、電気通信システムがコンピュータと結びつき、その効用が幾何

学級数的に増大することにより、成熟した先進工業国の間では、このシステムは、最も大切なインフラストラク

チャーとして位置づけられている。今後、こうしたシステムの影響は、ますます大きなものとなり、将来にわたっ

て、国全体の動きの能率化・活性化を左右するものとなろう。』 

『社会の需要に応じて、高度な電気通信事業の運営が、もっとも合理的な料金でできるようにするためには、

経営形態のいかんにかかわらず、いかにして効率的に、この大転換を図るかにかかっており、またこのこと

が、電電公社の経営当事者としての社会的責任の第一義的なものだと考えている。』 
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応じて自由自在に使いこなしています。

こうした点は、サービスを提供する通信

事業者が当初ＮＴＴ１社しかなく、アプリ

ケーションも音声通信しかなかった電話

時代とは大きく状況が異なっています。 

こうした状況にありながら、これまでの

公正競争レビューの検証や接続ルール

見直しの議論・答申においては、市場環

境や競争環境の変化は踏まえずに、依

然として固定通信と移動通信、通信レイ

ヤと上位レイヤを分けた議論がなされ、

当社をはじめとする NTT グループに対

して、依然として電話時代を前提とした1
指定電気通信設備規制や禁止行為規

制といった非対称規制を課しています。 

しかしながら、 

①IP 網・ブロードバンドの時代において

は、他事業者は、独自のＩＰ通信網を構

築し、アクセス回線も自ら設置、あるい

は当社がオープン化により提供している

ダークファイバ等を利用してサービスを

提供しており、電話の時代のように、他

事業者にとって当社網は事業展開上不

可欠なものにはなっていないこと、②

NTT グループ以外の他事業者は、例え

ば移動系サービスと特定の固定系サー

ビスを組み合わせたＦＭＣサービス等を

自由に行っている中、NTT グループだ

けが柔軟に連携・対応できないことは、

NTTグループのお客様だけが不利益を

被ることとなり、お客様利便の向上を阻

害すること、からすれば、現行の指定電

気通信設備規制や禁止行為規制等に

ついては、過剰な規制と考えます。 

したがって、今回の公正競争レビューの

検証にあたっては、昨年度のような従来

続いて、生前最後のインタビューで遺されたお言葉の懸念が、更に高まりつつある事を感じざるを得ませんでした。 

（平成 7 年（1995 年） 春 日経ＢＰインタビューより抜粋） 

『民営化は万能薬ではない、大事なのは競争状態を作ることだ。事業の独占を放置したまま民営化すると、逆

に民業圧迫になる･･･』  

つまり、NTT グループ殿の初代社長であり電電公社の最後の総裁であった真藤恒氏が私達に伝えたかった本質と

は、「この我が国全体の動きの能率化・活性化を左右する、最も大切なインフラストラクチャーにおける、独占による弊

害、競争環境の無さは、我が国の行政に携わる人達や競合事業者殿の人達の時間や挑戦を奪うだけでなく、私達国

民みんなの時間を奪い、私達国民みんなの人生の可能性を棄損する事への警鐘だった」、と言えると思います。 

それ程に我が国の未来に影響があるからこそ、NTT グループ殿の初代社長であり電電公社の最後の総裁であっ

た真藤恒氏は、“電電公社が、電気通信事業を真に国民・利用者のために役立たせるためには、いかにすべきかとい

うこと”を、当たり前の考え方に立って、今後の経営の在り方として昭和 57 年（1982 年）に述べられる事で、NTT グル

ープ殿の現経営当事者へと遺されたのだと思います。 

 

しかしながら、「光の道」構想という、我が国の共通目標の下、明治維新を発端とする逓信省時代・電電公社時代に

構築された我が国の情報通信基盤を、ブロードバンド時代、ICT 時代に向けて跳躍させていこう、という意志と覚悟に

基づく行動は、競合事業者殿の意見（＝提案）から、私はひしひしと感じ取る次第です。 

その背景および心情を鑑みるに当たり、「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方」に関する情報通信

審議会答申（平成 23 年（2011 年）12 月）」の一部を抜粋引用すると、 

ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方 答申 
平成 23 年 12 月 情報通信審議会 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban02_02000039.html 

第４章 事業者対応 １ PSTN における競争環境の維持 （３） メタル回線コストの在り方 ウ 考え方 

＜前略＞ 

他方、接続事業者からは、「接続事業者は光サービス市場への移行も出来ないままレガシー市場に留まら

ざるを得ず、他方、光サービス市場との競争上、レガシー系サービスに係る利用者料金を引き上げられない

状況となるため、レガシー系サービスの接続料の上昇は当該事業者にとっては単にコスト負担増に繋がるだ

けであり、ひいてはこのような競争の減退が利用者に対しても大きな損失を与えることとなる」旨の懸念が示さ

れている。 

＜中略＞ 
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の考え方を踏襲するだけの検証ではな

く、上述の市場環境・競争環境の変化を

踏まえ、現行の電話時代からの指定電

気通信設備規制や禁止行為規制等の

必要性を検証し、実態にそぐわない不

要な規制は見直しまたは撤廃していた

だきたいと考えます。（NTT 東殿） 

 

・情報通信市場は、技術のイノベーショ

ンが非常に早く、移動通信の高速ブロー

ドバンド化の進展、ＦＭＣ市場の拡大、

グローバルプレイヤーによる端末とアプ

リケーションサービスの一体提供等によ

り、市場環境・競争環境の急激なパラダ

イムシフトが進んでいます。 

特に移動通信の高速ブロードバンド化

については、ＷｉＭＡＸとＬＴＥの契約数が

約２，５７０万（平成２５年３月末）と、ＦＴＴ

Ｈユーザ（平成２５年３月末で約２，３９０

万）を超える勢いで急増しています。 

このように、ユーザの選択肢は、固定か

ら移動へ、国内から海外へ、通信サービ

スからアプリケーションサービスへといっ

た具合に、これまでの垣根を越えるよう

になってきており、ユーザも個々の必要

に応じてそれらの多様なサービスを自

在に使いこなせるようになっています。

こうした点で、サービスを提供する通信

事業者が当初はＮＴＴ１社しかなく、アプ

リケーションも音声通信サービスしかな

かった電話時代とは大きく状況が変わっ

てきています。 

・移動通信市場では、モバイルブロード

バンド通信が可能な３Ｇユーザが約１．

３億に拡大し、固定ブロードバンド通信

○ 特に、現在メタル回線を用いて DSL サービスが提供されている地域には、未だ光サービスが提供され

ていない地域も存在しており、そのような地域の利用者は光サービスへの移行もできないまま、コストの増分

を負担するか利用そのものを諦めることとなり得ること。 

＜後略＞ 

にある事は否めない、と考えられるものです。 

 

もし、NTT グループ殿が、この度の NTT 東西殿の意見として用いられた、我が国における「ＩＣＴ利活用の進展」や

「顧客の利益」を心底望むなら、「NTT 法」の「第一条：目的」「第三条：責務」に対し、今一度真摯に向き合って頂きた

い、と願っております。 

日本電信電話株式会社等に関する法律（NTT 法）：http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S59/S59HO085.html 

（目的）第一条 日本電信電話株式会社（以下「会社」という。）は、東日本電信電話株式会社及び西日本電信

電話株式会社がそれぞれ発行する株式の総数を保有し、これらの株式会社による適切かつ安定的な電気通

信役務の提供の確保を図ること並びに電気通信の基盤となる電気通信技術に関する研究を行うことを目的と

する株式会社 とする。 

２ 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「地域会社」という。）は、地域電気通信事

業を経営することを目的とする株式会社 とする。 

（責務）第三条 会社及び地域会社は、それぞれその事業を営むに当たつては、常に経営が適正かつ効率的

に行われるように配意し、国民生活に不可欠な電話の役務のあまねく日本全国における適切、公平かつ安定

的な提供の確保に寄与するとともに、今後の社会経済の進展に果たすべき電気通信の役割の重要性にかん

がみ、電気通信技術に関する研究の推進及びその成果の普及を通じて我が国の電気通信の創意ある向上

発展に寄与し、もつて公共の福祉の増進に資するよう努めなければならない。 

 

そして、NTT グループ殿の存在が、特殊法人として、政府に代わって事業を行う成り立ちをもつ株式会社である事

にも、今一度以上、真摯に向き合って頂きたい、と願っております。 

特殊法人： http://www.soumu.go.jp/main sosiki/gyoukan/kanri/satei2 02.html 

特殊法人とは、政府が必要な事業を行おうとする場合、その業務の性質が企業的経営になじむものであり、こ

れを通常の行政機関に担当させても、各種の制度上の制約から能率的な経営を期待できないとき等に、特別

の法律によって独立の法人を設け、国家的責任を担保するに足る特別の監督を行う とともに、その他の面で

は、できる限り経営の自主性と弾力性を認めて能率的経営を行わせようとする法人をさします。 
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ユーザの約４倍ものユーザがインターネ

ットにアクセスできる環境にあります。更

に、ＷｉＭＡＸおよびＬＴＥによるブロード

バンドサービスのユーザは約４６０万

（平成２４年３月末）から約２，５７０万（平

成２５年３月末）と、１年間で５倍以上に

なり、ＦＴＴＨユーザ（平成２５年３月末で

約２，３９０万）を超える勢いで急増して

います。 

・平成 24 年度のスマートフォンの出荷

台数は約２，９００万台となり、携帯電話

の総出荷台数に占めるスマートフォンの

割合は約７０％を超えるようになってき

ています。スマートフォン利用者は、自

宅ではＷｉＦｉ経由で固定ブロードバンド

回線を、駅や公共施設・カフェ等では公

衆無線ＬＡＮを、それ以外の屋外ではモ

バイルブロードバンド回線をといった具

合に、１つの端末で、固定と移動の中か

ら、最適な回線を選択しながらインター

ネットにアクセスするようになっていま

す。そのため、他事業者もスマートフォ

ン利用者向けに、自社のモバイルブロ

ードバンド通信と自社又は他社の固定

ブロードバンド通信を組み合わせた割引

サービスを提供開始する等、スマートフ

ォンをトリガーとした固定通信と移動通

信の融合が進んでいます。その結果、

例えばＫＤＤＩ殿のａｕスマートバリューの

契約数は平成２４年３月末時点では固

定４４万世帯、移動体６６万契約であっ

たものが、平成２５年３月末には固定２１

２万世帯・移動３８６万契約（ＫＤＤＩ殿 ２
０１３年３月期決算報告）になる等、ＦＭ

Ｃ市場が急速に拡大し、単体の固定ブ

ロードバンド市場やＦＴＴＨサービス市場

に影響を与えるようになっています。 

民法 第三章 法人 http://law.e-gov.go.jp/htmldata/M29/M29HO089.htm 

（法人の成立等） 第三十三条 法人は、この法律その他の法律の規定によらなければ、成立しない。 

２ 学術、技芸、慈善、祭祀、宗教その他の公益を目的とする法人、営利事業を営むことを目的とする法人そ

の他の法人の設立、組織、運営及び管理については、この法律その他の法律の定めるところによる。 

（法人の能力） 第三十四条 法人は、法令の規定に従い、定款その他の基本約款で定められた目的の範囲

内において、権利を有し、義務を負う。 

 

その「NTT 法」の「第一条：目的」「第三条：責務」を果たす特殊法人としての役割を全うする事で、始めて「NTT 法」

の「第二条：業務の第 5 項」で活用業務が認められているのであり、且つその活用業務の範囲は、「１ 地域電気通信

業務等の円滑な遂行に支障のない範囲内であること 」「２ 電気通信事業の公正な競争の確保に支障のない範囲内

であること 」だという事を、再確認なさって頂きたいのです。 

 

確かに、この度の NTT 東西殿がご意見される通り、KDDI 殿が、平成 22 年（2010 年）11 月 26 日改正放送法に

統合され、平成 23 年（2011 年）6 月 30 日に廃止され旧有線テレビジョン放送法の下（および商慣習の下）、地域独占

が認められていたケーブルテレビ会社の上位 2 社を、その資本力の下でグループ傘下に収め、その有料ケーブルテ

レビ市場の 50%を支配（平成 24 年（2012 年）3 月末現在）し、かつａｕスマートバリューによって、「ＦＭＣ」や「網レイヤ

ー／コンテンツ・レイヤー／デバイス・レイヤーでの通信と放送の融合（いわゆる３Ｍ戦略）」を進めている事で、NTT
東西殿のみならず、電力系事業者殿や独立系地域事業者殿の“単体のＦＴＴＨ市場にも影響を与える状況となってき

ている事”は、私も理解し、我が国の公正競争環境および公共の福祉を害する可能性があるものと、強く懸念を共有さ

せて頂くものです。 

「メタル回線のコストの在り方に関する検討会」報告書案に対する意見の公表 
http://www.soumu.go.jp/menu news/s-news/01kiban03 02000200.html 
平成 25 年 4 月 18 日 

受付番号３ 「メタル回線のコストの在り方に関する検討会」報告書（案）への意見書 
http://www.soumu.go.jp/main content/000219573.pdf 
意見受付日：H25 年 4 月 10 日 

意見（２－２） 本検討会は、ＣＡＴＶ事業者殿による既存建築物業者との商慣習によって、ＮＴＴ殿の光フ

ァイバー回線の敷設が妨げられる事例について把握しているか？ 定量的なデータ把握を、本検討会に求

む。 またマンションやビルにおける光ファイバー回線のコスト抑制効果のある敷設ならびに利用普及が進

むよう、国交省や経産省との連携を提言する。 
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・ＧｏｏｇｌｅやＡｐｐｌｅ等のグローバルプレ

イヤーやＬＩＮＥ・Ｓｋｙｐｅ等のコミュニケー

ション・無料通話アプリケーションによる

通信サービスが急拡大しています。特

にＬＩＮＥは、全世界で２億ユーザ、国内

だけでも４，５００万以上のユーザが存

在し、固定音声契約者数（約５，６８０万

契約）に迫る勢いとなっております。これ

らの事業者はスマートフォンやタブレット

端末上で、これまで主に通信事業者が

提供してきた電話やメール等の通信サ

ービスをアプリケーションサービスとして

自在に提供するなど、端末とコンテンツ・

アプリケーションサービスの一体的な提

供が進展しています。 

・諸外国では、すでに主要な通信事業

者による固定・移動の垣根を越えた事

業運営が主流となっており、また最近で

は、Ｖｏｄａｆｏｎｅがドイツ最大手のＣＡＴＶ

事業者であるＫａｂｅｌ Ｄｅｕｔｓｃｈｌａｎｄを

買収するなど、国境や業界を跨った合

従連衡も進展しています 

・こうした状況にありながら、今回の公正

競争レビューにあたって、これまでの競

争セーフガード制度や接続ルール見直

しの議論・答申と同様に、 固定通信と

移動通信、通信レイヤと上位レイヤとい

った、ユーザにとっては意味がなくなり

つつある区分を前提とした議論を継続

し、当社をはじめとするNTTグループに

対し、電話時代を前提とした指定電気通

信設備規制や禁止行為規制といった非

対称規制を課し続けることになるとすれ

ば、かかる硬直的な規制によってユー

ザの利便性が損なわれるだけでなく、ＩＰ

ブロードバンドサービスの普及拡大にも

影響が及び、ひいてはＩＣＴ利活用の促

＜中略＞ 

日経ビジネスにおけるＫＤＤＩ殿の社長がインタビューにて示された、『もし光回線サービスを手がけるの

が NTT だけになってしまうと、設備競争が成り立たなくなり、改めて国有化などの議論が出てくる可能性も

あります。市場全体を見渡せば、今の状況は NTT にとっても悪い話ではないと思います。何とか設備競争

ができるようなところまでは そっとしておいてほしいというのが今の私の本音です。』について、利用者や接

続事業者の不利益になっていないかの検証を求む。 

＜後略＞ 

その懸念は、この度の意見書では NTT 東西殿が指摘されていない、B2B 分野のキャリア FMC（法人契約の携帯

電話端末に、内線番号を割り当て、携帯電話事業者網で定額通話が行える仕組み）や、V 字発信（携帯電話と固定電

話の定額通話サービスを用いた PBX 仲介の内線電話）、ソフトフォン（ユニファイドコミュニケーション）、ビジネスフォ

ン（PBXを用いない内線電話）等々にも及ぶだろう、と考えられるものであり、LTEやBWA、及びVoLTEの展開予測

も踏まえれば、その環境変化への対応を考えるに値すると思います。 

しかしながら、こうした独占状況や非参入障壁が構築されてしまえば、例え NTT グループ殿であっても懸念を感じ

る程に、我が国の公正競争環境および公共の福祉を害する可能性があるのだからこそ、「○○ができないから規制を

緩和して欲しい」と訴えるのではなく、まずは、NTT グループ殿ご自身が、「ブロードバンド普及促進のための公正競

争レビュー制度」の「3 NTT 東西等における規制の遵守状況等の検証」に掲げられている、 

（１） 指定電気通信設備制度に関する検証 

ア 検証の目的 

指定電気通信設備制度に関する検証は、関係法令に定める要件に照らして指定が適正に行われている

か、指定電気通信設備の指定の対象が適正に定められているか、アンバンドル機能の対象が適正に定め

られているか、禁止行為に該当する行為が行われていないか等を検証 し、公正競争確保のための措置が

必要かつ十分でないと認められる場合には、速やかに所要の措置を講じることを目的 とする。 

（２） 日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 

ア 検証の目的 

日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ等」とい

う。）については、移動体通信業務の分離（１９９２年）、ＮＴＴ再編成（１９９９年）等により公正競争確保のた

めの構造的措置を講じ、その際、各事案に公正競争要件が課されている。 

また、ＮＴＴ法第２条第５項の規定により、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下

「ＮＴＴ東西」という。）は、総務大臣に事前に届け出ることにより、ＮＴＴ東西の地域通信業務等の円滑な遂

行及び電気通信事業の公正な競争の確保に支障のない範囲内で、地域通信業務等を営むために保有す
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進や我が国の国際競争力の向上にとっ

ても障害になると考えます。 

公正競争レビュー制度の目的であるブ

ロードバンド普及促進を図るためには、

通信事業者のネットワークサービスのみ

ならず、国内外の様々なプレイヤーが提

供するコンテンツ・アプリケーションサー

ビスまで含め、情報通信市場全体を俯

瞰した議論がなされるべきであり、当社

も含む全てのプレイヤーが他の様々な

プレイヤーとの自由なコラボレーション

等により、新たなビジネスを迅速に創出

できる環境や、多様で低廉なサービスを

迅速に提供できる環境を整備するといっ

た視点で検討を進めることが重要であ

ると考えます。こうした、原則自由なマー

ケットにおいてこそ、イノベーションによ

って新たなサービスが創造され、ユーザ

利便が向上していくと考えます。 

・したがって、今回、公正競争レビュー制

度に基づく検証を行うにあたっては、ＦＴ

ＴＨ、ＤＳＬ、ＣＡＴＶ等のサービス毎の市

場に閉じた個別の検証だけでなく、ＷｉＭ

ＡＸやＬＴＥを含めたブロードバンドサー

ビス市場全体の動向、更には、上位レイ

ヤで市場支配力を持つプレイヤーが通

信市場に参入することによる影響等、市

場環境や競争環境の変化をしっかりと

踏まえ、従来の区分に囚われない検証

を行っていただく必要があると考えま

す。 

その上で、当社については、従来より事

業法等の法令及び各種ガイドラインを遵

守して事業活動を行っており、また、改

正事業法に定められた更なる公正競争

環境整備についても、適切な措置を講じ

る設備若しくは技術又はその職員を活用して行う電気通信業務その他の業務（いわゆる「活用業務」）を営

むことができるが、総務大臣は、活用業務がこの範囲内で営まれると認められない場合には、同法第１６条

第２項の規定により、ＮＴＴ東西に対し、これを是正するために必要な命令をすることができる。 

なお、活用業務がこの範囲内で営まれることを確保する観点から、過去に個別事案ごとに付された認可条

件等に基づいて定められた「ＮＴＴ東西の活用業務に関する「地域電気通信業務等の円滑な遂行及び電気

通信事業の公正な競争の確保に支障のない範囲内」についての考え方」（以下「活用業務ガイドライン」と

いう）が策定されている。 

上記の活用業務ガイドライン等に基づき、ＮＴＴ東西が行う公正競争確保のための措置等について、公正競

争確保の観点から十分な機能を果たしているか否か、また市場実態等に則して必要十分な措置となってい

るか否か等について検証 を行う。 

という検証目的に正対して頂き、 

 電気通信事業法第３３条第１項及び電気通信事業法施行規則、禁止行為規制、指定電気通信設備規制、特定

関係事業者制度等の法令によって定める必要が無くなる「ボトルネック性を有する設備解放」 

 「ボトルネック性が無い設備設計」 

 「不要な原価計上が行われないアンバンドルな接続料金体系」 

 「社団法人：日本電線工業会の技術資料 技資第 107 号「電線・ケーブルの耐用年数について」等の客観的・科

学的分析に基づく接続料金規則における光ケーブルの経済的耐用年数の見直し」 

 「禁止行為規則や活用業務ガイドラインが必要にならない為への競合事業者殿への不利益性・干渉性の打破」 

の実現に向けて、自らご提案なされるべきではないでしょうか。 

これらを通じて、NTT グループ殿の存在性を法的に規定している NTT 法の「第一条：目的」「第三条：責務」に基づ

き、「光の道」構想で掲げられている、「『料金の低廉化 』に向けての電気通信技術に関する研究の推進」および「その

成果の普及を通じての『２０１５年頃を目途に全世帯でのブロードバンドの利用という目標 』を達成する為に、“何がそ

の障壁となっているか”の本質へのをご意見 を提出なさるべきではないでしょうか。 

それが、電電公社を祖とした特殊法人である NTT グループ殿の現経営当事者、電気通信事業法で唯一の特殊法

人であるNTT グループ殿の現経営当事者としての社会的責任を踏まえた上でご提出なさるべき公式意見ではないで

しょうか。 

そうでなければ、「○○ができないから規制を緩和して欲しい」とは、「特殊法人としての国家的責任を果たす使命へ

の担保から逃れる為に、規制を緩和して欲しい」と NTT グループ殿の現経営当事者が公式意見として総務省殿に寄

せられているかのように、私は捉えざるを得ません。 
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ており、公正競争上の問題は特段生じ

ないものと考えていることから、上述の

とおり、ブロードバンドの普及促進を図

るためにも、過去の延長線で今後の競

争政策を決定するのではなく、市場環境

や競争環境の変化を十分踏まえて、現

行の指定電気通信設備規制や禁止行

為規制等については、改めてその必要

性から検証し、実態にそぐわない不要な

規制については速やかに見直しまたは

撤廃を行っていただきたいと考えます。

（NTT 西殿） 

そうでなければ、上場企業である事で、株価や配当の追求をするが故に、一般株主意向の方を重んじて、特殊法人

としての役割、NTT 法の「第一条：目的」「第三条：責務」を軽んじたり、「第二条：業務の第 5 項」の活用業務の範囲を

逸脱する為に力を注いでいるかのように、私は捉えざるを得ません。 

それはまるで、監督する立場である行政側の判断情報が乏しい中で、「規制の虜」に陥ってしまった、電力行政と電

力業界の過ちの再現を見ているかのようです。 

それはまるで、様々な史実的根拠に基づく警鐘があったにも関わらず、「より安全性を高める為に防波堤を築くの

か」、それとも、「1000 年に一度の確率の津波の為にコストを投じる意味があるのか」、といった利益相反の中、結果

的に後者の選択肢を取るに至ったのであろう、某電力会社の過ちの再現を見ているかのようです。 

 

そして、平成 22 年（2010 年）12 月を起点とする「光の道」構想の、「グローバル時代における ICT 政策に関するタ

スクフォース」の開催の最中に、NTT グループ殿の経営当事者（平成 25 年（2013 年）現在の持株会社の会長）が述

べた言葉が、その過ちの再現への深い懸念を思い出させます。 

編集長インタビュー:NTT 代表取締役社長 三浦 惺 氏 
(取材日：2010 年 12 月 3 日）(出典：日経コミュニケーション 2011 年 1 月号  pp.46-47) 

NTT グループにとっては、トータルソリューションを求めるユーザーに、ワンストップでサービスを提供

できない 電気通信事業法の規制のほうが問題だ。 必ずしも NTT グループの組織問題について議論し

なくても、ワンストップでユーザーのニーズに即応できるサービスを提供する道筋はつけられると思って

いる。 

これはまさに、NTT グループ殿の初代社長であり電電公社の最後の総裁であった真藤恒氏が鳴らした警鐘を呼び

起こさせるものです。そして、NTT グループ殿の現経営当事者が、その警鐘に対して全く耳を傾けていないという懸念

を高めるに至らせるものです。 

（平成 7 年（1995 年） 春 日経ＢＰインタビューより抜粋） 

『民営化は万能薬ではない、大事なのは競争状態を作ることだ。事業の独占を放置したまま民営化すると、

逆に民業圧迫になる･･･』  

 

きっと、「国家的責任を果たす事」と「能率的な経営を果たす事」の二軸への期待を高い次元で果たされる事が、

「NTT 法」の「第一条：目的」「第三条：責務」を果たす特殊法人である NTT グループ殿の現経営当事者としての社会

的責任だと思います。 

是非、真藤恒氏が「デンデン語」という概念で指摘し、そこからの脱却と転換を目指された意志と覚悟に基づく行動
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をお取り下さいますよう、宜しくお願い申し上げます。 

（昭和 57 年（1982 年）『電電ざっくばらん』東洋経済新報社 ２章 日本語とデンデン語 P.30）） 

『電電公社という”閉鎖社会”の中に長い間生きてきたために、世間では通用しない常識が多いということで

ある。「日本語」と「電電語」の開きが大きくなることは、我々にとっても、社会にとっても好ましくない。社内常

識と世間の常識を密着させる義務が私にはある。＜中略＞国民は「こうして欲しい」と思っているときに、自

分たちの都合で「それはできない」と考えるとか、加入者が電話をかけ、料金を払ってくれるから、自分たち

はメシが食えるのに、そういう意識がないとか、物事の判断が逆さまに出てくることをいっている。それがい

けないのである。＜中略＞口では「公共性、公共性」といっているが、実際の言動は自分たち本位ではない

のか。＜中略＞「自分は公共性やサービスという面で、本当はどう行動すべきか」という点での真剣な、当

事者として当然の”第一人称”の立場での自己反省が少ないのではないか。そのへんを十分に考えていく

ならば、すべての業務上の行動も、発想の原点も変わってくるはずである。＜中略＞電電公社の世界から

物を眺めるのではなく、外から見つめていけば、我々はいま何をすべきかなのか、おのずと答えが出るのだ

と思う。』 

また、どうしても内的な組織構造要因、および上場企業である事の要因等により、自発的にはそこからの脱却と転

換を目指された意志と覚悟に基づく行動が取れないのであれば、それは真藤恒氏を当時の石川島播磨重工業殿より

招聘した様に、外部から経営陣を投入する事で、「NTT 法」の「第一条：目的」「第三条：責務」を果たす特殊法人であ

る NTT グループとして、我が国の公正競争環境および公共の福祉の追求を図れるようにする事も、総務省殿のリー

ダーシップの下での、競争政策を成り立たせる必要条件の１つとして考えられるのかも知れません。 

それが、総務省殿を含む各大臣が集結する内閣官房 IT 総合戦略本部殿のリーダーシップの下で、日本経済再生

本部における平成 25年（2013年）1月の指示内容「世界最高水準の IT社会を実現すべく、IT戦略の再構築をする」

を成り立たせる為の必要条件の１つとして考えられるのかも知れません。 

新たな成長戦略 ～「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」を策定！～ 
http://www.kantei.go.jp/jp/headline/seicho senryaku2013.html 

平成 25 年 6 月 14 日、日本経済の再生に向けた「３本の矢」のうちの３本目の矢である、成長戦略、「日本

再興戦略－JAPAN is BACKー」が閣議決定されました。 
 

日本再興戦略 -JAPAN is BACK- 
平成 25 年６月 14 日 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/saikou jpn.pdf 

第Ⅱ．３つのアクションプラン 
一．日本産業再興プラン 

４．世界最高水準の IT 社会の実現 
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IT を活用した民間主導のイノベーションの活性化に向けて、世界最高水準の事業環境を実現するた

め、今般策定される新たな IT 戦略（本年６月１４日閣議決定）を精力的に推進し、規制・制度改革の徹

底並びに情報通信、セキュリティ及び人材面での基盤整備を進める。 

＜中略＞ 
④世界最高レベルの通信インフラの整備 

圧倒的に速く、限りなく安く、多様なサービスを提供可能でオープンな通信インフラを有線・無線の両

面で我が国に整備することで、そのインフラを利用するあらゆる産業の競争力強化を図る。このため、

情報通信分野における競争政策の更なる推進等により、OECD 加盟国のブロードバンド料金比較

（単位速度当たり料金）で、現在の１位を引き続き維持することを目指す。 

○世界最高レベルの通信インフラの実用化 

・世界最高レベルの光通信技術（400Gbps 級）及びネットワーク仮想化技術の実用化を促進する

ため、来年度から同技術を用いたテストベッド（実証環境）を広く産学官に開放し、民間事業者等に

よる新サービスの開発等を支援する。 

・世界最先端の第４世代移動通信システム（４G）を早期に実用化するため、技術導入に必要な制

度を年内に整備し、来年までに新たな周波数帯の割当を行う。さらに、４G の更なる高度化と我が

国技術の国際展開支援のため、2015 年度までに、国際的に調和のとれた形で、更なる追加割当

候補周波数を確保する。 

○料金低廉化・サービス多様化のための競争政策の見直し 

・NGN（Next Generation Network）のオープン化 や モバイル市場の競争促進 を含めた 情報通

信分野における競争政策についての検証プロセスを本年夏から開始し、今年度中に検討課題を洗

い出す。この結果を踏まえ、電気通信事業法等の具体的な制度見直し等の方向性について、来年

中に結論を得る。 

 
さて、平成 22 年（2010 年）12 月を起点とする「光の道」構想は、「グローバル時代における ICT 政策に関するタス

クフォース」を経た「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方」に関する情報通信審議会答申（平成 23 年

（2011 年）12 月）」、その答申に基づく「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度」を通じ、いよいよ来

年平成 26 年（2014 年）には、包括的な検証が行われる事となります。 

もちろん、NTT グループ殿へと、何かしらのしわ寄せを被せる為ではありません。 

もちろん、NTT グループ殿だけに、我が国の国益と国富への責務を押し付ける為ではありません。 

この度の NTT 東西殿がご意見される通りの、KDDI 殿の所有する、「放送法 第六章 一般放送 第二節 業務 

第百四十五条（有線電気通信設備の使用）」および「放送法施行規則 第五章 一般放送 第一節 登録等 第一款 
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登録一般放送事業者 第百三十三条の二（登録を要しない一般放送）」に示される、有線放送施設（有線一般放送を

行うための有線電気通信設備)が要因となる「ボトルネック性を有する設備解放」および「ボトルネック性が無い設備設

計」を議題に載せていく事で、行政の管轄区分を超えて、我が国の公正競争環境および公共の福祉を害する可能性

があるものへの課題解決も含めてです。 

その目的は、既存の電気通信事業者の為だけではなく、ましてや大手電気通信事業者間の競争奨励の為だけでは

なく、新たな電気通信事業者の挑戦の機会や、地方の中小電気通信事業者・公営ケーブルテレビ事業者などの活躍

の機会を含めてです。 

その目的は、現在は NTT 東西殿の固定網の独占性やボトルネック性の要因が引き続いている結果として、その効

果的な実現への道筋が描きにくいであろう、NTT ドコモ殿が目指すビジョンの実現の道を切り拓く事も含めてです。 

是非、平成 26 年（2014 年）には、包括的な検証を通じて、『（１）NTT 法の「第一条：目的」「第三条：責務」の下、特

殊法人である NTT グループ殿ご自身が活躍する為、（２）公平な競争環境の下、真摯且つ切磋琢磨な関係である競

合事業者殿が活躍する為、（３）私達国民みんなの人生が活躍する為』の十分条件を満たす『情報通信における３本

の矢』を、「光の道」構想が齎す成果として私達国民みんなの意志と覚悟で作り上げ、その日々の行動や生活におけ

るチャレンジを通じて、我が国の益々の発展に私達国民みんなで貢献していきましょう。 

 
以上、僭越な意見とはなりましたが、ご容赦ならびに本意見の本質への寛容なるご理解を賜りますよう宜しくお願い

申し上げます。 

なお、最後になりましたが、、震災や風水害への対応を含み、NTT グループ殿の現場の方々のご尽力には日々感

謝申し上げております。例えインフラとして 100%整備されても、100%利用されても、こうした支えが無ければ、私達国

民みんなは利活用する事は出来ません。その責務全うの為、全身全霊で指揮される、NTT グループ殿の現経営当事

者のご指導力にも感謝申し上げると共に、是非、我が国の公共の福祉の増進に資するよう日々努められておられる

彼ら彼女らが益々活躍できるようになる事にも、期待を申し上げております。 
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再意見書 

 

平成 25 年 9 月 24 日 

 

総務省総合通信基盤局 

 電気通信事業部事業政策課 御中 

 

郵便番号 105-7304 

住 所
（ ふ り が な ）

 東京都港区
と う き ょ う と み な と く

東新橋
ひがししんばし

一丁目 9 番 1 号 

氏 名
（ ふ り が な ）

 ソフトバンク BB
びーびー

株式
か ぶ し き

会社
が い し ゃ

 

代表
だいひょう

取締
とりしまり

役
や く

社長兼
しゃちょうけん

CEO
しーいーおー

 孫
そ ん

 正義
ま さ よ し

 

 

郵便番号 105-7316 

住 所
（ ふ り が な ）

 東京都港区
と う き ょ う と み な と く

東新橋
ひがししんばし

一丁目 9 番 1 号 

氏 名
（ ふ り が な ）

 ソフトバンクテレコム 株式
か ぶ し き

会社
が い し ゃ

 

代表
だいひょう

取締
とりしまり

役
や く

社長兼
しゃちょうけん

CEO
しーいーおー

 孫
そ ん

 正義
ま さ よ し

 

 

郵便番号 105-7317 

住 所
（ ふ り が な ）

 東京都港区
と う き ょ う と み な と く

東新橋
ひがししんばし

一丁目 9 番 1 号 

氏 名
（ ふ り が な ）

 ソフトバンクモバイル 株式
か ぶ し き

会社
が い し ゃ

 

代表
だいひょう

取締
とりしまり

役
や く

社長兼
しゃちょうけん

CEO
しーいーおー

 孫
そ ん

 正義
ま さ よ し

 

 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」に関し、

別紙のとおり意見を提出します。 



別紙 

このたびは、「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」に関し、意見提出の機会を設けて頂いたことにつきまし

て、御礼申し上げます。以下のとおり弊社共の意見を述べさせて頂きますので、宜しくお取り計らいの程、お願い申し上げます。 

 

再意見提出者  ソフトバンク BB 株式会社、ソフトバンクテレコム株式会社、ソフトバンクモバイル株式会 社 

意見提出者 該当部分 再意見 

西日本電信電

話株式会社（以

下、「NTT 西日

本」とします。） 

 

■NTT 西日本（p5、6） 

【ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網について】 

当社のＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網（以下、ＮＧＮ等）について

は、以下の観点においてボトルネック性がないことは明らかです。 

① 他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素材となる線路敷設基盤や

アクセス網は、世界的に最もアンバンドリング／オープン化が進展してお

り、また、ＩＰ網の自前構築に必要なルータ等の電気通信設備は誰でも

容易に市中で調達し、自ら設置することが可能であるため、他事業者が

これらの設備を組み合わせて当社と同様のネットワークを自前構築する

ことは十分可能となっていること。→別添１ 

② 現に、他事業者は当社のＮＧＮ等に依存することなく、独自のＩＰ網を

構築し、当社に匹敵するブロードバンドユーザを獲得しており、当社のＮ

ＧＮ等は各事業者が提供する多様なネットワークの選択肢の一つに過

ぎないこと。具体的には、固定系ブロードバンドサービス市場で見た場

合、当社の契約者数シェア（平成２４年度末）は西日本マクロで５０．

１％、府県別では最小で約３８％、ＦＴＴＨ市場での競争が激しい関西エ

リアでは、２府４県でシェアが約４２％に過ぎないこと。→別添２ 

また、純増数シェアをエリア別に見ると、西日本マクロで平成２３年度は

先般の「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制の運用

に関する意見募集」（以下、「本意見募集」とします。）において述べたとお

り、第一種指定電気通信設備を用いた電気通信サービスについては、昨

年から競争環境に特段の大きな変化はありません。東日本電信電話株

式会社殿及び NTT 西日本（以下、「NTT 東西」とします。）殿は、FTTH 市

場で 72.5％、0AB-J IP 電話市場では 62.2％（平成 25 年 3 月末時点）と

依然として高いシェアを占めています。NTT 東西殿の次世代ネットワーク

（以下、「NTT-NGN」とします。）、ひかり電話網については、NTT 東西殿

の地域 IP 網や固定電話網のユーザが将来的に移行していくことから、競

争事業者にとっては、事業展開上の不可欠性等がより高くなっていくと想

定されます。このような状況からも、NTT-NGN やひかり電話網について

は、サービスの多様化、低廉化のため、より一層競争を促進する施策を

講じる必要があると考えます。 

以上のことから、情報通信審議会答申（平成20年）「次世代ネットワー

クに係る接続ルールの在り方について」にて示されているとおり、引き続

き、第一種指定電気通信設備としての指定を継続すべきと考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

６４．４％であったのに対し、平成２４年度では４５．７％まで低下してい

る。特にＦＴＴＨ市場での競争が激しい近畿圏では平成２３年度では約５

１．９％であったのに対し、平成２４年度では３９．７％まで低下しておりま

す。 

さらに、移動系ブロードバンドサービスも含めたブロードバンド市場全体

で見た場合、ＮＴＴ東西のシェアはわずか１１．１％程度に過ぎないこと。

→別添３ 

③ ひかり電話サービスについて、加入電話と代替的なサービス市場で

見た場合、直収電話、０ＡＢ－ＪＩＰ電話、ＣＡＴＶ電話、０５０－ＩＰ電話の

合計に占めるＮＴＴ東西のシェアは約４２％程度（平成２４年度末）、さら

に、携帯電話も含めたシェアで見れば８．５％程度（平成２４年度末）に 

過ぎないこと。 

加えて、ＬＩＮＥのユーザ数が全世界で２億ユーザ（平成２５年７月）を超

え、国内だけでも４，５００万以上のユーザが存在するなど、コミュニケー

ション・無料通話アプリケーションによる通信サービスが急拡大する中、

従来の電話サービスの代替として、こういったサービスを利用しているお

客様が相当数いらっしゃることを踏まえると、ひかり電話の実体的なシェ

アはさらに小さくなるものと想定されること。→別添４ 

④ アクセス回線のボトルネック性に起因する影響は、オープン化により

遮断されており、他事業者はアクセス回線からの影響を受けることなくネ

ットワークを構築可能であるため、当社のアクセス回線のシェアが高い

か否かは当社のＮＧＮ等自体のボトルネック性の有無の判断にあたって

直接関係がないこと。 

 3 



意見提出者 該当部分 再意見 

⑤ 主要国において、ブロードバンドサービスのネットワーク部分をアンバ

ンドルし、厳格な提供義務が課せられているのは日本だけであること。 

・上述のとおり、当社のＮＧＮ等にボトルネック性がないことは明らかであ

り、また、ＩＰ・ブロードバンド時代は、各事業者がそれぞれネットワークを

構築し、お互いのお客様同士が相互に通信しあう、同じ立場での接続形

態となっており、当社の固定電話網を中継事業者へアクセス網として貸し

出す形態が中心であった電話時代の接続とは大きく異なっていること、か

ら、当社のＮＧＮ等は、第一種指定電気通信設備の対象から除外してい

ただきたいと考えます。 

NTT 西日本 ■NTT 西日本(P7) 

【局内装置類及び局内光ファイバについて】 

・イーサネットスイッチ、メディアコンバータ、光信号伝送装置（ＯＬＴ）、

光局内スプリッタ、ＷＤＭ装置等の局内装置類については、以下の観点

においてボトルネック性がないことは明らかであることから、第一種指定

電気通信設備の対象から除外していただきたいと考えます。 

① 他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素材となる線路敷設基盤

やアクセス網は、世界的に最もアンバンドリング／オープン化が進展して

おり、ＩＰ網の自前構築に必要な当該装置類は誰でも容易に市中で調達

し、自ら設置することが可能であるため、他事業者がこれらの設備を組み

合わせて当社と同様のネットワークを自前構築することは十分可能となっ

ていること。 

② 現に、他事業者は自前の光アクセスと当該装置類を組み合わせ

て、もしくは、当社の光アクセスと当社のコロケーションを利用して当該装

【メディアコンバータや OLT 等の装置類及び局内光ファイバ】 

昨年度の「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度に

基づく検証結果（以下、「本検証結果」とします。）における総務省殿の考

え方で示されているとおり、「メディアコンバータや OLT 等の装置類及び

局内光ファイバについては、加入光ファイバと一体として設置・機能する

ものである」ことから、当該装置のみを切り出して、指定対象とすべきか

判断を行うこと自体が不適切です。そのため、一部事業者における自前

設置の実績をもってボトルネック性の有無を判断することは適当ではな

く、ボトルネック設備と一体として設置・機能する以上、競争事業者の利

用を前提とすべきであり、引き続き、第一種指定電気通信設備として指

定を継続することが必要と考えます。 

 

【WDM 装置】 

WDM 装置は、昨年度の本検証結果にて、総務省殿が考え方を示され
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意見提出者 該当部分 再意見 

置類を設置し、サービス提供していること。 

③ アクセス回線のボトルネック性に起因する影響は、オープン化によ

り遮断されており、他事業者はアクセス回線からの影響を受けることなく

ネットワークを構築可能であるため、当社のアクセス回線のシェアが高い

か否かは当社の当該装置類自体のボトルネック性の有無の判断にあた

って直接関係がないこと。 

・なお、当該装置類の全てを第一種指定電気通信設備の対象から除

外するのに時間を要する場合には、少なくとも、他事業者がコロケーショ

ンできない局舎に設置された局内装置類、中継光ファイバの空きがない

区間に設置されたＷＤＭ装置等に指定対象を限定していただきたいと考

えます。 

・局内光ファイバについては、他事業者による自前敷設が可能であり、ま

た、他事業者が計画的に所定の手続き・自前工事を行うことで、当社が

局内光ファイバを敷設する場合と同等期間で、当該他事業者も局内光フ

ァイバを自前敷設できることに鑑み、第一種指定電気通信設備の対象か

ら除外していただきたいと考えます。 

 

ているとおり、「中継ダークファイバと一体として設置され、ネットワークの

一部として機能するものである」と整理されており、引き続き、第一種指定

電気通信設備として指定を継続することが必要と考えます。 

 

【イーサネット系サービス等のデータ通信網】 

イーサネット系サービス等のデータ通信網についても、昨年度の本検

証結果にて総務省殿が考え方を示されているとおり、従来、「その他の専

用線等と伝送路を共有しており、設備のボトルネック性という意味におい

ては他の専用線に用いられている設備と異なるものではない」という状況

であり、現状も特段大きな変化はないことから、引き続き、第一種指定電

気通信設備として指定を継続することが必要と考えます。 

NTT 西日本 ■NTT 西日本（p8、9） 

【加入光ファイバについて】 

・加入光ファイバについては、以下の観点においてボトルネック性がない

ことは明らかであることから、第一種指定電気通信設備の対象から除外

していただきたいと考えます。 

① 指定電気通信設備規制（ボトルネック規制）の根幹となる端末系伝送

NTT 東西殿は、公社時代から引き継いだ電柱や管路等の線路敷設基

盤や、それらを利用して構築される光ファイバ回線等の大半を有している

市場支配的事業者である一方、競争事業者がこれらの設備を自ら敷設

することは容易ではなく、NTT 東西殿の光ファイバを利用することが欠か

せない状況であることに変化はありません。また、今後、益々メタル回線

や PSTN からのマイグレーションが加速する中、NTT 東西殿が構築する
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意見提出者 該当部分 再意見 

路設備については、電柱等ガイドラインに基づく線路敷設基盤のオープ

ン化や電柱の新たな添架ポイントの開放・手続きの簡素化等により、他

事業者が自前の加入者回線を敷設するための環境が整備された結果、

他事業者の参入機会の均等性は確保されており、ＩＰ・ブロードバンド市

場においては、アクセス区間においても現に設備競争が進展しているこ

と。 

② 現に、光ファイバについては、電力会社殿が当社の約２倍の電柱を

保有しており、電力系事業者殿は相当量の設備を保有する等、当社と健

全な設備競争を展開しており、ＣＡＴＶ事業者殿も、通信と放送の融合が

進む中、電力会社殿や当社の電柱を利用して自前アクセス回線を敷設

し、過去１０年間で契約数を１．８倍の ２，８６５万世帯（平成２５年３月

末。登録に係る有線電気通信設備によりサービスを受ける加入世帯数、

再送信のみを含む。）に増加させていること。これに関して、平成２２年度

の「光の道」構想に関する意見募集に際して、ジュピターテレコム殿から

も、「ケーブルテレビ事業者は、線路敷設基盤を保有しない状態で、今ま

で設備競争を行ってきた。体力のある通信大手キャリアと異なり、規模の

小さいケーブルテレビ事業者が、一社一社のカバーエリアは狭いながら

も業界全体で世帯カバー率８８％まで設備を整えられたことは、電気通信

業界において、設備競争をより活発に行うことが可能であることの証明で

あると考える。」といった意見も提出されており、線路敷設基盤を持たなく

ても、意欲のある事業者であれば、当社や電力会社の線路敷設基盤を

利用して自前ネットワークを構築することは十分可能であること。 

③ 主要国において、加入光ファイバをアンバンドルし、厳格な提供義務

光ファイバ回線等が、第一種指定電気通信設備の対象から除外されるこ

とがあれば、NTT 東西殿の独占がより拡大する恐れがあります。以上の

ことからも、加入光ファイバが第一種指定電気通信設備として指定を継

続することは当然であると考えます。 

また、平成 22 年 12 月公表の「グローバル時代における ICT 政策に関

するタスクフォース「光の道」構想実現に向けて 取りまとめ」においても、

「競争事業者は、NTT 東西のボトルネック設備（加入光ファイバ等）を利

用してサービス提供することが不可欠であるため、NTT 東西の接続料の

低廉化等は、事業者間競争を活性化し、ユーザ料金の低廉化を促進す

る上で重要となる」とされているところであり、加入光ファイバについて

は、その接続料の低廉化等についても継続して推進することが適切と考

えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

が課せられているのは日本だけであること。 

これに関して、平成２２年度の「光の道」構想に関する意見募集に際し

て、米国電気通信協会殿から、「米国では、高速大容量の光ファイバー

網を構造分離・機能分離・オープン化する規制ではなく、規制を軽微に留

めて設備ベースの競争を促す方針が一貫して採られています。」、「この

ように、日本においては、さらなる規制負担によって高度通信網への設備

ベースの投資を阻害するのではなく、現存するオープン化規制などの障

壁を取り除くことを検討する必要があると考えられます。米国には、高度

通信網のオープン化規制が存在しません。」といった意見も提出されてい

ること。 

・なお、現行の固定系の指定電気通信設備規制は、端末系伝送路設備

（メタルと光の区別がない）の５０％以上の使用設備シェアを保有する場

合には、これと一体として設置される電気通信設備を指定電気通信設備

として規制する仕組みとなっていますが、仮に、今回は、加入光ファイバ

が第一種指定電気通信設備の対象から除外されないことになったとして

も、今後に向けては、既に敷設済のメタル回線と、健全な設備競争の下

で整備されてきた光ファイバの規制を明確に区分し、個々にそのボトルネ

ック性の有無等の検証を行い、諸外国での規制の状況なども踏まえなが

ら、規制の要否を判断する必要があると考えます。 

・また、その際には、加入光ファイバのボトルネック性の判断にあたって、

設備競争における競争中立性を確保する観点から、通信・放送の融合や

移動系ブロードバンドサービスの普及等を踏まえ、ＣＡＴＶ回線や高速モ

バイルアクセス等を含めるよう見直すことについて検討していただきたい
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意見提出者 該当部分 再意見 

と考えます。 

・さらに、現行のシェア基準値（５０％超）による規制は、事業者間のシェ

アが５０％前後で拮抗する場合でも、５０％超か否かで事業者間に規制

上の大きな差が生じる仕組みとなっているため、競争中立性を確保する

観点から、一定のシェアを有する事業者に対する規制の同等性を確保す

るよう見直すことについて検討していただきたいと考えます。 

NTT 西日本 ■NTT 西日本(P.10) 

【ＦＴＴＨサービスの戸建て向け屋内配線について】 

・戸建て向け屋内配線は、お客様の宅内に設置される設備であり、誰も

が自由に設置できる設備です。屋内配線の設置工事は、他事業者も同

様に実施することが可能であり、現に実施していることを鑑みれば、ボト

ルネック性がないことは明らかであり、当社の戸建て向け屋内配線を第

一種指定電気通信設備から除外していただきたいと考えます。 

現在、「引き通し」形態による屋内配線の設置が主流となっており、

FTTH サービスの戸建て向け屋内配線は、第一種指定電気通信設備で

ある引込線と一体となっていることが明確であることからも、引き続き、第

一種指定電気通信設備として指定を継続することが必要と考えます。 
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NTT 西日本  ■NTT 西日本(P.10) 

【現行の指定方法の見直しについて】 

・殆ど全ての県内設備に事前規制をかける現行の第一種指定電気通信

設備の指定方法を継続した場合、健全な競争が繰り広げられているブロ

ードバンド通信市場においても、サービス開始前に接続約款の認可又は

告示改正等の行政手続きが必要となり、また、認可申請前の事前説明に

も一定の時間が必要となるため、お客様に対する新サービスの提供や料

金値下げを遅らせる原因となり、当社を他事業者との競争上極めて不利

な立場に置くことになるだけでなく、更なるブロードバンド普及に向けたイ

ンフラ整備や新規サービス開発の芽を摘むことによって、お客様の利便

の向上を妨げることになると考えます。 

・したがって、現行制度の下においては、ＮＴＴ東西のほぼ全ての県内電

気通信設備が、ボトルネック性の有無についての十分な検証がされない

ままに、ボトルネック性を有するとの蓋然性があるという理由で、原則とし

て全て指定電気通信設備とされるネガティブリスト方式が採用されており

ますが、本来、規制の対象となる設備は、行政当局が個別に不可欠性を

挙証できた必要最小限のものに限定し、具体的に列挙する方式（ポジテ

ィブリスト方式）を採用すべきと考えます。 

昨年度の本検証結果にて、「ネガティブリスト方式の採用によりＮＴＴ東

西が競争上不利な立場に置かれるといった状況は今回の同制度に基づ

く検証においても特段見受けられない。」と総務省殿の考えが示されたと

ころですが、現在もその状況に変化はないため、引き続きネガティブリス

ト方式の採用を維持すべきと考えます。 

また、第一種指定電気通信設備として指定されているにも係らず、他

事業者が必要とする機能開放が十分に行われていない状況下におい

て、指定方式そのものをポジティブリスト方式に変更することは、決して認

められるべきではありません。 

テレコムサービ

ス協会 

NTT 西日本 

■テレコムサービス協会 (P.2、P.3) 

NGN のオープン化はほとんど進んでおらず、従来のアンバンドルに関

する議論の延長では NGN 上でのブロードバンドの利活用の促進は望め

ません。新たな枠組みによる NGN のオープン化の議論が必要と考えま

す。 

テレコムサービス協会殿の意見に賛同します。ブロードバンド普及促

進の観点から、積極的に NTT-NGN のアンバンドル化について対応をし

て頂きたいと考えます。「接続の基本的ルールの在り方について（平成 8

年 12 月 19 日、電気通信審議会答申）」において、「技術的に可能な場合

には、アンバンドルして提供しなければならない」と示されているとおり、
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２００８年３月２７日付情報通信審議会答申「次世代ネットワークに係る

接続ルールの在り方について」や、２０１１年１２月２０日付情報通信審議

会答申「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方について」で

は、NGN のオープン化によるサービス競争の促進のためのアンバンドル

化に向けたルールが定められています。しかし、現状では NGN 上の新

たなサービスはほとんど出現しておらず、従来のルールではサービス競

争の環境が整わないことが明らかになったと考えます。 

したがって、ブロードバンドの利活用を促進する健全な競争環境を整

備するためには、より大胆な NGN のオープン化施策など新たな対策が

必要と考えます。 

 

■NTT 西日本 (P.11) 

当社のＮＧＮ等、イーサネットスイッチ等の局内装置類、局内光ファイ

バ、加入光ファイバ等については、前述のとおり、第一種指定電気通信

設備の対象から除外していただく必要があると考えますが、仮に引き続

き第一種指定電気通信設備の対象とするのであれば、少なくとも他事業

者による利用実績や実需要がない機能については、早急にアンバンドル

機能の対象から除外していただく等の対応を行っていただきたいと考え

ます。 

NTT東西殿の利用部門と接続事業者との同等性確保という観点から、接

続事業者が要望を挙げた時点で常に接続可能な状態であることがアン

バンドルの原則と考えます。また、NTT-NGN 上でのブロードバンドの利

活用を促進する観点からも、競争事業者が「具体的な要望」を提案が可

能なように、NTT 東西殿からのサービス・技術仕様等の情報開示を義務

付ける等の措置が必要と考えます。 

なお、今後マイグレーションがさらに加速することを考慮すれば、

NTT-NGN 上で多種多様なサービスを創出する観点から、NTT 西日本殿

がご指摘されるように、接続事業者との接続実績がない状況が続いてい

る等といった現時点の状況のみを捉えて、アンバンドルの対象可否を議

論すべきではないと考えます。 

株式会社ケイ・

オプティコム（以

下、「ケイ・オプ

ティコム」としま

■ケイ・オプティコム（p7） 

ソフトバンク殿の提案に基づくベストエフォート回線を用いた０ＡＢ－Ｊ

番号のＩＰ電話サービスについては、「従来の０ＡＢ－Ｊ番号とは異なるも

のであることの利用者への周知の徹底を条件としたもの」とされています

そもそも、NTT 東西殿が第一種指定電気通信設備である NTT-NGN に

おいて、電話役務に係る重要な機能アンバンドルが行われてこなかった

ことから、これまで競争事業者は NTT-NGN における 0AB～J IP 電話を

提供できず、NTT 東西殿のみが独占的に当該サービスを提供してきまし
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す。） 

NTT 西日本 

 

が、安定品質が担保されないため、緊急通報が安定的に確立できない等

により、人命および国民の安心・安全が脅かされ、利用者利益が著しく損

なわれる可能性があります。 

特に、０ＡＢ－Ｊ番号の品質要件については、内閣府規制改革会議に

おいて国際先端テストの対象案件となった「市外局番（０ＡＢ－Ｊ番号）取

得に係る品質要件の見直し」に関して、総務省殿より「規制を維持する必

要性」として以下の見解が示されています。 

（平成２５年５月２７日開催 規制改革会議 第７回創造等ワーキング・グ

ループ 資料１－４抜粋） 

・我が国の現行制度では、アナログ電話と同等の品質が確保されるＩＰ電

話について、アナログ電話と同じ体系の電話番号（０ＡＢ－Ｊ番号）を割り

当てることとしており、その提供のため、各事業者はさまざまな技術を用

いて一定の通信品質を維持しているところ 

・仮に、０ＡＢ－Ｊ番号のＩＰ電話の品質要件を廃止等した場合には、トラフ

ィックの混雑する時間帯や、将来的にトラフィック環境の変化した場合に

おいて、ＩＰ電話による通信品質が適切に確保されず、支障の生じるおそ

れがある 

・我が国の０ＡＢ－Ｊ番号のＩＰ電話は、品質、緊急通報の利用、故障又は

損壊の対策等の点において、アナログ電話と同等性が確保されており、

そのような保証のない０５０番号のＩＰ電話と明確に区別されている。ＩＰ電

話の番号による識別性が損なわれた場合には、消費者は提供事業者・

提供サービスごとに複雑な判断をしなければならなくなることから、品質

要件の廃止等は適切ではない 

た。一方、本提案方式は、既存の様々な技術や手法を組み合わせること

によって、従来と同等の品質を確保するとともに、通信事業者間の競争を

促進し、価格の低廉化やサービスの多様化、新たな需要創出など、国民

の利益につながることから、情報通信審議会情報通信技術分科会 IP ネ

ットワーク設備委員会通信品質検討アドホックグループ等でご議論頂き、

情報通信審議会答申の中で、サービスの開始を特例的に認めて頂いた

ものと理解しています。なお、ふくそう等によりベストエフォート回線として

のNTT-NGNの一定以上の品質低下を検知した場合は、代替回線による

迂回措置を実施や常時監視の実施等、現在講じうる限りの様々な措置を

実施しており、国民生活に支障を及ぼす課題を抱えているという指摘に

はあたらないものと考えます。 
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・あまり知識のないお年寄り等が誤って低い品質のＩＰ電話サービスを選

択してしまうといった問題が頻発する 

 

■NTT 西日本 (P.14) 

ソフトバンク殿のベストエフォート回線を用いた０ＡＢ－ＪＩＰ電話サービ

スについては、情報通信審議会答申（平成２４年９月２７日）において、安

定品質以外の技術基準への適合、定期的な品質測定及び分析の結果

の報告を前提に、実施期間及び実施条件を限定した特例措置を付した

上で、０ＡＢ－Ｊ番号の使用を認めることが適当とされ、平成２５年５月１

日よりサービスの提供が開始されました。 

しかしながら、当該サービスは、ベストエフォート回線を用いて提供され

るサービスであるため、通信パケットのロスが発生すると、現行の０ＡＢ－

ＪＩＰ電話の通信品質基準が確保されず、災害時優先通信及び緊急通報

呼が繋がらなくなる可能性もあるなど、国民生活に支障を及ぼす課題を

抱えています。 

ケイ・オプティコ

ム 

NTT 西日本 

 

■ケイ・オプティコム（p7） 

また、当該サービスは、昨年の検証結果において、「競争条件を抜本

的に変更するものではない」とされていますが、上記総務省殿見解にあ

るとおり、これまで、さまざまな技術を用いて一定の通信品質を維持する

ため、相応の設備投資を重ねてきた既存事業者が圧倒的に不利な競争

条件を強いられるばかりか、利用者に対して、当該既存事業者による最

適なサービスの提供が阻害されることは、固定通信市場の発展が損なわ

れるものと考えます。 

NTT-NGN に係るコストは、各加入者が NTT-NGN の網利用料として負

担しています。また、弊社（ソフトバンクテレコム）は、ISP(VNE)専用となる

区間について接続料として負担しています。その他、ひかり電話に相当

する SIP サーバ及び関連する伝送部分を弊社網内に構築し、当該コスト

を通話料等で回収するものであり NTT 東西殿と同様であることから、提

案方式は利用料の公平性を欠いたものではありません。また、前述のと

おり、本サービスは、NTT-NGN におけるベストエフォート品質のサービス

を利用しており、帯域制御や優先制御等の機能は一切利用しておらず、
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以上のことから、平成２６年の包括的な検証に向けて、利用者の利益

を著しく損なうことがないか、不公正な競争環境の形成に繋がることがな

いかという視点にたって、審議会や競争政策委員会等の公の場で議論を

尽くしていただくことを要望いたします。 

 

■NTT 西日本（p15、16） 

② ネットワーク利用料の負担の公平性について 

・ ソフトバンク殿は、当社のＮＧＮとＩＳＰ接続することで、ルータによる

伝送部分のネットワーク利用料を負担することなく０ＡＢ－ＪＩＰ電話サ

ービスを提供されていますが、当社を含む既存の０ＡＢ－Ｊ電話サー

ビス提供事業者は、交換機やルータによる伝送部分のネットワーク

利用料（コスト）を負担してサービスを提供しており、同じ０ＡＢＪ電話

サービスでありながら、ネットワーク利用料（コスト）の負担の公平性

が図られておりません。 

・ 当社を含む０ＡＢ－Ｊ電話サービス提供事業者からすると、当該コス

トを他の料金で回収するような見直しは現実的に難しい中で、当該コ

ストを負担しないベストエフォートでの０ＡＢ－ＪＩＰ電話サービスの提

供を認めることは、これまでの０ＡＢＪ電話市場における競争環境を

覆し、現行のＰＳＴＮ並みの品質確保を前提に技術開発・研究・投資

を重ねてきた既存事業者に対して圧倒的に不利な競争条件を強い

るものであり、同じ０ＡＢＪ電話でありながらネットワーク利用料の負

担の公平性が図れない等の点について、競争政策上の観点から検

討する必要があるものと考えます。 

ISP を介したメール、ウェブ、映像等のインターネットトラヒックや 050IP 電

話サービス等と同様に、データ通信の一つに過ぎず、NTT 東西殿の接続

に係るネットワークのコスト構造と相違はないと考えます。 

 PSTN 並みの品質確保を前提に技術開発・研究・投資を重ねてきた既

存事業者に対して圧倒的に不利であるというご指摘については、そもそ

も、本来 NTT-NGN のアンバンドルが適切に行われていれば不必要であ

った設備投資等を行っていることからも、NTT 東西殿の指摘とは異なり、

むしろ、当該方式により参入する弊社が、既存事業者よりも競争上不利

な側面を多分に有すると考えます。本提案方式は、市場からの強い要望

に応えるために提案したものですが、弊社としては、本提案がもつ不利な

競争環境を早急に改善させるためにも、アンバンドル協議を進展させるよ

う NTT 東西殿へ引き続き要請していく考えです。 
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KDDI 株式会社

（以下、「KDDI」

とします。） 

■KDDI（p3） 

現行のアンバンドル機能の対象は適切と考えます。 

なお、NGN のアンバンドル機能については、設備競争を阻害するよう

なアクセスに関する機能のアンバンドルは不要と考えます。 

NTT-NGN のアンバンドルの議論は、競争促進による新たなサービス

の創出や料金低廉化の観点から、アクセス区間も含め、今後も継続的に

推進していくことが必要と考えます。 

KDDI 

一般社団法人

テレコムサービ

ス協会（以下、

「テレコムサー

ビス協会」とし

ます。）） 

■KDDI（p4） 

＜利用部門と競争事業者とのリードタイム等の同等性確保＞ 

2011 年 11 月に施行された改正電気通信事業法において、NTT 東・西に 

対し機能分離の実施や子会社等との一体経営への対応が措置されまし

た。しかしながら、機能分離の実施にあたって遵守すべき行為について、

接続事業者と NTT 東・西の利用部門との同等性を確保するための検

証項目や指標が充分とは言えないと考えます。 

同等性の検証について、例えば、回答納期等の手続きは平均日数を

用い接続事業者と NTT 東・西利用部門との同等性を検証しているとこ

ろですが、回答までにかかる日数の分布状況やエリア別等、多角的な視

点から同等性の検証が必要と考えます。また、手続き面のみならず開通

に必要な要員配置の同等性や設備構築情報等開示される情報の内容

やタイミングが同等か否かといった運用面での同等性の検証も実施する

ことが必要と考えます。 

 

テレコムサービス協会（p2） 

機能分離は、ブロードバンドの普及とその利活用を促進するための手

段であったはずです。しかし、NGN 上でのブロードバンド利活用は、前項

にも示したように必ずしも順調には進んでおらず、以前の「ひかりの道」議

KDDI 殿ご指摘のとおり、機能分離の趣旨である NTT 東西殿利用部門

と接続事業者との同等性の確保が確実に行われているかどうかについ

ては、NTT 東西殿自身の内部プロセスも含めて同等性が担保される措

置・仕組みを整備した上で、検証方法や項目についても、改めて検討を

行う必要があると考えます。なお、検討に当たっては、以下の項目につい

ても、NTT 東西殿利用部門と接続事業者との間において、十分に同等性

が確保されているべきか検証すべきであると考えます。 

・ プロセスの同等性（リードタイム、手続き、貸出条件、フォーマット等） 

・ 情報の同等性（顧客情報、敷設・工事計画、設備更改等） 

・ システム連携の同等性（システム連携のインタフェース等） 等 

 また、テレコムサービス協会殿がご指摘のとおり、機能分離は、公正競

争を担保することによって、ＮＧＮ上でのブロードバンド利活用の促進で

あったと認識しております。来年を目処に行なわれる予定の包括的な検

証の場においては、上記検証と共に、機能分離や既存の指定電気通信

設備に関する規制の結果、ＮＧＮ上でのブロードバンドサービス普及や市

場にどのように還元がなされたかについて、詳細に分析を行なうべきと考

えます。 

 

なお、上記検証の結果、NTT 東西殿利用部門と競争事業者の同等性
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意見提出者 該当部分 再意見 

論で得られた「機能分離」の方針も含めて、改めて議論が必要と考えます が確保できていないと認められた場合は、組織の在り方の見直しも含め

た議論を開始すべきであると考えます。 

ソネット株式会

社（以下、「ソネ

ット」とします。） 

■ソネット（p2） 

FTTHアクセスサービスやLTEサービスにおいて、その設備や対応エリ

ア等に関する情報の公開／更新・精度が不足していることによって、自前

での工事、マーケティングや営業活動に支障をきたすケースがあり、下記

の事項に関する更なる情報公開の拡大および更新情報の 提供、ならび

に情報の精度向上についてご対応いただくよう要望いたします。 

・今後の事業展開を計画する上でＤランクとなっているコロケーション、

中継ダークファイバーなどの設備がいつ増設（解消)されるのか、に関す

る設備更改情報（予定時期等）の公開 

・有償で購入した収容局ビル単位の光配線区画毎の住所情報につき、明

らかに他と異なる住所が含まれている場合や住所情報が詳細でないも

の（番地記載なし等)が含まれている場合が存在するため、正確な住所情

報の提供 

 

 

ソネット殿の意見に賛同します。 

FTTH アクセスのみならず、ダークファイバ等においても、フィルタの有

無、提供可能時期等の精度が甘く、申込み後に情報の誤りが判明するこ

とも散見されます。正確性の精度向上については、喫緊の課題としてご

対応頂きたいと考えます。 

KDDI ■KDDI（p5） 

NTT 東・西のシェアドアクセスを利用する形態においては、１局外スプ

リッタあたりの光信号分岐端末回線の収容数向上が、接続事業者の採

算性向上に大きく寄与し、ひいては、光ファイバの公正競争を促進させま

す。 

光信号分岐端末回線の収容数向上のためには、１光配線区画あたり

1 配線区画あたりの世帯数について、KDDI 殿がご指摘されているよう

に、NTT東西殿が主張する平均 50帯、40世帯という水準と、実態の数値

の間に大きな乖離が認められるようであれば、接続事業者の事業運営に

影響を及ぼすため、早急に是正頂きたいと考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

の世帯数の適正化が重要な要素であり、平成２４年度の加入光ファイバ

に係る接続料認可の際に、既存の光配線区画とは別に接続事業者向け

に新たな光配線区画を設定すること、及び、戸数が過小な光配線区画等

既存の光配線区画を適宜見直す方向性が示されたところです。 

しかしながら、現時点において、弊社で確認したシェアドアクセスを利

用可能な１光配線区画あたりの世帯数は、NTT 東日本で約３１世帯、

NTT 西日本で約２４世帯程度であり、NTT 東・西が主張する平均５０世

帯、４０世帯という水準とはかけ離れた実態となっています。公正な競争

環境を確保し、ユーザーの利便性を向上させるため、速やかに１光配線

区画あたりの世帯数の適正化を実施し、光信号分岐端末回線の収容数

向上を図る必要があります。 

ソネット ■ソネット（p2） 

・LTE カバーエリア情報につき、お客様に対し個別に提供エリアをご案内

するため、ＭＶＮＯ事業者に関しては、詳細なカバーエリア情報の提供 

当社は、お客様に対し開示可能なエリア情報を HP 等で公表していま

す。それ以上のエリア情報等をお客様への個別説明を前提に MVNO 事

業者殿に提供することは出来ません。 

イー・アクセス

株式会社 （以

下、「イー・アク

セ ス 」 と し ま

す。） 

■イー・アクセス（p3、4） 

網改造費用、オペレーションシステム開発費の妥当性の検証 

ＮＴＴ東西殿の網改造費用や、ＮＴＴ東西殿のオペレーションシステム改

修案件の開発費用については、現状、金額の妥当性を検証するスキー

ムがありません。 

これらのコストについては、ＮＴＴ東西殿が網改造料や回線管理運営費

にて全て回収可能であることから、コスト削減インセンティブが機能しない

ことが構造的な問題となっており、その結果、網改造料や回線管理運営

費が高止まりし、競争事業者の事業運営に過度な負担を与えることが懸

イー・アクセス殿の意見に賛同します。ＮＴＴ東西殿の網改造費用やオ

ペレーションシステム改修案件等の開発費用については、これまで接続

事業者が検証できる情報が開示されておらず、接続事業者はその金額

の妥当性の検証を実施することは困難です。また、イー・アクセス殿がご

指摘のとおり、コストがすべて回収可能であることから、NTT 東西殿にお

いてもコスト削減のインセンティブが機能しない環境となっています。これ

らの情報の非対称性による検証不可能の環境を解決するには、接続事

業者が検証を実施するための算定根拠をあらかじめ提示して頂くことが

必要ですが、万が一それが経営上の秘密に該当するとして開示不可能
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意見提出者 該当部分 再意見 

念されます。 

従って、ＩＰ化に伴いネットワークを構成する機器調達が基本的に市販

品にて可能な環境となっている点も踏まえ、例えば、競争事業者のみが

利用する設備やシステムの調達は入札制とするなど、コスト削減インセン

ティブが機能し、なおかつ、コストの妥当性が検証可能となるスキームが

必要と考えます。 

なお、システム開発費用については、当該システムをＮＴＴ東西殿の設

備利用部門が利用していないことが、コスト削減インセンティブが機能し

ない原因の１つとなっているため、例えば、設備利用部門における運用

変更やシステム更改の際などに合わせて、可能な限り、競争事業者と共

通のオペレーションシステムを利用することも有効な対策になると考えま

す。 

である場合であっても、その費用の妥当性を担保するために、多くのシス

テム開発会社が応札できるような競争入札を実施し、コストの低廉化・適

正化を図ることが重要であると考えます。なお、競争入札の実施において

は、関係会社のみならず、資本関係のないシステム開発会社等が入札

に参加できるよう、入札の実施方法や入札事業者資格に関する制限等

が不当に設定されていないかを注視するとともに、入札実施後に当たっ

ても入札が妥当であるか確認・検証を行うべきであると考えます。 

BBIX 株式会社

（以下、「BBIX」

とします。） 

■BBIX(p2、3) 

＜相互接続点の分割＞ 

前項で申し上げたとおり、現在 IPoE 方式の相互接続点は東京及び

大阪の 2 拠点のみであり、NTT 東西殿の本来の業務区域である県単位

での相互接続点は設置されていません。このため、PPPoE 方式では可

能であった、ユーザの分布やトラヒックに応じた柔軟な網設計やコスト、

品質の管理ができない状況となっています。従って、ユーザ利便の観点

からも IPoE 方式においても、速やかに県ごとの相互接続点を設置すべき

と考えます。 

BBIX殿の意見に賛同します。第一種指定電気通信設備であるNGNの

県域ネットワークに接続するために、非指定設備に接続することが必須

条件となっている現在の状況は明らかに異常であると言わざるを得ませ

ん。IPoE 事業者が第一種指定電気通信設備である NGN の県域ネットワ

ークに直接接続可能とするために、NTT 東西殿は速やかに県ごとの相互

接続点を設ける必要があると考えます。 

NTT 西日本 ■NTT 西日本（p17） 

・第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドラインにおい

平成 24 年 7 月に制定された事業者間協議の円滑化に関するガイドラ

インにおいても、「一種指定設備を設置する NTT 東西とそれ以外の事業
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意見提出者 該当部分 再意見 

て、「事業者間協議における留意事項」として、「事業者間協議において

接続料の水準が争点となった場合には、算定方法と代入すべきデータに

議論を峻別した上で、（中略）、後者については、可能な限り情報開示す

ることが適当」と規定され、また、昨年７月に制定された事業者間協議ガ

イドラインにおいても、「音声通話に係る接続のように、各事業者がそれ

ぞれネットワークを構築し、双方の利用者同士が相互に通信を行うため

にネットワークと接続する場合には、相互に接続料を支払い合う関係に

立つことから、事業者間協議に当たっては、算定根拠に係る情報開示の

程度について、両当事者の間で合理的な理由なく差が生じないよう留意

することが適当」と規定されているところです。 

・しかしながら、実際には、当社が接続料の算定根拠を詳細に情報開

示している一方で、接続料が相対的に割高な一部の接続事業者は、当

社と相互に接続料を支払い合う関係に立っているにも関わらず、経営情

報に該当する等を理由に一切の情報開示を行っていただけていないた

め、依然として、当社では当該事業者の接続料の適正性を検証できない

状態が続いています。 

・したがって、総務省殿におかれましては、事業者間での接続料協議

の実態を調査・把握した上で、相互に接続料を支払い合う関係に立って

いる事業者間で、接続料の算定根拠の開示等に係る不公平が生じてい

る場合には、速やかに、第二種指定電気通信設備制度の運用に関する

ガイドライン及び事業者間協議ガイドラインに基づき、「算定根拠に係る

情報開示の程度について、当事者間で合理的な理由なく差が生じないよ

う措置を講じるよう」指導を徹底していただき、それでもなお改善されない

者の間で接続料の算定根拠に係る情報開示の程度に一定程度の差が

生じることは合理的な理由に基づくものと考えられる。」という見解が示さ

れています。 

なお、弊社（ソフトバンクモバイル）では、可能な限り説明や情報開示を

行っています。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

場合には、ガイドラインの規定整備に止まらない抜本的な対処を実施い

ただきたいと考えます。 

株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ

（以下、「NTT ド

コ モ 」 と し ま

す。） 

■NTT ドコモ（p1） 

ソフトバンクモバイル殿とイー・アクセス殿は本年１月より同一企業グ

ループとなっており、両社は以下の通り、相互のリソースを共有しシナジ

ーを生かした事業展開を行う等、まさにグループ一体経営を行っておりま

す。 

(1) ソフトバンクモバイル殿がイー・アクセス殿の LTE 網を利用できる

「ダブル LTE」では、無線設備を共用し、イー・アクセス殿の基地局を自

社設備と同列に扱っている。他方で、ソフトバンクモバイル殿の接続約

款には、当該接続に係る規定は明示されていない。 

(2) イー・アクセス殿がソフトバンクモバイル殿の 3G 網を利用した音声

ローミングを提供している。 

 

一方でイー・アクセスは第二種指定電気通信役務を保有する事業者と

して指定（以下、二種指定）を受けておらず、接続約款の届出・公表や接

続会計の整理・公表義務を負っておりません。なお、両社の間では 3 名

の取締役が兼任しており、上記の通り、二種指定を受けているソフトバン

クモバイルと二種指定を受けていないイー・アクセスが、まさにグループ

一体経営を行っております。仮に両者の間で不透明な取引が行われるこ

ととなれば、二種指定を受けていないイー・アクセス殿を通じた規制の潜

脱に繋がりかねず、公正な競争が歪められる事態になりかねません。従

って、透明性確保のためにもイー・アクセス殿を二種指定すべきであると

企業グループ単位での規制への見直しとのご意見については、現状

においても、40％以上の端末シェアを持つドミナント事業者と、現行の第

二種指定電気通信設備制度の基準値である端末シェア 10％にも満たな

い事業者に同一の規制を課すことになり、非対称規制である第二種指定

電気通信設備制度の、「競争促進の目的を念頭に市場において真に支

配的である事業者を厳選し、必要な規制を適用するとともに、他の事業

者に対する規制を最小限に抑える」という本来の趣旨からも適切でないと

考えます。 

さらには、実際に接続協議は、企業グループ単位で行われておらず、

接続協定も各事業者が個別に締結していることから、接続において企業

グループ単位で何らかの支配力が行使される可能性はないと考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

考えます。また、指定するまでの間はソフトバンクモバイル殿とイー・アク

セス殿との間で不透明な取引が行われていないか、審議会等の公の場

において検証すべきであると考えます。 

また、現状、第二種指定電気通信設備制度は、事業者単位の指定に

より運用されているところですが、事業体が企業グループ単位でシナジー

を生かし、競争上優位な立場に立っていることから、同一市場において

は、企業グループ単位での規制に見直すべきと考えます。 

ケイ・オプティコ

ム 

KDDI 

■ケイ・オプティコム（p1） 

総務省殿においては、二種指定制度の規制対象の見直しや「ＳＩＭロッ

ク解除に関するガイドライン」の策定等の措置を講じていただいていると

ころですが、現状、モバイル市場におけるＭＶＮＯの契約者はごく僅か

（携帯電話・ＰＨＳの契約数 １億４千万加入に対し、ＭＶＮＯ契約数は５８

０万加入）であり、二種指定事業者あるいは二種指定事業者を中心とす

る企業グループによる寡占状態にあります。こうした実態を踏まえると、

二種指定事業者とＭＶＮＯとの間にある競争上の格差は依然として大き

く、このままでは、電気通信市場全体の健全な発展が阻害されるととも

に、モバイル市場の寡占化が著しく進行するものと危惧します。 

よって、二種指定事業者とＭＶＮＯの不公平な競争条件の是正に向け

ては、接続料に関する適正性・透明性の確保が特に重要であり、次の措

平成 25 年 6 月にとりまとめられた「モバイル接続料算定に係る研究会

報告書」おいて、MVNO 殿に適用されるデータ接続料の算定方法を含め

た一定の考え方が整理されたことにより、検証可能性、適正性、公平性

の確保がされ、また同年8月に「第二種指定電気通信設備制度の運用に

関するガイドライン」の改定も行われたところです。 

なお、SIM ロック解除については、通信方式や利用周波数帯の違い等

により、現時点において市場全体で機能する環境が整っておらず、SIMロ

ック解除における今後の政策を考える際にはその点を考慮する必要があ

ると考えます。また、MVNO の普及促進については、接続型 MVNO に限

定することなく、多様な形態の MVNO がサービスを提供できる環境を構

築している状況です。 

以上の点からも、現時点でモバイル市場について、追加規制は不要と
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意見提出者 該当部分 再意見 

置を含め、二種指定制度を一種指定制度並みに厳正化すべきと考えま

す。 

・接続約款について、現行の届出制から認可制への移行 

・接続料算定における将来原価方式の導入（ＭＶＮＯの事業予見性の

確保） 

・接続料算定時期に起因する二種指定事業者とＭＶＮＯの原価年度の

ずれ解消 

・アンバンドル機能の提供義務化・拡大（すべての二種指定事業者に

おける同一の接続メニューの提供） 

・二種指定事業者のネットワーク設計値、品質、カバーエリア等につい

て、ＭＶＮＯに対する情報開示の義務化 

加えて、ＭＶＮＯの参入促進策として、これまでに講じた措置の検証が

必要であるとともに、当該措置の遵守状況に関する監視機能を強化する

観点から、次の点を含めてさらなる措置を講じていただくことを要望いた

します。 

・二種指定事業者に対する「ＳＩＭロック解除に関するガイドライン」の厳

正化 

・周波数割当申請時に示したＭＶＮＯへの提供計画との乖離要因の検

証と、当該検証結果の公表 

 

■KDDI（p6） 

モバイル市場においては、電波には有限・希少性があるため、設備競

争によって電波を有効活用しながら市場を活性化していくことが重要で

考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

す。そのため、さまざまな分野で強みを持つ MVNO が、MNO のみでは提

供できない付加価値のあるサービスを提供し、新たな市場を創造していく

環境が必要です。 

しかしながら、日本における MVNO に関する現行の制度については、

MNOに対してネットワークの開放義務を課す等、世界的に見てもMNOに

対して特に厳しい規制が課されている状況にあります。国内の MVNO の

みならず、グローバルな MVNO の展開も見られる中、我が国と外国との

規制の差異が我が国の電気通信事業者に不利益をもたらすことのない

よう留意する必要があります。 

このような観点から、第二種指定電気通信設備の「アンバンドルすべき

機能」や接続料算定ルールについては、MNO の設備投資インセンティブ

を損なわないよう、過度な規制にならないようにすべきです。 

KDDI ■KDDI（p6、7） 

シェア 1 位の NTT ドコモが圧倒的に強いという日本のモバイル市場の

特徴に加え、固定市場のドミナントである NTT 東・西とモバイル市場のド

ミナントであるNTTドコモが持株体制下でグループ一体経営を行っている

という NTT の組織形態の特殊性等に鑑みれば、現行の NTT ドコモに対

する禁止行為規制は適切です。また、NTTドコモは 40%以上の市場シェア

を長期に渡って維持しており、NTT ドコモに対する禁止行為規制適用の

必要性に変わりはありません。 

なお、EU においてもシェア 40%超の事業者に市場支配力があると認定

しているとおり、現行の禁止行為事業者の指定ガイドラインにおいて、

「第二種指定電気通信設備を設置している電気通信事業者が一定期間

KDDI 殿の意見に賛同します。 

弊社の基本的な考え方としては、競争促進の目的を念頭に、市場にお

いて真に支配的である事業者を厳選し、必要な規制を適用するとともに、

他の事業者に対する規制を最小限に抑えるという非対称規制の本来の

趣旨を十分に踏まえた対応することが重要と考えます。 

KDDI 殿のご指摘のとおり、NTT ドコモ殿は移動体通信市場において

40％以上のシェアを持ち、固定通信市場においてボトルネック設備を有し

市場支配力を持つ NTT 東西殿のグループ会社であることから、NTT ドコ

モ殿に対する禁止行為規制適用の必要性に変わりはないと考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

継続して４０％を超える高い市場シェアを有する場合には、特段の事情

が認められない限り指定」とする基準値は適切と考えます。さらに、禁止

行為規制の適用事業者の指定にあたっては、市場シェアのみならず、電

気通信事業者の総合的な事業能力を測定するための諸要因※も踏まえ

て総合的に判断することは適切です。 

※事業規模（資本金、収益、従業員数）、市場への影響力、ブランド

力、製品・サービスの多様性、潜在的な競争の不在、技術上の優位性・

卓越性、需要及び供給の代替性、価格の弾力性、サービスや端末等の

販売・流通における優位性、共同支配 

NTT ドコモ 

ケイ・オプティコ

ム 

■NTT ドコモ（p1、2） 

禁止行為規制の対象となる事業者の指定については、スマートフォン

や LTE の普及等による OTT（Over The Top）主導のグローバル化の進展

や、移動・固定の連携サービスにより固定側の合従連衡が移動体市場に

影響を与えている状況等を踏まえた見直しが必要であると考えます。 

ソフトバンク殿がスプリント・ネクステル殿買収によって売上高で世界第 4

位の規模となり、端末や通信設備の調達力が大きく向上することや、国

内においても当社、KDDI 殿、イー・アクセス殿を含めたソフトバンク殿の 3

グループの収益シェアが近接していること、さらには当社は昨年度におい

ては二度も月次契約数の純減を経験し、年間の純増数においても第 3位

に甘んじていることや、前述の OTT（Over The Top）などの様々な上位レ

イヤーの事業者が提供するプラットフォームサービスが利用者の支持を

得ていることを踏まえれば、当社のみに禁止行為規制を課す合理性はな

く、指定対象について速やかに見直すべきであると考えます。 

弊社の基本的な考え方としては、競争促進の目的を念頭に、市場にお

いて真に支配的である事業者を厳選し、必要な規制を適用するとともに、

他の事業者に対する規制を最小限に抑えるという非対称規制の本来の

趣旨を十分に踏まえた対応することが重要と考えます。 

また、平成 24年 4月に策定・公表された「電気通信事業法第 30条第 1

項の規定に基づく禁止行為等の規定の適用を受ける電気通信事業者

（移動通信分野における市場支配的な電気通信事業者）の指定に当たっ

ての基本的考え方」において、市場シェアだけでなく、事業規模、ブランド

力等を総合的に判断するとされていることから、改めて基準を見直す必

要性はないものと考えます。 

なお、NTT ドコモ殿が移動体通信市場において 40％以上のシェアを持

ち、固定通信市場においてボトルネック設備を有し市場支配力を持つ

NTT 東西殿のグループ会社であることから、NTT ドコモ殿に対する禁止

行為規制適用の必要性に変わりはないと考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

また、KDDI 殿の au スマートバリューは、サービス開始後僅か一年余り

で 463 万契約（2013 年 7 月 30 日 KDDI 殿決算発表）に拡大し、KDDI 殿

のスマートフォン新規の 4 割弱を占めるに至っております（同決算発表）。

当社は禁止行為規制により特定の電気通信事業者に対する差別的取扱

いが禁止されているほか、料金業務の移管に伴う総務省殿からの要請

により移動・固定が連携した割引が否定され、事実上提供できない状況

にあります。移動・固定の連携サービスの利用者満足度が高いことを踏

まえれば、当社の利用者のみ利便性向上が否定されている状態は速や

かに解消されるべきと考えます。 

スマートフォンや LTE の普及等により、グローバル化が急激に進展し、

OTT（Over The Top）が台頭していることを踏まえれば、国内のネットワー

クレイヤーだけに着目した規制は見直しが必要であると考えます。海外と

比べて突出して厳しい規制は、国内の通信キャリアの競争力のみなら

ず、国内の上位下位レイヤー事業者の競争力をも奪うものであり、OTT

（Over The Top）の多くが海外勢であることを踏まえると国際競争力の観

点からも、見直しが必要と考えます。 

 

■ケイ・オプティコム（p2） 

ＮＴＴグループは、固定通信・移動通信の両市場において圧倒的なシェ

アを有するドミナント事業者を抱えることから、ＮＴＴグループに対する現

行規制については、引き続き維持すべきであり、ＮＴＴドコモ殿に対する禁

止行為等規制の適用について、「非対称規制として維持していくことが適

当」とした昨年の検証結果における総務省殿の考え方に賛同いたしま
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意見提出者 該当部分 再意見 

す。 

ただし、モバイル市場においては、有限希少な電波資源の利用がもた

らす市場特性、大規模な売上高、顧客基盤、圧倒的な資金力等をベース

として、上位３社の市場支配力がますます強大化しているものと認識して

おります。加えて、上位３社を含む企業グループは、モバイル市場での売

上を原資としてさまざまな事業分野に進出し、情報通信市場全体への影

響力を拡大しており、それにより、市場全体の健全な発展が阻害されつ

つあります。 

このような状況が続くことになれば、サービスの多様化や料金の低廉

化といったこれまでの競争政策の成果は失われることとなり、お客様の

利便性は却って損なわれることになります。 

以上のことから、情報通信市場全体での公正競争環境の確保のため、

上位３社のモバイル事業者を含む企業グループの総合的な市場支配力

やグループドミナンスに対して、厳正かつ包括的に規制することが必要と

考えます。 

KDDI 

イー・アクセス 

■KDDI（p7、p8） 

1992 年の NTT ドコモ分離や、1999 年の NTT 再編成時に完全資本

分離を避け、持株会社体制によるグループ一体経営の下での分離・分割

に留まった経緯を踏まえれば、その際に NTT ドコモや NTT 東・西に課

された公正競争要件は極めて厳格に運用される必要があります。さら

に、電気通信事業法においては、市場支配的な電気通信事業者が市場

支配力を濫用することによって、公正な競争環境が損なわれることを防

止するため、特定の事業者に対し不当に優先的に取り扱う等を禁止する

KDDI 殿、イー・アクセス殿の意見に賛同します。禁止行為規制の運用

状況に関する検証については、関係法令・ガイドラインに定める要件に照

らして検証するのは勿論のこと、当該法令等の趣旨に立ち返れば、当該

法令等に対する潜脱行為がなされていないかについて重点的に検証す

る必要があると考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

禁止行為規制が課されており、固定市場・モバイル市場においてそれぞ

れ圧倒的な市場支配力を有している NTT 東・西、NTT ドコモがその対象

となっています。 

特に、総務省と公正取引委員会が共同で策定した「電気通信事業分

野における競争の促進に関する指針」（以下、「共同ガイドライン」と言

う。）において規定されているとおり、支配的事業者である NTT 東・西、

NTT ドコモが「自己の関係事業者のサービスを排他的に組み合わせた

割引サービスの提供を行うこと」等、自己の関係事業者を排他的に取り

扱うことは問題であると考えます。持株会社体制の下では、NTT グルー

プ各社を優先的に取り扱うインセンティブが働くことから、NTT 東・西や 

NTT ドコモのいずれか一方が関連する NTT グループ連携は禁止行為規

制を潜脱するおそれがあると考えます。 

ましてや、禁止行為規制が適用されている NTT 東・西と NTT ドコモ

同士が直接又は第三者を介し相互に連携することは、これまで有効に機

能してきた公正競争ルールの趣旨に反し、公正競争を著しく阻害すること

になるため、当然禁止されるべきと考えます。 

そのため、総務省においては、NTT グループによる共同的・一体的な

市場支配力の行使を抑止するよう、禁止行為規制を強化すべきです。特

に以下の事例について厳格に調査・検証する必要があります。 

 

■イー・アクセス（p9、10） 

県域等子会社等の禁止行為規制対象への追加 

「ドコモショップでのフレッツ商品販売」、「県域等子会社でのドコモ携帯
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意見提出者 該当部分 再意見 

電話販売」といった事例は、ＮＴＴグループに閉じた排他的な営業連携で

あり、本来は禁止されるべきですが、これら事象の発生元が県域等子会

社や業務委託先といった禁止行為規制の適用対象外となっており、禁止

行為規制がＮＴＴ東西殿、及びＮＴＴドコモ殿の業務実態と乖離していると

考えます。 

このようなＮＴＴ東西殿とＮＴＴドコモ殿の排他的な営業連携や協業につ

いては、共に、指定電気通信設備を持ち、なおかつ、市場シェアがＦＴＴＨ

の７２．５％、携帯電話４３．６％（※１）と高い水準にあることを踏まえれ

ば、競争事業者が追随できない市場支配力の行使となり、競争環境を阻

害する虞があると考えます。 

なお、ＮＴＴ東西殿に対しては、現状、業務委託先子会社等の監督義

務が課されているところではありますが、２０１３年６月２８日付でＮＴＴ東

西殿より開示された、「禁止行為規定遵守措置等報告書」（以下、禁止行

為規定報告書）の別添資料３によれば、実態として、大半の監督対象子

会社が業務の再委託を行っています。これでは、再委託先や再々委託先

を通じて排他的な連携が行われることも懸念されるため、業務委託先も

含めて抑止する体制が必要と考えます。 

従って、禁止行為規制については、ＮＴＴ東西殿、及びＮＴＴドコモ殿本

体に留まらず、県域等子会社や業務委託先も含めて指定対象とすること

並びに、制度的な抜け道を抑止するために実施主体に因らず禁止行為

としての該当事例の明確化を図ることが必要と考えます。 

（※１）電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの 

公表（平成 24 年度第 4 四半期（3 月末）） 
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ケイ・オプティコ

ム 

KDDI 

イー・アクセス 

NTT 西日本 

■ケイ・オプティコム（p3） 

①ＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収業務の統合 

ＮＴＴファイナンス殿を通じたＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収業

務の統合は、指定電気通信設備規制や禁止行為規制等の公正競争要

件に関する各種規制を形式的にはクリアしつつも、自らの論理によってグ

ループ連携を進めていることが根本的な問題であり、市場におけるＮＴＴ

シェアの高止まりの主因でもあります。このことは、これまで積み重ねら

れてきた、移動体通信業務分離やＮＴＴ再編の趣旨を逸脱して、なし崩し

的にグループの再統合、独占への回帰を図るものです。 

真に公正競争環境を確保するためには、ＮＴＴグループにおける事業

運営上の全ての行為に対して適切かつ抜けのない規制をかけることが

必要であり、総務省殿においては、平成２６年の包括的な検証を待つこと

なく、不適切な共同営業行為等がなされることがないよう、適時適切に措

置いただくことが必要です。 

その中で、平成２５年７月８日付のＮＴＴ東西殿から総務省への報告「電

気通信役務の料金等に係る業務をＮＴＴファイナンス株式会社へ移管す

ること等に関して講ずる措置の報告について」等が総務省殿のホームペ

ージに公開されていますが、総務省殿において分析・検証がなされた形

跡はありません。ＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収業務の統合につ

いては、総務省殿における判断基準・検証方法の妥当性についての外

部検証性の確保は極めて重要であることから、ＮＴＴグループ各社からの

毎年度の報告内容の公表に留まらず、ＮＴＴグループの措置が永続的に

有効であるかどうか継続的に監督いただいた上で、その状況について

総務省殿においては、競争事業者との同等性や市場環境への影響等

の観点や現行規制の趣旨に照らし、「電気通信役務の料金等に係る業

務をＮＴＴファイナンス株式会社へ移管すること等に関して講ずる措置の

報告」について公開を行う等、十分な外部検証性を確保すべきです。ただ

し、本施策の根本的な問題は、NTT グループの業務・機能レベルでの連

携強化が推進している点であり、また今後も、NTT グループが「ヒト・モノ・

カネ・情報」という経営資源を統合させ、組織の再統合・独占回帰をなし

崩し的に加速させるおそれがあります。後述のとおり、NTT 再編の趣旨を

逸脱し、公正競争環境が歪められることのないよう、来年を目処に実施さ

れる予定の包括的な検証において、厳格な検証及び適時適切な措置を

講じるべきであると考えます。 
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は、審議会・競争政策委員会等を通じて定期的に議論いただくことを要

望いたします。 

 

■KDDI（p8） 

＜NTT 東・西とドコモとの直接的な連携又は第三者を介してのグループ

連携＞ 

NTT 東日本、NTT 西日本、NTT コミュニケーションズ及び NTT ドコモ

の電気通信役務の料金請求に係る業務を NTT ファイナンスへ移管する

ことに関しては、2012 年 3 月 23 日に総務省より上記事業者に対して

消費者保護ルール、料金規制や行為規制等の趣旨を確保するよう要請

措置が出されているとおり、条件を付した内容について公正競争上問題

がないか引き続き厳格な検証を行うことが必要と考えます。本施策により 

NTT グループ一体化の動きが既成事実化することは問題であり、今後

新たに公正競争上問題のある NTT グループの統合等に係る施策が実

施されることのないよう、公正競争環境確保の観点からより厳格なルー

ル運用を行っていくべきです。 

NTT ファイナンスの事例は、請求業務を第三者のグループ会社に一本

化することによる排他的な連携の一類型であり、今後もこのような第三者

を介した排他的なグループ連携が行われる可能性があります。さらに、グ

ループ各社が持つ顧客データベースを統合する等して活用し、競争事業

者がビジネス上組むことがあり得ないケースでの事実上の排他的な連携

の可能性もあることから、現行の規制の趣旨が損なわれないよう、潜脱

の恐れを回避するための措置を予め講じるべきです。 
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■イー・アクセス（p6、7） 

また、ＮＴＴグループの排他的な連携については、「ＮＴＴファイナンスへ

の料金業務の集約」のように、禁止行為規制や特定関係事業者の適用

対象外である子会社を通じて、業務の集約化を進める事例も存在し、今

後も新たな施策が行われる可能性があります。 

これら事例についても、公正競争の担保が必要であることから、ＮＴＴ

グループが新たな業務集約化等を行う場合は、その実施が既成事実化

する以前に、実施の適否について議論すると共に、「ＮＴＴファイナンスへ

の料金業務の集約」の際の２０１２年３月２３日付の総務省殿要請事項の

ように、禁止行為規制や特定関係事業者制度等の公正競争要件の趣旨

を担保する措置（役員兼任・在籍出向の禁止、情報の目的外利用防止に

必要なファイアーウォール措置等）を予め整理しておく必要があると考え

ます。 

 

■ＮＴＴ西日本（p19） 

また、料金業務のＮＴＴファイナンスへの業務移管に関しては、「電気通

信役務の料金等に係る業務をＮＴＴファイナンス株式会社へ移管すること

等に関して講ずべき措置について(要請)」(総基事第３２号平成２４年３月

２３日)に基づき、「電気通信役務の料金等に係る業務をＮＴＴファイナンス

株式会社へ移管すること等に関して講ずる措置の報告」（平成２４年６月

８日）にて総務省殿に報告し、要請の趣旨を満たすための措置が講じら

れていることを確認していただいております。さらに、昨年度の措置内容 
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を平成２５年７月８日に報告しているところです。 

・上述の通り、公正競争上の問題は特段生じていないと考えていることか

ら、これ以上の規制強化は必要ないと考えております。 

 

 

・  

KDDI ■KDDI（p9） 

＜日本電信電話ユーザ協会（第三者を介したグループ一体営業事例）＞ 

1976 年の公社時代に設立された日本電信電話ユーザ協会は、事実

上、公社時代からの会員基盤をそのまま継承し、NTT 再編前の形態の

ままで運用されています。さらに、NTT グループの OB が同協会の役員

に就き、現役の NTT 東・西、NTT ドコモ、NTT コミュニケーションズの役

員・法人部門の長が、同協会の諮問機関である「評議員会」のメンバーと

なっている等、NTT グループが協会運営に直接関与しているものと思わ

れます。 

また、同協会は、商工会議所や地場企業等の会員に向けて、ブロード

バンドセミナーや講演会等を開催し、NTT グループ各社の商品・サービ

スの紹介や NTT グループ各社の商品・サービスに係る割引、地場企業

にとって有力な宣伝ツールとなる電話帳（公社時代から継承する顧客基

盤を基に作成）の広告割引等を行っており、NTT グループ各社の営業の

場となっていることが懸念されます。 

このような活動は、自己の関係事業者と一体となった排他的業務に該

当するものであり、第三者を介して禁止行為規制を潜脱する行為と考え

KDDI 殿の意見に賛同します。日本電信電話ユーザ協会殿のウェブサ

イトを確認する限り、NTT グループ共同にて運営を行っているように思わ

れます。仮に、NTT グループ各社での商品・サービスの割引や一体営業

を行っているのであれば、実質的な自己の関係事業者と一体となった排

他的業務に該当するものであり、総務省殿においては、禁止行為規制を

潜脱する行為となっていないか、厳格に実態調査や検証を行う必要があ

ると考えます。 

 31 



意見提出者 該当部分 再意見 

ます。そのため、総務省においては、日本電信電話ユーザ協会の事例の

ような第三者を介した間接的な連携について調査・検証を行い、実質的な

共同営業が行われないようにすべきです。 

KDDI ■KDDI（p10） 

＜ISP を介した NTT 東・西と NTT ドコモの連携＞ 

ISP が、NTT 東・西のフレッツと NTT ドコモの携帯電話の同時加入で、

高額のキャッシュバックを実施している事例がこれまでにも存在していた

ところですが、これは、NTT 東・西と NTT ドコモの商品・サービスをセッ

トで販売する排他的な一体営業と考えます。 

このような営業活動は、事実上、自己の関係事業者と一体となった排

他的業務に該当するものであり、第三者を介して禁止行為規制を潜脱す

る行為と考えます。そのため、総務省においては、直接的な連携だけで

なく第三者を介した間接的な連携についても調査を行い、公正競争上の

問題がないか厳格に検証し、実質的な一体営業が行われないように禁

KDDI 殿のご指摘にあるとおり、仮に ISP による NTT 東西殿・NTT ドコ

モ殿の高額キャッシュバック等を実施しているのであれば、第三者を通じ

た排他的なセット販売・セット割引等がなされていることとなり、当該行為

は、電気通信事業法における禁止行為の規定に照らして考えた場合、明

確に禁止されるべきです。従って、総務省殿においては、禁止行為規制

を潜脱する行為となっていないか、厳格に調査・検証を行う必要があると

考えます。 
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止すべきです。 

KDDI 

イー・アクセス 

■KDDI(p11、12) 

特定関係事業者制度の趣旨は、第一種指定電気通信事業者に対し禁

止行為規制の適用による対処のみでは公正競争の確保に十分でないと

考えられるものについて、特定関係事業者の指定を行うことにより、厳格

なファイアーウォールを設けるものであり、こうした趣旨の下、現在NTTコ

ミュニケーションズが第一種指定電気通信事業者である NTT 東･西の

特定関係事業者として指定されていると理解しています。 

しかしながら、NTT ファイナンスによる統合請求や県域等子会社によ

るドコモショップ兼営等 NTT グループ間の連携が顕在化しており、第一種

指定電気通信事業者と密接に関係がある事業者がこれまで以上に増え

ている状況にあることを踏まえると、NTT コムのみならず、NTT ドコモも

特定関係事業者に規定すべきと考えます。 

また、NTT ファイナンスについては、昨年の検証結果において、「電気

通信事業者ではない NTT ファイナンス等には、現在の事業法において

は、特定関係事業者として指定する対象となるものではない。」との考え

方が示されているところですが、NTT ファイナンスによる統合請求の事

例については、NTT 法、累次の公正競争要件、電気通信事業法等の趣

旨を確保する観点から、NTT ファイナンスを介して第一種指定電気通信

事業者と密接に関係のある事業者が連携して反競争的な行為を未然に

防止するために一定の条件が付与されたと理解しています。 

KDDI 殿、イー・アクセス殿の意見に賛同します。現在、強い市場支配

力を有する NTT 東西殿に対しては、禁止行為制度に加え、特定関係事

業者制度として、特に強い関係性を有するグループ会社との連携につい

ては、他の電気通信事業者との公正競争上の弊害の構造的温床になり

やすいとして、人事面、取引面に規制が課されています。しかしながら、

これまでも競争セーフガード制度及び本制度において、競争事業者から

公正競争上の問題点がいくつも指摘されており、こうした規制による対処

のみでは不十分なことは明らかです。 

従って、来年を目処に実施される予定の包括的な検証に当たっては、

これらの脱法的なグループ連携を事前に防止するためにも、特定関係事

業者制度の見直しや対象範囲の拡大についても検討を行うべきであると

考えます。 
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これに照らせば、NTT ファイナンスも第一種指定電気通信事業者と密

接に関係していると言えることから、特定関係事業者に規定すべきと考え

ます。 

なお、今後もコスト効率化の観点等の理由により NTT ファイナンスの

事例のような非電気通信事業者や関連会社等を活用し第一種指定電気

通信事業者である NTT 東・西が関連したグループ連携が行われる可能

性があることは否定できないことから、第一種指定電気通信事業者が関

連している電気通信事業者以外を活用した NTT グループの連携や業

務統合に関係する事業者についても特定関係事業者の対象とすべきと

考えます。 

 

■イー・アクセス（p6、7） 

特定関係事業者制度の指定対象の見直し 

特定関係事業者制度は、禁止行為規制の適用による対処のみでは公

正競争の確保を十分に担保し得ない場合に、役員兼任の禁止といった

厳格なファイアーウォール措置を設けるものであり、現在、ＮＴＴコミュニケ

ーションズ殿がＮＴＴ東西殿と業務委託関係があることや、共同営業が行

われやすい土壌があることから、指定対象になっていると理解しておりま

す。 

この点を踏まえると、「ドコモショップにおけるフレッツ商品販売」や、「県

域等子会社におけるＮＴＴドコモ殿の携帯電話販売」のように、ＮＴＴドコモ

殿についても県域等子会社や業務委託先を通じて、ＮＴＴ東西殿と営業

連携が行われているところであり、これら事例により、公正競争環境を阻

 34 



意見提出者 該当部分 再意見 

害する虞があると考えます。 

従って、前述の通り、ＮＴＴ東西殿とＮＴＴドコモ殿の営業連携により、圧

倒的な支配力の行使が懸念される点も考慮し、ＮＴＴドコモ殿を特定関係

事業者に追加することが必要と考えます。また、ＮＴＴグループの排他的

な連携については、「ＮＴＴファイナンスへの料金業務の集約」のように、

禁止行為規制や特定関係事業者の適用対象外である子会社を通じて、

業務の集約化を進める事例も存在し、今後も新たな施策が行われる可

能性があります。 

これら事例についても、公正競争の担保が必要であることから、ＮＴＴ

グループが新たな業務集約化等を行う場合は、その実施が既成事実化

する以前に、実施の適否について議論すると共に、「ＮＴＴファイナンスへ

の料金業務の集約」の際の２０１２年３月２３日付の総務省殿要請事項の

ように、禁止行為規制や特定関係事業者制度等の公正競争要件の趣旨

を担保する措置（役員兼任・在籍出向の禁止、情報の目的外利用防止に

必要なファイアーウォール措置等）を予め整理しておく必要があると考え

ます。 

KDDI ■KDDI（p13） 

・監督対象子会社による再委託は、事業法等の規制を潜脱する恐れが

あることから再委託先についても監督対象とすべき。 

・監督対象子会社との役員兼任は、事業法等の規制を潜脱する恐れが

あることから禁止すべき。 

・再委託先についても NTT 東・西や子会社同様、事業法等の規制を潜

脱する恐れがあることから、研修や監査を義務付けるべき 

弊社共意見にて指摘させて頂いたとおり、「NTT東西殿の禁止行為規

定遵守措置等報告」のうち、「電気通信事業法第31条第3項の規定の遵

守のために講じた措置及びその実施状況に関する事項」を確認するとこ

ろ、監督対象子会社のほぼ全てが再委託を行っており、再委託先におい

て、潜脱行為が行われる恐れがあると考えます。従って、再委託先につ

いても、監督対象とすべきと考えます。 

 35 



意見提出者 該当部分 再意見 

KDDI ■KDDI（p13） 

制定された公正競争等に係るマニュアルや実施された教育研修の内

容については、公開されていないため、内容が事業法等の趣旨に沿って

いるのか、また検証が厳格であったのか判断できないことから公表すべ

き。 

弊社共意見にて指摘させて頂いたとおり、禁止行為に関する規程や公

正競争マニュアルは、実物のみならずその詳細な内容が公開されていま

せん。従って、十分な研修内容になっているかの外部検証性を確保した

上で、その内容等についても公表すべきと考えます。 

KDDI ■KDDI(p13) 

・監査部門は、被監査部門からの独立性が不明であり、検証結果の妥当

性が不明瞭であることから、第三者による監査を義務付けるべき。 

・監査にあたっては、実効性を担保するため、書面のみならず、立ち入り

検査等も実施すべき。 

KDDI殿の意見に賛同します。そもそも機能分離は、監査部門自体の

信頼性・中立性を担保することが困難であり、その妥当性が不透明であ

るため、独立性を担保した第三者による客観的な検証を行う仕組みが必

要と考えます。 

KDDI ■KDDI（p13） 

・接続関連情報の適切な取扱い等に関する規程が全て「経営上の秘密

等の観点から非公表」ということでは、競争事業者では措置の妥当性の

判断ができないことから、NDA を結ぶ等の措置を講じるなどして開示す

べき。 

昨年度と比較し、禁止行為規定遵守措置等報告書の公表範囲が一部

拡大したことについては、公正競争確保に資するものであり、評価される

ものの、今年度非公表となっている全てが経営情報にあたるものとは考

えられないため、可能な限り公表する等その範囲について再度検討が必

要と考えます。 

KDDI ■KDDI（p13） 

・支店長は設備部門と利用部門の兼任が可能となっているが、事業法等

の規制を潜脱する恐れがあることから、兼任は禁止すべき。 

通常、支店長は特定地区において、その業務を一元的に管理・統括す

る立場にあります。KDDI 殿ご指摘とのとおり、設備部門と利用部門にお

ける支店長の兼任は、それぞれの部門の目的を達成するため、接続業

務に関して知り得た情報等について、目的外に利用する恐れがあるた

め、明確に禁止すべきです。 

KDDI 

イー・アクセス 

■KDDI（p14） 

・申込から開通までの期間（及び開通要員の配置）の同等性、アンバンド

ル機能の利用条件の同等性等に関する利用部門と競争事業者のデータ

KDDI 殿、イー・アクセス殿の意見に賛同します。コロケーションや中継

ダークファイバの利用ルール、設備構築情報の扱い等についても検証対

象とするとともに、既に検証が行われている項目であっても条件を変更し
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が、比較可能な形で公表されておらず、同等性が確保されているか判断

ができないことから、NTT 東・西利用部門と接続事業者とを比較した

様々なデータを検証対象とし、公表すべき。 

現状、例えば、回答納期等の手続きについては平均日数を用いて同

等性を検証しているところ、回答までにかかる日数の分布状況やエリア

別等多角的に同等性を検証すべき。 

・コロケーションや中継ダークファイバの利用ルールや設備構築情報の

扱い、加入電話番号ポータビリティの運用見直しに関する情報について、

同等に情報開示がなされているのか、判断できないことから、当該情報

についても検証の対象とすべき。 

 

■イー・アクセス（p7、8） 

リードタイムの同等性の検証  

禁止行為規定報告書別添資料９－２の「①申込日～回答日」の平均日数

を確認すると、ラインシェアリング、ドライカッパ（ＤＳＬ、電話）が１日であ

るのに対して、フレッツ・ＡＤＳＬ（利用回線型、契約者回線型）、加入電

話・ＩＮＳネット６４は０日となっております。 

これは、接続事業者が利用する機能とＮＴＴ東西殿の利用する機能に

て、リードタイムの同等性が担保出来ていない可能性があるため、総務

省殿は本事例の原因等について、厳格な検証を行う必要があると考えま

す。 

加えて、禁止行為規定報告書別添資料１０の納期遵守率については、

例えば、ＮＴＴ西殿の「光回線設備等に係る情報の提供（光回線設備の伝

た検証を実施する等により、同等性が担保されているかを検証し、その

結果について公表すべきであると考えます。 
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送損失及び経過年数調査）」のように５０％に留まるものも存在するた

め、遵守率が低い機能についても原因等の調査が必要と考えます。 

イー・アクセス ■イー・アクセス（p8） 

なお、上記の検証の結果や、本意見書のボトルネック設備利用に係る

各社意見の内容を踏まえて、現行の体制に課題があると認められた場

合は、同等性を図るための更なる措置（例えば、システムの物理的分離

等）の実施を検討すべきと考えます。 

イー・アクセス殿ご指摘のとおり、仮に、ボトルネック設備に関して、

NTT 東西殿利用部門と競争事業者の同等性が確保できていないと認め

られた場合は、組織の在り方の見直しも含めた議論を開始すべきである

と考えます。 

ケイ・オプティコ

ム 

KDDI 

 

■ケイ・オプティコム（p6） 

③「活用業務制度」の是非 

ボトルネック設備を保有するＮＴＴ東西殿に対する活用業務制度は、Ｎ

ＴＴ殿の独占部門と競争部門を分離して競争を一層促進し、ひいては国

民利便の向上に繋げるというＮＴＴ再編の趣旨をないがしろにするもので

あることから、本来、同制度については即刻廃止すべきと考えます。 

特に、届出制への移行後は、全国サービスであるＮＴＴ東日本殿の「オ

フィスまるごとサポート」をはじめ、ＮＴＴ東西殿によるなし崩し的な業務範

囲の拡大が進行していることから、個々の活用業務に係る手続きについ

てより一層の透明性・客観性の確保が求められます。 

よって、総務省殿における検証については、サービス開始時やＮＴＴ東

西殿からの毎年度の報告時に留まらず、サービス開始以降永続的に実

施いただくことが重要であるのと同時に、当該検証結果については、審

議会や競争政策委員会等の公の場で議論いただくことを要望いたしま

す。 

活用業務について現行の届出制で進めていくにあたっては、過去の個

NTT 東西殿による活用業務は、競争事業者の事業計画や競争状況に

多大な影響を与えるものであると認識しています。NTT 東西殿は、本来

の業務範囲を大きく超えた事業領域へ進出しており、例えば、同制度を

利用した FTTH サービスや NGN サービスが主要業務にまでなっている状

況です。ボトルネック設備の開放が不十分な状況下において、業務範囲

を拡大させることは、その市場支配力をさらに強化するものとなることか

ら、その制度自体の見直しを開始すべきです。 

また、KDDI 殿及びケイ・オプティコム殿が述べているとおり、平成 23 年

11 月末には改正日本電信電話株式会社等に関する法律が施行され、

NTT 東西殿による活用業務制度が認可制から届出制へと規制緩和され

たことにより、NTT 東西殿によるなし崩し的な業務範囲拡大が加速してい

ます。これら認可・届出された活用業務について、改めて、公の場におい

て公正競争上問題となっていないか検証を行うべきであると考えます。 

なお、NTT 東西殿による移動体通信事業、ISP 事業への参入は、そも

そも NTT 再編の趣旨を没却するものであり、固定電話市場における市場

支配力のレバレッジ等を考慮すると、到底認められるものではないため、
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別の活用業務について、各種措置が適切に講じられているか等を永続

的に検証し、その状況によってはさらなる措置の実施を指導することが必

要です。 

 

■KDDI（p15、16） 

＜活用業務＞ 

また、現行の運用においては、個々の活用業務に係る届出ごとに、公

正競争要件が確保されているかはチェックされていますが、これまでに届

出された活用業務が現在の市場にどのような影響を及ぼしているかにつ

いては検証されていません。 

NTT 東・西は、競争に与える影響が小さく見える小規模な活用業務を

徐々に届け出ることで、公社時代から引き継いだ「ボトルネック設備」と

「顧客基盤」を用いて他の領域へのレバレッジを利かせる懸念がありま

す。（中略） 

したがって、総務省においては、同等性の確保やグループドミナンス排

除の実効性を担保し、公正競争環境を確保した上で慎重な運用をすると

ともに、過去にNTT 東・西が届け出た複数の活用業務についても改めて

検証して公正競争を阻害していないか確認すべきです。 

NTT 持株体制下で NTT ドコモや NTT コミュニケーションズなどがモ

バイル事業、ISP 事業を行っている中、NTT 東・西がモバイル事業、ISP

事業等に進出することは、NTTグループとしての市場支配力を高めること

になり、競争を阻害するものと考えます。このような公正競争上支障があ

ることが明白である NTT 東・西による移動体事業や ISP 事業等への参

「NTT 東西の活用業務に係る公正競争ガイドライン」への追記や仮に

NTT 東西殿にて同種の業務拡大を企図し、届出がなされたとしても、総

務省殿は、速やかに業務改善命令等により、当該サービスが提供されな

いよう対処すべきと考えます。 
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入については当然禁止すべきです。 

イー・アクセス ■イー・アクセス（p8、9、10） 

日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の見直し 

ＮＴＴグループについては、①公社時代から線路敷設基盤等のボトル

ネック設備、及び加入電話の顧客基盤（約２,８００万契約）を継承してお

り、なおかつ、②ＦＴＴＨの市場シェア７２．５％、０ＡＢＪ光ＩＰ電話の市場シ

ェア６２．２％、携帯電話の市場シェア４３．６％（※２）とＥＵのＳＭＰ規制

における市場支配的地位の判断基準（市場シェア４０％又は５０％）に照

らし合わせても、固定・モバイル双方の市場で支配的な地位にあること 

を踏まえれば、グループ各社の排他的な事業連携により、依然として、競

争事業者が追随出来ない巨大な市場支配力が行使されることが懸念さ

れるところです。 

そのような中、これまで、公正競争レビュー制度、及び競争セーフカー

ド制度の意見書では、「県域等子会社におけるＮＴＴドコモ殿商品の販

売」、「ドコモショップにおけるフレッツ商品販売」、「ＮＴＴファイナンスへの

料金業務の集約」等の事例により、ＮＴＴグループの組織や業務形態のリ

ストラクチャリング等に伴う、ＮＴＴグループに係る累次の公正競争要件の

実効性についての課題提起がなされてきております。 

これら課題の根本的な問題については、１９９９年のＮＴＴ再編成当時

においては、ＮＴＴグループが「設備の保守・運用」や、「販売業務」や「料

金収納」といった通信の周辺業務を子会社化し、上記事例のように、事業

会社が子会社や業務委託先等を通して、営業連携や業務集約化が行わ

れることを想定していなかったとことが挙げられると考えます。 

イー・アクセス殿の意見に賛同します。NTT グループは上述の NTT グ

ループ統合請求等を始めとし、今後もお客様相談窓口、保守対応、営

業、CS 等の統合による更なるグループ再統合の動きを加速させる事態

が想定されます。NTT グループ各社は、NTT 東西殿、NTT ドコモ殿を始

め、情報通信市場だけでなく、その他関連市場において強い市場支配力

を有していることから、こうした強大な事業者同士での業務集約、その他

連携等を想定した上で、競争ルール全体の見直しについても検討を行う

べきであると考えます。 
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従って、来年度実施される包括的検証の場では、今後の市場環境の変

化やＮＴＴグループの業務集約化を見据えた検証を行い、公正競争要件

が有効に機能するよう、各種公正競争要件の抵触基準の明確化や、適

用範囲をグループ会社や業務委託先子会社等（非電気通信事業者を含

む）に拡大するといった見直しを行うことが必要と考えます。 

DSL 事業者協

議会 

■DSL 事業者協議会（p2） 

昨年度の「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運

用に関する意見募集」において当協会から指摘させていただいた NTT の

工事会社と名乗る会社(東日本エリア）から「近日 NTT のメタルケーブル

を撤去するため、光回線に変えないと電話が使えなくなる」という虚偽の

説明により営業を行なっている事例については、「営業マニュアルを策定

の上、研修等を通じて適正な営業活動に関して指導徹底をするとともに、

場合に応じて契約解除を行う規定を設ける等、販売代理店に対して厳格

な対応を実施しているとしている。」との報告をいただいておりますが、今

年度も同じ虚偽説明と思われる事例がありました。適正な営業活動に関

する指導の更なる徹底をお願いするとともに、実施状況の報告など、第

三者が検証できる対応を行う必要があると考えます。 

DSL 事業者協議会殿が指摘している営業活動が事実だった場合、事

業法第 30条第 3項第 1号「他の電気通信事業者の電気通信設備との接

続の業務に関して知り得た当該他の電気通信事業者及びその利用者に

関する情報」を目的外利用した営業活動であることから、総務省殿は、覆

面調査や立入検査等、踏み込んだ実態調査・検証を行うべきと考えま

す。 

BBIX ■BBIX（p3) 

＜ONU の端末設備化＞ 

現在、NTT-NGN ユーザ宅内に設置される光回線加入者側終端装置

（ONU）は NTT 東西殿の事業用電気通信回線設備として NTT 東西殿

のみが提供しています。また、「ONU 一体型ルータ」としてルータ機能や 

IP 電話の TA 機能との一体化を行い、エンドユーザへ提供しています。

「ONU一体型ルータ」は、事業用電気通信設備であるONUと端末設備

である TA 機能を有した HGW が一体化されています。本来、競争領域と

なっている HGW 部分についても、非競争領域である ONU と一体的に提

供されることで、実質的に、HGW まで非競争領域となっています。これ

は、事業用電気通信回線設備を提供する優越的地位を利用して、端末

設備を提供していると考えざるを得ません。これら不当な状況を改善する
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これらの複数の機能を一体で提供できるのは NTT 東西殿のみであり、

機器メーカーや ISP 等他社が参入することはできません。 

先般、総務省で開催された｢IPv6 によるインターネットの利用高度化に関

する研究会｣においても、「ONU と HGW 一体化の議論を聞いて黒電話を

思い出した。一見すると便利であるが、インターネットはレイヤを分け、

様々な機能を切り離したことで多様性を確保し発展してきた。一体化の件

は逆戻りになるのではないかという懸念を感じた」といった議論がされた

こと等からも、ONU やルータ等の一体的な提供がＮＴＴ東西殿のみ可能

である等といった問題について、議論を開始すべきと考えます。 

ためにも、ONU及び HGWの宅内設備をユーザが自由に選択できるよう、

その在り方について、早急に議論を開始する必要があると考えます。 

 

 

以上 
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別 紙 

意見提出者 株式会社ケイ・オプティコム 

意見提出者 該当部分 意見 

ＫＤＤＩ株式会社 P1 【はじめに】 

電気通信分野における競争状況を見てみると、固定通信分野では NTT

東・西の FTTH 契約者数シェアが 72.5％、モバイル分野では、NTT ドコモの契

約者数シェアが 43.6％（電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半

期データの公表（平成 24 年度第 4 四半期（3 月末）））と、固定、モバイル両市

場において、NTT グループが圧倒的な市場支配力を有しつづけており、依然

として公正な競争環境には至っていないと考えます。 

これは、NTT 東・西が、「ボトルネック設備」と「顧客基盤」を公社時代から継

承、保有していることに加え、持株会社体制の下、グループ各社が事実上の

一体経営を行っていることに起因していると考えます。そのため、1992 年の

NTT ドコモ分離や、1999 年の NTT 再編成時に課された公正競争要件に加

え、電気通信事業法に規定されている市場支配的な事業者に対する禁止行

為規制や機能分離等の公正競争ルールは、NTT グループ各社の圧倒的シェ

アに鑑みれば、今なお有効かつ不可欠なものとなっています。 

特に、固定・モバイル両市場において圧倒的な影響力を持つ NTT 東・西と

NTT ドコモを中心としたグループ連携が、過去の競争政策に逆行する形で認

められた場合、現状の NTT グループのシェアはさらに増大し、結果的に競争

事業者が市場から排除されることになります。これにより、国民にとってサー

ビスや料金の選択肢が狭まるといった利便の低下をまねくおそれがあること

から、公正競争ルールの更なる整備・徹底を図り、禁止行為規制の潜脱防止

を強化することが必要です。 

総務省においては、競争政策の検証の実施にあたっては、ICT 利活用の

基盤となる電気通信分野において公正な競争環境を確保できるよう、上述の 

 

ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿の意見に賛同いたします。 

ＮＴＴグループは、固定通信・移動通信の両市場において圧倒的なシェアを

有するドミナント事業者を抱えるだけでなく、ＮＴＴファイナンス殿を通じたグル

ープ各社の料金請求・回収業務の統合や、活用業務制度によるＮＴＴ東西殿

の業務範囲の拡大など、自らの論理により実質的にグループ連携を進めて

います。このことは、これまで積み重ねられてきた、移動体通信業務分離やＮ

ＴＴ再編の趣旨を逸脱して、なし崩し的にグループの再統合、独占への回帰を

図るものであり、市場におけるＮＴＴシェアの高止まりの主因でもあります。 

よって、ＮＴＴグループに対する指定電気通信設備規制や禁止行為規制等

の現行規制については、引き続き維持するとともに、真に公正競争環境を確

保するためには、ＮＴＴグループにおける事業運営上の全ての行為に対して

適切かつ抜けのない規制をかけることが必要です。総務省殿においては、平

成２６年の包括的な検証を待つことなく、不適切な共同営業行為等がなされ

ることがないよう、適時適切に措置いただくことが必要です。 
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 ような NTT の特殊性や独占性、NTT の市場支配力が市場環境に与える影響

を考慮したうえで、競争政策全体の適正性を検証し判断すべきと考えます。 

 

 

ソフトバンクＢＢ

株式会社 

 

ソフトバンクテレ

コム株式会社 

 

ソフトバンクモバ

イル株式会社 

P1 【総論】 

情報通信市場及び関連市場においては、後述しているとおり、日本電信電話

株式会社を頂点とする NTT グループによる、グループ共同広告、ドコモショッ

プでのフレッツ販売等に加え、グループ各社の料金の請求・回収代行業務等

の統合（NTT グループ統合請求）等、実質的なＮＴＴグループ連携が進められ

ています。このような連携を行っているNTTグループは、総資産 1兆円を超え

る事業会社を複数社擁し、情報通信市場又は関連市場において有力な地位

を占めていることから、事業支配力が過度に集中する状況が生じておりま

す。このような事業支配力が過度に集中する状況において、NTT 持株殿主導

の下これらの会社が、グループ連携を強化することは、情報通信分野はもち

ろんのこと、日本経済全体に大きな影響を与えることであり、その集中度を具

体的に検証する必要があると思われます。そこで、2014 年を目途として実施

する包括的な検証においては、一事業者の短期的な視点での利便性向上の

ためにあるのではなく、広く一般消費者が長期的な視点で利益を享受する視

点に立った上で、各分野での NTT グループの連携強化が情報通信事業分野

やその周辺分野の競争環境に与える影響等について、総合的に検証を行う

必要があると考えます。 
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西日本電信電

話株式会社 

 

P9 【第一種指定電気通信設備に関する検証】 

「加入光ファイバについて」 

・現行のシェア基準値（５０％超）による規制は、事業者間のシェアが５０％前

後で拮抗する場合でも、５０％超か否かで事業者間に規制上の大きな差が生

じる仕組みとなっているため、競争中立性を確保する観点から、一定のシェア

を有する事業者に対する規制の同等性を確保するよう見直すことについて検

討していただきたいと考えます。 

 

 

ＮＴＴ東西殿の加入光ファイバについては、競争セーフガード制度に基づく

検証結果（２００７年度）において、「実態としてＮＴＴ東西はメタル回線を光ファ

イバ回線に更新する際のコスト・手続の両面において優位性を有している」と

されていますが、現時点においても状況の変化は見られず、このことが固定

通信市場におけるＮＴＴ東西殿のシェアが高止まりしている要因の一つとなっ

ているものと考えられます。 

よって、ＮＴＴ東西殿の加入光ファイバと、ゼロから敷設をしている弊社のよ

うな設備事業者の光ファイバを第一種指定電気通信設備として同等に取り扱

うのは適切ではなく、仮にこのような措置がなされた場合には、これまでの固

定通信市場における健全な設備競争が阻害され、お客様の利便性を著しく

損なうものと考えます。 
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意見提出者 該当部分 意見 

株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ 

 

P1 【第二種指定電気通信設備に関する検証】 

ソフトバンクモバイル殿とイー・アクセス殿は本年１月より同一企業グルー

プとなっており、両社は以下の通り、相互のリソースを共有しシナジーを生か

した事業展開を行う等、まさにグループ一体経営を行っております。 

(1) ソフトバンクモバイル殿がイー・アクセス殿のLTE網を利用できる「ダブル

LTE」では、無線設備を共用し、イー・アクセス殿の基地局を自社設備と同

列に扱っている。他方で、ソフトバンクモバイル殿の接続約款には、当該

接続に係る規定は明示されていない。 

(2) イー・アクセス殿がソフトバンクモバイル殿の 3G 網を利用した音声ローミ

ングを提供している。 

一方でイー・アクセスは第二種指定電気通信役務を保有する事業者として

指定（以下、二種指定）を受けておらず、接続約款の届出・公表や接続会計

の整理・公表義務を負っておりません。なお、両社の間では 3 名の取締役が

兼任しており、上記の通り、二種指定を受けているソフトバンクモバイルと二

種指定を受けていないイー・アクセスが、まさにグループ一体経営を行ってお

ります。仮に両者の間で不透明な取引が行われることとなれば、二種指定を

受けていないイー・アクセス殿を通じた規制の潜脱に繋がりかねず、公正な

競争が歪められる事態になりかねません。従って、透明性確保のためにもイ

ー・アクセス殿を二種指定すべきであると考えます。また、指定するまでの間

はソフトバンクモバイル殿とイー・アクセス殿との間で不透明な取引が行われ

ていないか、審議会等の公の場において検証すべきであると考えます。 

また、現状、第二種指定電気通信設備制度は、事業者単位の指定により

運用されているところですが、事業体が企業グループ単位でシナジーを生か

し、競争上優位な立場に立っていることから、同一市場においては、企業グ

ループ単位での規制に見直すべきと考えます。 

 

ＮＴＴドコモ殿の意見に賛同いたします。 

モバイル市場においては、有限希少な電波資源の利用がもたらす市場特

性、大規模な売上高、顧客基盤、圧倒的な資金力等をベースとして、上位３

社の市場支配力がますます強大化しているものと認識しております。加えて、

自社のグループ企業を通じてＭＶＮＯと競合する低料金のサービスを展開す

ることで、上位３社の高い料金水準の維持に寄与しつつ、ＭＶＮＯの参入を阻

む動きがみられます。 

このような状況が続くことになれば、ＭＶＮＯの普及促進によるサービスの

多様化や料金の低廉化といったこれまでの競争政策の成果は失われること

となり、お客様の利便性は却って損なわれることになります。 

以上のことから、情報通信市場全体での公正競争環境の確保のため、上

位３社のモバイル事業者を含む企業グループの総合的な市場支配力やグル

ープドミナンスに対して、厳正かつ包括的に規制することが必要と考えます。 
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意見提出者 該当部分 意見 

ソネット株式会

社 

 

P2 【指定電気通信設備制度に関する検証について】 

■情報公開／情報更新の拡大、ならびに提供情報の精度向上について 

FTTH アクセスサービスや LTE サービスにおいて、その設備や対応エリア等

に関する情報の公開／更新・精度が不足していることによって、自前での工

事、マーケティングや営業活動に支障をきたすケースがあり、下記の事項に

関する更なる情報公開の拡大および更新情報の提供、ならびに情報の精度

向上についてご対応いただくよう要望いたします。 

（略） 

・LTE カバーエリア情報につき、お客様に対し個別に提供エリアをご案内

するため、ＭＶＮＯ事業者に関しては、詳細なカバーエリア情報の提供 

 

 

ソネット殿の意見に賛同いたします。 

現状、モバイル市場におけるＭＶＮＯの契約者はごく僅か（携帯電話・ＰＨＳ

の契約数 １億４千万加入に対し、ＭＶＮＯ契約数は５８０万加入）であり、二

種指定事業者あるいは二種指定事業者を中心とする企業グループによる寡

占状態にあります。こうした実態を踏まえると、二種指定事業者とＭＶＮＯとの

間にある競争上の格差は依然として大きく、このままでは、電気通信市場全

体の健全な発展が阻害されるとともに、モバイル市場の寡占化が著しく進行

するものと危惧します。 

二種指定事業者とＭＶＮＯの不公平な競争条件の是正に向けては、接続

料に関する適正性・透明性の確保が特に重要であり、次の措置を含め、二種

指定制度を一種指定制度並みに厳正化すべきと考えます。 

・接続約款について、現行の届出制から認可制への移行 

・接続料算定における将来原価方式の導入（ＭＶＮＯの事業予見性の確保） 

・接続料算定時期に起因する二種指定事業者とＭＶＮＯの原価年度のずれ

解消 

・アンバンドル機能の提供義務化・拡大（すべての二種指定事業者における

同一の接続メニューの提供） 

・二種指定事業者のネットワーク設計値、品質、カバーエリア等について、

ＭＶＮＯに対する情報開示の義務化 
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意見提出者 該当部分 意見 

株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ 

 

P1 【禁止行為に関する検証】 

禁止行為規制の対象となる事業者の指定については、スマートフォンや

LTE の普及等による OTT（Over The Top）主導のグローバル化の進展や、移

動・固定の連携サービスにより固定側の合従連衡が移動体市場に影響を与

えている状況等を踏まえた見直しが必要であると考えます。 

ソフトバンク殿がスプリント・ネクステル殿買収によって売上高で世界第4位

の規模となり、端末や通信設備の調達力が大きく向上することや、国内にお

いても当社、KDDI 殿、イー・アクセス殿を含めたソフトバンク殿の 3 グループ

の収益シェアが近接していること、さらには当社は昨年度においては二度も

月次契約数の純減を経験し、年間の純増数においても第 3 位に甘んじている

ことや、前述の OTT（Over The Top）などの様々な上位レイヤーの事業者が

提供するプラットフォームサービスが利用者の支持を得ていることを踏まえれ

ば、当社のみに禁止行為規制を課す合理性はなく、指定対象について速や

かに見直すべきであると考えます。 

ＮＴＴグループは、固定通信・移動通信の両市場において圧倒的なシェアを

有するドミナント事業者を抱えることから、ＮＴＴグループに対する現行規制に

ついては、引き続き維持すべきと考えます。 

ＮＴＴドコモ殿に対する禁止行為等規制の適用については、昨年の検証結

果における総務省殿の考え方において、「非対称規制として維持していくこと

が適当」とされており、他方、ＮＴＴ東西殿の加入光ファイバについては、これ

まで、「実態としてＮＴＴ東西はメタル回線を光ファイバ回線に更新する際のコ

スト・手続の両面において優位性を有している」とされています。加えて、そう

いった圧倒的な影響力を持つＮＴＴドコモ殿とＮＴＴ東西殿を中心としたグルー

プ連携が進められていることは、なし崩し的にグループ会社の再統合や、独

占への回帰を図るものと危惧するところです。 

よって、ＮＴＴグループに対する指定電気通信設備規制や禁止行為規制等

の現行規制については、引き続き維持するとともに、真に公正競争環境を確

保するためには、ＮＴＴグループにおける事業運営上の全ての行為に対して

適切かつ抜けのない規制をかけることが必要です。 

また、モバイル市場においては、有限希少な電波資源の利用がもたらす市

場特性、大規模な売上高、顧客基盤、圧倒的な資金力等をベースとして、上

位３社の市場支配力がますます強大化しているものと認識しております。加

えて、上位３社を含む企業グループは、モバイル市場での売上を原資としてさ

まざまな事業分野に進出し、情報通信市場全体への影響力を拡大しており、

それにより、市場全体の健全な発展が阻害されつつあります。 

以上のことから、情報通信市場全体での公正競争環境の確保のため、上

位３社のモバイル事業者を含む企業グループの総合的な市場支配力やグル

ープドミナンスに対して、厳正かつ包括的に規制することが必要と考えます。 

 

西日本電信電

話株式会社 

 

P19 【禁止行為規制等について】 

・ＮＴＴ東西に対しては、電話時代を前提とした指定電気通信設備規制や禁止

行為規制といった非対称規制や、往時の競争環境を前提とした累次の公正

競争要件などが課せられており、これにより、お客様の利便性の向上に対す

る要請に機動的かつ柔軟に対応できないとなれば、ＮＴＴグループのお客様

だけが不利益を被ることとなります。 

・したがって、全ての事業者のお客様が多様なサービスの利便を制約なく享

受し、ブロードバンドサービスの利活用の一層の促進を図る観点から、現在

の規制のうち時代にそぐわないものは撤廃または緩和していただきたいと考

えます。 
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意見提出者 該当部分 意見 

西日本電信電

話株式会社 

 

P14 【ＩＰ電話サービスに係る機能のアンバンドルについて】 

当該サービスは、ベストエフォート回線を用いて提供されるサービスであるた

め、通信パケットのロスが発生すると、現行の０ＡＢ－ＪＩＰ電話の通信品質基

準が確保されず、災害時優先通信及び緊急通報呼が繋がらなくなる可能性

もあるなど、国民生活に支障を及ぼす課題を抱えています。 

また、以下のようなユニバーサルサービスとの関係や競争政策上の問題も孕

んでおり、こうした観点からの議論を早急に行う必要があると考えます。 

① ユニバーサルサービスの在り方について 

（略） 

② ネットワーク利用料の負担の公平性について 

・ソフトバンク殿は、当社のＮＧＮとＩＳＰ接続することで、ルータによる伝送部

分のネットワーク利用料を負担することなく０ＡＢ－ＪＩＰ電話サービスを提供さ

れていますが、当社を含む既存の０ＡＢ－Ｊ電話サービス提供事業者は、交

換機やルータによる伝送部分のネットワーク利用料（コスト）を負担してサービ

スを提供しており、同じ０ＡＢＪ電話サービスでありながら、ネットワーク利用料

（コスト）の負担の公平性が図られておりません。 

・当社を含む０ＡＢ－Ｊ電話サービス提供事業者からすると、当該コストを他の

料金で回収するような見直しは現実的に難しい中で、当該コストを負担しない

ベストエフォートでの０ＡＢ－ＪＩＰ電話サービスの提供を認めることは、これま

での０ＡＢＪ電話市場における競争環境を覆し、現行のＰＳＴＮ並みの品質確

保を前提に技術開発・研究・投資を重ねてきた既存事業者に対して圧倒的に

不利な競争条件を強いるものであり、同じ０ＡＢＪ電話でありながらネットワー

ク利用料の負担の公平性が図れない等の点について、競争政策上の観点か

ら検討する必要があるものと考えます。 

 

ＮＴＴ西日本殿の意見に賛同いたします。 

ソフトバンク殿の提案に基づくベストエフォート回線を用いた０ＡＢ－Ｊ番号

のＩＰ電話サービスについては、「従来の０ＡＢ－Ｊ番号とは異なるものである

ことの利用者への周知の徹底を条件としたもの」とされていますが、安定品質

が担保されないため、緊急通報が安定的に確立できない等により、人命およ

び国民の安心・安全が脅かされ、利用者利益が著しく損なわれる可能性があ

ります。 

当該サービスは、昨年の検証結果において、「競争条件を抜本的に変更す

るものではない」とされていますが、これまでさまざまな技術を用いて一定の

通信品質を維持するため、相応の設備投資を重ねてきた既存事業者が圧倒

的に不利な競争条件を強いられるばかりか、利用者に対して、当該既存事業

者による最適なサービスの提供が阻害されることは、固定通信市場の健全な

発展が損なわれるものと考えます。 

以上のことから、平成２６年の包括的な検証に向けて、利用者の利益を著

しく損なうことがないか、不公正な競争環境の形成に繋がることがないかとい

う視点にたって、審議会や競争政策委員会等の公の場で議論を尽くしていた

だくことを要望いたします。 

以 上 
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意見書 

平成２５年９月２４日 

総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部 事業政策課 御中 

 

郵便番号 104-0031 

住   所 東京都
と う き ょ う と

中央区
ち ゅ う お う く

京橋
きょうばし

1-12-5 

氏   名 一
いっ

般
ぱん

社
し ゃ

団
だん

法
ほう

人
じん

 日本
に ほ ん

ケーブルテレビ連盟
れんめい

 

       理事長
り じ ち ょ う

 西條
にしじょう

 温
あつし

 

 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」に

関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

 

 

禁止行為や累次の公正競争要件等ＮＴＴグループにおける規制の遵守状況の検

証の項目において、ＮＴＴファイナンスによるＮＴＴグループ各社の統合請求等ＮＴＴ東

西とＮＴＴドコモが直接又は第三社を介して間接的に連携しているという事例や、「フレ

ッツ・テレビ」の広告表示に関し、あたかもＮＴＴ東西が提供しているかのように誤認さ

せる広告宣伝が未だに行われている事例等、公正競争上問題があると思われる行

為が今回の意見募集において各社から指摘されています。 

 

ＮＴＴグループは、固定通信分野、モバイル分野の両市場において非常に高い市

場シェアを有し、圧倒的な市場支配力を保持し続けており、現在においてもその状況

に変わりはないと認識しています。 

 

こうした状況の中、ＮＴＴファイナンスによる統合請求の事例のように、市場支配力

を有するＮＴＴグループ各社同士が直接又は間接的に連携すると、積み重ねてきた公

正な競争環境を歪める虞があります。 

 

ケーブルテレビ事業者は、各地域において情報通信のみならず医療、福祉、安全・

安心、教育、防災など、地域に根差した多種多様なサービスを提供することで地域の

発展に貢献し、また今後もより一層の研鑽を重ねていく所存ですが、このままでは利

用者の負託に応えるべく健全な事業運営に支障をきたしかねません。 

 

そのため、固定通信分野、モバイル分野の両市場における圧倒的な市場支配力を

利用した不適切な事業運営や、法の趣旨を逸脱したグループ連携等が行われること

がないよう、現行の禁止行為規制を厳格に運用すべきと考えます。 
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再意見書 
 

 
平成25年 9月24日 

総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部 事業政策課 御中 

 

 
 郵便番号 100-8116 
 （ふりがな） とうきょうとちよだくおおてまち 

 住  所 東京都千代田区大手町二丁目 3 番 1 号 
 （ふりがな） にっぽんでんしんでんわかぶしきがいしゃ 

氏  名 日本電信電話株式会社 
                                            うのうら ひろお 

       代表取締役社長 鵜浦 博夫 

 

 

 

 

 
「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」に関し、 

別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
（別紙） 

再意見提出者：日本電信電話株式会社 

意見提出者 該当部分 再意見 

KDDI 株式

会社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

 （３）禁止行為に関する検証 

  ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用状況に

関する検証 

特定関係事業者制度の趣旨は、第一種指定電気通信事業者

に対し禁止行為規制の適用による対処のみでは公正競争の確

保に十分でないと考えられるものについて、特定関係事業者の

指定を行うことにより、厳格なファイアーウォールを設けるもので

あり、こうした趣旨の下、現在 NTT コミュニケーションズが第一種

指定電気通信事業者である NTT 東･西の特定関係事業者として

指定されていると理解しています。  

しかしながら、NTT ファイナンスによる統合請求や県域等子会

社によるドコモショップ兼営等 NTT グループ間の連携が顕在化し

ており、第一種指定電気通信事業者と密接に関係がある事業者

がこれまで以上に増えている状況にあることを踏まえると、NTT

コムのみならず、NTT ドコモも特定関係事業者に規定すべきと考

えます。  

また、NTT ファイナンスについては、昨年の検証結果におい

て、「電気通信事業者ではない NTT ファイナンス等には、現在の

事業法においては、特定関係事業者として指定する対象となるも

のではない。」との考え方が示されているところですが、NTT ファ

イナンスによる統合請求の事例については、NTT 法、累次の公

正競争要件、電気通信事業法等の趣旨を確保する観点から、

NTT ファイナンスを介して第一種指定電気通信事業者と密接に

関係のある事業者が連携して反競争的な行為を未然に防止する

ために一定の条件が付与されたと理解しています。  

これに照らせば、NTT ファイナンスも第一種指定電気通信事

業者と密接に関係していると言えることから、特定関係事業者に

規定すべきと考えます。  

 情報通信市場においては、急速な技術革新を背景に新たなサ

ービスやビジネスモデルが次々と創造されており、電気通信事業

者は固定とモバイル、コンテンツやアプリケーションを組み合わ

せて消費者のニーズに対応しています。加えて国内外の端末ベ

ンダやＯＴＴプレイヤーによる多様なデバイス、サービス提供を通

じてグローバルレベルの激しい競争によって市場は活性化して

います。 

 また、このような競争環境の中で、消費者利便の向上や経営効

率化施策については、我が国のあらゆる産業分野と同様、もは

や一企業だけの力で実現できるものではなく、子会社・関連会社

を含む多数のビジネスパートナーとの幅広い提携・協業が不可

欠となっています。 

 このように、国内のみならずグローバルに変化の激しい市場に

おいて、事業者のたゆまぬ創意工夫や経営改革意欲を損なわな

いよう、公正競争の確保についても電話時代のボトルネック設備

を前提とした事前規制から市場環境を的確に反映した事後規制

に見直していく必要があると考えます。 

  

特定関係事業者制度については、ＮＴＴ東西に対し、他の電気

通信事業者から業務の受託等をする場合、特定関係事業者に

比して他の電気通信事業者に不利な取扱いを原則禁止するな

ど、極めて厳しい事前規制であることから、その運用は抑制的で

あるべきです。ＮＴＴ東西の正当な事業活動としての創意工夫や

改善努力を萎縮させ、結果としてお客様の利便を損なうことのな

いように、ＮＴＴグループ企業であるということ以外に明確な理由

もなく、特定関係事業制度の指定対象を拡大すべきではないと

考えます。 

また、前述のとおり、ＮＴＴグループのみならず他の電気通信事 

（次頁に続く） 
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なお、今後もコスト効率化の観点等の理由により NTT ファイナ

ンスの事例のような非電気通信事業者や関連会社等を活用し第

一種指定電気通信事業者である NTT 東・西が関連したグループ

連携が行われる可能性があることは否定できないことから、第一

種指定電気通信事業者が関連している電気通信事業者以外を

活用した NTT グループの連携や業務統合に関係する事業者に

ついても特定関係事業者の対象とすべきと考えます 

 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

 （３）禁止行為に関する検証 

  ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用状況に

関する検証 

■特定関係事業者制度の指定対象の見直し  

特定関係事業者制度は、禁止行為規制の適用による対処の

みでは公正競争の確保を十分に担保し得ない場合に、役員兼任

の禁止といった厳格なファイアーウォール措置を設けるものであ

り、現在、ＮＴＴコミュニケーションズ殿がＮＴＴ東西殿と業務委託

関係があることや、共同営業が行われやすい土壌があることか

ら、指定対象になっていると理解しております。  

この点を踏まえると、「ドコモショップにおけるフレッツ商品販

売」や、「県域等子会社におけるＮＴＴドコモ殿の携帯電話販売」

のように、ＮＴＴドコモ殿についても県域等子会社や業務委託先を

通じて、ＮＴＴ東西殿と営業連携が行われているところであり、こ

れら事例により、公正競争環境を阻害する虞があると考えます。  

従って、前述の通り、ＮＴＴ東西殿とＮＴＴドコモ殿の営業連携によ

り、圧倒的な支配力の行使が懸念される点も考慮し、ＮＴＴドコモ

殿を特定関係事業者に追加することが必要と考えます。   

 

また、ＮＴＴグループの排他的な連携については、「ＮＴＴファイ

ナンスへの料金業務の集約」のように、禁止行為規制や特定関

係事業者の適用対象外である子会社を通じて、業務の集約化を

業者においても、お客様利便の向上や経営効率化の観点から

様々な業務のアウトソーシング等を推進している状況を踏まえる

と、ＮＴＴ東西及びＮＴＴドコモとの取引を重要なビジネス領域とす

る子会社・関連会社や多数のビジネスパートナーの予見可能性

を著しく低下させ、本来正当な事業活動まで支障をきたし、結果

としてお客様利便が大きく損なわれることのないようにすることが

必要不可欠と考えます。 

 

今後実施される包括的な検証にあたっては、電話時代の競争

を前提とした既存制度について、こうした市場変化や消費者の嗜

好変化を的確に把握した上で、ネットワークレイヤのみならず端

末やコンテンツ、アプリケーションレイヤまで含めた総合的な情報

通信政策の見直しが必要であると考えます。 

とりわけ、他事業者がサービス提供を通じて既に実現している

お客様利便について、指定電気通信設備制度における禁止行

為規制により、ＮＴＴグループのお客様だけが享受できないという

現状は早急に改善すべきと考えます。 

 広く一般消費者が長期的な視点で利益を享受できる政策こそ

が今後の情報通信産業の発展の礎であり、我が国の産業競争

力強化に資するものと考えます。 
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進める事例も存在し、今後も新たな施策が行われる可能性があ

ります。  

これら事例についても、公正競争の担保が必要であることか

ら、ＮＴＴグループが新たな業務集約化等を行う場合は、その実

施が既成事実化する以前に、実施の適否について議論すると共

に、「ＮＴＴファイナンスへの料金業務の集約」の際の２０１２年３

月２３日付の総務省殿要請事項のように、禁止行為規制や特定

関係事業者制度等の公正競争要件の趣旨を担保する措置（役

員兼任・在籍出向の禁止、情報の目的外利用防止に必要なファ

イアーウォール措置等）を予め整理しておく必要があると考えま

す。  

 

 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

 （３）禁止行為に関する検証 

  イ 指定電気通信設備制度に係る禁止行為規制の運用状況

に関する検証 

＜NTT 東・西とドコモとの直接的な連携又は第三者を介してのグ

ループ連携＞  

NTT 東日本、NTT 西日本、NTT コミュニケーションズ及び NTT

ドコモの電気通信役務の料金請求に係る業務を NTT ファイナン

スへ移管することに関しては、2012 年 3 月 23 日に総務省より上

記事業者に対して消費者保護ルール、料金規制や行為規制等

の趣旨を確保するよう要請措置が出されているとおり、条件を付

した内容について公正競争上問題がないか引き続き厳格な検証

を行うことが必要と考えます。本施策により NTT グループ一体化

の動きが既成事実化することは問題であり、今後新たに公正競

争上問題のある NTT グループの統合等に係る施策が実施され

ることのないよう、公正競争環境確保の観点からより厳格なルー

ル運用を行っていくべきです。  
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NTT ファイナンスの事例は、請求業務を第三者のグループ会

社に一本化することによる排他的な連携の一類型であり、今後も

このような第三者を介した排他的なグループ連携が行われる可

能性があります。さらに、グループ各社が持つ顧客データベース

を統合する等して活用し、競争事業者がビジネス上組むことがあ

り得ないケースでの事実上の排他的な連携の可能性もあること

から、現行の規制の趣旨が損なわれないよう、潜脱の恐れを回

避するための措置を予め講じるべきです。     

 

 

２ 日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 

 （１）検証の対象 

■日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の見直し   

ＮＴＴグループについては、①公社時代から線路敷設基盤等の

ボトルネック設備、及び加入電話の顧客基盤（約２,８００万契約）

を継承しており 、なおかつ、②ＦＴＴＨの市場シェア７２．５％、０Ａ

ＢＪ光ＩＰ電話の市場シェア６２．２％、携帯電話の市場シェア４３．

６％（※２）とＥＵのＳＭＰ規制における市場支配的地位の判断基

準（市場シェア４０％又は５０％）に照らし合わせても、固定・モバ

イル双方の市場で支配的な地位にあること を踏まえれば、グル

ープ各社の排他的な事業連携により、依然として、競争事業者

が追随出来ない巨大な市場支配力が行使されることが懸念され

るところです。  

そのような中、これまで、公正競争レビュー制度、及び競争セ

ーフカード制度の意見書では、「県域等子会社におけるＮＴＴドコ

モ殿商品の販売」、「ドコモショップにおけるフレッツ商品販売」、

「ＮＴＴファイナンスへの料金業務の集約」等の事例により、ＮＴＴ

グループの組織や業務形態のリストラクチャリング等に伴う、ＮＴ

Ｔグループに係る累次の公正競争要件の実効性についての課題

提起がなされてきております。  

これら課題の根本的な問題については、１９９９年のＮＴＴ再編

成当時においては、ＮＴＴグループが「設備の保守・運用」や、「販
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売業務」や「料金収納」といった通信の周辺業務を子会社化し、

上記事例のように、事業会社が子会社や業務委託先等を通し

て、営業連携や業務集約化が行われることを想定していなかっ

たとことが挙げられると考えます。  

従って、来年度実施される包括的検証の場では、今後の市場

環境の変化やＮＴＴグループの業務集約化を見据えた検証を行

い、公正競争要件が有効に機能するよう、各種公正競争要件の

抵触基準の明確化や、適用範囲をグループ会社や業務委託先

子会社等（非電気通信事業者を含む）に拡大するといった見直し

を行うことが必要と考えます。    

 

 

【総論】 

情報通信は、日本経済を牽引する基盤であるとともに、国民の

生活の利便性向上、経済活性化を支える重要な社会インフラで

あり、ブロードバンドの普及・促進は、これらを発展させていく上

で非常に重要な政策と考えます。政府においては、2010 年の

「「光の道」構想実現に向けた取りまとめ」のなかで、公正競争環

境の整備や利活用の促進等を通じ、2015 年頃を目途にすべて

の世帯におけるブロードバンド利用を実現することを目標に掲げ

ています。また、2010 年 12 月に策定された、「光の道」構想に係

る「基本方針」及び「工程表」においては、上記目標を達成すべ

く、制度整備の実施 3 年後を目途に包括的な検証を行うことと

されております。制度整備の 3 年後にあたる 2014 年には、政府

が掲げた目標を達成すべく、NTT 等に係る累次の公正競争要

件を中心として構成されている競争ルール全体の枠組み等の見

直しについても十分に検証を行い、あらゆる関係者が協力の上、

各種取組みを推進する必要があると考えます。一方、情報通信

市場及び関連市場においては、後述しているとおり、日本電信電

話株式会社(以下、「NTT 持株」という。)を頂点とする NTT グルー

プによる、グループ共同広告、ドコモショップでのフレッツ販売等

に加え、グループ各社の料金の請求・回収代行業務等の統合

（NTT グループ統合請求）等、実質的なＮＴＴグループ連携が進
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められています。このような連携を行っている NTT グループは、

総資産 1 兆円を超える事業会社を複数社擁し、情報通信市場又

は関連市場において有力な地位を占めていることから、事業支

配力が過度に集中する状況が生じております。このような事業支

配力が過度に集中する状況において、NTT 持株殿主導の下これ

らの会社が、グループ連携を強化することは、情報通信分野はも

ちろんのこと、日本経済全体に大きな影響を与えることであり、そ

の集中度を具体的に検証する必要があると思われます。そこで、

2014 年を目途として実施する包括的な検証においては、一事業

者の短期的な視点での利便性向上のためにあるのではなく、広

く一般消費者が長期的な視点で利益を享受する視点に立った上

で、各分野での NTT グループの連携強化が情報通信事業分野

やその周辺分野の競争環境に与える影響等について、総合的に

検証を行う必要があると考えます。  

 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

 （３）禁止行為に関する検証 

  イ 指定電気通信設備制度に係る禁止行為規制の運用状況

に関する検証 

（イ） 「NTTID ログインサービス」、「NTT ネット決済」等、グループ

内の排他的業務  

「NTTID ログインサービス」や「NTT ネット決済」は、NTT ドコモ

殿とエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（以下、「NTT コ

ミュニケーションズ」という。）殿の ID、決済の排他的な連携サー

ビスであり、共同ガイドラインにも事業法第 30 条第 3 項第 2 号の

事例として示されている「自己の関係事業者と一体となった排他

的業務」に該当する可能性が高い事例であると考えます。  

当該行為に対し、NTT ドコモ殿及び NTT コミュニケーションズ

殿は、「自己の関係事業者と一体となった排他的業務」に該当す

る事実はありません」との主張をされていますが、サービス名称

の通り、NTT グループ以外の競争事業者がサービス提携を行な

うことは実質困難です。 
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また、本サービスの報道発表資料（2010年 5月 13日発表）（別

添資料２）からも分かるとおり、後述の「NTT おまとめ請求」と同

様に NTT 持株殿が主導となり、グループの連携を推進しており、

このような連携が益々強まっている状況をも踏まえると、総務省

殿においては、電気通信事業法第 30条第 3項第 2号及び「移動

体分離の際の公正有効競争条件」（2）を事実上潜脱していない

か、当該サービスの検証を十分に行い、公正な競争環境を確保

するために必要な措置を講じるべきと考えます。  

 

（ウ） NTT グループカードによるセット割引の恐れ  

NTTファイナンス株式会社殿（以下、「NTTファイナンス殿」とい

う。）が提供する「おまとめキャッシュバック」サービスについて

は、NTTグループカードに入会することで、NTT東西殿、NTTドコ

モ殿、NTT コミュニケーションズ殿等の NTTグループ会社等の通

信サービス料金からその利用額に応じ、一部キャッシュバックさ

れるものです。当該行為は、共同ガイドラインにも事業法第 30 条

第 3項第 2号の事例として示されている「自己の関係事業者のサ

ービスを排他的に組み合わせた割引サービスの提供」に該当す

るおそれがあると考えます。同サービスは、NTT のブランド力を

前面に押出しており、また NTT グループ以外の提供企業は、大

手 ISP2 社（NEC ビッグローブ株式会社殿及びニフティ株式会社

殿）のみという状況から、一部の電気通信事業者に対する実質

的な優先的取扱いが解消されたとはいえません。このような状況

を黙認することは、NTT グループ企業とフレッツサービス提携企

業により、NTT グループの市場シェアを利用した割引サービスを

実質的に認めるものであり、NTT グループ殿の独占性を推進す

ることに他なりません。総務省殿においては、電気通信事業法第

30 条第 3 項第 2 号を事実上潜脱していないか、十分に検証を行

い、必要に応じ措置を講じるべきと考えます 

 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

 （３）禁止行為に関する検証 
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意見提出者 該当部分 再意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用状況に

関する検証 

後述の NTT グループ統合請求等、NTT グループ企業や代理

店を介した事業連携が益々進展しています。当該事象等は、

NTT 再編成時の趣旨を形骸化させるものである一方、NTT 東

西殿に対する禁止行為規制のみでは対処しえない事象であると

認識しています。類似の事業を防止するルール策定の他、2014 

年を目途に実施される予定の包括検証にあたっては、特定関係

事業者制度が現状では十分に機能していないことを踏まえ、脱

法的なグループ連携を防止する規制整備等の検証等も行うこと

が必要と考えます。 

 

２ 日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 

 （１）検証の対象 

 

（ア） ＮＴＴグループの連携強化  

NTT グループは上述の「NTTID ログインサービス」、「NTT ネッ

ト決済」、「NTT グループカード」や下記で述べている NTT グルー

プ統合請求等を始めとしたグループ連携を強めており、今後、お

客様相談窓口、保守対応、営業、ＣＳ等の統合による更なるグル

ープ再統合の動きが加速されていく事態が想定されます。  

こうしたグループ統合施策等については、NTT グループ各社

は「お客様の利便性向上」のためであることを強調しています

が、本来公正競争といった規制は、一事業者の短期的な視点で

の利便性向上のためにあるのではなく、広く一般消費者が長期

的な視点で利益を享受するためにあるものです。2014 年を目途

として実施する包括的な検証においては、本施策を含めた各分

野でのＮＴＴグループの連携強化が競争環境に与える影響等に

ついて、総合的に検証を行う必要があると考えます。 

 

（イ） NTT グループ統合請求  
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意見提出者 該当部分 再意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社ケ

イ・オプティ

コム 

 

 

 

 

昨年度より、NTT グループの料金の請求・回収業務等の統合

が開始されています。本施策の問題点は、NTT グループの延べ

1 億 3 千万人に上るユーザ、合わせて 8 兆円を超える料金債権

が NTT ファイナンス殿へと集約されることであり、また、NTT 持株

殿の元に「ヒト・モノ・カネ・情報」というグループの経営資源が統

合され、NTT グループの組織の再統合・独占回帰をより加速させ

ることにあると考えます。  

総務省殿においては、「ＮＴＴ東西に課されているユニバーサ

ルサービス確保の責務に係る規定、各事業会社に課した累次の

公正競争確保のための措置、事業法により各事業会社に課され

ている料金規制及び消費者保護ルール並びに市場支配的な電

気通信事業者に対して課されている行為規制等の趣旨が引き続

き確保されるよう、適切な措置を講じ、またはＮＴＴファイナンスに

講じさせるとともに、講じた措置の内容について毎年度報告する

ことを要請」しており、NTT グループの組織の再統合・独占回帰

に係る懸念は払拭しきれないものの、公正競争環境は一定程度

確保されたものの考えます。当該要請に基づき講じた措置の報

告については公開し、総務省殿は、競争事業者も同等のサービ

スが実施できるようになっているか、また不当な競争環境が惹起

されてないか等の視点から、十分に報告を検証すべきです。な

お、総務省殿の検証については、判断基準・検証方法も公開す

ることで、外部検証性を確保すべきと考えます。 

 

 

２ 日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 

（１） 検証の対象 

①ＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収業務の統合  

ＮＴＴファイナンス殿を通じたＮＴＴグループ各社の料金の請求・

回収業務の統合は、指定電気通信設備規制や禁止行為規制等

の公正競争要件に関する各種規制を形式的にはクリアしつつ

も、自らの論理によってグループ連携を進めていることが根本的

な問題であり、市場におけるＮＴＴシェアの高止まりの主因でもあ
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意見提出者 該当部分 再意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ります。このことは、これまで積み重ねられてきた、移動体通信業

務分離やＮＴＴ再編の趣旨を逸脱して、なし崩し的にグループの

再統合、独占への回帰を図るものです。  

 

真に公正競争環境を確保するためには、ＮＴＴグループにおけ

る事業運営上の全ての行為に対して適切かつ抜けのない規制を

かけることが必要であり、総務省殿においては、平成２６年の包

括的な検証を待つことなく、不適切な共同営業行為等がなされる

ことがないよう、適時適切に措置いただくことが必要です。  

 

その中で、平成２５年７月８日付のＮＴＴ東西殿から総務省への

報告「電気通信役務の料金等に係る業務をＮＴＴファイナンス株

式会社へ移管すること等に関して講ずる措置の報告について」

等が総務省殿のホームページに公開されていますが、総務省殿

において分析・検証がなされた形跡はありません。ＮＴＴグループ

各社の料金の請求・回収業務の統合については、総務省殿にお

ける判断基準・検証方法の妥当性についての外部検証性の確

保は極めて重要であることから、ＮＴＴグループ各社からの毎年

度の報告内容の公表に留まらず、ＮＴＴグループの措置が永続

的に有効であるかどうか継続的に監督いただいた上で、その状

況については、審議会・競争政策委員会等を通じて定期的に議

論いただくことを要望いたします。 
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意見書 

平成２５年９月２４日 

 

総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部 事業政策課 御中 

 

 郵便番号 460-0008 

 住  所  愛知県
あ い ち け ん

名古屋市
な ご や し

中区
な か く

栄
さかえ

二丁目
に ち ょ う め

2番
ば ん

5号
ご う

 

 氏  名   中部
ち ゅ う ぶ

テレコミュニケーション
かぶしきがいしゃ

株式会社 

         代表
だ い ひ ょ う

取締役
と り し ま り や く

社長
し ゃ ち ょ う

 湯淺
ゆ あ さ

 英雄
ひ で お

 

 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」に関し、

別紙のとおり意見を提出します。 

（文中では敬称を省略しております。） 

 

 



 
（別 紙） 

意見提出者 中部テレコミュニケーション株式会 社 

意見提出者 該当部分 意見 

NTT 東日本 P1,P2 

こうした状況にありながら、これまでの公正競争レビューの検証や接続ルール見直しの議論・答申に

おいては、市場環境や競争環境の変化は踏まえずに、依然として固定通信と移動通信、通信レイヤと

上位レイヤを分けた議論がなされ、当社をはじめとする NTT グループに対して、依然として電話時代を

前提とした指定電気通信設備規制や禁止行為規制といった非対称規制を課しています。 

しかしながら、 

① IP 網・ブロードバンドの時代においては、他事業者は、独自のＩＰ通信網を構築し、アクセス回

線も自ら設置、あるいは当社がオープン化により提供しているダークファイバ等を利用してサービス

を提供しており、電話の時代のように、他事業者にとって当社網は事業展開上不可欠なものにはなっ

ていないこと、 

② NTT グループ以外の他事業者は、例えば移動系サービスと特定の固定系サービスを組み合

わせたＦＭＣサービス等を自由に行っている中、NTT グループだけが柔軟に連携・対応できないこと

は、NTT グループのお客様だけが不利益を被ることとなり、お客様利便の向上を阻害すること、 

からすれば、現行の指定電気通信設備規制や禁止行為規制等については、過剰な規制と考えます。 

したがって、今回の公正競争レビューの検証にあたっては、昨年度のような従来の考え方を踏襲する

だけの検証ではなく、上述の市場環境・競争環境の変化を踏まえ、現行の電話時代からの指定電気通

信設備規制や禁止行為規制等の必要性を検証し、実態にそぐわない不要な規制は見直しまたは撤廃

していただきたいと考えます。 

現在の電気通信市場においては、なお、NTT グループ

が大きなシェアを獲得していますが、その要因は、電電公

社時代からの圧倒的な経営基盤（NTT ブランドを含む）と

ボトルネック設備の保有により、他事業者と比較して圧倒

的に競争優位にあるためと考えます。 

また、NTT グループ会社による上位レイヤサービスの

提供や、料金一括請求の実現は、ユーザーから見ると

NTT による垂直統合サービスにしか見えず、表記も含め

て、実質的にもそのように販売されています。 

 

圧倒的な経営基盤とシェア、ボトルネック設備を持つ現

状の NTT グループが、実質的な垂直統合サービスの推

進をはかることは、電気通信市場の公正な競争を阻害す

るものと考えます。 

NTT法の趣旨に則り、指定電気通信設備規制、禁止行

為規制等の現行規制に加え、NTTグループ各社が連携し

て事業運営することについても、適切な規制を行うことが

必要と考えます。 

 

 

 

NTT 西日本 （３）禁止行為に関する検証 

P19,20【禁止行為規制等について】 

・その一方で、NTT 東西に対しては、電話時代を前提とした指定電気通信設備規制や禁止行為規制と

いった非対称規制や、往時の競争環境を前提とした累次の公正競争要件などが課せられており、これ
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により、お客様の利便性の向上に対する要請に機動的かつ柔軟に対応できないとなれば、NTT グル

ープのお客様だけが不利益を被ることとなります。 

・したがって、全ての事業者のお客様が多様なサービスの利便を制約なく享受し、ブロードバンドサービ

スの利活用の一層の促進を図る観点から、現在の規制のうち時代にそぐわないものは撤廃または緩

和していただきたいと考えます。 

NTT 西日本 （１）第１種指定電気通信設備に関する検証 

P9【加入光ファイバについて】 

（略） 

・なお、現行の固定系の指定電気通信設備規制は、端末系伝送路設備（メタルと光の区別がない）の５

０％以上の使用設備シェアを保有する場合には、これと一体として設置される電気通信設備を指定電

気通信設備として規制する仕組みとなっていますが、仮に、今回は、加入光ファイバが第一種指定電

気通信設備の対象から除外されないことになったとしても、今後に向けては、既に敷設済のメタル回線

と、健全な設備競争の下で整備されてきた光ファイバの規制を明確に区分し、個々にそのボトルネック

性の有無等の検証を行い、諸外国での規制の状況なども踏まえながら、規制の要否を判断する必要

があると考えます。 

・また、その際には、加入光ファイバのボトルネック性の判断にあたって、設備競争における競争中立性

を確保する観点から、通信・放送の融合や移動系ブロードバンドサービスの普及等を踏まえ、ＣＡＴＶ

回線や高速モバイルアクセス等を含めるよう見直すことについて検討していただきたいと考えます。 

・さらに、現行のシェア基準値（５０％超）による規制は、事業者間のシェアが５０％前後で拮抗する場合

でも、５０％超か否かで事業者間に規制上の大きな差が生じる仕組みとなっているため、競争中立性

を確保する観点から、一定のシェアを有する事業者に対する規制の同等性を確保するよう見直すこと

について検討していただきたいと考えます。 

固定通信分野では、NTT 東西が 70%を超えるシェアを

維持しており、ドミナント事業者であることは変わっていな

いことから、現時点で現行のシェア基準値（５０％）を見直

す合理的な理由はないと考えます。 

 

 

 

以 上 
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平成２５年９月２４日 

 

総務省総合通信基盤局 
電気通信事業部 事業政策課 御中 

 

郵便番号 163-8003 
住  所  
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東京都新宿区西新宿二丁目３番２号 

氏  名   KDDI
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株式会社 
代表
だいひ ょ う

取締役
と り し ま り や く

社長
し ゃ ち ょ う

 田中
た な か

 孝司
た か し

 

 

 

 

 

 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」に関し、別紙
のとおり意見を提出します。 

（文中では敬称を省略しております。） 



 
（別 紙） 

意見提出者 KDDI株式会社 
 
総論 

意見提出者 該当部分 意見 

NTT東日本 情報通信市場は、技術のイノベーションが非常に早く、モバイル化、ブロー
ドバンド化が大きく進展し、同時にサービスやプレイヤーのグローバル化が急
激に進むなど、大きなパラダイムシフトが進展しています。 
移動通信市場においては、過去１０年間で、最大３８４ｋｂｐｓ

（当初）の通信が可能な３Ｇユーザ数は１０万から１．３億へと拡大
し、固定通信市場に比べて約４倍ものユーザが、既にインターネットへアクセ
スできる環境にあります。さらに、ＷｉＭＡＸやＬＴＥ契約数は、平成２
４年３月末時点で約４６０万契約であったものが平成２５年３月末時
点では約２，５７０万契約と急拡大しており、超高速ブロードバンド化が
急速に進展してきております。 
また、 スマートフォン契約者数は、約２，５７０万（平成２４年３月

末)から約４，３４０万契約（平成２５年３月末）に急増しています。 
このスマートフォンの利用者は、自宅ではＷｉＦｉ＋固定系ブロードバンド
回線、駅や公共施設・カフェ等では公衆無線ＬＡＮ、それ以外の屋外で
は３Ｇで利用する等、1 つの端末で移動・固定を組み合わせ、最適な回
線を選択して利用しています。さらに、他事業者は自社のスマートフォンと自
社または他社のＦＴＴＨ・ＣＡＴＶを組み合わせた割引サービスの提供
を開始しており、例えばKDDI殿のａｕスマートバリューの契約数は平成２
４年３月末時点では固定４４万世帯、移動体６６万契約であったもの
が、平成２５年３月末には固定２１２万世帯、移動体３８６万契約

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する意見募集
（2012年度）」に対する当社意見書（平成 25年 8月 7日提出）においても述べた
とおり、日本の経済活性化のためには ICT 利活用を通じて新たな付加価値を創出していく
ことが重要と考えます。 

ICT 利活用を支える重要な役割を担っている通信インフラについては、設備競争を通じ
たインフラ強靭化や競争によるサービス高度化を図っていくことが必要と考えます。 
通信インフラの市場は、規模の大きな事業者に収斂していく特性があることに加え、もとも

と NTT グループの前身である日本電信電話公社が独占体制の下、通信インフラや通信サ
ービスを提供してきたところ、利用者利益の保護、国民の利便の確保を図るため、通信自
由化により「競争」が導入されたが、持株体制により NTT グループが一体経営を維持され
ているという特殊な経緯があります。日本においては、そのような特殊な市場環境にあること
を踏まえ、公正な競争を確保するためにNTT東・西とNTTドコモに対しては、禁止行為規
制や指定電気通信設備制度といった非対称規制が設けられていると認識しています。そし
て、それら非対称規制等の競争政策が一定程度機能してきたことにより、NTT グループだ
けでなく多様な事業者が成長し、サービスの多様性や地域性、料金の低廉化等が実現す
ると同時に、設備競争を通じて世界でいち早く FTTH や LTE といった超高速ブロードバンド
環境が整備されたと理解しています。 
しかしながら、固定通信分野では NTT東・西が、モバイル分野では NTT ドコモが、両市

場におけるドミナント事業者としてそれぞれ高いシェア（FTTH 市場における NTT 東・西契
約者数シェア：72.5％、モバイル市場における NTT ドコモの契約者数シェア：43.6％、
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（KDDI殿 ２０１３年３月期決算報告）となっております。このようにス
マートフォンをトリガーに固定通信と移動通信が融合したＦＭＣ市場が急
速に拡大し、これが単体のＦＴＴＨ市場にも影響を与える状況となってき
ています。 
加えて、サービスやプレイヤーのグローバル化が急速に進み、例えばＧｏ

ｏｇｌｅやＡｐｐｌｅ等の巨大なグローバルプレイヤーやＬＩＮＥ・Ｓ
ｋｙｐｅ等のコミュニケーション・無料通話アプリケーションによる通信サービ
スが急拡大しています。特にＬＩＮＥは、全世界で２億ユーザ、国内だけ
でも４，５００万以上のユーザが存在し、固定音声契約者数（約５，
６８０万契約）に迫る勢いとなっております。これらの事業者はタブレット
ＰＣやスマートフォン上のアプリケーションにより通信サービス（電話・メール
等）を自在に提供するなど、端末やコンテンツ・アプリケーションと通信との一
体的なサービス提供が進展しています。 
このように、移動通信の超高速ブロードバンド化の進展、ＦＭＣ市場の

拡大、グローバルプレイヤーによる一体的なサービス提供といった市場環境・
競争環境のパラダイムシフトにより、ユーザの選択肢が固定通信と移動通信
の垣根を越えるとともに、国内の通信事業者だけでなく、海外のプロバイダが
提供する通信サービスまで非常に多様化し、ユーザはその多様なサービスを
個々の必要に応じて自由自在に使いこなしています。こうした点は、サービス
を提供する通信事業者が当初 NTT１社しかなく、アプリケーションも音声
通信しかなかった電話時代とは大きく状況が異なっています。 
こうした状況にありながら、これまでの公正競争レビューの検証や接続ルー

ル見直しの議論・答申においては、市場環境や競争環境の変化は踏まえ
ずに、依然として固定通信と移動通信、通信レイヤと上位レイヤを分けた議
論がなされ、当社をはじめとする NTT グループに対して、依然として電話時

（「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（平成 24 年度
第 4四半期（3月末））」））を保持しています。通信インフラの市場では依然として旧
国営の NTT グループが圧倒的な市場支配力を有し続けているという、欧米先進国では類
を見ない状況は全く変わっていません。したがって、現行の非対称規制を緩和する状況には
ありません。 
そのような状況の中、NTT ファイナンスによる統合請求のような NTT グループ連携の事

例が顕在化しているところですが、市場支配力を有するNTT東・西とNTTドコモが直接又
は間接的に連携すると、上述のように通信インフラの市場の特殊性から、NTT 東・西、
NTT ドコモのシェアがスパイラル的に上昇し、これまで一定程度機能してきた競争政策が無
に帰すことになりかねません。このため、法の趣旨を逸脱したグループ連携等が行われること
がないよう、禁止行為規制については、むしろ強化することが必要です。 
なお、「スマートフォンをトリガーに固定通信と移動通信が融合したFMC市場が急速に拡

大し、これが単体の FTTH 市場にも影響を与える状況となってきている」との指摘は適切で
はありません。「電気通信事業分野における競争状況の評価 2012」の報告書に結論が
示されているとおり、当社のスマートバリューのような「移動系通信＋固定系通信」型の連携
サービスの分析結果として、「未だ利用者数では移動系通信・固定系通信の各市場へのイ
ンパクトは限定的である。」と整理されています。 
また、「FMC 市場」については、競争評価 2012 の意見募集における「総務省の考え

方」において「現在の市場の実態を十分に勘案してデータ通信（移動系）とデータ通信
（固定系）等を別々の市場とし、各市場それぞれの分析・評価を行っています。」と示され
ているとおり、現時点において「FMC市場」は実態として存在していないと理解しています。 
加えて、NTT東・西は、線路敷設基盤については、電柱 1,183万本、管路 62万 km

（平成 23年度末時点「インフォメーションNTT東日本 2012」）を保有し、加入者回線
については、設備シェア84.5％（「平成24年度末における固定端末系伝送路設備の設
置状況」）を有しております。こうした線路敷設基盤や加入者回線といった設備のボトルネ

2 
 



 
代を前提とした指定電気通信設備規制や禁止行為規制といった非対称
規制を課しています。 
しかしながら、 

①IP 網・ブロードバンドの時代においては、他事業者は、独自のＩＰ通信
網を構築し、アクセス回線も自ら設置、あるいは当社がオープン化により
提供しているダークファイバ等を利用してサービスを提供しており、電話の
時代のように、他事業者にとって当社網は事業展開上不可欠なものに
はなっていないこと、 

②NTT グループ以外の他事業者は、例えば移動系サービスと特定の固定
系サービスを組み合わせたＦＭＣサービス等を自由に行っている中、
NTT グループだけが柔軟に連携・対応できないことは、NTT グループのお
客様だけが不利益を被ることとなり、お客様利便の向上を阻害すること、 

からすれば、現行の指定電気通信設備規制や禁止行為規制等について
は、過剰な規制と考えます。 
したがって、今回の公正競争レビューの検証にあたっては、昨年度のような

従来の考え方を踏襲するだけの検証ではなく、上述の市場環境・競争環境
の変化を踏まえ、現行の電話時代からの指定電気通信設備規制や禁止
行為規制等の必要性を検証し、実態にそぐわない不要な規制は見直しま
たは撤廃していただきたいと考えます。 

ック性は、電話時代も IP 時代も変わりません。ボトルネック設備と一体で構築されているル
ータ等の設備についても、市中で容易に調達可能かどうかに関わりなく、ボトルネック性を有
するアクセス回線を収容する時点で設備開放義務の必要性が生じます。現行の指定電気
通信設備制度は、電話か IPか、といったサービスに着目するのではなく、設備のボトルネック
性に着目した制度であり、ブロードバンド・IP時代にも対応しているものと考えます。 

NTT東日本 また、モバイルを含めたブロードバンド全体のエリアカバー率は１００％、
NTT 東西のフレッツ光のエリアカバー率だけでみても９４％（平成２５年
３月末）に達しており、ブロードバンド基盤は全国的に整備されてきており
ますが、平成２５年度版情報通信白書にも記載されているとおり、日本に
おけるＩＣＴ利活用は、例えば公的分野では諸外国と比較して遅れてお

NTT グループのみならず当社や CATV 事業者も含む競争事業者等も ICT 利活用促
進に向けた取り組みを実施しているところであり、今後も通信事業者や地方自治体、アプリ
ケーション・コンテンツプロバイダ等の様々なプレイヤーが連携、協業し、ICT 利活用の促進
に寄与していくことが重要です。 
なお、通信インフラについては、通信インフラ特有の市場特性を踏まえた公正競争を確保
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り、ＩＣＴ利活用促進に向け、多様なプレイヤーが様々な形で貢献してい
くことが求められています。当社はこれまで、自治体と連携した住民へのブロ
ードバンド回線を利用した告知サービス、医療機関と連携したテレビ電話に
よる遠隔健康相談やクラウド基盤上で医療機関の電子カルテ化を安価に
提供する「Bizひかりクラウド Future Clinic 21 ワープ」、光ｉフレームを活
用した高齢者への買い物支援、教育機関と連携したデジタル教材の提供
に加え、職員室の電子化を支援する「Biz ひかりクラウド おまかせ校務」の
提供を予定しており、医療、教育、行政等の分野におけるＩＣＴ利活用
の促進に向けた事業展開を進めてきておりますが、こうした取り組みをさらに
推進していくためには、今後とも政府や自治体等に加え、端末メーカ、アプリ
ケーション・コンテンツプロバイダ等のプレイヤーと連携、協業していく必要があ
ると考えております。 
したがって、今回の公正競争レビューの検証にあたっては、昨年度のような

政府が主体となったＩＣＴ利活用の促進策（予算確保、事業推進、規
制・制度等の見直し等）の一例とその実施状況の評価を紹介するだけで
なく、その取組みがＩＣＴ利活用促進にどれだけ効果があったのか検証す
るとともに、通信事業者や、通信事業者以外の端末メーカ、アプリケーショ
ン・コンテンツプロバイダ、医療機関や教育機関等のプレイヤーがそれぞれど
のような役割を果たし利活用促進に貢献したのかといった点について、より掘
り下げた検証を行っていただきたいと考えます。 

するための枠組みが今後も必要と考えますが、個々のプレイヤーの ICT利活用促進に対す
る貢献度は、電気通信分野における規制の在り方とは別に扱われるべきものと考えます。 
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１．指定電気通信設備に関する検証 
（１）第一種指定電気通信設備に関する検証 

 ア 指定用件に関する検証 ／ イ 指定の対象に関する検証 

意見提出者 該当部分 意見 

ソフトバンク BB/ソフト
バンクテレコム/ソフト
バンクモバイル 

総務省殿は、第一種指定電気通信設備の指定要件について、下記の
とおり、これまでの競争セーフガード制度、または、昨年度の「ブロードバンド
普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する意見及びその考
え方」において、特段の事情の変化が認められないとして、ネガティブリスト方
式の採用及び端末系伝送路設備の種別（メタル･光）を区別しない第一
種指定電気通信設備の指定という、これまでの考え方を踏襲しているところ
です。 

- 昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証結果では、ネガティブリス
ト方式の採用が NTT 東西殿による迅速なサービス提供等に対し重
大な支障となっているという事実は認められないとしたところである。 

- この点については、新たに導入する設備は、アクセス回線と一体的に機
能する蓋然性は高いものと考えられることに加え、競争セーフガード制
度及び本制度において毎年度指定対象設備を検証していることを踏
まえると、現行の指定方法は、「必要以上の設備を指定電気通信設
備として指定することは回避されなければならない」とする３月答申の
趣旨に反しているものではなく、一種指定設備制度の趣旨に照らして
妥当である。 

- 端末系伝送路設備については、昨年度の競争セーフガード制度に基
づく検証結果において、メタル・光の種別を区別せずに一種指定設備
として指定することは、①共に利用者から見て代替性の高いブロードバ
ンドサービスの提供に用いられていること、②既存の電柱・管路等の共

第一種指定電気通信設備の指定要件については、「ブロードバンド普及促進のための
公正競争レビュー制度に基づく検証結果（平成 24 年度）」（平成 25 年 3 月 29 日
公表）にて総務省の考え方が示されて以降、現在においてもその状況は変わっていないた
め、ネガティブリスト方式の採用及び、端末系伝送路設備の種別（メタル・光）を区別せ
ず指定を行うことを継続すべきと考えます。 
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通の線路敷設基盤の上に敷設されていること、③実態として東西殿は
メタル回線を光ファイバ回線に更新する際のコスト・手続の両面におい
て優位性を有していること等に鑑みれば、合理性があると認められると
の考え方を示したところである。 

- ボトルネック性の判断に当たり、ブロードバンドに利用されていないＣＡ
ＴＶ回線や高速無線アクセス回線については、利用者からみてメタル
回線で提供されるサービスと代替性があるとは必ずしもいえない点で異
なることから、これらを含めて判断することは適当でない。 

今年度も、例えば FTTH 市場について、NTT 東西殿の契約数のシェア
は平成 24年度末において、73．4％と依然として高いこと等に鑑みて、上
記考え方を変更すべき特段の状況の変化はみられないことから、引き続き、
ネガティブリスト方式の採用と端末系伝送路設備の種別（メタル･光）を
区別しない第一種指定電気通信設備の指定を継続すべきです。 

イー・アクセス ネガティブリスト方式は、競争事業者がボトルネック設備を用いた新たなサ
ービスを迅速に提供するために必要不可欠であることから、維持することが
必要と考えます。 
また、端末系伝送路設備の種別（メタル・光）については、昨年度の検

証結果における総務省殿の考え方から、特段の状況変化は見られないた
め、引き続き種別を区別せずに指定することが必要と考えます。 

NTT西日本 【現行の指定方法の見直しについて】 
・殆ど全ての県内設備に事前規制をかける現行の第一種指定電気通信
設備の指定方法を継続した場合、健全な競争が繰り広げられているブロ
ードバンド通信市場においても、サービス開始前に接続約款の認可又は
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告示改正等の行政手続きが必要となり、また、認可申請前の事前説明
にも一定の時間が必要となるため、お客様に対する新サービスの提供や料
金値下げを遅らせる原因となり、当社を他事業者との競争上極めて不利
な立場に置くことになるだけでなく、更なるブロードバンド普及に向けたインフ
ラ整備や新規サービス開発の芽を摘むことによって、お客様の利便の向上
を妨げることになると考えます。 
・したがって、現行制度の下においては、NTT 東西のほぼ全ての県内電気
通信設備が、ボトルネック性の有無についての十分な検証がされないまま
に、ボトルネック性を有するとの蓋然性があるという理由で、原則として全て
指定電気通信設備とされるネガティブリスト方式が採用されておりますが、
本来、規制の対象となる設備は、行政当局が個別に不可欠性を挙証で
きた必要最小限のものに限定し、具体的に列挙する方式（ポジティブリス
ト方式）を採用すべきと考えます。 

NTT西日本 【指定電気通信設備規制に対する基本的な考え方】 
・第一種指定電気通信設備制度が導入された当時は、電話の時代であ
り、他事業者が加入者回線や加入者交換機を自ら設置して、当社と同
等のネットワークを自前構築することは実質的に困難であったことから、他
事業者がサービスを提供するためには、当社の固定電話網が不可欠であ
るとして、規制が課されてきました。 
・しかしながら、ＩＰ・ブロードバンド時代には、他事業者は、ルータ等の局
内装置を自ら設置して独自のＩＰ通信網を構築し、アクセス回線も自ら
敷設、あるいは当社がオープン化して提供するダークファイバ等を利用して
サービス提供しているところであり、当社のＮＧＮをはじめとするＩＰ通信
網に固定電話網のような不可欠性はありません。 
・現に、電力系事業者、KDDI 殿、ＣＡＴＶ事業者といった固定系の事

NTT 東・西が保有するメタル回線や加入光ファイバ等のアクセス回線は公社時代からの
線路敷設基盤の上に構築されていること、NGN や局内装置類等はボトルネック設備であ
るアクセス回線と一体で構築されていることから不可欠性があることに変わりありません。 
ボトルネック設備と一体で構築されるルータ等の設備は、市中で容易に調達可能かどう

かに関わりなく、ボトルネック性を有するアクセス回線を収容する時点で設備開放義務の必
要性が生じます。現行の指定電気通信設備制度は、電話か IP か、といったサービスに着
目するのではなく、設備のボトルネック性に着目した制度であり、ブロードバンド・IP 時代にも
対応可能な普遍的な制度であると考えます。 
また、NTT 東・西の契約者数シェアは、光ファイバで 72.5％、０ABJ-IP 電話で

62.2％（「電気通信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成 24 年
度第 4 四半期（3 月末））」）と他事業者を圧倒しており、NTT 東・西は市場支配力
を有し続けている状況にあることから、第一種指定電気通信設備の指定を継続することが
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業者だけでなく、ＷｉＭＡＸやＬＴＥ等を用いた移動系の事業者を含
め、自ら設備を構築してサービスを提供する事業者間で熾烈な競争が展
開されており、平成２４年度のNTT東西のフレッツ光の純増数は７４万
であるのに対し、ＬＴＥの純増数は約１，８００万、ＷｉＭＡＸの純
増数は３００万、NTT 東西以外のＦＴＴＨサービスの純増数は８２
万となっています。 
・また、NTT 東西の加入電話契約者数は、平成１０年３月末時点のピ
ーク時に約６，３００万でしたが、平成２５年３月末時点では約２，
９００万へと減少しています。一方、フレッツ光のひかり電話契約者数
（ｃｈ数）は、平成２５年３月末時点で約１，５００万程度であ
り、加入電話のピーク時に比べると約１，９００万ものお客様が、NTT
東西の固定電話以外の他社直収電話やＦＴＴＨサービスまたは携帯
電話等へ移行したものと想定されます。 
・こうした状況は、お客様ご自身が他社サービスのご利用を自由に選択した
結果であり、また、近年の傾向として、スマートフォン等の携帯電話しか持
たないお客様も相当数いらっしゃることも踏まえれば、当社のＩＰ通信網
は、携帯電話も含め、各事業者が提供する多様なネットワークの選択肢
の一つに過ぎないと考えます。 
・したがって、今年度の検証にあたっては、このような市場環境・競争環境を
十分に検証し、「不可欠性」のない設備については、早急に第一種指定
電気設備の対象から除外していただきたいと考えます。 
・なお、昨年度の公正競争レビューの検証結果においては、従来の考え方
を踏襲するだけにとどまっていますが、このような市場環境・競争環境を踏ま
えた検証が必要と考えます。 

必要と考えます。 
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NTT東日本 ①IP 網・ブロードバンドの時代においては、他事業者は、独自のＩＰ通信

網を構築し、アクセス回線も自ら設置、あるいは当社がオープン化により
提供しているダークファイバ等を利用してサービスを提供しており、電話の
時代のように、他事業者にとって当社網は事業展開上不可欠なものに
はなっていないこと、 

②NTT グループ以外の他事業者は、例えば移動系サービスと特定の固定
系サービスを組み合わせたＦＭＣサービス等を自由に行っている中、
NTT グループだけが柔軟に連携・対応できないことは、NTT グループのお
客様だけが不利益を被ることとなり、お客様利便の向上を阻害すること、 

からすれば、現行の指定電気通信設備規制や禁止行為規制等について
は、過剰な規制と考えます。 
したがって、今回の公正競争レビューの検証にあたっては、昨年度のような

従来の考え方を踏襲するだけの検証ではなく、上述の市場環境・競争環境
の変化を踏まえ、現行の電話時代からの指定電気通信設備規制や禁止
行為規制等の必要性を検証し、実態にそぐわない不要な規制は見直しま
たは撤廃していただきたいと考えます。 

ソフトバンク BB/ソフト
バンクテレコム/ソフト
バンクモバイル 
 

第一種指定電気通信設備を用いた電気通信サービスについては、昨年
から競争環境に大きな変化はなく、平成25年6月27日に公表された「電
気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（平成
24年度第 4四半期（3月末））」によると、NTT東西殿は固定電話で
76.5％、FTTH で 72.5％、0ABJ-IP電話で 62.2％のシェアを占め、引
き続き市場支配力を有している状況です。従って、現在指定を受けている
第一種指定電気通信設備については、今後も引き続き指定を継続すべき
と考えます。 
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イー・アクセス 現行指定対象となっているＮＧＮ、光ファイバ、ＷＤＭ装置等について

は、NTT 東西殿より概括的展望が公表され、メタル／ＰＳＴＮから光／
ＮＧＮへのマイグレーションが進展していることを踏まえれば、利用者、及び
競争事業者にとっての不可欠性はさらに高まると考えられるため、指定対象
の維持が必要と考えます。 

NTT西日本 【NGN、地域 IP網及びひかり電話網について】 
・当社のＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網（以下、ＮＧＮ等）につ
いては、以下の観点においてボトルネック性がないことは明らかです。 
① 他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素材となる線路敷設基盤

やアクセス網は、世界的に最もアンバンドリング／オープン化が進展し
ており、また、ＩＰ網の自前構築に必要なルータ等の電気通信設備
は誰でも容易に市中で調達し、自ら設置することが可能であるため、
他事業者がこれらの設備を組み合わせて当社と同様のネットワークを
自前構築することは十分可能となっていること。 

② 現に、他事業者は当社のＮＧＮ等に依存することなく、独自のＩＰ
網を構築し、当社に匹敵するブロードバンドユーザを獲得しており、当
社のＮＧＮ等は各事業者が提供する多様なネットワークの選択肢の
一つに過ぎないこと。具体的には、固定系ブロードバンドサービス市場
で見た場合、当社の契約者数シェア（平成２４年度末）は西日
本マクロで５０．１％、府県別では最小で約３８％、ＦＴＴＨ市
場での競争が激しい関西エリアでは、２府４県でシェアが約４２％に
過ぎないこと。 
また、純増数シェアをエリア別に見ると、西日本マクロで平成２３年
度は６４．４％であったのに対し、平成２４年度では４５．７％
まで低下している。特にＦＴＴＨ市場での競争が激しい近畿圏では

前述のとおり、NTT東・西が保有するメタル回線や加入光ファイバ等のアクセス回線は公
社時代からの線路敷設基盤の上に構築されていること、NGN や局内装置類等はボトルネ
ック設備であるアクセス回線と一体で構築されていることから不可欠性があることに変わりあり
ません。 
ボトルネック設備と一体で構築されるルータ等の設備は、市中で容易に調達可能かどう

かに関わりなく、ボトルネック性を有するアクセス回線を収容する時点で設備開放義務の必
要性が生じます。現行の指定電気通信設備制度は、電話か IP か、といったサービスに着
目するのではなく、設備のボトルネック性に着目した制度であり、ブロードバンド・IP 時代にも
対応可能な普遍的な制度であると考えます。 
また、NTT 東・西の契約者数シェアは、光ファイバで 72.5％、０ABJ-IP 電話で

62.2％（「電気通信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成 24 年
度第 4 四半期（3 月末））」）と他事業者を圧倒しており、NTT 東・西は市場支配力
を有し続けている状況にあることから、第一種指定電気通信設備の指定を継続することが
必要と考えます。 
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平成２３年度では約５１．９％であったのに対し、平成２４年度
では３９．７％まで低下しております。 さらに、移動系ブロードバン
ドサービスも含めたブロードバンド市場全体で見た場合、NTT 東西の
シェアはわずか１１．１％程度に過ぎないこと。 

③ ひかり電話サービスについて、加入電話と代替的なサービス市場で見
た場合、直収電話、０ＡＢ－ＪＩＰ電話、ＣＡＴＶ電話、０５
０－ＩＰ電話の合計に占める NTT 東西のシェアは約４２％程度
（平成２４年度末）、さらに、携帯電話も含めたシェアで見れば
８．５％程度（平成２４年度末）に過ぎないこと。 加えて、ＬＩ
ＮＥのユーザ数が全世界で２億ユーザ（平成２５年７月）を超
え、国内だけでも４，５００万以上のユーザが存在するなど、コミュ
ニケーション・無料通話アプリケーションによる通信サービスが急拡大す
る中、従来の電話サービスの代替として、こういったサービスを利用して
いるお客様が相当数いらっしゃることを踏まえると、ひかり電話の実体
的なシェアはさらに小さくなるものと想定されること。 

④ アクセス回線のボトルネック性に起因する影響は、オープン化により遮
断されており、他事業者はアクセス回線からの影響を受けることなくネッ
トワークを構築可能であるため、当社のアクセス回線のシェアが高いか
否かは当社のＮＧＮ等自体のボトルネック性の有無の判断にあたっ
て直接関係がないこと。 

⑤ 主要国において、ブロードバンドサービスのネットワーク部分をアンバンド
ルし、厳格な提供義務が課せられているのは日本だけであること。 

・上述のとおり、当社のＮＧＮ等にボトルネック性がないことは明らかであり、
また、ＩＰ・ブロードバンド時代は、各事業者がそれぞれネットワークを構築
し、お互いのお客様同士が相互に通信しあう、同じ立場での接続形態と
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なっており、当社の固定電話網を中継事業者へアクセス網として貸し出す
形態が中心であった電話時代の接続とは大きく異なっていること、から、当
社のＮＧＮ等は、第一種指定電気通信設備の対象から除外していただ
きたいと考えます。 

NTT西日本 【局内装置類及び局内光ファイバについて】 
・イーサネットスイッチ、メディアコンバータ、光信号伝送装置（ＯＬＴ）、
光局内スプリッタ、ＷＤＭ装置等の局内装置類については、以下の観点
においてボトルネック性がないことは明らかであることから、第一種指定電気
通信設備の対象から除外していただきたいと考えます。 
① 他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素材となる線路敷設基盤

やアクセス網は、世界的に最もアンバンドリング／オープン化が進展し
ており、ＩＰ網の自前構築に必要な当該装置類は誰でも容易に市
中で調達し、自ら設置することが可能であるため、他事業者がこれら
の設備を組み合わせて当社と同様のネットワークを自前構築すること
は十分可能となっていること。 

② 現に、他事業者は自前の光アクセスと当該装置類を組み合わせて、
もしくは、当社の光アクセスと当社のコロケーションを利用して当該装
置類を設置し、サービス提供していること。 

③ アクセス回線のボトルネック性に起因する影響は、オープン化により遮
断されており、他事業者はアクセス回線からの影響を受けることなくネ
ットワークを構築可能であるため、当社のアクセス回線のシェアが高い
か否かは当社の当該装置類自体のボトルネック性の有無の判断にあ
たって直接関係がないこと。 

・なお、当該装置類の全てを第一種指定電気通信設備の対象から除外す
るのに時間を要する場合には、少なくとも、他事業者がコロケーションできな

昨年度のレビュー制度の運用に関する意見募集及び再意見募集に寄せられた意見に
対する総務省の考え方（平成 25年 3月 29日）において、 

 
「メディアコンバータや OLT 等の装置類及び局内光ファイバについては、加入光ファイバと

一体として設置・機能するものであり、加入光ファイバのボトルネック性とは無関係に、装置
類だけを切り出して、その市場調達性や一部事業者における自前設置の実績をもって、ボ
トルネック性の有無を判断することは適当ではない。 
以上の点を踏まえれば、現時点においても、局内装置類及び局内光ファイバについて指

定の対象外とすることは引き続き適当ではない。」 
 
と示されたとおり、局内装置類及び局内光ファイバについては、第一種指定電気通信設

備である加入光ファイバと一体で設置・構築されているものであるため、ボトルネック性を有し
ている加入光ファイバから切り出して判断すべきではなく、第一種指定電気通信設備の指
定の対象外とすることは適当ではないと考えます。 
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い局舎に設置された局内装置類、中継光ファイバの空きがない区間に設
置されたＷＤＭ装置等に指定対象を限定していただきたいと考えます。 
・局内光ファイバについては、他事業者による自前敷設が可能であり、また、
他事業者が計画的に所定の手続き・自前工事を行うことで、当社が局内
光ファイバを敷設する場合と同等期間で、当該他事業者も局内光ファイ
バを自前敷設できることに鑑み、第一種指定電気通信設備の対象から
除外していただきたいと考えます。 

NTT西日本 【加入光ファイバについて】 
・加入光ファイバについては、以下の観点においてボトルネック性がないことは
明らかであることから、第一種指定電気通信設備の対象から除外していた
だきたいと考えます。 
① 指定電気通信設備規制（ボトルネック規制）の根幹となる端末系

伝送路設備については、電柱等ガイドラインに基づく線路敷設基盤の
オープン化や電柱の新たな添架ポイントの開放・手続きの簡素化等に
より、他事業者が自前の加入者回線を敷設するための環境が整備さ
れた結果、他事業者の参入機会の均等性は確保されており、ＩＰ・
ブロードバンド市場においては、アクセス区間においても現に設備競争
が進展していること。 

② 現に、光ファイバについては、電力会社殿が当社の約２倍の電柱を
保有しており、電力系事業者殿は相当量の設備を保有する等、当
社と健全な設備競争を展開しており、ＣＡＴＶ事業者殿も、通信と
放送の融合が進む中、電力会社殿や当社の電柱を利用して自前ア
クセス回線を敷設し、過去１０年間で契約数を１．８倍の ２，
８６５万世帯（平成２５年３月末。登録に係る有線電気通信
設備によりサービスを受ける加入世帯数、再送信のみを含む。）に増

NTT東・西が保有するメタル回線や加入光ファイバは、公社時代から引き継いだ線路敷
設基盤の上に構築されていることからボトルネック性があることは明白です。さらに、NTT 東・
西は、線路敷設基盤同様、公社時代から顧客基盤を引き継いており、競争上の優位性
を保持している状況にあります。それらに起因して NTT 東・西は FTTH 市場において
72.5％と非常に高い契約者数シェアを有しており、圧倒的な市場支配力を保持し続けて
いる状況に変わりありません。 
したがって、加入光ファイバについては第一種指定電気通信設備の指定を維持すること

が必要と考えます。 
なお、欧米において光ファイバへのアンバンドル義務がない背景として、そもそも日本のよう

に光ファイバの敷設が進んでいない事情があります。光ファイバの普及が進むスウェーデンにお
いては、光ファイバに対するアンバンドル義務が課されています。 
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加させていること。これに関して、平成２２年度の「光の道」構想に関
する意見募集に際して、ジュピターテレコム殿からも、「ケーブルテレビ
事業者は、線路敷設基盤を保有しない状態で、今まで設備競争を
行ってきた。体力のある通信大手キャリアと異なり、規模の小さいケー
ブルテレビ事業者が、一社一社のカバーエリアは狭いながらも業界全
体で世帯カバー率８８％まで設備を整えられたことは、電気通信業
界において、設備競争をより活発に行うことが可能であることの証明で
あると考える。」といった意見も提出されており、線路敷設基盤を持た
なくても、意欲のある事業者であれば、当社や電力会社の線路敷設
基盤を利用して自前ネットワークを構築することは十分可能であるこ
と。 

③ 主要国において、加入光ファイバをアンバンドルし、厳格な提供義務
が課せられているのは日本だけであること。 これに関して、平成２２
年度の「光の道」構想に関する意見募集に際して、米国電気通信協
会殿から、「米国では、高速大容量の光ファイバー網を構造分離・機
能分離・オープン化する規制ではなく、規制を軽微に留めて設備ベー
スの競争を促す方針が一貫して採られています。」、 「このように、日
本においては、さらなる規制負担によって高度通信網への設備ベース
の投資を阻害するのではなく、現存するオープン化規制などの障壁を
取り除くことを検討する必要があると考えられます。米国には、高度通
信網のオープン化規制が存在しません。」といった意見も提出されてい
ること。 

・なお、現行の固定系の指定電気通信設備規制は、端末系伝送路設備
（メタルと光の区別がない）の５０％以上の使用設備シェアを保有する
場合には、これと一体として設置される電気通信設備を指定電気通信設
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備として規制する仕組みとなっていますが、仮に、今回は、加入光ファイバ
が第一種指定電気通信設備の対象から除外されないことになったとして
も、今後に向けては、既に敷設済のメタル回線と、健全な設備競争の下
で整備されてきた光ファイバの規制を明確に区分し、個々にそのボトルネッ
ク性の有無等の検証を行い、諸外国での規制の状況なども踏まえながら、
規制の要否を判断する必要があると考えます。 
・また、その際には、加入光ファイバのボトルネック性の判断にあたって、設備
競争における競争中立性を確保する観点から、通信・放送の融合や移動
系ブロードバンドサービスの普及等を踏まえ、ＣＡＴＶ回線や高速モバイ
ルアクセス等を含めるよう見直すことについて検討していただきたいと考えま
す。 
・さらに、現行のシェア基準値（５０％超）による規制は、事業者間のシェ
アが５０％前後で拮抗する場合でも、５０％超か否かで事業者間に規
制上の大きな差が生じる仕組みとなっているため、競争中立性を確保する
観点から、一定のシェアを有する事業者に対する規制の同等性を確保す
るよう見直すことについて検討していただきたいと考えます。 

NTT西日本 【FTTH サービスの戸建て向け屋内配線について】 
・戸建て向け屋内配線は、お客様の宅内に設置される設備であり、誰もが
自由に設置できる設備です。屋内配線の設置工事は、他事業者も同様
に実施することが可能であり、現に実施していることを鑑みれば、ボトルネッ
ク性がないことは明らかであり、当社の戸建て向け屋内配線を第一種指
定電気通信設備から除外していただきたいと考えます。 

「電気通信市場の環境変化に対応した接続ルールの在り方について」答申（平成 21
年 10 月 16 日）における整理を変更すべき特段の理由は認められず、NTT 東・西が設
置する戸建て向け屋内配線は、引き続き第一種指定電気通信設備に該当すると考えま
す。 
また、集合住宅向け屋内配線についても、第一種指定電気通信設備として指定されて

いる加入光ファイバと一体的に敷設されていることからボトルネック性があるため、第一種指
定電気通信設備に指定すべきと考えます。 
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 ウ アンバンドル機能の対象に関する検証 

意見提出者 該当部分 意見 

NTT西日本 当社のＮＧＮ等、イーサネットスイッチ等の局内装置類、局内光ファイ
バ、加入光ファイバ等については、前述のとおり、第一種指定電気通信設
備の対象から除外していただく必要があると考えますが、仮に引き続き第一
種指定電気通信設備の対象とするのであれば、少なくとも他事業者による
利用実績や実需要がない機能については、早急にアンバンドル機能の対象
から除外していただく等の対応を行っていただきたいと考えます。 
【収容局接続機能及び中継局接続機能のアンバンドルについて】 
（省略） 
【局内装置類に係る機能のアンバンドルについて】 
（省略） 
【端末回線伝送機能のうち下部端末回線による伝送を行う機能（柱上
VDSL にかかる引き込み線区間）に係るアンバンドルについて】 
（省略） 

NGNをはじめとする IP網は、第一種指定電気通信設備である加入光ファイバと一体で
設置・構築されているものであり、ボトルネック性を有していることは明白であり、NGN の一
部の機能だけを切り出して判断するべきではないと考えます。 
ボトルネック設備はいつでも事業者が使用できる状況にしておかなければ競争を担保でき

なくなるおそれがあるため、各種機能における利用の有無にかかわらず、現在、規定されて
いるアンバンドル機能については引き続き維持すべきと考えます。 
 

 
 その他 

意見提出者 該当部分 意見 

ソネット 今後の事業展開を計画する上でDランクとなっているコロケーション、中継
ダークファイバーなどの設備がいつ増設（解消）されるのか、に関する設備
更改情報（予定時期等）の公開 

「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する意見募集
（2012 年度）」に対し提出した当社意見書（2013 年 8 月７日提出）においても述
べたとおり、競争事業者がエリア展開や設備更改を行う際、収容局ビルによっては、コロケー
ションスペースや中継ダークファイバ、電力設備等に空きがない等の理由により、長期間利
用できない状況が未だに生じているところです。 
昨年度の検証結果において、NTT 東・西に対し、コロケーションスペースの空きがない局

舎について新たに空きが生じる場合に、その予定時期の開示を義務付けることとされ、すで
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に実施されているところですが、利用できない状況の抜本的な解決策にはなっていないた
め、NTT東・西においては、D ランク解消に向けた措置を検討すべきと考えます。 

 
（２）第二種指定電気通信設備に関する検証 

  ア 指定要件に関する検証 ／ イ 指定の対象に関する検証 

意見提出者 該当部分 意見 

NTT ドコモ ソフトバンクモバイル殿とイー・アクセス殿は本年１月より同一企業グルー
プとなっており、両社は以下の通り、相互のリソースを共有しシナジーを生か
した事業展開を行う等、まさにグループ一体経営を行っております。 

(1) ソフトバンクモバイル殿がイー・アクセス殿のLTE網を利用できる「ダブ
ル LTE」では、無線設備を共用し、イー・アクセス殿の基地局を自社
設備と同列に扱っている。他方で、ソフトバンクモバイル殿の接続約
款には、当該接続に係る規定は明示されていない。 

(2) イー・アクセス殿がソフトバンクモバイル殿の 3G 網を利用した音声ロ
ーミングを提供している。 

一方でイー・アクセスは第二種指定電気通信役務を保有する事業者と
して指定（以下、二種指定）を受けておらず、接続約款の届出・公表や
接続会計の整理・公表義務を負っておりません。なお、両社の間では 3 名
の取締役が兼任しており、上記の通り、二種指定を受けているソフトバンク
モバイルと二種指定を受けていないイー・アクセスが、まさにグループ一体経
営を行っております。仮に両者の間で不透明な取引が行われることとなれ
ば、二種指定を受けていないイー・アクセス殿を通じた規制の潜脱に繋がり
かねず、公正な競争が歪められる事態になりかねません。従って、透明性確
保のためにもイー・アクセス殿を二種指定すべきであると考えます。 

 

モバイル市場においては、電波に有限・希少性があるため一定のルールが必要であるとし
ても、原則として市場競争に委ね、必要最小限の規制とすべきです。 
事業者間の円滑かつ公平な接続を推進する観点で現行の第二種指定電気通信設備

制度を継続する場合には、指定事業者と非指定事業者の間で交渉力の不均衡が生じな
いようにする必要があり、その点で現行の第二種指定電気通信設備制度の指定要件は
適切であると考えます。 
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イー・アクセス ■指定基準の現状維持 

二種指定制度については、接続協議において強い交渉力を有す事業者
による、優位性を背景とした不当な差別的取り扱いを懸念して規定された
ことを鑑みれば、二種指定事業者とは事業規模や顧客基盤の異なる当社
のような新興事業者を指定対象に追加することは、当該制度の形骸化に
繋がると考えます。そのため、指定基準の端末シェア１０％は現状維持が
適切であると考えます。 

NTT ドコモ 現状、第二種指定電気通信設備制度は、事業者単位の指定により運
用されているところですが、事業体が企業グループ単位でシナジーを生かし、
競争上優位な立場に立っていることから、同一市場においては、企業グルー
プ単位での規制に見直すべきと考えます。 

個々の事業者は個別にサービス提供や接続協議を行っており、シェアが小さい事業者に
は接続協議上の交渉力の優位性は存在しません。グループ単位で指定要件を満たすか判
断することは適切ではないと考えます。 

NTT西日本 ・第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドラインにおいて、
「事業者間協議における留意事項」として、「事業者間協議において接
続料の水準が争点となった場合には、算定方法と代入すべきデータに議
論を峻別した上で、（中略）、後者については、可能な限り情報開示す
ることが適当」と規定され、また、昨年７月に制定された事業者間協議ガ
イドラインにおいても、「音声通話に係る接続のように、各事業者がそれぞ
れネットワークを構築し、双方の利用者同士が相互に通信を行うためにネ
ットワークと接続する場合には、相互に接続料を支払い合う関係に立つこ
とから、事業者間協議に当たっては、算定根拠に係る情報開示の程度に
ついて、両当事者の間で合理的な理由なく差が生じないよう留意すること
が適当」と規定されているところです。 
・しかしながら、実際には、当社が接続料の算定根拠を詳細に情報開示し
ている一方で、接続料が相対的に割高な一部の接続事業者は、当社と
相互に接続料を支払い合う関係に立っているにも関わらず、経営情報に

平成 25年 8月 30日に公表された「第二種指定電気通信設備制度の運用に関する
ガイドライン」に係る意見募集結果において総務省の考え方として、「円滑化ガイドラインに
おいて示されているとおり、協議における接続事業者の予見可能性を高め事業者間協議
の円滑化を図る観点から、携帯電話事業者は接続事業者に対して算定根拠に係る情報
を一定程度開示することが望ましいと考えます。ただし、この場合であっても、経営秘匿性の
高い情報まで無制限に開示することが望ましいわけではなく、その開示の程度や方法は事
業者間の協議に委ねられるものである。」と示されたとおり、現在の事業者間協議において
は、NTT 西日本が主張しているような合理的な理由なく接続料の算定根拠の開示等に
係る不公平が生じている状況にあるとは言えないと考えます。 
また、第二種指定電気通信設備制度は、電波の有限希少性等により新規参入が困

難なモバイル市場において、一定以上のシェアを有する電気通信事業者が、接続協議にお
ける交渉上の優位性を背景に、接続における不当な差別的取扱い等を引き起こすおそれ
があることに鑑み、接続料等の公平性・透明性、接続の迅速化等を担保する観点から非
対称規制として設けられたものであり、ボトルネック設備に起因する市場支配力に着目して
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該当する等を理由に一切の情報開示を行っていただけていないため、依
然として、当社では当該事業者の接続料の適正性を検証できない状態
が続いています。 
・したがって、総務省殿におかれましては、事業者間での接続料協議の実
態を調査・把握した上で、相互に接続料を支払い合う関係に立っている
事業者間で、接続料の算定根拠の開示等に係る不公平が生じている
場合には、速やかに、第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガ
イドライン及び事業者間協議ガイドラインに基づき、「算定根拠に係る情
報開示の程度について、当事者間で合理的な理由なく差が生じないよう
措置を講じるよう」指導を徹底していただき、それでもなお改善されない場
合には、ガイドラインの規定整備に止まらない抜本的な対処を実施いただ
きたいと考えます。 

いる第一種指定電気通信設備制度とは位置付けが異なっていることにも留意すべきです。 

ケイ・オプティコム 国民共有の財産である周波数の割当てを受けて事業を営んでいる二種
指定事業者は、電気通信市場全体に与える影響力から鑑みてその公益
的役割は大きいことから、二種指定事業者には、モバイル市場の競争促進
に繋がるさらなる規制があって然るべきと考えます。 
総務省殿においては、二種指定制度の規制対象の見直しや「ＳＩＭロ

ック解除に関するガイドライン」の策定等の措置を講じていただいているところ
ですが、現状、モバイル市場におけるＭＶＮＯの契約者はごく僅か（携帯
電話・ＰＨＳの契約数 １億４千万加入に対し、ＭＶＮＯ契約数は５
８０万加入）であり、二種指定事業者あるいは二種指定事業者を中心
とする企業グループによる寡占状態にあります。こうした実態を踏まえると、二
種指定事業者とＭＶＮＯとの間にある競争上の格差は依然として大きく、
このままでは、電気通信市場全体の健全な発展が阻害されるとともに、モバ
イル市場の寡占化が著しく進行するものと危惧します。 

第二種指定電気通信設備制度は、電波の有限希少性等により新規参入が困難なモ
バイル市場において、一定以上のシェアを有する電気通信事業者が、接続協議における交
渉上の優位性を背景に、接続における不当な差別的取扱い等を引き起こすおそれがある
ことに鑑み、接続料等の公平性・透明性、接続の迅速化等を担保する観点から非対称規
制として設けられたものであると理解しています。したがって、ボトルネック設備に起因する市
場支配力に着目している第一種指定電気通信設備制度とは位置付けが異なっており、モ
バイル市場においては原則として市場競争に委ね、必要最小限の規制とすべきと考えま
す。 
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よって、二種指定事業者とＭＶＮＯの不公平な競争条件の是正に向

けては、接続料に関する適正性・透明性の確保が特に重要であり、次の措
置を含め、二種指定制度を一種指定制度並みに厳正化すべきと考えま
す。 
・接続約款について、現行の届出制から認可制への移行 
・接続料算定における将来原価方式の導入（ＭＶＮＯの事業予見性の
確保） 

・接続料算定時期に起因する二種指定事業者とＭＶＮＯの原価年度の
ずれ解消 

・アンバンドル機能の提供義務化・拡大（すべての二種指定事業者におけ
る同一の接続メニューの提供） 

・二種指定事業者のネットワーク設計値、品質、カバーエリア等について、Ｍ
ＶＮＯに対する情報開示の義務化 

加えて、ＭＶＮＯの参入促進策として、これまでに講じた措置の検証が必
要であるとともに、当該措置の遵守状況に関する監視機能を強化する観
点から、次の点を含めてさらなる措置を講じていただくことを要望いたしま
す。 

・二種指定事業者に対する「ＳＩＭロック解除に関するガイドライン」の厳
正化 

・周波数割当申請時に示したＭＶＮＯへの提供計画との乖離要因の検
証と、当該検証結果の公表 
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（３）禁止行為に関する検証 

    ア 第二種指定電気通信設備に係る禁止行為規制の適用事業者の指定要件に関する検証 

意見提出者 該当部分 意見 

NTT ドコモ 禁止行為規制の対象となる事業者の指定については、スマートフォンや
LTE の普及等による OTT（Over The Top）主導のグローバル化の進展
や、移動・固定の連携サービスにより固定側の合従連衡が移動体市場に
影響を与えている状況等を踏まえた見直しが必要であると考えます。 
ソフトバンク殿がスプリント・ネクステル殿買収によって売上高で世界第 4

位の規模となり、端末や通信設備の調達力が大きく向上することや、国内
においても当社、KDDI殿、イー・アクセス殿を含めたソフトバンク殿の 3 グル
ープの収益シェアが近接していること、さらには当社は昨年度においては二度
も月次契約数の純減を経験し、年間の純増数においても第 3 位に甘んじ
ていることや、前述の OTT（Over The Top）などの様々な上位レイヤー
の事業者が提供するプラットフォームサービスが利用者の支持を得ていること
を踏まえれば、当社のみに禁止行為規制を課す合理性はなく、指定対象
について速やかに見直すべきであると考えます。 

禁止行為規制は、市場支配的な電気通信事業者に対する非対称規制として導入さ
れたものであり、市場構造や事業者間の競争状況等を総合的に勘案しても、NTT グルー
プ配下で総合的な事業能力を維持し、市場支配力を有しているNTTドコモのみが禁止行
為指定の指定要件を満たしています。 

NTT ドコモは約 6,150 万の加入者数（2013 年 3 月末時点）を有し、さらにその規
模を伸ばしていることに加え、40%以上の市場シェアを長期に渡って維持していることを踏
まえれば、NTT ドコモに対する禁止行為規制適用の必要性は変わりません。 
このように、シェア 1 位の NTT ドコモが圧倒的に強いことに加え、持株体制下でグループ

一体経営を行っているというNTTの組織形態の特殊性等に鑑みれば、NTTドコモとその関
係事業者との排他的な提携を通じた特定の者に対する不当な差別的取扱いを禁止する
こと等、現状の禁止行為規制は、公正競争環境を確保するために引き続き重要です。し
たがって、現行の NTT ドコモに対する禁止行為規制は適切であると考えます。 
なお、通信インフラの市場は、国・地域ごとに市場が存在するため、海外事業者との連携

等によって、日本における NTT ドコモの市場支配力が弱まるものではないと考えます。 ケイ・オプティコム NTTグループは、固定通信・移動通信の両市場において圧倒的なシェア
を有するドミナント事業者を抱えることから、NTT グループに対する現行規
制については、引き続き維持すべきであり、NTT ドコモ殿に対する禁止行為
等規制の適用について、「非対称規制として維持していくことが適当」とした
昨年の検証結果における総務省殿の考え方に賛同いたします。 
ただし、モバイル市場においては、有限希少な電波資源の利用がもたらす

市場特性、大規模な売上高、顧客基盤、圧倒的な資金力等をベースとし
て、上位３社の市場支配力がますます強大化しているものと認識しておりま
す。加えて、上位３社を含む企業グループは、モバイル市場での売上を原
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資としてさまざまな事業分野に進出し、情報通信市場全体への影響力を
拡大しており、それにより、市場全体の健全な発展が阻害されつつありま
す。 
このような状況が続くことになれば、サービスの多様化や料金の低廉化と

いったこれまでの競争政策の成果は失われることとなり、お客様の利便性は
却って損なわれることになります。 
以上のことから、情報通信市場全体での公正競争環境の確保のため、

上位３社のモバイル事業者を含む企業グループの総合的な市場支配力や
グループドミナンスに対して、厳正かつ包括的に規制することが必要と考えま
す。 

NTT ドコモ KDDI殿の au スマートバリューは、サービス開始後僅か一年余りで 463
万契約（2013年 7月 30日 KDDI殿決算発表）に拡大し、KDDI殿
のスマートフォン新規の 4 割弱を占めるに至っております（同決算発表）。
当社は禁止行為規制により特定の電気通信事業者に対する差別的取扱
いが禁止されているほか、料金業務の移管に伴う総務省殿からの要請によ
り移動・固定が連携した割引が否定され、事実上提供できない状況にあり
ます。移動・固定の連携サービスの利用者満足度が高いことを踏まえれば、
当社の利用者のみ利便性向上が否定されている状態は速やかに解消され
るべきと考えます。 

NTT グループ各社は、競争事業者との競争の中で既に低廉な料金で固定やモバイルサ
ービスを提供しており、NTT ユーザの利便性は十分に確保されていると認識していいます。
現に、NTT 東・西による「思いっきり割」、「光もっともっと割」、「どーんと割」などの固定通信
サービスの割引、NTT ドコモによる「キャッシュバック」、「ツートップ戦略」、「月々サポート」な
どのモバイルサービスの割引が実施されており、更に NTT ファイナンスを介した NTT グループ
間の統合請求の実施など、競争事業者との競争の中で NTT 東・西やドコモのユーザにも
個別割引の拡充等のメリットが生まれています。 
むしろ、固定・モバイルそれぞれの市場でドミナントであるNTT東・西、NTT ドコモが排他

的に連携すると、上述のように通信インフラの市場の特殊性から、NTT のシェアはスパイラル
的に上昇し、これまで一定程度機能してきた競争政策が無に帰すため、現行の規制を維
持・徹底すべきです。 

NTT ドコモ スマートフォンや LTE の普及等により、グローバル化が急激に進展し、
OTT（Over The Top）が台頭していることを踏まえれば、国内のネットワ
ークレイヤーだけに着目した規制は見直しが必要であると考えます。海外と
比べて突出して厳しい規制は、国内の通信キャリアの競争力のみならず、国

米国においては、市場支配的であった旧AT&Tは地域ごとに資本分割され、欧州では、
市場の統合（単一市場創出）に向けて、各国の市場支配的な事業者が国境を越えて
相互に参入しています。一方、日本においては、旧国営の NTT が持株体制により固定・モ
バイルの一体経営を維持しつつ、両市場で圧倒的な市場支配力を有していることから、禁
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内の上位下位レイヤー事業者の競争力をも奪うものであり、OTT（Over 
The Top）の多くが海外勢であることを踏まえると国際競争力の観点から
も、見直しが必要と考えます。 

止行為といった非対称規制が課されていると理解しており、国内市場の状況を踏まえれば
現行の規制は適切であると考えます。 

 
    イ 指定電気通信設備制度における禁止行為規制の運用状況に関する検証 

意見提出者 該当部分 意見 

NTT西日本 当社は、従来より電気通信事業法等の法令及び各種ガイドラインを遵
守してきており、平成２３年１１月３０日施行の改正事業法及び同法
施行規則についても、以下のとおり措置を講じています。また、総務省殿に
報告した「禁止行為規定遵守措置等報告書」（平成２４年６月２９
日）の措置内容については、総務省殿において検証を行い、禁止行為規
制に抵触または潜脱する行為が行われることを防止するための一定の措置
が講じられていること、第一種指定電気通信設備を当社が自ら利用する場
合と他事業者が利用する場合とで一定の同等性が確保されていることを検
証いただいている上、昨年度の措置内容についても、検証いただいた措置と
同等の措置内容を平成２５年６月２８日に報告しているところであり、
公正競争上の問題は特段生じていないと考えております。 

 
（中略） 
 
また、料金業務の NTT ファイナンスへの業務移管に関しては、「電気通

信役務の料金等に係る業務を NTT ファイナンス株式会社へ移管すること
等に関して講ずべき措置について(要請)」(総基事第３２号 平成２４年
３月２３日)に基づき、「電気通信役務の料金等に係る業務をNTTファイ
ナンス株式会社へ移管すること等に関して講ずる措置の報告」（平成２４

電気通信事業法においては、市場支配的な電気通信事業者が市場支配力を濫用す
ることによって、公正な競争環境が損なわれることを防止するため、特定の事業者に対し不
当に優先的に取り扱うことを禁止等の禁止行為規制が課されています。 

NTT東・西、NTT ドコモは、固定市場・モバイル市場においてそれぞれ圧倒的な市場支
配力を有していることから、その支配力の濫用を防止するために禁止行為規制の厳格な運
用が必要です。 
総務省においては、NTT グループによる共同的・一体的な市場支配力の行使を抑止す

るよう、禁止行為規制を維持・強化すべきと考えます。 
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年６月８日）にて総務省殿に報告し、要請の趣旨を満たすための措置が
講じられていることを確認していただいております。さらに、昨年度の措置内
容を平成２５年７月８日に報告しているところです。 
・上述の通り、公正競争上の問題は特段生じていないと考えていることか
ら、これ以上の規制強化は必要ないと考えております。 
 

NTT西日本 ・今日の情報通信市場においては、固定と移動の融合、プレイヤーの多様
化、市場のグローバル化が急速に進展する中で、お客様利便の高いサー
ビスの提供に向けて、各事業者が他の事業者との協業も活用し、活発な
事業展開を行っているところです。現に、例えば KDDI 殿は、特定の事業
者の固定通信を利用した場合にスマートフォンの月額料金を割り引くなど
固定とモバイルを組み合わせたサービスを提供しており、その相乗効果によ
って、固定・モバイル双方で契約者数を拡大しています。 （KDDI殿では
スマートフォン新規契約の３９％、ＦＴＴＨ新規契約の５５％がａｕ
スマートバリューを契約しており、新規契約への貢献は四半期毎に拡大し
ています。） 
・その一方で、NTT 東西に対しては、電話時代を前提とした指定電気通
信設備規制や禁止行為規制といった非対称規制や、往時の競争環境を
前提とした累次の公正競争要件などが課せられており、これにより、お客様
の利便性の向上に対する要請に機動的かつ柔軟に対応できないとなれ
ば、NTT グループのお客様だけが不利益を被ることとなります。 
・したがって、全ての事業者のお客様が多様なサービスの利便を制約なく享
受し、ブロードバンドサービスの利活用の一層の促進を図る観点から、現
在の規制のうち時代にそぐわないものは撤廃または緩和していただきたいと
考えます。 

NTT グループ各社は、競争事業者との競争の中で既に低廉な料金で固定やモバイルサ
ービスを提供しており、NTT ユーザの利便性は十分に確保されていると認識していいます。
現に、NTT 東・西による「思いっきり割」、「光もっともっと割」、「どーんと割」などの固定通信
サービスの割引、NTT ドコモによる「キャッシュバック」、「ツートップ戦略」、「月々サポート」な
どのモバイルサービスの割引が実施されており、更に NTT ファイナンスを介して NTT グループ
間の統合請求の実施など、競争事業者との競争の中で NTT 東・西やドコモのユーザにも
個別割引の拡充等のメリットが生まれていると考えます。 
通信インフラの市場は、規模の大きな事業者に収斂していく特性があることに加え、もとも

と NTT グループの前身である日本電信電話公社が独占体制の下、通信インフラや通信サ
ービスを提供してきたところ、利用者利益の保護、国民の利便の確保を図るため、通信自
由化により「競争」が導入されたが、持株体制により NTT グループが一体経営を維持され
ているという特殊な経緯があります。 
こうした日本の通信インフラの市場の特殊性から、移動・モバイルそれぞれの市場でドミナ

ントであるNTT東西、NTTドコモが排他的に連携すると、NTTのシェアはスパイラル的に上
昇し、これまで機能してきた競争政策が無に帰すため、現行規制を維持・徹底すべきと考
えます。 
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ソフトバンク BB/ソフト
バンクテレコム/ソフト
バンクモバイル 

（ア） NTT 東西殿の県域等子会社における NTT ドコモ殿の商品の
販売 
昨年同様、NTT 東西殿の県域等子会社が株式会社エヌ・ティ・ティ・ド

コモ（以下、「NTT ドコモ」という。）殿の携帯電話等の商品について、ウェ
ブサイト等の広告、取扱いを行っている事象が確認されています（別添資
料１）。NTT 東西殿の県域等子会社において、たとえ NTT 東西殿の委
託業務を実施する組織とは別の独立した組織において NTT ドコモ殿の代
理店業務を実施していたとしても、NTT東西殿の県域等子会社において、
NTT ドコモ殿の携帯電話等の商品の提供・紹介等を行っていることには変
わりなく、また、NTT東西殿の県域等子会社において、競争事業者の商品
が当然取り扱われることはないと容易に推察されます。従って、当該行為
は、電気通信事業法第 30条第 3項第 2号に該当する排他的な一体営
業を子会社等を通じて潜脱的に実施しているものであることから、総務省殿
は、検証結果を「注視する」に留まるのではなく、監督義務を有するNTT東
西殿に対し、問題の是正措置を直ちに求めるべきであると考えます。 

NTT 東・西本体から電気通信業務の主たる部分を委託された県域等子会社による
NTT ドコモの商品の販売（併売）については、それぞれの情報の目的外利用や内部相
互補助が行われたとしても外部から検証することは困難です。このような固定と移動の実質
的に排他的な一体営業は、電気通信事業法第 30条第 3項第 2号に該当する排他的
な一体営業を潜脱的に実施するものであり、公正な競争環境を阻害するおそれがあるた
め、県域等子会社による NTT ドコモの商品・サービスの取り扱い（ドコモショップの兼営）
は禁止すべきです。 

イー・アクセス 「ドコモショップでのフレッツ商品販売」、「県域等子会社でのドコモ携帯電
話販売」といった事例は、NTT グループに閉じた排他的な営業連携であり、
本来は禁止されるべきですが、これら事象の発生元が県域等子会社や業
務委託先といった禁止行為規制の適用対象外となっており、禁止行為規
制が NTT 東西殿、及び NTT ドコモ殿の業務実態と乖離していると考えま
す。 
このようなNTT東西殿とNTTドコモ殿の排他的な営業連携や協業につ

いては、共に、指定電気通信設備を持ち、なおかつ、市場シェアがＦＴＴ
Ｈの７２．５％、携帯電話４３．６％（※１）と高い水準にあることを
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踏まえれば、競争事業者が追随できない市場支配力の行使となり、競争
環境を阻害する虞があると考えます。 
なお、NTT 東西殿に対しては、現状、業務委託先子会社等の監督義

務が課されているところではありますが、２０１３年６月２８日付で NTT
東西殿より開示された、「禁止行為規定遵守措置等報告書」（以下、禁
止行為規定報告書）の別添資料３によれば、実態として、大半の監督対
象子会社が業務の再委託を行っています。これでは、再委託先や再々委
託先を通じて排他的な連携が行われることも懸念されるため、業務委託先
も含めて抑止する体制が必要と考えます。 
従って、禁止行為規制については、NTT 東西殿、及び NTT ドコモ殿本体
に留まらず、県域等子会社や業務委託先も含めて指定対象とすること並び
に、制度的な抜け道を抑止するために実施主体に因らず禁止行為としての
該当事例の明確化を図ることが必要と考えます。 

ソフトバンク BB/ソフト
バンクテレコム/ソフト
バンクモバイル 

（イ） 「NTTID ログインサービス」、「NTTネット決済」等、グループ内の排
他的業務 
「NTTID ログインサービス」や「NTT ネット決済」は、NTT ドコモ殿とエヌ・

ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（以下、「NTT コミュニケーションズ」
という。）殿の ID、決済の排他的な連携サービスであり、共同ガイドラインに
も事業法第 30 条第 3 項第 2 号の事例として示されている「自己の関係
事業者と一体となった排他的業務」に該当する可能性が高い事例であると
考えます。 
当該行為に対し、NTTドコモ殿及びNTTコミュニケーションズ殿は、「「自

己の関係事業者と一体となった排他的業務」に該当する事実はありませ
ん」との主張をされていますが、サービス名称の通り、NTT グループ以外の競
争事業者がサービス提携を行なうことは実質困難です。また、本サービスの

NTT ドコモが、NTT コミュニケーションズや NTT レゾナントといったグループ内の関係事業
者のみと連携してシングルサインオンを提供することは、先般の意見で指摘したとおり、実質
的には禁止行為に定める自己の関係事業者と一体となった排他的業務にあたると考えま
す。さらに固定分野で圧倒的なシェアを有する NTT 東・西が加わった場合、グループドミナ
ンスが行使され、公正競争がより一層阻害される恐れがあります。 
総合的な市場支配力を有する NTT グループの一体化が加速度的に進むことは NTT

再編成（分離・分割）の趣旨に反し、公正競争上問題があるため、総務省においては、
当該サービス等によってグループ内の排他的業務がなされていないか、検証を十分に行うべ
きと考えます。 
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報道発表資料（2010年 5月 13日発表）（別添資料２）からも分か
るとおり、後述の「NTT おまとめ請求」と同様に NTT 持株殿が主導となり、
グループの連携を推進しており、このような連携が益々強まっている状況をも
踏まえると、総務省殿においては、電気通信事業法第 30 条第 3 項第 2
号及び「移動体分離の際の公正有効競争条件」（2）を事実上潜脱して
いないか、当該サービスの検証を十分に行い、公正な競争環境を確保する
ために必要な措置を講じるべきと考えます。 

ソフトバンク BB/ソフト
バンクテレコム/ソフト
バンクモバイル 

（エ） 「NTT ｔａｂａｌポイント」によるセット割引の恐れ 
 NTTファイナンス殿が提供する「くらし快適サービス NTT ｔａｂａｌ」に
おいて、インターネットサービスプロバイダの料金をはじめとした様々なサービス
の料金のお支払いを、NTT東西殿の固定電話やフレッツ、若しくは NTT ド
コモ殿の携帯電話の請求にたばねることで、「NTT ｔａｂａｌポイント」が
付与されるものとなっています。ポイントは、電話やフレッツ、携帯電話等の
料金のお支払いに対しては付与されないことから、直ちにセット割引の実施
等、電気通信事業法第 30条第 3項第 2号等に該当するものではありま
せんが、今後該当することのないよう、引き続き注視すべきと考えます。 

 

NTT ファイナンスが提供している「くらし快適サービス NTT tabal」は、NTTグループの料
金請求・回収業務に加え、他社の料金請求・回収業務を手掛けるサービスですが、本サー
ビスは NTT ブランドを前面に出してのお客様訴求となっており、子会社である NTT ファイナ
ンスによる提供であることを明示すべきです。 
本サービスで付与される「tabal ポイント」は様々な景品と交換できると案内されています

が、NTT グループ各社によるポイント原資の補助等、実質的に排他的な割引サービスを行
っていないか継続して調査を行い、問題が見つかれば必要な措置を講じるべきと考えます。 

ソフトバンク BB/ソフト
バンクテレコム/ソフト
バンクモバイル 

（オ） NTT 116窓口におけるフレッツ光の営業 
NTT東西殿の116窓口において、NTT東西殿が接続業務で取得して

いる顧客情報を基にし、フレッツ光サービスへの勧誘を行うといった不適切な
営業行為（以下、「116勧誘」という。）については、これまで競争セーフガ
ード制度等において、KDDI 株式会社殿や弊社共が指摘してきたところで
す。 
NTT東西殿は、116勧誘の発生を防止するために一定の措置を講じてい
るとしていますが、現に当該事象は継続的に生じており※1、問題は改善さ

NTT 東・西が実施した措置内容の適正性や妥当性を再検証し、必要に応じてさらなる
追加措置を講じるべきと考えます。 
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れていません。従って、現状の事後チェックとする遵守体制では本事案の防
止ができていない以上、過去に実施したとされる設備利用部門からの接続
情報の閲覧等を防止するシステム変更についてその実効性を見極める等、
問題の発生を防止する措置内容の適正性や妥当性を再検証すべきと考
えます。その上で、更なる追加措置を講じることを含め、問題解消に向けて
情報遮断等の遵守体制の是正がなされることを要望します。 

 

 
   ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用状況に関する検証 

意見提出者 該当部分 意見 

イー・アクセス ■特定関係事業者制度の指定対象の見直し 
特定関係事業者制度は、禁止行為規制の適用による対処のみでは公

正競争の確保を十分に担保し得ない場合に、役員兼任の禁止といった厳
格なファイアーウォール措置を設けるものであり、現在、NTT コミュニケーショ
ンズ殿が NTT 東西殿と業務委託関係があることや、共同営業が行われや
すい土壌があることから、指定対象になっていると理解しております。 
この点を踏まえると、「ドコモショップにおけるフレッツ商品販売」や、「県域

等子会社における NTT ドコモ殿の携帯電話販売」のように、NTT ドコモ殿
についても県域等子会社や業務委託先を通じて、NTT 東西殿と営業連
携が行われているところであり、これら事例により、公正競争環境を阻害する
虞があると考えます。 
従って、前述の通り、NTT東西殿と NTT ドコモ殿の営業連携により、圧

倒的な支配力の行使が懸念される点も考慮し、NTT ドコモ殿を特定関係
事業者に追加することが必要と考えます。 
また、NTT グループの排他的な連携については、「NTT ファイナンスへの

ドコモショップにおけるフレッツ商品の販売や県域等子会社における NTT ドコモの携帯電
話販売等の事例は、そもそも NTT東・西と NTT ドコモの商品・サービスをセットで販売する
排他的な一体営業であり、禁止行為に該当する行為と考えます。 
さらに、上述のようなグループ連携の事例のように、第一種指定電気通信事業者である

NTT 東・西と NTT ドコモとの連携が顕在化していることを踏まえると、現行の禁止行為規
制の適用による対処のみならず、NTT 東・西の特定関係事業者に NTT ドコモも指定し、
NTT東・西との間に厳格なファイアーウォールを設けるべきと考えます。 
また、NTT ファイナンスによるグループ統合請求についても、電気通信事業法、NTT法、

累次の公正競争要件等の趣旨を確保する観点から、NTT ファイナンスを介して第一種指
定電気通信事業者と密接に関係のある事業者が連携して反競争的な行為を未然に防
止するために一定の条件が付与されたことを踏まえると、NTT ファイナンスも NTT 東・西の
特定関係事業者に指定すべきと考えます。 
なお、NTT ファイナンスによる統合請求の事例のように、今後も関係会社等第三者を介

したグループ排他的連携が行われる可能性は否定できないことから、電気通信事業法、
NTT法、累次の公正競争要件等の趣旨を予め確保しておく必要があると考えます。そのた
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料金業務の集約」のように、禁止行為規制や特定関係事業者の適用対
象外である子会社を通じて、業務の集約化を進める事例も存在し、今後も
新たな施策が行われる可能性があります。 
これら事例についても、公正競争の担保が必要であることから、NTT グル

ープが新たな業務集約化等を行う場合は、その実施が既成事実化する以
前に、実施の適否について議論すると共に、「NTT ファイナンスへの料金業
務の集約」の際の２０１２年３月２３日付の総務省殿要請事項のよう
に、禁止行為規制や特定関係事業者制度等の公正競争要件の趣旨を
担保する措置（役員兼任・在籍出向の禁止、情報の目的外利用防止に
必要なファイアーウォール措置等）を予め整理しておく必要があると考えま
す。 
 

め、現行の非対称規制を維持・強化することが肝要です。 
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（４）業務委託先子会社等監督の運用状況に関する検証／ （５）機能分離の運用状況に関する検証 

意見提出者 該当部分 意見 

NTT西日本 当社は、従来より電気通信事業法等の法令及び各種ガイドラインを遵
守してきており、平成２３年１１月３０日施行の改正事業法及び同法
施行規則についても、以下のとおり措置を講じています。また、総務省殿に
報告した「禁止行為規定遵守措置等報告書」（平成２４年６月２９
日）の措置内容については、総務省殿において検証を行い、禁止行為規
制に抵触または潜脱する行為が行われることを防止するための一定の措置
が講じられていること、第一種指定電気通信設備を当社が自ら利用する場
合と他事業者が利用する場合とで一定の同等性が確保されていることを検
証いただいている上、昨年度の措置内容についても、検証いただいた措置と
同等の措置内容を平成２５年６月２８日に報告しているところであり、
公正競争上の問題は特段生じていないと考えております。 
 
（１）すべての監督対象子会社において禁止行為に関する規程等を制

定し、管理者の配置、研修の実施、点検の実施等の措置を実
施。 

（２）接続関連情報等の取り扱いに関する体制の整備等を実施。 
・設備部門の設置、並びに、兼務の禁止、及び、居室の分離。 
・接続関連情報を有するシステムにおける利用権限の管理、ログの
記録・保存。 
・接続関連情報の取扱いに関する規程の制定、研修の実施。 
・当社設備部門が第一種指定電気通信設備と他事業者の設備
の接続のために実施した手続の実施の経緯等の記録・保存及び
当社設備部門が第一種指定電気通信設備を用いた電気通信役

NTT 西日本は、関係法令及びガイドラインを遵守しているため、公正競争上問題は生
じておらず、現行の規制は撤廃すべき旨、意見されておりますが、NTT 東・西は、加入光フ
ァイバで 72.5％、０ABJ-IP 電話で 62.2％（「電気通信サービスの契約数及びシェアに
関する四半期データの公表（平成24年度第4四半期（3月末））」）のシェアを保持
し、固定通信市場において圧倒的な市場支配力を有している状況に変わりはないこと、過
去、接続情報の目的外利用が発生したことを踏まえると、NTT 東・西に対する現禁止行
為規制等の非対称規制は当然維持すべきと考えます。 
さらに、NTT ドコモについても、モバイル市場において約 6,150 万の加入者数（2013

年 3 月末時点）を有し、40%以上の市場シェアを長期に渡って維持していることを踏まえ
れば、NTT ドコモに対する禁止行為規制適用の必要性は変わりません。 
むしろ、そのような状況の中、市場支配力を有するNTT東・西とNTTドコモが直接又は

間接的に連携すると、先述のように通信インフラの市場の特殊性から、NTT 東・西、NTT
ドコモのシェアがスパイラル的に上昇し、これまで一定程度機能してきた競争政策が無に帰
すことになります。 
したがって、NTT 東・西、NTT ドコモに対する禁止行為規制等の非対称規制は引き続

き維持すべきです。 
 
なお、これまで取られた措置等にかかる NTT 東・西からの報告は、先般意見した通り、

以下に列記するような課題が残っていると考えられるため、総務省においては、NTT 東・西
に対して厳格な調査、検証、及びそれに基づく是正措置を着実に講じるべきです。 
○子会社監督関連 
・監督対象子会社による再委託は、事業法等の規制を潜脱する恐れがあることから再委
託先についても監督対象とすべき。 
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務を提供するために当社設備部門以外の部門との間で実施した
手続の実施の経緯等の記録・保存。 
・設備部門とは独立した監視部門による、他事業者との間において
記録された手続の実施の経緯等が接続約款等の規定によるもの
であること、及び、当社設備部門以外の部門の間において記録さ
れた手続の実施の経緯等が接続約款等の規定に準ずるものであ
ることの確認。 
・設備部門とは独立した監視部門による、設備部門における接続関
連情報の取扱いに問題がないことの確認。 

等 
・また、料金業務の NTT ファイナンスへの業務移管に関しては、「電気通信
役務の料金等に係る業務を NTT ファイナンス株式会社へ移管すること等
に関して講ずべき措置について(要請)」(総基事第３２号 平成２４年
３月２３日)に基づき、「電気通信役務の料金等に係る業務を NTT ファ
イナンス株式会社へ移管すること等に関して講ずる措置の報告」（平成
２４年６月８日）にて総務省殿に報告し、要請の趣旨を満たすための
措置が講じられていることを確認していただいております。さらに、昨年度の
措置内容を平成２５年７月８日に報告しているところです。 
・上述の通り、公正競争上の問題は特段生じていないと考えていることか
ら、これ以上の規制強化は必要ないと考えております。 
・今日の情報通信市場においては、固定と移動の融合、プレイヤーの多様
化、市場のグローバル化が急速に進展する中で、お客様利便の高いサー
ビスの提供に向けて、各事業者が他の事業者との協業も活用し、活発な
事業展開を行っているところです。現に、例えば KDDI 殿は、特定の事業
者の固定通信を利用した場合にスマートフォンの月額料金を割り引くなど

・監督対象子会社との役員兼任は、事業法等の規制を潜脱する恐れがあることから禁止
すべき。 

・再委託先についてもNTT東・西や子会社同様、事業法等の規制を潜脱する恐れがある
ことから、研修や監査を義務付けるべき。 

 
○社内体制関連 
・制定された公正競争等に係るマニュアルや実施された教育研修の内容については、公開
されていないため、内容が事業法等の趣旨に沿っているのか、また検証が厳格であったの
か判断できないことから公表すべき。 

・監査部門は、被監査部門からの独立性が不明であり、検証結果の妥当性が不明瞭であ
ることから、第三者による監査を義務付けるべき。 

・監査にあたっては、実効性を担保するため、書面のみならず、立ち入り検査等も実施すべ
き。 

・接続関連情報の適切な取扱い等に関する規程が全て「経営上の秘密等の観点から非
公表」ということでは、競争事業者では措置の妥当性の判断ができないことから、NDA を
結ぶ等の措置を講じるなどして開示すべき。 

・支店長は設備部門と利用部門の兼任が可能となっているが、事業法等の規制を潜脱す
る恐れがあることから、兼任は禁止すべき。 

 
○同等性関連 
・申込から開通までの期間（及び開通要員の配置）の同等性、アンバンドル機能の利用
条件の同等性等に関する利用部門と競争事業者のデータが、比較可能な形で公表さ
れておらず、同等性が確保されているか判断ができないことから、NTT 東・西利用部門と
接続事業者とを比較した様々なデータを検証対象とし、公表すべき。 
現状、例えば、回答納期等の手続きについては平均日数を用いて同等性を検証してい
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固定とモバイルを組み合わせたサービスを提供しており、その相乗効果によ
って、固定・モバイル双方で契約者数を拡大しています。 （KDDI殿では
スマートフォン新規契約の３９％、ＦＴＴＨ新規契約の５５％がａｕ
スマートバリューを契約しており、新規契約への貢献は四半期毎に拡大し
ています。） 
・その一方で、NTT 東西に対しては、電話時代を前提とした指定電気通
信設備規制や禁止行為規制といった非対称規制や、往時の競争環境を
前提とした累次の公正競争要件などが課せられており、これにより、お客様
の利便性の向上に対する要請に機動的かつ柔軟に対応できないとなれ
ば、NTT グループのお客様だけが不利益を被ることとなります。 
・したがって、全ての事業者のお客様が多様なサービスの利便を制約なく享
受し、ブロードバンドサービスの利活用の一層の促進を図る観点から、現
在の規制のうち時代にそぐわないものは撤廃または緩和していただきたいと
考えます。 

るところ、回答までにかかる日数の分布状況やエリア別等多角的に同等性を検証すべ
き。 

・コロケーションや中継ダークファイバの利用ルールや設備構築情報の扱い、加入電話番号
ポータビリティの運用見直しに関する情報について、同等に情報開示がなされているのか、
判断できないことから、当該情報についても検証の対象とすべき。 

 
また、総務省においては、NTT東・西から総務大臣に毎年度報告される禁止行為遵守

措置等報告書に基づき、第一種指定電気通信設備をNTT東・西利用部門と接続事業
者が利用する場合で一定の同等性が確保されているかの検証を行っているところですが、
規制対象である NTT 東・西自らの報告をベースに検証している限り十分な透明性や外部
検証性が確保できないと考えます。そのため、第三者による監査を導入し、内部の実態を
正確に把握した厳格な検証を実施すべきと考えます。 
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ソフトバンク BB/ソフト
バンクテレコム/ソフト
バンクモバイル 
 

＜NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告について＞ 
NTT東西殿が 2013年 6月 28日に総務大臣殿に提出した、禁止行

為規定遵守措置等報告書については、昨年度と比して、各種規程等の内
容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関連情報を持ち出す場合の明
確化等に加え、公表範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更は公正
競争確保に資するものであり、評価されるべきと考えます。しかしながら、依
然として以下の点については問題点が認められます。 
従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏まえ、NTT 東西殿に対する追

加調査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあるものについては、必要
な措置を講じるべきと考えます。また、現在当該報告書において非公表とな
っている情報については、すべてが経営情報にあたるものとは考えられないた
め、可能な限り公表する等その範囲について再度検討が必要と考えます。 
 
1. 電気通信事業法第31条第3項の規定の遵守のために講じた措置及
びその実施状況に関する事項 
イ． (3) 
・ 監督対象子会社のほぼ全てが再委託となっており、潜脱行為が行
われるおそれがある。 

ロ． (1) 
・ 禁止行為に関する規程や公正競争マニュアルは、その詳細な内容
も含め、特定の者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害
するおそれがあるとはいえないにも関わらず、実物のみならずその詳
細な内容の公開がなされていない。従って、十分な研修内容になっ
ているかの外部検証性が十分に確保されていない。 
(2) 
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・ 集合研修、e-ラーニング等の内容は、特定の者の権利、競争上の
地位その他正当な利益を害するおそれがあるとはいえないにも関わ
らず、研修教材の公開がなされておらず、十分な研修内容になって
いるかの外部検証性が十分に確保されていない。 

2. 電気通信事業法第31条第5項の規定の遵守のために講じた措置及
びその実施状況に関する事項 
イ． (1) 
・ 本来であれば、昨年の時点で公開されているべきであるが、機能
分離導入前後でどのように部門変更があったのか不明であり、十
分な対処になっているか確認不能。 

二． 
・ 具体的にどのようなファイアウォールを置いているかを確認するため
の「接続関連情報の適正な取扱い等に関する規程」は、項目の
みの公開にとどまっており、接続関連情報の入手、利用、提供その
他の接続関連情報の取扱いについてこれを適正なものとするため
に十分な内容になっているかの外部検証性が十分に確保されてい
ない。 （規程原本を公開した場合、内容の一部を黒塗りにせざ
る得ない箇所がある可能性は否定できないが、その全てが「特定
の者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが
ある」ものではないと考える。） 

ト．及びチ(1) 
・ 本項目においては、「手続の実施の経緯及び当該手続に係る接
続の条件」等を求められているのにも係らず、納期にのみ着目した
ものとなっており、開示情報、手続き手順、使用システム等が報告
対象となっていないため、インプットの同等性の検証には不十分で
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ある。 

・ 納期については平均日数のみしか記載されておらず、異常値が検
出された場合、平均値だけでは比較が困難な場合も想定される。 
（標準偏差、最大値、最小値、中央値等の開示により、異常値
の影響を排除することが可能と考えられる。） 
・ 接続事業者が接続を実施する際は、通常「事前相談」、「事前
照会」や「事前調査」も必要となることから、こうした事前手続も含
めた形で、期間、内容、拒否件数等の比較を行わなければ、開
通の同等性の検証はできない（「事前相談」等は、個別のケース
に応じてその内容や回答までに要する期間が異なるが、カテゴリ毎
に分別する等により、一定程度の検証性を持つものと考えられ
る。） 

・ 別添 10 の加入ダークファイバ、DSL、電話等の比較において、
NTT 東西殿の申込日～回答日がすべて 0 日となっており、接続
事業者との納期と差異が認められることから、利用システムや申請
の手続、申請フォーマット等が NTT 東西殿の利用部門と接続事
業者で異なり、同等性が確保できていないおそれがある。 

3. 電気通信事業法第31条第2項の規定の遵守のために講じた措置及
びその実施状況に関する事項 
イ． (1) 
・ 同等性確保の検証のためには、NTT 東西殿の各部門における保
有設備を明確にすべきであるが、公表されていない 
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イー・アクセス 
 
 
 
 
 
 
 

禁止行為規定報告書については、今年度より、新たにラインシェアリン
グ、ドライカッパ、情報開示の手続き等についての平均日数が公表されてお
り、競争事業者がボトルネック設備利用の同等性の状況を把握する上で大
変有意義であると考えます。 
しかしながら、これらの情報はあくまで一部であり、未だその大半が公表さ

れていないことから、業務委託先子会社等監督、及び機能分離の運用状
況や実効性は、競争事業者にて把握出来ない状況です。 
従って、透明性担保の観点から、総務省殿においては、引き続き、禁止行
為規定報告書の内容の開示を可能な限り推進していただくことや、報告内
容の検証結果を公表していただく必要があると考えます。 

イー・アクセス 
 
 
 

禁止行為規定報告書別添資料９－２の「①申込日～回答日」の平
均日数を確認すると、ラインシェアリング、ドライカッパ（ＤＳＬ、電話）が
１日であるのに対して、フレッツ・ＡＤＳＬ（利用回線型、契約者回線
型）、加入電話・ＩＮＳネット６４は０日となっております。 
これは、接続事業者が利用する機能と NTT 東西殿の利用する機能に

て、リードタイムの同等性が担保出来ていない可能性があるため、総務省殿
は本事例の原因等について、厳格な検証を行う必要があると考えます。 
加えて、禁止行為規定報告書別添資料１０の納期遵守率について

は、例えば、NTT 西殿の「光回線設備等に係る情報の提供（光回線設
備の伝送損失及び経過年数調査）」のように５０％に留まるものも存在
するため、遵守率が低い機能についても原因等の調査が必要と考えます。 
なお、上記の検証の結果や、本意見書のボトルネック設備利用に係る各社
意見の内容を踏まえて、現行の体制に課題があると認められた場合は、同
等性を図るための更なる措置（例えば、システムの物理的分離等）の実
施を検討すべきと考えます。 
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２．日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検討 

意見提出者 該当部分 意見 

ケイ・オプティコム ①NTT グループ各社の料金の請求・回収業務の統合  
NTTファイナンス殿を通じたNTTグループ各社の料金の請求・回収業務

の統合は、指定電気通信設備規制や禁止行為規制等の公正競争要件
に関する各種規制を形式的にはクリアしつつも、自らの論理によってグループ
連携を進めていることが根本的な問題であり、市場におけるNTTシェアの高
止まりの主因でもあります。このことは、これまで積み重ねられてきた、移動体
通信業務分離や NTT 再編の趣旨を逸脱して、なし崩し的にグループの再
統合、独占への回帰を図るものです。  
真に公正競争環境を確保するためには、NTT グループにおける事業運

営上の全ての行為に対して適切かつ抜けのない規制をかけることが必要で
あり、総務省殿においては、平成２６年の包括的な検証を待つことなく、不
適切な共同営業行為等がなされることがないよう、適時適切に措置いただ
くことが必要です。  
その中で、平成２５年７月８日付のNTT東西殿から総務省への報告

「電気通信役務の料金等に係る業務を NTT ファイナンス株式会社へ移管
すること等に関して講ずる措置の報告について」等が総務省殿のホームペー
ジに公開されていますが、総務省殿において分析・検証がなされた形跡はあ
りません。NTT グループ各社の料金の請求・回収業務の統合については、
総務省殿における判断基準・検証方法の妥当性についての外部検証性の
確保は極めて重要であることから、NTT グループ各社からの毎年度の報告
内容の公表に留まらず、NTT グループの措置が永続的に有効であるかどう
か継続的に監督いただいた上で、その状況については、審議会・競争政策
委員会等を通じて定期的に議論いただくことを要望いたします。 

NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ及びNTTドコモの電気通信役務
の料金請求に係る業務を NTT ファイナンスへ移管することに関しては、2012 年 3 月 23
日に総務省より上記事業者に対して消費者保護ルール、料金規制や行為規制等の趣旨
を確保するよう要請措置が出されているとおり、条件を付した内容について公正競争上問
題がないか引き続き厳格な検証を行うことが必要です。本施策により NTT グループ一体化
の動きが既成事実化することは問題であり、今後新たに公正競争上問題のある NTT グル
ープの統合等に係る施策が実施されることのないよう、公正競争環境確保の観点からより
厳格なルール運用を行っていくべきです。 
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ソフトバンク BB/ソフト
バンクテレコム/ソフト
バンクモバイル 

（イ） NTT グループ統合請求 
昨年度より、NTT グループの料金の請求・回収業務等の統合が開始さ

れています。本施策の問題点は、NTT グループの延べ 1 億 3 千万人に上
るユーザ、合わせて8兆円を超える料金債権がNTTファイナンス殿へと集約
されることであり、また、NTT 持株 殿の元に「ヒト・モノ・カネ・情報」というグ
ループの経営資源が統合され、NTT グループの組織の再統合・独占回帰
をより加速させることにあると考えます。 
総務省殿においては、「NTT 東西に課されているユニバーサルサービス確

保の責務に係る規定、各事業会社に課した累次の公正競争確保のための
措置、事業法により各事業会社に課されている料金規制及び消費者保護
ルール並びに市場支配的な電気通信事業者に対して課されている行為規
制等の趣旨が引き続き確保されるよう、適切な措置を講じ、または NTT フ
ァイナンスに講じさせるとともに、講じた措置の内容について毎年度報告する
ことを要請」しており、NTT グループの組織の再統合・独占回帰に係る懸念
は払拭しきれないものの、公正競争環境は一定程度確保されたものの考え
ます。当該要請に基づき講じた措置の報告については公開し、総務省殿
は、競争事業者も同等のサービスが実施できるようになっているか、また不
当な競争環境が惹起されてないか等の視点から、十分に報告を検証すべ
きです。なお、総務省殿の検証については、判断基準・検証方法も公開す
ることで、外部検証性を確保すべきと考えます。 

ケイ・オプティコム ③「活用業務制度」の是非 
ボトルネック設備を保有する NTT 東西殿に対する活用業務制度は、

NTT殿の独占部門と競争部門を分離して競争を一層促進し、ひいては国
民利便の向上に繋げるという NTT 再編の趣旨をないがしろにするものであ
ることから、本来、同制度については即刻廃止すべきと考えます。 

本来、活用業務制度は、事実上独占となっている NTT 東・西の地域網のオープン化を
徹底させるための措置を NTT 東・西に自主的に講じさせることにより、地域通信市場にお
ける競争を確実に進展させることが、制度導入の条件となっており、その前提として、「お客
様利便性の向上」及び「公正な競争確保」のバランスが図られることが必要とされています。
しかし、NTT 東・西が固定通信市場において圧倒的なシェアを維持している現状に鑑みれ
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特に、届出制への移行後は、全国サービスである NTT東日本殿の「オフ

ィスまるごとサポート」をはじめ、NTT 東西殿によるなし崩し的な業務範囲の
拡大が進行していることから、個々の活用業務に係る手続きについてより一
層の透明性・客観性の確保が求められます。 
よって、総務省殿における検証については、サービス開始時や NTT 東西

殿からの毎年度の報告時に留まらず、サービス開始以降永続的に実施いた
だくことが重要であるのと同時に、当該検証結果については、審議会や競争
政策委員会等の公の場で議論いただくことを要望いたします。 
活用業務について現行の届出制で進めていくにあたっては、過去の個別

の活用業務について、各種措置が適切に講じられているか等を永続的に検
証し、その状況によってはさらなる措置の実施を指導することが必要です。 

ば、公正な競争環境が確保されているとは言えません。 
さらに、2011年 11月に NTT東・西における活用業務制度が認可制から届出制へ規

制緩和されたことによって、活用業務提供の自由度は増し、今後も活用業務としてサービ
スを開始することを繰り返すことで、事業領域を着々と拡大し、NTT 法の趣旨を蔑ろにする
恐れがあります。 
また、現行の運用においては、個々の活用業務に係る届出ごとに、公正競争要件が確

保されているかはチェックされていますが、これまでに届出された活用業務が現在の市場にど
のような影響を及ぼしているかについては検証されていません。 
したがって、総務省においては、同等性の確保やグループドミナンス排除の実効性を担保

し、公正競争環境を確保した上で慎重な運用をするとともに、過去にNTT東・西が届け出
た複数の活用業務についても改めて検証して公正競争を阻害していないか確認すべきと考
えます。 ソフトバンク BB/ソフト

バンクテレコム/ソフト
バンクモバイル 

（キ） 活用業務・目的達成業務制度について 
＜制度全般について＞ 
そもそも活用業務制度は、「事実上独占となっている東・西 NTT の地域

網のオープン化を徹底させるための措置」等を NTT東西殿に自主的に講じ
させることにより、地域通信市場における競争を確実に進展させることが、制
度導入の前提条件の一つであったと認識しています。同制度導入後、数年
間においては、メタルアクセス回線等の開放政策により、ADSL 市場をはじ
めとして、一定の競争が進展しました。しかしながら、IP 網や光アクセス回線
へのマイグレーションが進展している現状においては、NTT-NGN や光アクセ
ス回線の開放が、メタルアクセス回線等と同等の開放に至っていないことか
ら、これまでメタルアクセス回線上でサービスを提供してきた多くの競争事業
者の事業継続が困難なものとなっています。このようにボトルネック設備の開
放が不十分な状況下において、業務範囲を拡大させることは、その市場支
配力をさらに強化するものとなることから、公正競争上、問題を生じさせるこ
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とになると考えます。 
 また 2011 年 11 月末には改正日本電信電話株式会社等に関する法
律（以下、「NTT 法」という。）が施行され、NTT 東・西殿による活用業
務制度が認可制から届出制へと規制緩和されましたが、同法施行後、
2011年 12月 21日に NTT東日本殿から「インターネット接続回線上の
サーバ設備を利用したアプリケーションサービス」が申請されたことを皮切り
に、平成 25 年 8 月 7 日（現在）までに計 9 件もの届出がなされていま
す。認可制時代は、申請数が年間平均 1.2 件であったことを踏まえると、
届出制への移行後は年間平均 5.3件と、実に 4倍以上の申請数となって
おり、届出制への移行をきっかけとして、NTT 東西殿によるなし崩し的な業
務範囲拡大が進行し、公正競争上、さらに大きな問題を生じさせることにな
っていることは明らかです。 
 また、NTT 東西殿の業務範囲の制限は、公正競争確保のため極めて重
要な法的規制であり、子会社を通じさえすれば自由に業務範囲を拡大で
きるというものではないと考えますが、2012年 6月 22日、NTT の新社長
は所信表明において、「NTT 東、西の業務はアクセスビジネスに限定されて
いるが、それ以外は、全くできないわけではない。子会社を通じた形とか、ま
だやっていける余地はあると思う。」（2012年7月2日 通信興業新聞第
1 面）と発言しています。こうした制度を無効化するような行為を示唆して
いることを踏まえると、活用業務制度自体の見直しの時期に入っていると言
わざるを得ません。 
 従って、活用業務制度についてはその制度自体の見直しを開始し、真の
公正競争環境を確保していくため、ボトルネック設備の開放に係る問題及
び独占事業体である NTT グループに係る問題を抜本的に解決することが
必要と考えます。 
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ソフトバンク BB/ソフト
バンクテレコム/ソフト
バンクモバイル 
 

＜ISP業務やモバイル業務への進出について＞ 
2011 年 11 月 17 日公表の「日本電信電話株式会社等に関する法

律施行規則の一部を改正する省令案に対する意見及びその考え方」にお
いて、「ISP 業務やモバイル業務については、電気通信事業の公正な競争
の確保に看過し得ない著しい支障をおよぼすおそれのある事態も容易に想
定される」と総務省殿の考え方が示されています。この点も踏まえ、現状の
法体系の下、NTT東西殿が ISP業務やモバイル業務等を活用業務として
営むことは想定し得ない事態ではありますが、仮に NTT 東西殿にて同種の
業務拡大を企図し、届出がなされたとしても、総務省殿は、すみやかに業
務改善命令等により、当該サービスが提供されないよう対処すべきと考えま
す。 

NTT持株体制下で NTT ドコモや NTT コミュニケーションズなどがモバイル事業、ISP事
業を行っている中、NTT東・西がモバイル事業、ISP事業等に進出することは、NTTグルー
プとしての市場支配力をさらに高めることになり、公正な競争環境を阻害することとなりま
す。このような公正競争上支障があることが明白である NTT 東・西による移動体事業や
ISP事業等への参入については当然禁止すべきと考えます。 

 

ソフトバンク BB/ソフト
バンクテレコム/ソフト
バンクモバイル 

（ア） NTT グループの連携強化 
NTT グループは上述の「NTTID ログインサービス」、「NTT ネット決済」、

「NTT グループカード」や下記で述べている NTT グループ統合請求等を始
めとしたグループ連携を強めており、今後、お客様相談窓口、保守対応、営
業、ＣＳ等の統合による更なるグループ再統合の動きが加速されていく事
態が想定されます。 
こうしたグループ統合施策等については、NTT グループ各社は「お客様の

利便性向上」のためであることを強調していますが、本来公正競争といった
規制は、一事業者の短期的な視点での利便性向上のためにあるのではな
く、広く一般消費者が長期的な視点で利益を享受するためにあるものです。
2014 年を目途として実施する包括的な検証においては、本施策を含めた
各分野での NTT グループの連携強化が競争環境に与える影響等につい
て、総合的に検証を行う必要があると考えます。 

 

NTT グループは、NTT ファイナンスの事例のように請求業務を第三者のグループ会社に
一本化することによって排他的な連携を実施するなど、今後もこのような排他的なグループ
連携が行われる可能性があります。ソフトバンクの意見のとおり、お客様相談窓口、保守対
応、営業、CS 等の統合の他、グループ各社が持つ顧客データベースを統合する等して活
用し、競争事業者がビジネス上組むことがあり得ないケースでの事実上の排他的な連携
等、更なるグループ再統合の動きが加速されていく事態も十分想定されることから、現行の
規制の趣旨が損なわれないよう潜脱の恐れを回避するため、総務省と公正取引委員会が
共同で策定した「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」において支配的
事業者である NTT 東・西、NTT ドコモが自己の関係事業者を排他的に取り扱わないよう
等を規定する等の措置を予め講じるべきと考えます。 
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ソフトバンク BB/ソフト
バンクテレコム/ソフト
バンクモバイル 

（オ） NTT ブランド使用ルール整備 
NTT グループ各社が社名やサービスの一部に「NTT●●」のように

「NTT」等の名称を用いて営業することは、NTT グループによる一体的なサ
ービス提供を想起させるおそれが高いと想定されます。本意見書でも述べさ
せて頂いているとおり、「「NTT」ＩＤログインサービス」や「「NTT」グループカ
ード」といったサービス名称や後述のとおり、株式会社オプティキャスト（以
下、「オプティキャスト」という。）殿が提供する「フレッツ･テレビ」のようにサー
ビスに「フレッツ」等の名称を使用する場合は、利用者がサービスの提供主
体を正しく認識出来ない恐れがあり、利用者保護及び公正競争確保の観
点から問題が生じないよう、「NTT」等のブランド使用に関するガイドライン等
を早急に整備すべきと考えます。 

県域等子会社やNTTグループ各社は、NTT法第８条によって本来使用がNTT持株
及び NTT東・西に限定されている「日本電信電話」＝NTT ブランドを「NTT東日本－○
○」や「NTT○○」のように社名に冠し、NTT 再編時の趣旨に反して公社時代から継承し
たブランド力をグループ全体で使用しています。NTT 持株及び NTT 東・西以外の関連会
社が、「NTT」や NTT のサービスブランドを軸に訴求することは、ユーザに対して実質的に
NTT グループ統一や連携を強く想起させるものであり、総務省においては、法の趣旨を逸
脱して「NTT」ブランドが NTT グループ全体で不適切に利用されていないか検証すべきで
す。 

 

 
 

以 上 
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総務省総合通信基盤局 
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「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」に関し、

別紙のとおり意見を提出します。



意見提出者 該当部分 再意見 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

<現行指定の対象について> 

第一種指定電気通信設備を用いた電気通信サービスについては、

昨年から競争環境に大きな変化はなく、平成25年6月27日に公表され

た「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公

表（平成24年度第4四半期（3月末））」によると、NTT東西殿は固定電話

で76.5％、FTTHで72.5％、0ABJ-IP電話で62.2％のシェアを占め、引き

続き市場支配力を有している状況です。従って、現在指定を受けてい

る第一種指定電気通信設備については、今後も引き続き指定を継続

すべきと考えます。 

【指定電気通信設備規制に対する基本的な考え方】 

・先般の当社意見で述べた通り、第一種指定電気通信設備制度が導

入された当時は、電話の時代であり、他事業者が加入者回線や加入

者交換機を自ら設置して、当社と同等のネットワークを自前構築する

ことは実質的に困難であったことから、他事業者がサービスを提供す

るためには、当社の固定電話網が不可欠であるとして、規制が課され

てきました。 

・しかしながら、ＩＰ・ブロードバンド時代には、他事業者は、ルータ等の

局内装置を自ら設置して独自のＩＰ通信網を構築し、アクセス回線も自

ら敷設、あるいは当社がオープン化して提供するダークファイバ等を

利用してサービス提供しているところであり、当社のＮＧＮをはじめと

するＩＰ通信網に固定電話網のような不可欠性はありません。 

・現に、電力系事業者、ＫＤＤＩ殿、ＣＡＴＶ事業者といった固定系の事業

者だけでなく、ＷｉＭＡＸやＬＴＥ等を用いた移動系の事業者を含め、自

ら設備を構築してサービスを提供する事業者間で熾烈な競争が展開

されており、平成２４年度のＮＴＴ東西のフレッツ光の純増数は７４万で

あるのに対し、ＬＴＥの純増数は約１，８００万、ＷｉＭＡＸの純増数は３

００万、ＮＴＴ東西以外のＦＴＴＨサービスの純増数は８２万となっていま

す。 

・また、ＮＴＴ東西の加入電話契約者数は、平成１０年３月末時点の

ピーク時に約６，３００万でしたが、平成２５年３月末時点では約２，９０

０万へと減少しています。一方、フレッツ光のひかり電話契約者数（ｃｈ

数）は、平成２５年３月末時点で約１，５００万程度であり、加入電話の

ピーク時に比べると約１，９００万ものお客様が、ＮＴＴ東西の固定電

話以外の他社直収電話やＦＴＴＨサービスまたは携帯電話等へ移行し

ＤＳＬ事業者

協議会 

「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表

（平成24年度第4四半期（3月末））」によれば、NTT東西殿はFTTHで

72.5％、0ABJ-IP電話で62.2％のシェアを占めており、市場支配力を維

持している状況に変化はありません。市場支配力を行使する可能性が

ある以上、指定要件及び第一種指定電気通信設備の対象について

は、今後も引き続き継続して競争環境を維持すべきと考えます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

第一種指定電気通信設備の指定の対象は適切と考えます。そのた

め、現在指定されている第一種指定電気通信設備については指定を

継続すべきと考えます。 

イー・アクセス

株式会社 

■ 指定対象の現行維持 

現行指定対象となっているＮＧＮ、光ファイバ、ＷＤＭ装置等につい

ては、ＮＴＴ東西殿より概括的展望が公表され、メタル／ＰＳＴＮから光

／ＮＧＮへのマイグレーションが進展していることを踏まえれば、利用

者、及び競争事業者にとっての不可欠性はさらに高まると考えられる

ため、指定対象の維持が必要と考えます。 

再意見提出者 西日本電信電話株式会社                                                                       （別紙） 
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たものと想定されます。 

・こうした状況は、お客様ご自身が他社サービスのご利用を自由に選

択した結果であり、また、近年の傾向として、スマートフォン等の携帯

電話しか持たないお客様も相当数いらっしゃることも踏まえれば、当

社のＩＰ通信網は、携帯電話も含め、各事業者が提供する多様なネッ

トワークの選択肢の一つに過ぎないと考えます。 

・したがって、今年度の検証にあたっては、このような市場環境・競争

環境を十分に検証し、「不可欠性」のない設備については、早急に第

一種指定電気設備の対象から除外していただきたいと考えます。 

・なお、昨年度の公正競争レビューの検証結果においては、従来の考

え方を踏襲するだけにとどまっていますが、このような市場環境・競争

環境を踏まえた検証が必要と考えます。 

 

【ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網について】 

・先般の当社意見で述べた通り、当社のＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電

話網（以下、ＮＧＮ等）については、以下の観点においてボトルネック

性がないことは明らかです。 

① 他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素材となる線路敷設基盤

やアクセス網は、世界的に最もアンバンドリング／オープン化が進

展しており、また、ＩＰ網の自前構築に必要なルータ等の電気通信

設備は誰でも容易に市中で調達し、自ら設置することが可能であ

るため、他事業者がこれらの設備を組み合わせて当社と同様の

ネットワークを自前構築することは十分可能となっていること。 

② 現に、他事業者は当社のＮＧＮ等に依存することなく、独自のＩＰ網

を構築し、当社に匹敵するブロードバンドユーザを獲得しており、
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当社のＮＧＮ等は各事業者が提供する多様なネットワークの選択

肢の一つに過ぎないこと。具体的には、固定系ブロードバンドサー

ビス市場で見た場合、当社の契約者数シェア（平成２４年度末）は

西日本マクロで５０．１％、府県別では最小で約３８％、ＦＴＴＨ市場

での競争が激しい関西エリアでは、２府４県でシェアが約４２％に

過ぎないこと。 

 また、純増数シェアをエリア別に見ると、西日本マクロで平成２３

年度は６４．４％であったのに対し、平成２４年度では４５．７％まで

低下しており、特にＦＴＴＨ市場での競争が激しい近畿圏では平成

２３年度では約５１．９％であったのに対し、平成２４年度では３９．

７％まで低下していること。 

 更に、移動系ブロードバンドサービスも含めたブロードバンド市

場全体で見た場合、ＮＴＴ東西のシェアはわずか１１．１％程度に

過ぎないこと。 

③ ひかり電話サービスについて、加入電話と代替的なサービス市場

で見た場合、直収電話、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話、ＣＡＴＶ電話、０５０－Ｉ

Ｐ電話の合計に占めるＮＴＴ東西のシェアは約４２％程度（平成２４

年度末）、更に、携帯電話も含めたシェアで見れば８．５％程度（平

成２４年度末）に過ぎないこと。 

 加えて、ＬＩＮＥのユーザ数が全世界で２億ユーザ（平成２５年７

月）を超え、国内だけでも４，５００万以上のユーザが存在するな

ど、コミュニケーション・無料通話アプリケーションによる通信サー

ビスが急拡大する中、従来の電話サービスの代替として、こういっ

たサービスを利用しているお客様が相当数いらっしゃることを踏ま

えると、ひかり電話の実体的なシェアは更に小さくなるものと想定
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されること。 

④ アクセス回線のボトルネック性に起因する影響は、オープン化によ

り遮断されており、他事業者はアクセス回線からの影響を受ける

ことなくネットワークを構築可能であるため、当社のアクセス回線

のシェアが高いか否かは当社のＮＧＮ等自体のボトルネック性の

有無の判断にあたって直接関係がないこと。 

⑤ 主要国において、ブロードバンドサービスのネットワーク部分をア

ンバンドルし、厳格な提供義務が課せられているのは日本だけで

あること。 

・上述のとおり、当社のＮＧＮ等にボトルネック性がないことは明らかで

あり、また、ＩＰ・ブロードバンド時代は、各事業者がそれぞれネット

ワークを構築し、お互いのお客様同士が相互に通信しあう、同じ立場

での接続形態となっており、当社の固定電話網を中継事業者へアク

セス網として貸し出す形態が中心であった電話時代の接続とは大きく

異なっていることから、当社のＮＧＮ等は、第一種指定電気通信設備

の対象から除外していただきたいと考えます。 

 

【局内装置類及び局内光ファイバについて】  

・先般の当社意見で述べた通り、イーサネットスイッチ、メディアコン

バータ、光信号伝送装置（ＯＬＴ）、光局内スプリッタ、ＷＤＭ装置等の

局内装置類については、以下の観点においてボトルネック性がないこ

とは明らかであることから、第一種指定電気通信設備の対象から除

外していただきたいと考えます。   

① 他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素材となる線路敷設基盤

やアクセス網は、世界的に最もアンバンドリング／オープン化が進
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展しており、ＩＰ網の自前構築に必要な当該装置類は誰でも容易に

市中で調達し、自ら設置することが可能であるため、他事業者が

これらの設備を組み合わせて当社と同様のネットワークを自前構

築することは十分可能となっていること。  

② 現に、他事業者は自前の光アクセスと当該装置類を組み合わせ

て、もしくは、当社の光アクセスと当社のコロケーションを利用して

当該装置類を設置し、サービス提供していること。 

③ アクセス回線のボトルネック性に起因する影響は、オープン化によ

り遮断されており、他事業者はアクセス回線からの影響を受ける

ことなくネットワークを構築可能であるため、当社のアクセス回線

のシェアが高いか否かは当社の当該装置類自体のボトルネック

性の有無の判断にあたって直接関係がないこと。 

・なお、当該装置類の全てを第一種指定電気通信設備の対象から除

外するのに時間を要する場合には、少なくとも、他事業者がコロケー

ションできない局舎に設置された局内装置類、中継光ファイバの空き

がない区間に設置されたＷＤＭ装置等に指定対象を限定していただ

きたいと考えます。 

・局内光ファイバについては、他事業者による自前敷設が可能であり、

また、他事業者が計画的に所定の手続・自前工事を行うことで、当社

が局内光ファイバを敷設する場合と同等期間で、当該他事業者も局

内光ファイバを自前敷設できることに鑑み、第一種指定電気通信設

備の対象から除外していただきたいと考えます。 

 

【ＦＴＴＨサービスの戸建て向け屋内配線について】 

・先般の当社意見で述べた通り、戸建て向け屋内配線は、お客様の宅
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内に設置される設備であり、誰もが自由に設置できる設備です。屋内

配線の設置工事は、他事業者も同様に実施することが可能であり、

現に実施していることを鑑みれば、ボトルネック性がないことは明らか

であり、当社の戸建て向け屋内配線を第一種指定電気通信設備から

除外していただきたいと考えます。 

 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

総務省殿は、第一種指定電気通信設備の指定要件について、下記

のとおり、これまでの競争セーフガード制度、または、昨年度の「ブロー

ドバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する意見

及びその考え方」において、特段の事情の変化が認められないとして、

ネガティブリスト方式の採用及び端末系伝送路設備の種別（メタル･光）

を区別しない第一種指定電気通信設備の指定という、これまでの考え

方を踏襲しているところです。 

- 昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証結果では、ネガティ

ブリスト方式の採用がＮＴＴ東西殿による迅速なサービス提供等

に対し重大な支障となっているという事実は認められないとした

ところである。 

- この点については、新たに導入する設備は、アクセス回線と一体

的に機能する蓋然性は高いものと考えられることに加え、競争

セーフガード制度及び本制度において毎年度指定対象設備を検

証していることを踏まえると、現行の指定方法は、「必要以上の

設備を指定電気通信設備として指定することは回避されなけれ

ばならない」とする３月答申の趣旨に反しているものではなく、一

種指定設備制度の趣旨に照らして妥当である。 

- 端末系伝送路設備については、昨年度の競争セーフガード制度

【現行の指定方法の見直しについて】 

・先般の当社意見で述べた通り、殆ど全ての県内設備に事前規制をか

ける現行の第一種指定電気通信設備の指定方法を継続した場合、

健全な競争が繰り広げられているブロードバンド通信市場において

も、サービス開始前に接続約款の認可又は告示改正等の行政手続

が必要となり、また、認可申請前の事前説明にも一定の時間が必要

となるため、お客様に対する新サービスの提供や料金値下げを遅ら

せる原因となり、当社を他事業者との競争上極めて不利な立場に置く

ことになるだけでなく、更なるブロードバンド普及に向けたインフラ整

備や新規サービス開発の芽を摘むことによって、お客様の利便の向

上を妨げることになると考えます。 

・したがって、現行制度の下においては、ＮＴＴ東西のほぼ全ての県内

電気通信設備が、ボトルネック性の有無についての十分な検証がさ

れないままに、ボトルネック性を有するとの蓋然性があるという理由

で、原則として全て指定電気通信設備とされるネガティブリスト方式が

採用されておりますが、本来、規制の対象となる設備は、行政当局が

個別に不可欠性を挙証できた必要最小限のものに限定し、具体的に

列挙する方式（ポジティブリスト方式）を採用すべきと考えます。 
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に基づく検証結果において、メタル・光の種別を区別せずに一種

指定設備として指定することは、①共に利用者から見て代替性

の高いブロードバンドサービスの提供に用いられていること、②

既存の電柱・管路等の共通の線路敷設基盤の上に敷設されて

いること、③実態として東西殿はメタル回線を光ファイバ回線に

更新する際のコスト・手続の両面において優位性を有しているこ

と等に鑑みれば、合理性があると認められるとの考え方を示した

ところである。 

- ボトルネック性の判断に当たり、ブロードバンドに利用されていな

いＣＡＴＶ回線や高速無線アクセス回線については、利用者から

みてメタル回線で提供されるサービスと代替性があるとは必ずし

もいえない点で異なることから、これらを含めて判断することは適

当でない。 

今年度も、例えばFTTH市場について、NTT東西殿の契約数のシェ

アは平成24年度末において、73．4％と依然として高いこと等に鑑み

て、上記考え方を変更すべき特段の状況の変化はみられないことか

ら、引き続き、ネガティブリスト方式の採用と端末系伝送路設備の種別

（メタル･光）を区別しない第一種指定電気通信設備の指定を継続すべ

きです。 

【加入光ファイバについて】 

・先般の当社意見で述べた通り、加入光ファイバについては、以下の

観点においてボトルネック性がないことは明らかであることから、第一

種指定電気通信設備の対象から除外していただきたいと考えます。 

① 指定電気通信設備規制（ボトルネック規制）の根幹となる端末系

伝送路設備については、電柱等ガイドラインに基づく線路敷設基

盤のオープン化や電柱の新たな添架ポイントの開放・手続の簡素

化等により、他事業者が自前の加入者回線を敷設するための環

境が整備された結果、他事業者の参入機会の均等性は確保され

ており、ＩＰ・ブロードバンド市場においては、アクセス区間において

も現に設備競争が進展していること。 

② 現に、光ファイバについては、電力会社殿が当社の約２倍の電柱

を保有しており、電力系事業者殿は相当量の設備を保有する等、

当社と健全な設備競争を展開しており、ＣＡＴＶ事業者殿も、通信

と放送の融合が進む中、電力会社殿や当社の電柱を利用して自

前アクセス回線を敷設し、過去１０年間で契約数を１．８倍の ２，８

６５万世帯（平成２５年３月末。登録に係る有線電気通信設備によ

りサービスを受ける加入世帯数、再送信のみを含む。）に増加さ

せていること。これに関して、平成２２年度の「光の道」構想に関す

る意見募集に際して、ジュピターテレコム殿からも、「ケーブルテレ

ビ事業者は、線路敷設基盤を保有しない状態で、今まで設備競争

を行ってきた。体力のある通信大手キャリアと異なり、規模の小さ

いケーブルテレビ事業者が、一社一社のカバーエリアは狭いなが

らも業界全体で世帯カバー率８８％まで設備を整えられたことは、

電気通信業界において、設備競争をより活発に行うことが可能で

イー・アクセス

株式会社 

■ネガティブリスト方式・端末系伝送路設備の種別（メタル・光）の現行

維持 

ネガティブリスト方式は、競争事業者がボトルネック設備を用いた新

たなサービスを迅速に提供するために必要不可欠であることから、維

持することが必要と考えます。 

また、端末系伝送路設備の種別（メタル・光）については、昨年度の
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検証結果における総務省殿の考え方から、特段の状況変化は見られ

ないため、引き続き種別を区別せずに指定することが必要と考えます。 

あることの証明であると考える。」といった意見も提出されており、

線路敷設基盤を持たなくても、意欲のある事業者であれば、当社

や電力会社の線路敷設基盤を利用して自前ネットワークを構築す

ることは十分可能であること。 

③ 主要国において、加入光ファイバをアンバンドルし、厳格な提供義

務が課せられているのは日本だけであること。 

 これに関して、平成２２年度の「光の道」構想に関する意見募集

に際して、米国電気通信協会殿から、「米国では、高速大容量の

光ファイバー網を構造分離・機能分離・オープン化する規制ではな

く、規制を軽微に留めて設備ベースの競争を促す方針が一貫して

採られています。」、 「このように、日本においては、更なる規制負

担によって高度通信網への設備ベースの投資を阻害するのでは

なく、現存するオープン化規制などの障壁を取り除くことを検討す

る必要があると考えられます。米国には、高度通信網のオープン

化規制が存在しません。」といった意見も提出されていること。 

・なお、現行の固定系の指定電気通信設備規制は、端末系伝送路設

備（メタルと光の区別がない）の５０％以上の使用設備シェアを保有す

る場合には、これと一体として設置される電気通信設備を指定電気通

信設備として規制する仕組みとなっていますが、仮に、今回は、加入

光ファイバが第一種指定電気通信設備の対象から除外されないこと

になったとしても、今後に向けては、既に敷設済のメタル回線と、健全

な設備競争の下で整備されてきた光ファイバの規制を明確に区分し、

個々にそのボトルネック性の有無等の検証を行い、諸外国での規制

の状況なども踏まえながら、規制の要否を判断する必要があると考え

ます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

第一種指定電気通信設備の指定は、指定要件に基づき適切に行わ

れていると理解しております。 

なお、昨年度の検証において適当とされた考え方（※）についても、

変更すべき市場環境の変化は起こっていないと考えます。そのため、

現状どおり、ネガティブリスト方式の維持、メタル・光を区別せずに指定

することを継続すべきと考えます。 

（※）「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度に基づく

検証結果（平成２４年度）」（平成25年3月29日）P18参照 

URL:http://www.soumu.go.jp/main_content/000215708.pdf 
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意見提出者 該当部分 再意見 

・また、その際には、加入光ファイバのボトルネック性の判断にあたっ

て、設備競争における競争中立性を確保する観点から、通信・放送の

融合や移動系ブロードバンドサービスの普及等を踏まえ、ＣＡＴＶ回線

や高速モバイルアクセス等を含めるよう見直すことについて検討して

いただきたいと考えます。 

・更に、現行のシェア基準値（５０％超）による規制は、事業者間のシェ

アが５０％前後で拮抗する場合でも、５０％超か否かで事業者間に規

制上の大きな差が生じる仕組みとなっているため、競争中立性を確保

する観点から、一定のシェアを有する事業者に対する規制の同等性

を確保するよう見直すことについて検討していただきたいと考えます。 

 

ＢＢＩＸ株式会

社 

<現行指定の対象について> 

弊社は東日本電信電話株式会社殿及び西日本電信電話株式会社

殿（以下、あわせて「NTT東西殿」という。）のNGN（以下、「NTT-NGN」

という。）上におけるVNEとして、IPoE方式によるインターネット接続

サービスを提供しています。 

IPoE方式は、NTT-NGNにおいて県単位で相互接続点が設置されて

いるPPPoE方式と異なり、東京及び大阪の2拠点でしか相互接続点が

設置されていないことから、NTT東西殿の県間網の利用が余儀なくさ

れます。また、VNEとの相互接続点に設置されるゲートウェイルータも

同様に利用が必須となっています。 

IPoE方式は、PPPoE方式同様にNTT-NGN上で提供されるインター

ネット接続サービスであり、国民のブロードバンド利用に大きく影響する

こと等を考慮すれば、IPoE接続方式を提供するために利用が不可欠で

あるNTT東西殿の県間網及びゲートウェイルータについても、第一種

・ＩＰｖ６ ＩＰｏＥ方式の提供形態及び費用負担方法については、平成２０

年の検討当初からＩＳＰ事業者と何度も協議を重ね、事業者間で整理

し合意に至ったものであり、以下の理由から現行の費用負担の考え

方を変更する必要はないものと考えます。 

－ＩＰｖ６ ＩＰｏＥ方式については、ＩＳＰ事業者からの要望に基づき新

たに機能開発を行ったものであることから、そのために必要とな

るゲートウェイルータの費用については、網改造料として整理す

ることが適切であること。 

－ＩＰｖ６ ＩＰｏＥ方式で利用する県間網は、ＰＰＰｏＥ方式で利用する

県間網と同じ設備を利用しており、公平性を確保する観点から、

ＰＰＰｏＥ方式と同額の利用料をご負担いただいていること。 

・そもそも、当社のＮＧＮ自体に不可欠性はなく、第一種指定電気通信

設備の対象から除外すべきと考えます。 

また、ＩＰｖ６の実現方式としてＩＰｏＥ方式とＰＰＰｏＥ方式とで選択可能
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意見提出者 該当部分 再意見 

指定電気通信設備として指定し、PPPoE方式と同様の費用負担の考え

方を適用することで、円滑な利用を実現すべきと考えます。 

 

＜相互接続点の分割＞ 

前項で申し上げたとおり、現在IPoE方式の相互接続点は東京及び

大阪の2拠点のみであり、NTT東西殿の本来の業務区域である県単位

での相互接続点は設置されていません。このため、PPPoE方式では可

能であった、ユーザの分布やトラヒックに応じた柔軟な網設計やコスト、

品質の管理ができない状況となっています。従って、ユーザ利便の観

点からもIPoE 方式においても、速やかに県ごとの相互接続点を設置

すべきと考えます。 

になっており、現在、誰もが構築可能で指定設備となっていない県間

網についてまで、第一種指定電気通信設備の対象とすることは不適

切であると考えます。 

 

・相互接続点の増設については、ＩＳＰ事業者と協議を重ね、ＩＰｏＥ方式

の提供開始時点では、多大な費用をかけて全国に数多くの相互接続

点を設置したとしても低廉なサービス提供に支障が生じかねないこと

から、最も効率的でコストが安価となるよう東西それぞれ１ヶ所での接

続とすることで合意してきたところです。 

今後のＩＰｏＥ方式のユーザ規模の拡大等に伴うトラヒック増加を見据

え、集約エリア単位での相互接続点の増設を提案させていただいて

おり、現在、関係事業者と相互接続点の増設数、費用負担について

検討しているほか、その他のトラヒック増大への対応方法についても

協議を行っているところであり、今後の協議の中で解決していきたい

と考えます。 

 

一般社団法

人 テ レ コ ム

サービス協会 

NGNのオープン化はほとんど進んでおらず、従来のアンバンドルに

関する議論の延長ではNGN上でのブロードバンドの利活用の促進は

望めません。新たな枠組みによるNGNのオープン化の議論が必要と考

えます。 

２００８年３月２７日付情報通信審議会答申「次世代ネットワークに係

る接続ルールの在り方について」や、２０１１年１２月２０日付情報通信

審議会答申「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方につ

いて」では、NGNのオープン化によるサービス競争の促進のためのア

ンバンドル化に向けたルールが定められています。しかし、現状では

・当社は、テレコムサービス協会殿からのプラットフォーム機能のオー

プン化要望に対しては、ＮＧＮのサービス開始当初から、ご要望内容

を具体化していただくよう、協議を通じて何度もお願いしてきたところ

です。 

  また、昨年度より、テレコムサービス協会殿と定期的に意見交換の

場を設定し、テレコムサービス協会殿が提供したいサービスを実現す

る上で当社がご協力できること等についてお伺いしているところです

が、現時点、具体的なご要望をいただけていない状況です。 

・当社としては、更なるブロードバンドの普及促進に向けて、大小様々
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意見提出者 該当部分 再意見 

NGN上の新たなサービスはほとんど出現しておらず、従来のルールで

はサービス競争の環境が整わないことが明らかになったと考えます。 

したがって、ブロードバンドの利活用を促進する健全な競争環境を整備

するためには、より大胆なNGNのオープン化施策など新たな対策が必

要と考えます。 

 機能分離は、ブロードバンドの普及とその利活用を促進するための

手段であったはずです。しかし、NGN上でのブロードバンド利活用は、

前項にも示したように必ずしも順調には進んでおらず、以前の「ひかり

の道」議論で得られた「機能分離」の方針も含めて、改めて議論が必要

と考えます。 

なプレイヤーが、多彩なコンテンツ・アプリケーションを自在に提供し

ていくためには、ビジネスベースの自由な取引の下で、通信キャリア

を含めた各プレイヤーがお互いの強み・特徴を活かして、より良い

サービスを創造していくことが必要であると考えています。このため、

当社としては、テレコムサービス協会殿ともそれぞれの強み・特徴を

組み合わせた多彩なサービスの創造に努めていきたいと考えており

ますので、是非とも、ルールの議論に終始せず、具体的なご要望をい

ただきたいと考えます 。 

 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜アンバンドルの在り方について＞ 

日々進化する技術を導入し、通信基盤を強化・進展させることは、情

報通信分野を更に発展させ、国民の生活の更なる利便性向上、経済

活性化等を実現するために非常に重要です。NTT殿におかれまして

は、新しい通信基盤であるNGNに関する研究開発が進められ、世界を

リードしていると認識しておりますが、これは日本国内のみならず世界

の情報通信の発展に多大な貢献をしているものと考えます。 

一方で、新しい技術の導入においては、その利便性や効率性、費用

だけでなく、接続事業者の接続性や公正競争を十分に担保していただ

くことが必要であると考えます。 

例えば、現在、次世代加入者系光ネットワークの実現に向け、各所

で10Gbps級光アクセスネットワークシステムの研究開発が進んでいる

ところですが、一方で、現行とは異なる分岐数での導入等、設備更改

のタイミングで現行方式のように他事業者との接続を前提としない設備

構築がなされ、接続事業者に多大な影響を与える可能性があります。

・当社としても、ブロードバンドを通じた国民生活の利便性向上等に向

け、より多くの接続事業者においても当社のＮＧＮをご利用いただき、

多彩なサービス等を実現していただくことで、我が国のＩＰ・ブロードバ

ンド市場の活性化に貢献したいと考えております。 

・しかしながら、当社が様々な事業者の要望を事前に想定し開発を

行った場合、実際には利用されることのない機能まで開発を行うこと

になりかねず、徒に検討に係る稼動や開発コストが嵩むこととなるた

め、かえって、低廉なサービスの提供に支障を来たすことになり、お

客様の利便性を損ねることになると考えます。 

・したがって、当社としては、ＩＰ・ブロードバンド市場の活性化を図って

いくためには、事業者間で具体的かつ緊密なやりとりを行うことが必

要であると考えており、事業者から具体的な要望があれば真摯に対

応していく考えですが、更に、よりユーザニーズに即した多様なサービ

スを提供していくためには、ビジネスベースの自由な取引の下で、事

業者がお互いの強み・特徴を活かしてサービスを創造できる環境を整
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意見提出者 該当部分 再意見 

NGNの設備更改においては「ブロードバンド普及促進のための環境整

備の在り方（答申）」（2011年12月20日）においても記載のあるとおり、

「現時点では技術的に可能でない場合であっても、その後の段階的な

設備更改を経て対応可能となることがあるという点も留意することが必

要」であると考えます。 

第一種指定電気通信設備として指定がされているＮＧＮは、競争事

業者の接続を前提とした設備とすべきであり、設備更新をする場合は、

事前に関係事業者の意見をこれまで以上に聴取し、接続の容易性へ

の配慮や公正競争の担保が必要であると考えます。 

えていくことが重要と考えます。 

・なお、「第一種指定電気通信設備として指定がされているＮＧＮは、競

争事業者の接続を前提とした設備とすべき」とのご意見については、

ＮＧＮについては、「次世代ネットワークに係る接続ルールの在り方に

ついて」答申（平成２０年３月２７日）において、ＮＧＮにおけるアンバン

ドルが必要な機能は、「フレッツサービス（収容局接続）に係る機能」、

「ＩＰ電話サービス（ＩＧＳ接続）に係る機能」、「イーサネットサービスに

係る機能」、「中継局接続」の４つと整理され、当社は同答申に基づき

各アンバンドル機能を設定したにもかかわらず、 

－一般収容ルータ接続ルーティング伝送機能 

－一般中継ルータ接続ルーティング伝送機能 

－イーサネットフレーム伝送機能 

 については、未だ他事業者による利用実績が皆無であり、このことか

らも、アンバンドル機能については、あくまでも他事業者の具体的な

要望に基づき設定されるべきものと考えます。 

 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜アンバンドルの要件について＞ 

アンバンドル義務の要件としては、①「具体的な要望があること」、②

「技術的に可能であること」、③「過度な経済的負担がないことに留意」

の三点が明確に示されています。NGNにおける公正競争環境の発展

による、ブロードバンドの普及促進を図る観点から、上記アンバンドル

の三つの考え方について、それぞれ以下の観点を踏まえ、NTT東西殿

が適切に対応を行っているかどうかの検証を求めます。 

 

①具体的な要望があること 

・当社は、これまでも、他事業者から具体的な要望があれば、適時適

切に対応してきたところであり、今後も対応していく考えですが、ソフト

バンク殿のアンバンドルの要件に関する意見については、以下のとお

り適切ではないと考えます。 

 

【①具体的な要望があること】 

・「サービス内容や実現手段を提示した場合であっても、『具体的で

はない』とＮＴＴ東西が主張し、協議が年単位で進まない状況が発

生」とのご意見が述べられておりますが、当社は、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電
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意見提出者 該当部分 再意見 

「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方（答申）」

（2011年12月20日）において、「上記機能がアンバンドルされた場合

の「利用ニーズ」という意味での「具体的な要望」は競争事業者から

示されることが適当である。」とあります。しかしながら、弊社は、複

数年前より NTT東西殿と「NGN上での0ABJ-IP電話提供」について

NTT 東西殿の設備・システム構成等を想定した「具体的な要望」を

行っておりますが、弊社が提案した方式での実現が困難である旨

の回答は頂けたものの、その具体的かつ詳細な理由についての説

明はありません。 

このように「具体的な要望」が何か、極めて曖昧であることから、

サービス内容や実現手段を提示した場合であっても、「具体的でな

い」とNTT東西殿が主張し、協議が年単位で進まない状況が発生し

ています。加えて、実現性のある代替案の提案を行うための NGN 

の情報開示若しくはNTT 東西殿からの代替案の提示も頂けない

状況です。 

従って、「具体的な要望」の定義が極めて曖昧であることを考慮

すれば、接続事業者から出される要望については全てアンバンド

ルに関する「具体的な要望」とみなすことが必要と考えます。 

仮に、接続事業者からのアンバンドル要望全てを「具体的な要

望」の対象と出来ない場合は、NTT東西殿が求める「具体的な要

望」を満たすため、NTT 東西殿からの情報開示を義務付ける等の

措置が必要です。 

 

②技術的に可能であること 

『「接続の基本的ルールの在り方について（答申）」（1996年12月

話の提供に関する技術検討に着手する上で必要となる要件を確定

させるため、当初ソフトバンク殿からご提示いただいた要望の不明

確な点について協議等で確認させていただきました。 

その後、ソフトバンク殿から当初の要望とは異なる利用帯域や優先

クラスの種別の仕様に関する新たな要望を受領したことから、当社

において、再度当該要望に関し技術検討に着手する上で必要とな

る要件を確認させていただいた上で、ネットワーク上での実装可否

等について検討してきたところです。 

・また、「提案した方式での実現が困難である旨の回答は頂けたもの

の、その具体的かつ詳細な理由についての説明はありません」 

「実現性のある代替案の提案を行うためのＮＧＮの情報開示若しく

はＮＴＴ東西殿からの代替案の提示も頂けない状況」とのご意見が

述べられていますが、ソフトバンク殿からご提案いただいた方式に

ついては、上述のように、ご要望内容を確認していく中で、当社ネッ

トワーク等に多大な改修が必要となることが明らかになったため、

協議において速やかにその状況をお伝えしております。 

また、この回答の際、当社からは、これまでの協議を通じて確認し

てきた技術仕様等を踏まえ代替案を提示したところであり、現在、

今後の協議において検討を進めていく実現方式について、当社よ

り提示した代替案とするのか等、ソフトバンク殿にご検討いただい

ているところです。 

・このように、当社としては、協議等を通じて技術検討に着手するた

めに必要となる要件の明確化に努めてきたところであり、今回のご

要望については、全く新しい案件であったことから、技術的な要件

を確定していく上で、繰り返し技術仕様の確認・ネットワーク上での
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19日）』において「なお、特定事業者が技術的に実現不可能である

ことを一定期間内に示せない場合には、技術的に可能とみなすこと

が適当である。」との整理がなされた通り、NTT東西殿が技術的に

実現不可能であることを具体的かつ明確に示すべきです。仮に技

術的に実現不可能であることを示す場合であっても、NTT東西殿

は、接続事業者自身が検証し、判断が可能となるように技術仕様

書等を利用した説明を行うこととし、代替提案を行う場合について

は、その代替提案に関する情報提供を行うべきと考えます。 

また、接続事業者から要望する代替方式の提案を行った場合に

は、実現性の検討を行い、その結果として技術仕様書等を利用し

説明を行うとともに、接続事業者との協議を持つことも必要です。 

 

③過度に経済的な負担がないことに留意 

アンバンドルを実現するために必要とする費用であったとしても、

一律に接続事業者負担とするのではなく、本来、基本機能として具

備する機能やNTT東西殿の独自仕様等に起因することで追加発生

する費用等については、その費用負担の在り方については、協議

をもって解決することが必要と考えます。 

また、システム開発の必要性については、その費用対効果、相

互の仕様合理性についても、接続事業者側で検証が行えるよう、

前もって十分な情報開示を実施するとともに、接続事業者自身が

判断し、開発費用等の低減のため提案が行えるよう、NTT東西殿

は実現性に必要な協力を積極的に行うべきです。 

実装可否の検討に時間を要したものです。また、代替案についても

当社から提案しているところであり、ソフトバンク殿からのご指摘は

適切でないと考えます。 

 

・「『具体的な要望』の定義が極めて曖昧であることを考慮すれば、

接続事業者から出される要望については全てアンバンドルに関す

る『具体的な要望』とみなすことが必要」とのご意見については、当

社としては、 

－ただ漠然と機能のアンバンドルを要望されても、どのような機

能をどのように提供すればよいか分からないこと、 

－また様々な事業者の要望を当社が想定して開発を行った場

合、実際には利用されることのない機能まで開発を行うことに

なりかねず、徒に検討に係る稼動コストや開発コストが嵩むこ

ととなること、 

 から、まずは、新たな機能のアンバンドルを要望される事業者が、

どのようなサービスを提供するのか、そのためにはどういった接続

形態でどのような機能が必要なのか等、ご要望内容を具体化いた

だくことが不可欠であると考えます。 

 

【②技術的に可能であること】 

・ソフトバンク殿の「ＮＴＴ東西殿が技術的に実現不可能であることを

具体的かつ明確に示すべきです。仮に技術的に実現不可能である

ことを示す場合であっても、ＮＴＴ東西殿は、接続事業者自身が検

証し、判断が可能となるように技術仕様書等を利用した説明を行う

こと」とのご意見については、当社は、接続事業者からの要望に対
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し、現在も、協議の場等において適時適切に技術的な条件等を提

示して説明しております。 

・「ＮＴＴ東西殿は、（略）代替提案を行う場合については、その代替

提案に関する情報提供を行うべき」とのご意見については、当社で

は接続事業者の通信網やシステム等の技術的な仕様を把握でき

ないことから、当社から接続事業者の具体的な要望を満たす代替

提案をすることは難しいと考えますが、協議等において、具体的な

サービス仕様や技術仕様等の情報をご提供いただければ、代替提

案を検討することも可能と考えます。 

現に、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話の提供に関するソフトバンク殿のご要望に

対しては、これまでの協議を通じて確認してきた技術仕様等を踏ま

え当社から代替提案を提示し、現在、ソフトバンク殿にご検討いた

だいているところです。 

当社としては、今後も、接続事業者から要望があれば、情報提供に

応じていく考えであり、接続事業者においても、当社の検討に必要

となる情報を積極的に提供いただきたいと考えます。 

 

・「接続事業者から要望する代替方式の提案を行った場合には、実

現性の検討を行い、その結果として技術仕様書等を利用し説明を

行うとともに、接続事業者との協議を持つこと」とのご意見について

は、上述のとおり、これまでも、代替提案であるか否かにかかわら

ず、具体的なご要望をいただければ協議に応じ、実現性の検討を

行うとともに、適時適切に技術的な条件等を提示して説明してきた

ところであり、今後も同様に対応する考えです。 
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【③過度に経済的な負担がないことに留意】 

・「（アンバンドルを実現するために必要とする）費用負担のあり方に

ついては、協議をもって解決すること」とのご意見をいただいており

ますが、費用負担の方法については、これまでも協議を行い合意

のうえ負担いただいているところです。なお、個別要望に基づく機

能を基本機能として具備することについては、当該機能を利用しな

い事業者にもコスト負担を強いることとなるため、費用負担の公平

性の観点から、当該機能を要望した接続事業者に、その費用の全

額を負担していただく必要があると考えます。 

 

・また、「（システム開発の必要性については）十分な情報開示を実

施するとともに、接続事業者自身が判断し、開発費用等の低減の

ため提案が行えるよう、ＮＴＴ東西殿は実現性に必要な協力を積極

的に行うべき」とのご意見については、当社としては、これまでも接

続事業者のみが利用されるシステム開発を行う場合には、接続事

業者のご要望をお聞きしながら、その機能や仕様を決定し、それに

係る費用及びその負担方法について十分な説明を行ってきたとこ

ろです。更に、システムの利用に必要な改修内容の説明や情報開

示をより充実させる観点から、 

－接続事業者のご意見・ご要望を考慮のうえ、システム改修内

容を検討するため、年２回、意見交換会を実施すること、 

－システムの運用開始予定時期の原則約６ヶ月前までに、運用

手続の変更内容についてご案内すること、 

 の新たな取組みを昨年度より実施しており、計３回（平成２４年５

月、同１１月及び平成２５年５月）接続事業者への意見交換会を
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行ったところです。また、今後も同様の取り組みを継続していく考え

です。 

 

ＫＤＤＩ株式会

社 

現行のアンバンドル機能の対象は適切と考えます。 

なお、NGNのアンバンドル機能については、設備競争を阻害するよう

なアクセスに関する機能のアンバンドルは不要と考えます。 

・当社のＮＧＮ等、イーサネットスイッチ等の局内装置類、局内光ファイ

バ、加入光ファイバ等については、前述のとおり、第一種指定電気通

信設備の対象から除外していただく必要があると考えますが、仮に引

き続き第一種指定電気通信設備の対象とするのであれば、少なくとも

他事業者による利用実績や実需要がない機能については、早急にア

ンバンドル機能の対象から除外していただく等の対応を行っていただ

きたいと考えます。 

 

【収容局接続機能及び中継局接続機能のアンバンドルについて】 

 

・フレッツサービスに係る機能（一般収容ルータ接続ルーティング伝送

機能・特別収容ルータ接続ルーティング伝送機能）について、特別収

容ルータ接続ルーティング伝送機能の接続料を設定していたものの、

平成１３年から現在に至るまで１２年以上、一般収容ルータ接続ルー

ティング伝送機能の接続料を設定していたものの、平成２１年から現

在に至るまで４年以上、他事業者による利用実績はないことから、ア

ンバンドルの対象から除外していただきたいと考えます。 

・中継局接続に係る機能（一般中継ルータ接続ルーティング伝送機能）

についても、接続料を設定したものの、平成２１年から現在に至るま

で４年以上、他事業者による利用実績はないことから、アンバンドル

の対象から除外していただきたいと考えます。 
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【局内装置類に係る機能のアンバンドルについて】 

 

・光信号伝送装置（ＯＬＴ）は平成１３年より、メディアコンバータ・局内光

スプリッタについては平成１４年より、当社が接続料を設定していたも

のの、平成１３・１４年から現在に至るまで１０年ないし１１年以上、他

事業者による利用実績はないことから、アンバンドルの対象から除外

していただきたいと考えます。 

・イーサネットスイッチに係る接続料（イーサネットフレーム伝送機能）に

ついても、他事業者からの強い接続要望を受け、平成２２年６月に接

続料を設定したものの、同年７月、当該他事業者からの接続申込が

取り下げられ、また現在に至るまで当該他事業者を含む事業者から

の利用要望がないことから、アンバンドルの対象から除外していただ

きたいと考えます。 

 

【端末回線伝送機能のうち下部端末回線による伝送を行う機能（柱上

ＶＤＳＬに係る引込み線区間）に係るアンバンドルについて】 

 

・端末回線伝送機能のうち下部端末回線により伝送を行う機能につい

ては、平成２２年度より接続約款に規定していたにも関わらず、平成２

２年度末をもって利用実績はありません。また、現時点、他事業者か

ら当社に対し具体的な接続要望もないことから、アンバンドルの対象

から除外していただきたいと考えます。 

 

【ＩＰ電話サービスに係る機能のアンバンドルについて】 
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・音声通話に係る接続のように、各事業者がそれぞれネットワークを構

築し、双方の利用者同士が相互に通信を行うためにネットワークと接

続する場合には、各事業者は相互に接続料を支払い合う関係に立つ

ことになります。当社のひかり電話網と他事業者網との接続も、この

ような対等な関係にあるため、当社のひかり電話網のみを第一種指

定電気通信設備とすることはもちろん、ひかり電話サービスに係る機

能（関門交換機接続ルーティング伝送機能）のみをアンバンドルの対

象とすることはバランスを失することになります。 

  したがって、当社のひかり電話網については、前述のとおり、第一

種指定電気通信設備の対象から除外していただく必要があると考え

ますが、仮に引き続き第一種指定電気通信設備の対象とするのであ

れば、当該機能については、早急にアンバンドル機能の対象から除

外していただく等の対応を行っていただきたいと考えます。 

  また、現在、当社のひかり電話網と接続する他事業者網の接続料

の中には、他事業者網の着信ボトルネック性が一因となって、当社よ

りも高い水準の接続料が設定され、事業者間取引のバランスが損な

われる、いわゆる「逆ザヤ問題」が生じている場合があります。 

  当社から当該事業者に対し、当該接続料の妥当性を判断すべく、

協議等で具体的な算定根拠を提示いただくよう再三求めていますが、

当該事業者には全く応じていただけない状況にあることから、「事業

者間協議の円滑化に関するガイドライン」（平成２４年７月２７日）にあ

るとおり、当社から求めがあれば、相手方は合理的な理由なく差が生

じないよう情報開示を行うべきであり、少なくとも、当社と比べ接続料

が高止まりし、その格差が協議事項となっている場合には、当該事業

者には当社と同程度の算定根拠を提示いただき、合理的な説明を
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行っていただきたいと考えます。 

  それでもなお、十分な情報開示をいただけない場合には、総務省殿

において、こうした事業者の接続料について透明性を確保し、接続料

の水準や算定方法の適正性を検証できるよう、算定根拠に係る情報

開示の程度を更に高めるために必要な措置を講じていただきたいと

考えます。 

 

イー・アクセス

株式会社 

■網改造費用、オペレーションシステム開発費の妥当性の検証 

ＮＴＴ東西殿の網改造費用や、ＮＴＴ東西殿のオペレーションシステム

改修案件の開発費用については、現状、金額の妥当性を検証するス

キームがありません。 

これらのコストについては、ＮＴＴ東西殿が網改造料や回線管理運営

費にて全て回収可能であることから、コスト削減インセンティブが機能し

ないことが構造的な問題となっており、その結果、網改造料や回線管

理運営費が高止まりし、競争事業者の事業運営に過度な負担を与え

ることが懸念されます。 

従って、ＩＰ化に伴いネットワークを構成する機器調達が基本的に市

販品にて可能な環境となっている点も踏まえ、例えば、競争事業者の

みが利用する設備やシステムの調達は入札制とするなど、コスト削減

インセンティブが機能し、なおかつ、コストの妥当性が検証可能となる

スキームが必要と考えます。 

なお、システム開発費用については、当該システムをＮＴＴ東西殿の

設備利用部門が利用していないことが、コスト削減インセンティブが機

能しない原因の１つとなっているため、例えば、設備利用部門における

運用変更やシステム更改の際などに合わせて、可能な限り、競争事業

・当社は、効率的な経営を行う観点から、他事業者の要望に基づく網

機能の改修や、オペレーションシステムの改修にあたっては、既存設

備やオペレーションシステムとの親和性等も考慮しつつ、必要最小限

の開発額に留めるよう努めているところです。 

・加えて、当社は、網機能の改修にあたり、他事業者のご要望に基づ

き、双方で仕様を確定した後、改修内容、概算費用等の情報を提示

し、ご理解を頂いた上で、改修に着手させていただいております。 

 また、オペレーションシステムの改修にあたっては、意見交換会（年２

回開催）等の機会を通じて、開発予定（検討中の案件も含む）の内容

について、情報を開示させていただいき、他事業者からのご意見・ご

要望等をヒアリングさせていただき、ご理解を得ながら改修を実施し

ており、他事業者が開発内容の妥当性を検証しやすい環境を整えて

います。 

・したがって、ご意見にあるようなコストの妥当性を検証するための新

たなスキームを導入する必要はないと考えます。   

・なお、「競争事業者と共通のオペレーションシステムを利用することも

有効な対策になる」とのご意見については、他事業者が利用するオペ

レーションシステムについて、オペレーションシステム更改等のタイミ

 20 



意見提出者 該当部分 再意見 

者と共通のオペレーションシステムを利用することも有効な対策になる

と考えます。 

ングを捉え、当社利用部門とハードウェアを共有する等、可能な限り

コスト削減に努めてきているところです。 

・今後も他事業者のご理解が得られるよう、丁寧な説明を行うととも

に、コスト削減に努めていく考えです。 

 

ＫＤＤＩ株式会

社 

第一種指定電気通信設備に関して、以下のような課題があります。 

（略） 

＜コロケーション、中継DF等のリソース不足の解消＞ 

競争事業者がエリア展開や設備更改を行う際、収容局ビルによって

は、コロケーションスペースや中継ダークファイバ、電力設備等の空き

がない等の理由によって、長期間に渡ってNTT東・西の設備を利用で

きない問題が生じています。総務省においては、NTT東・西に対し、長

期間Dランク（利用不可）となっている収容局ビルについて今後の需要

も考慮した上でDランク解消に向けた設備計画を立てさせるよう、措置

を講じるべきです。 

また、前述のとおり、同等性の観点からNTT東・西の利用部門と接

続事業者との間で、全局舎の情報がタイムリーに開示されているか、

接続事業者は、NTT東・西利用部門と同じタイミングで同じ情報を取得

できているか、といった点についても検証が必要と考えます。 

・当社は、これまで、他事業者が必要な設備を設置してサービス提供で

きるよう、コロケーションリソースや中継ダークファイバの有効活用に

向け、過剰なリソースの保留を抑止するためのキャンセルペナルティ

の導入等、適宜必要な取り組みを実施してきたところです。 

・また、コロケーションリソースや中継ダークファイバの空きがないビル

で新たに空きが発生した場合には、速やかに当社ホームページにお

いて開示情報を更新するとともに、希望する他事業者にメール通知を

行う等、情報開示を適切に実施しています。 

・加えて、コロケーションリソースや中継ダークファイバの増設を行う際

には、増設計画を決定後速やかに当社ホームページにおいて増設予

定時期を自主的に開示しており、他事業者の予見性確保に努めてお

ります。更に、平成２４年の情報開示告示改正を踏まえ、平成２５年１

月より、設備撤去等によりコロケーションリソースに空きが発生する場

合に、空きが発生する予定時期が判明した時点で、速やかに当社

ホームページにおいて当該情報を開示する等、更なる予見性確保の

取り組みについても実施しています。  

・当社利用部門と他事業者は、当社ホームページにおいてこれらの情

報を入手しているため、情報の内容や取得可能時期に係る同等性は

確保されていると考えます。 

・なお、「Ｄランク（利用不可）となっている収容局ビルについて今後の

ソネット株式

会社 

■情報公開／情報更新の拡大、ならびに提供情報の精度向上につい

て 

FTTHアクセスサービスやLTEサービスにおいて、その設備や対応エリ

ア等に関する情報の公開／更新・精度が不足していることによって、自

前での工事、マーケティングや営業活動に支障をきたすケースがあり、

下記の事項に関する更なる情報公開の拡大および更新情報の 提供、
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意見提出者 該当部分 再意見 

ならびに情報の精度向上についてご対応いただくよう要望いたします。 

・今後の事業展開を計画する上でＤランクとなっているコロケーショ

ン、中継ダークファイバーなどの設備がいつ増設（解消)されるの

か、に関する設備更改情報（予定時期等）の公開 

需要も考慮した上でＤランク解消に向けた設備計画を立てさせるよ

う、措置を講じるべき」とのご意見が、仮に、ＮＴＴ東西へのＤランクビ

ルでのコロケーションスペースの増設の義務化の要望であるとした場

合、当社は、他事業者に対しコロケーションスペースを増設してまで

貸し出す義務は負っていないものと認識しています。この点、「ブロー

ドバンド普及促進のための環境整備の在り方」答申（平成２３年１２月

２０日）においても、「ＮＴＴ局舎におけるコロケーションスペースの増設

を単純に義務化することはコスト増大につながり、結果としてコロケー

ション料金の上昇として跳ね返る可能性があるため、とるべき措置と

しては必ずしも適当ではない。」とされています。 

 

イー・アクセス

株式会社 

■定格容量値に基づく電気料契約の見直し 

現状、コロケーション電気料は、装置の定格容量値に基づき算定さ

れることから、競争事業者が実際の使用量以上の費用を負担せざるを

得ない状況にあり、結果として、本来ＮＴＴ東西殿が負担すべき金額の

一部を競争事業者が実質的に負担する構造になっていると考えられま

す。 

この状況は、競争事業者に対して過度な負担を与えており、メタル/

ＰＳＴＮから光/ＮＧＮへのマイグレーションに伴い、ドライカッパ電話事

業者やＡＤＳＬ事業者が、コロケーション設備の撤去や集約によるコスト

削減効果を効率的に創出するにあたって、支障となっております。 

従って、ＮＴＴ東西殿は利用実績に近い値で電気料を算定する方法

を検討すると共に、競争事業者から電気料柔軟化スキームの提案が

あった場合には、真摯に検討いただく必要があると考えます。 

・コロケーションに係る電気料については、電力計を設置いただいた上

で、実際の使用電力量に応じた電気料をご負担いただく方法と、仕様

書等に記載されている装置の定格容量値に応じた電気料をご負担い

ただく方法、いずれかの方法から選択いただいているところであり、客

観性・公平性の観点で、従来から適正であると考えております。 

・また、他事業者からの電気料柔軟化のご提案については、これまで

も、他事業者からの具体的な要望にお応えしてきたところであり、今

後も、真摯に検討させていただく考えです。 

ＫＤＤＩ株式会 第一種指定電気通信設備に関して、以下のような課題があります。 ・現在、当社公開情報ホームページにおいて光配線区画の世帯数情
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意見提出者 該当部分 再意見 

社 （略） 

＜光配線区画の適正化＞ 

NTT東・西のシェアドアクセスを利用する形態においては、１局外ス

プリッタあたりの光信号分岐端末回線の収容数向上が、接続事業者の

採算性向上に大きく寄与し、ひいては、光ファイバの公正競争を促進さ

せます。 

光信号分岐端末回線の収容数向上のためには、１光配線区画あた

りの世帯数の適正化が重要な要素であり、平成２４年度の加入光ファ

イバに係る接続料認可の際に、既存の光配線区画とは別に接続事業

者向けに新たな光配線区画を設定すること、及び、戸数が過小な光配

線区画等既存の光配線区画を適宜見直す方向性が示されたところで

す。 

しかしながら、現時点において、弊社で確認したシェアドアクセスを

利用可能な１光配線区画あたりの世帯数は、NTT東日本で約３１世

帯、NTT西日本で約２４世帯程度であり、NTT東・西が主張する平均５

０世帯、４０世帯という水準とはかけ離れた実態となっています。公正

な競争環境を確保し、ユーザーの利便性を向上させるため、速やかに

１光配線区画あたりの世帯数の適正化を実施し、光信号分岐端末回

線の収容数向上を図る必要があります。 

報を提供しているところですが、平成２５年２月時点での既存の光配

線区画あたりの世帯数（※）は３７世帯となっています。 

  また、既存の光配線区画の拡大にあたっては、昨年末より、既存

ユーザがなく、カバー範囲が小さな光配線区画について、河川や鉄道

を跨いでいる等の地理的条件や地下配線区間になっている等の物理

的条件により統合できないケースがあることや、費用対効果等を踏ま

え、隣接する光配線区画と統合する見直しを行ってきたところであり、

今後も、見直し可能な光配線区画があることが判明した段階で、適宜

見直しを行っていく考えです。 

  なお、当社も接続事業者もこの同じ既存の光配線区画の下でシェア

ドアクセスを利用してサービス提供しており、公正競争上の問題はな

いものと考えております。 

・更に、当社は、接続事業者向けの光配線区画について、平成２４年５

月に関係事業者の方々に対して説明会を開催しており、接続事業者

向け光配線区画に係る要望があれば、協議に応じていく考えです。 

・また、光ケーブルの増設時や新規光エリア拡大の際には、新配線方

式を採用し、より広い光配線区画を設定するよう、取り組んでいるとこ

ろです。 

 

（※）光配線区画ごとに、平成１８年１２月以降における加入電話、ＩＳＤ

Ｎ、メタル専用線、メタル宅内保留回線数の合計の最大値としていま

す。 

 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

＜ONUの端末設備化＞ 

現在、NTT-NGNユーザ宅内に設置される光回線加入者側終端装置

・「独占領域であるＯＮＵは、過去１０年間において、金額・機能等に大

きな発展はありません」とのご意見が述べられていますが、ＯＮＵの機
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意見提出者 該当部分 再意見 

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

（ONU）はNTT 東西殿の事業用電気通信回線設備としてNTT東西殿

が設置し、ユーザへレンタル提供しています。NTT東西殿は、過去、

ONUのレンタル代金として月額945円で提供を行っておりましたが、独

占領域であるONUは、過去10年間において、金額・機能等に大きな発

展はありませんでした。ONUの開放の是非については、競争政策や規

制・制度と密接に関わる問題であり、事業者間でのみで結論付けるこ

とは適当ではないことから、先の｢ブロードバンド普及促進のための環

境整備の在り方答申（平成23年12月20日）｣において、「FTTHサービス

におけるONUの開放の是非及びその在り方に関しても、（中略）技術的

課題の整理等、必要な検討を行うことが適当である。」とされていること

からも、速やかにオープンな場で議論を開始すべきと考えます。 

能については、お客様利便の向上の観点から、機器の小型化・省電

力化を進めるとともに、お客様ご自身で容易に設置ができるよう光コ

ンセント等の周辺機器も含め継続的に改良を加えてきております。ま

た、現在、フレッツ光の料金はＯＮＵの利用料を含んだ料金となってお

りますが、フレッツ光の料金は、各種割引等により低廉化してきている

ところであり、実質的にＯＮＵ自体の低廉化も図られているものと考え

ます。 

・また、（ＯＮＵの開放の是非について）「議論を開始すべき」とのご意見

については、以下の理由から、ＯＮＵを端末設備としてエンドユーザに

提供することは適切ではなく、ＯＮＵについては引き続き当社にて提

供させていただく考えです。 

－フレッツ光ネクストファミリータイプ等で利用している、１つの芯線

を最大３２ユーザで共有するＰＯＮ方式については、当社の局舎

内のＯＳＵと各ユーザ宅に設置するＯＮＵが協調して動作してい

ます。 

－具体的には、下りの場合、ＯＳＵは、同一芯線内の全てのお客様

に同一の下り信号を送信し、各ＯＮＵにおいて自分宛以外の不

要な信号を廃棄することで最大３２ユーザでの通信を可能にして

います。また、上りの場合は、各ＯＮＵからリクエスト信号を送出

し、ＯＳＵ側からの指示に従って各ＯＮＵからパケットを送出する

ことで、最大３２ユーザでの通信を可能にしています。 

－このように、ＯＮＵは、ＯＳＵと協調して動作することで、１芯に複

数ユーザのトラヒックを同時に流しても、個々のユーザの通信を

正常に機能させるといったネットワーク設備として果たすべき機

能を実現しております。 

ＢＢＩＸ株式会

社 

＜ONUの端末設備化＞ 

現在、NTT-NGNユーザ宅内に設置される光回線加入者側終端装置

（ONU）はNTT東西殿の事業用電気通信回線設備としてNTT東西殿の

みが提供しています。また、「ONU一体型ルータ」としてルータ機能やIP 

電話のTA機能との一体化を行い、エンドユーザへ提供しています。こ

れらの複数の機能を一体で提供できるのはNTT東西殿のみであり、機

器メーカーやISP等他社が参入することはできません。先般、総務省で

開催された｢IPv6によるインターネットの利用高度化に関する研究会｣

においても、「ONUとHGW一体化の議論を聞いて黒電話を思い出した。

一見すると便利であるが、インターネットはレイヤを分け、様々な機能

を切り離したことで多様性を確保し発展してきた。一体化の件は逆戻り

になるのではないかという懸念を感じた」といった議論がされたこと等

からも、ONUやルータ等の一体的な提供がＮＴＴ東西殿のみ可能であ

る等といった問題について、議論を開始すべきと考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

－仮に、当社以外がＯＮＵを提供した場合には、当社は、正常に動

作するＯＮＵが設置されたか確認することができず、例えば、当

該ＯＮＵを設置したユーザの通信や同一芯線内の他のユーザの

通信が正常に確立しないおそれ、あるいは、あるユーザの通信

を同一芯線内の別のユーザが傍受するおそれ等の問題も生じる

ことになります。 

・また、ＯＮＵと他事業者装置等との一体化のご要望があれば、協議に

応じていく考えです。 

 

株式会社ケ

イ・オプティコ

ム 

ソフトバンク殿の提案に基づくベストエフォート回線を用いた０ＡＢ－

Ｊ番号のＩＰ電話サービスについては、「従来の０ＡＢ－Ｊ番号とは異な

るものであることの利用者への周知の徹底を条件としたもの」とされて

いますが、安定品質が担保されないため、緊急通報が安定的に確立で

きない等により、人命および国民の安心・安全が脅かされ、利用者利

益が著しく損なわれる可能性があります。 

特に、０ＡＢ－Ｊ番号の品質要件については、内閣府規制改革会議

において国際先端テストの対象案件となった「市外局番（０ＡＢ－Ｊ番

号）取得に係る品質要件の見直し」に関して、総務省殿より「規制を維

持する必要性」として以下の見解が示されています。 

（平成２５年５月２７日開催 規制改革会議 第７回創造等ワーキング・

グループ 資料１－４抜粋） 

・我が国の現行制度では、アナログ電話と同等の品質が確保されるＩ

Ｐ電話について、アナログ電話と同じ体系の電話番号（０ＡＢ－Ｊ番

号）を割り当てることとしており、その提供のため、各事業者はさま

ざまな技術を用いて一定の通信品質を維持しているところ 

・ソフトバンク殿のベストエフォート回線を用いた０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話サー

ビスについては、情報通信審議会答申（平成２４年９月２７日）におい

て、安定品質以外の技術基準への適合、定期的な品質測定及び分

析の結果の報告を前提に、実施期間及び実施条件を限定した特例措

置を付した上で、０ＡＢ～Ｊ番号の使用を認めることが適当とされ、平

成２５年５月１日よりサービスの提供が開始されました。 

・しかしながら、当該サービスは、ベストエフォート回線を用いて提供さ

れるサービスであるため、通信パケットのロスが発生すると、現行の０

ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話の通信品質基準が確保されず、災害時優先通信及

び緊急通報呼が繋がらなくなる可能性もあるなど、国民生活に支障を

及ぼす課題を抱えています。 

・また、以下のようなユニバーサルサービスとの関係や競争政策上の

問題も孕んでおり、こうした観点からの議論を早急に行う必要がある

と考えます。 

 

（１）ユニバーサルサービスの在り方について 
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意見提出者 該当部分 再意見 

・仮に、０ＡＢ－Ｊ番号のＩＰ電話の品質要件を廃止等した場合には、

トラフィックの混雑する時間帯や、将来的にトラフィック環境の変化

した場合において、ＩＰ電話による通信品質が適切に確保されず、

支障の生じるおそれがある 

・我が国の０ＡＢ－Ｊ番号のＩＰ電話は、品質、緊急通報の利用、故障

又は損壊の対策等の点において、アナログ電話と同等性が確保さ

れており、そのような保証のない０５０番号のＩＰ電話と明確に区別

されている。ＩＰ電話の番号による識別性が損なわれた場合には、

消費者は提供事業者・提供サービスごとに複雑な判断をしなけれ

ばならなくなることから、品質要件の廃止等は適切ではない 

・あまり知識のないお年寄り等が誤って低い品質のＩＰ電話サービス

を選択してしまうといった問題が頻発する 

また、当該サービスは、昨年の検証結果において、「競争条件を抜

本的に変更するものではない」とされていますが、上記総務省殿見解

にあるとおり、これまで、さまざまな技術を用いて一定の通信品質を維

持するため、相応の設備投資を重ねてきた既存事業者が圧倒的に不

利な競争条件を強いられるばかりか、利用者に対して、当該既存事業

者による最適なサービスの提供が阻害されることは、固定通信市場の

発展が損なわれるものと考えます。 

以上のことから、平成２６年の包括的な検証に向けて、利用者の利

益を著しく損なうことがないか、不公正な競争環境の形成に繋がること

がないかという視点にたって、審議会や競争政策委員会等の公の場で

議論を尽くしていただくことを要望いたします。 

・ソフトバンク殿のサービスは、当社のフレッツ光（ブロードバンド

サービス）上で提供することを前提としているため、ユニバーサル

サービスには該当しませんが、同様の方式で「電話のみメニュー」

が低廉な料金で提供されるようになった場合に、当該メニューがユ

ニバーサルサービスに該当するか否か明確になっていません。 

・仮に、当該メニューがユニバーサルサービスに該当するとされるの

であれば、当社もこれからＰＳＴＮマイグレーションを控えている中

で、ＩＰ電話サービスの提供方法を抜本的に見直さざるを得なくなる

可能性があると考えます。 

・逆に、当該メニューがユニバーサルサービスに該当せず、ユニバー

サルサービスとしては従来どおりの品質を求めるというのであれ

ば、（２）のような競争環境下において、当社はユニバーサルサービ

ス責務を果たすことが困難となる可能性があると考えます。 

・現在、ユニバーサルサービスの維持に係るコストについては、その

一部を基金で補填し、大半をＮＴＴ東西の内部補填により賄ってい

ますが、他事業者が都市部等の競争エリアにおいて、今回の提案

方式によるベストエフォートの０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話サービスを低廉な

料金で提供するようになると、都市部等でのＰＳＴＮユーザの流出

が進み、ＮＴＴ東西の内部補填によるユニバーサルサービスの維持

が困難になることが懸念されます。 

 

（２）ネットワーク利用料の負担の公平性について 

・ソフトバンク殿は、当社のＮＧＮとＩＳＰ接続することで、ルータによる

伝送部分のネットワーク利用料を負担することなく０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電

話サービスを提供されていますが、当社を含む既存の０ＡＢ～Ｊ電
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意見提出者 該当部分 再意見 

話サービス提供事業者は、交換機やルータによる伝送部分のネッ

トワーク利用料（コスト）を負担してサービスを提供しており、同じ０

ＡＢ～Ｊ電話サービスでありながら、ネットワーク利用料（コスト）の

負担の公平性が図られておりません。 

・当社を含む０ＡＢ～Ｊ電話サービス提供事業者からすると、当該コ

ストを他の料金で回収するような見直しは現実的に難しい中で、当

該コストを負担しないベストエフォートでの０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話サービ

スの提供を認めることは、これまでの０ＡＢ～Ｊ電話市場における競

争環境を覆し、現行のＰＳＴＮ並みの品質確保を前提に技術開発・

研究・投資を重ねてきた既存事業者に対して圧倒的に不利な競争

条件を強いるものであり、同じ０ＡＢ～Ｊ電話でありながらネットワー

ク利用料の負担の公平性が図れない等の点について、競争政策

上の観点から検討する必要があるものと考えます。 

 

株式会社ケ

イ・オプティコ

ム 

国民共有の財産である周波数の割当てを受けて事業を営んでいる

二種指定事業者は、電気通信市場全体に与える影響力から鑑みてそ

の公益的役割は大きいことから、二種指定事業者には、モバイル市場

の競争促進に繋がるさらなる規制があって然るべきと考えます。 

総務省殿においては、二種指定制度の規制対象の見直しや「ＳＩＭ

ロック解除に関するガイドライン」の策定等の措置を講じていただいて

いるところですが、現状、モバイル市場におけるＭＶＮＯの契約者はご

く僅か（携帯電話・ＰＨＳの契約数 １億４千万加入に対し、ＭＶＮＯ契約

数は５８０万加入）であり、二種指定事業者あるいは二種指定事業者を

中心とする企業グループによる寡占状態にあります。こうした実態を踏

まえると、二種指定事業者とＭＶＮＯとの間にある競争上の格差は依

・「二種指定事業者には、モバイル市場の競争促進に繋がるさらなる規

制があって然るべき」とのご意見がありますが、以下のとおり、第二種

指定電気通信設備制度に限らず、現行の硬直的な規制により競争を

促進するという考え方は、市場環境の変化に対応しきれないものと考

えます。ＩＰブロードバンド市場の更なる発展のためには、電気通信事

業者と様々なプレイヤーのビジネスベースの自由な取引により、多彩

なサービスを生み出す環境を整えることが重要であると考えます。 

－我が国のＩＰ・ブロードバンド市場を活性化し、グローバル規模の

ＯＴＴプレイヤーだけでなく、大小様々なプレイヤーが、多彩なコ

ンテンツ・アプリケーションを自在に提供できるようにするには、

電気通信事業者と様々なプレイヤーが自由にコラボレーションで
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意見提出者 該当部分 再意見 

然として大きく、このままでは、電気通信市場全体の健全な発展が阻

害されるとともに、モバイル市場の寡占化が著しく進行するものと危惧

します。 

よって、二種指定事業者とＭＶＮＯの不公平な競争条件の是正に向

けては、接続料に関する適正性・透明性の確保が特に重要であり、次

の措置を含め、二種指定制度を一種指定制度並みに厳正化すべきと

考えます。 

・接続約款について、現行の届出制から認可制への移行 

・接続料算定における将来原価方式の導入（ＭＶＮＯの事業予見性

の確保） 

・接続料算定時期に起因する二種指定事業者とＭＶＮＯの原価年度

のずれ解消 

・アンバンドル機能の提供義務化・拡大（すべての二種指定事業者

における同一の接続メニューの提供） 

・二種指定事業者のネットワーク設計値、品質、カバーエリア等につ

いて、ＭＶＮＯに対する情報開示の義務化 

加えて、ＭＶＮＯの参入促進策として、これまでに講じた措置の検証

が必要であるとともに、当該措置の遵守状況に関する監視機能を強化

する観点から、次の点を含めてさらなる措置を講じていただくことを要

望いたします。 

・二種指定事業者に対する「ＳＩＭロック解除に関するガイドライン」の

厳正化 

・周波数割当申請時に示したＭＶＮＯへの提供計画との乖離要因の

検証と、当該検証結果の公表 

きる環境を整えることが重要と考えます。 

－そのためには、電気通信事業者側からも様々なプレイヤーに対

し主体的にコラボレーションを働きかけられる仕組みが必要と考

えますが、ＭＮＯや当社のＩＰネットワークに課されているような硬

直的な料金規制の下では、当該設備を有する電気通信事業者

は自らの強み、特徴を活かして柔軟かつ多様な料金等でアプ

ローチすることが難しく、結果として多彩なコンテンツ・アプリケー

ションの創出の妨げになることから、固定系も含め、事業者間の

取引は自由かつ機動的なビジネスベースの取引に委ねられるべ

きと考えます。 

－なお、諸外国では、こうした市場での事業者間の取引はビジネス

ベースでの取引となっており、接続料金規制は課せられていませ

ん。 

・特に、ＮＴＴグループだけに課されている禁止行為規制は、他事業者

が移動系サービスと特定の固定系サービスを組み合わせたＦＭＣ

サービス等を自由に提供できている中、ＮＴＴグループだけが柔軟に

連携・対応できない状況を生んでおり、ＮＴＴグループのお客様だけが

不利益を被る等お客様利便の向上を阻害していることから、速やかに

見直しまたは撤廃していただきたいと考えます。 

   

ＫＤＤＩ株式会 1992年のNTTドコモ分離や、1999年のNTT再編成時に完全資本分 ・先般の当社意見で述べた通り、情報通信市場は、技術のイノベーショ
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意見提出者 該当部分 再意見 

社 離を避け、持株会社体制によるグループ一体経営の下での分離・分割

に留まった経緯を踏まえれば、その際にNTTドコモやNTT東・西に課さ

れた公正競争要件は極めて厳格に運用される必要があります。さら

に、電気通信事業法においては、市場支配的な電気通信事業者が市

場支配力を濫用することによって、公正な競争環境が損なわれること

を防止するため、特定の事業者に対し不当に優先的に取り扱う等を禁

止する禁止行為規制が課されており、固定市場・モバイル市場におい

てそれぞれ圧倒的な市場支配力を有しているNTT東・西、NTTドコモが

その対象となっています。 

特に、総務省と公正取引委員会が共同で策定した「電気通信事業分

野における競争の促進に関する指針」（以下、「共同ガイドライン」と言

う。）において規定されているとおり、支配的事業者であるNTT東・西、

NTTドコモが「自己の関係事業者のサービスを排他的に組み合わせた

割引サービスの提供を行うこと」等、自己の関係事業者を排他的に取

り扱うことは問題であると考えます。持株会社体制の下では、NTTグ

ループ各社を優先的に取り扱うインセンティブが働くことから、NTT東・

西やNTTドコモのいずれか一方が関連するNTTグループ連携は禁止

行為規制を潜脱するおそれがあると考えます。 

ましてや、禁止行為規制が適用されているNTT東・西とNTTドコモ同

士が直接又は第三者を介し相互に連携することは、これまで有効に機

能してきた公正競争ルールの趣旨に反し、公正競争を著しく阻害する

ことになるため、当然禁止されるべきと考えます。 

そのため、総務省においては、NTTグループによる共同的・一体的

な市場支配力の行使を抑止するよう、禁止行為規制を強化すべきで

す。特に以下の事例について厳格に調査・検証する必要があります。 

ンが非常に早く、移動通信の高速ブロードバンド化の進展、ＦＭＣ市

場の拡大、グローバルプレイヤーによる端末とアプリケーションサー

ビスの一体提供等により、市場環境・競争環境の急激なパラダイムシ

フトが進んでおり、ユーザの選択肢は、固定から移動へ、国内から海

外へ、通信サービスからアプリケーションサービスへといった具合に、

これまでの垣根を越え、個々の必要に応じてそれらの多様なサービス

を自在に使いこなせるようになっています。こうした点で、従来のよう

にサービスを提供する通信事業者がＮＴＴ１社しかなく、アプリケーショ

ンも音声通信サービスしかなかった電話時代とは大きく状況が変わっ

てきています。 

・こうした状況にありながら、今回の公正競争レビューにあたって、これ

までの競争セーフガード制度や接続ルール見直しの議論・答申と同

様に、固定通信と移動通信、通信レイヤと上位レイヤといった、ユー

ザにとっては意味がなくなりつつある区分を前提とした議論を継続し、

当社をはじめとするＮＴＴグループに対し、電話時代を前提とした指定

電気通信設備規制や禁止行為規制といった非対称規制を課し続ける

ことになるとすれば、かかる硬直的な規制によってユーザの利便性が

損なわれるだけでなく、ＩＰ・ブロードバンドサービスの普及拡大にも影

響が及び、ひいてはＩＣＴ利活用の促進や我が国の国際競争力の向

上にとっても障害になると考えます。 

・公正競争レビュー制度の目的であるブロードバンド普及促進を図るた

めには、通信事業者のネットワークサービスのみならず、国内外の

様々なプレイヤーが提供するコンテンツ・アプリケーションサービスま

で含め、情報通信市場全体を俯瞰した議論がなされるべきであり、当

社も含む全てのプレイヤーが他の様々なプレイヤーとの自由なコラボ
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意見提出者 該当部分 再意見 

 

＜NTT東・西とドコモとの直接的な連携又は第三者を介してのグループ

連携＞ 

NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ及びNTTドコモの

電気通信役務の料金請求に係る業務をNTTファイナンスへ移管するこ

とに関しては、2012年3月23日に総務省より上記事業者に対して消費

者保護ルール、料金規制や行為規制等の趣旨を確保するよう要請措

置が出されているとおり、条件を付した内容について公正競争上問題

がないか引き続き厳格な検証を行うことが必要と考えます。本施策に

よりNTTグループ一体化の動きが既成事実化することは問題であり、

今後新たに公正競争上問題のあるNTTグループの統合等に係る施策

が実施されることのないよう、公正競争環境確保の観点からより厳格

なルール運用を行っていくべきです。 

NTTファイナンスの事例は、請求業務を第三者のグループ会社に一

本化することによる排他的な連携の一類型であり、今後もこのような第

三者を介した排他的なグループ連携が行われる可能性があります。さ

らに、グループ各社が持つ顧客データベースを統合する等して活用し、

競争事業者がビジネス上組むことがあり得ないケースでの事実上の排

他的な連携の可能性もあることから、現行の規制の趣旨が損なわれな

いよう、潜脱の恐れを回避するための措置を予め講じるべきです。 

レーション等により、新たなビジネスを迅速に創出できる環境や、多様

で低廉なサービスを迅速に提供できる環境を整備するといった視点で

検討を進めることが重要であると考えます。こうした、原則自由なマー

ケットにおいてこそ、イノベーションによって新たなサービスが創造さ

れ、ユーザ利便が向上していくと考えます。 

・その上で、当社については、従来より事業法等の法令及び各種ガイド

ラインを遵守して事業活動を行っており、また、改正事業法に定めら

れた更なる公正競争環境整備についても、適切な措置を講じており、

公正競争上の問題は特段生じないものと考えていることから、上述の

とおり、ブロードバンドの普及促進を図るためにも、過去の延長線で

今後の競争政策を決定するのではなく、市場環境や競争環境の変化

を十分踏まえて、現行の指定電気通信設備規制や禁止行為規制等

については、改めてその必要性から検証し、実態にそぐわない不要な

規制については速やかに見直しまたは撤廃を行っていただきたいと

考えます。 

 

株式会社ケ

イ・オプティコ

ム 

①ＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収業務の統合 

ＮＴＴファイナンス殿を通じたＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収

業務の統合は、指定電気通信設備規制や禁止行為規制等の公正競

争要件に関する各種規制を形式的にはクリアしつつも、自らの論理に

よってグループ連携を進めていることが根本的な問題であり、市場に
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意見提出者 該当部分 再意見 

おけるＮＴＴシェアの高止まりの主因でもあります。このことは、これまで

積み重ねられてきた、移動体通信業務分離やＮＴＴ再編の趣旨を逸脱

して、なし崩し的にグループの再統合、独占への回帰を図るものです。 

真に公正競争環境を確保するためには、ＮＴＴグループにおける事

業運営上の全ての行為に対して適切かつ抜けのない規制をかけること

が必要であり、総務省殿においては、平成２６年の包括的な検証を待

つことなく、不適切な共同営業行為等がなされることがないよう、適時

適切に措置いただくことが必要です。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

＜県域等子会社によるドコモショップ兼営＞ 

NTT東・西本体から電気通信業務の主たる部分を委託された県域等

子会社が、NTTドコモからの受託によりNTTドコモの携帯電話の販売を

行うこと（併売）は、それぞれの情報の目的外利用や内部相互補助が

行われないとしても固定と移動の実質的に排他的な一体営業であり、

禁止行為に該当する行為と考えます。したがって、県域等子会社によ

るNTTドコモの商品・サービスの取り扱い（ドコモショップの兼営）は禁

止すべきです。 

・県域等子会社への業務委託は、経営効率化の観点から実施している

ものであり、こうした効率化の努力は、お客様サービスの向上や料金

の低廉化を通じ、お客様利便の向上に資するものであると考えており

ます。  

・ドコモショップでのフレッツ商品販売については、ドコモショップを運営

する代理店が、ＮＴＴドコモ殿との代理店契約とは別に、当社との販売

代理店契約に基づきフレッツ光を取扱っているに過ぎず、当社とＮＴＴ

ドコモ殿との間に共同の営業行為はありません。 また、当社とＮＴＴド

コモ殿との共同営業については、排他的なものでない限り、禁止され

るものではないと理解しております。また、当社の県域等子会社によ

るＮＴＴドコモ殿の代理店業務については、当社からの委託業務を実

施する組織とは別の組織において、委託業務とは独立して実施して

おり、更には、顧客情報及び他事業者情報の適正な取り扱いに係る

管理体制の構築を義務付ける等、情報分離のためのファイアー

ウォールを担保するなど、適切な措置を講じていることから、排他的

な一体営業にあたる事例が発生することはございません。  

・当社は、業務改善計画（平成２２年２月２６日）に基づき、接続関連情

イー・アクセス

株式会社 

■県域等子会社等の禁止行為規制対象への追加 

「ドコモショップでのフレッツ商品販売」、「県域等子会社でのドコモ携

帯電話販売」といった事例は、ＮＴＴグループに閉じた排他的な営業連

携であり、本来は禁止されるべきですが、これら事象の発生元が県域

等子会社や業務委託先といった禁止行為規制の適用対象外となって

おり、禁止行為規制がＮＴＴ東西殿、及びＮＴＴドコモ殿の業務実態と乖

離していると考えます。 

このようなＮＴＴ東西殿とＮＴＴドコモ殿の排他的な営業連携や協業に

ついては、共に、指定電気通信設備を持ち、なおかつ、市場シェアがＦ
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意見提出者 該当部分 再意見 

ＴＴＨの７２．５％、携帯電話４３．６％（※１）と高い水準にあることを踏

まえれば、競争事業者が追随できない市場支配力の行使となり、競争

環境を阻害する虞があると考えます。 

なお、ＮＴＴ東西殿に対しては、現状、業務委託先子会社等の監督義

務が課されているところではありますが、２０１３年６月２８日付でＮＴＴ

東西殿より開示された、「禁止行為規定遵守措置等報告書」（以下、禁

止行為規定報告書）の別添資料３によれば、実態として、大半の監督

対象子会社が業務の再委託を行っています。これでは、再委託先や

再々委託先を通じて排他的な連携が行われることも懸念されるため、

業務委託先も含めて抑止する体制が必要と考えます。 

従って、禁止行為規制については、ＮＴＴ東西殿、及びＮＴＴドコモ殿

本体に留まらず、県域等子会社や業務委託先も含めて指定対象とす

ること並びに、制度的な抜け道を抑止するために実施主体に因らず禁

止行為としての該当事例の明確化を図ることが必要と考えます。 

 

報を不適切に取り扱う可能性を排除する厳格な仕組みを構築し、情

報セキュリティの取組みを徹底しているとともに、電気通信事業法の

改正に伴い、県域等子会社への業務委託にあたり、禁止行為防止に

関する責任者の設置や覚書の締結を行う等、反競争的行為が行わ

れる事が無いよう、適切な監督を実施しております。したがって、県域

等子会社を禁止行為規制の対象に追加する必要は無いと考えます。

なお、当社は、監督対象子会社が当社からの受託業務の再委託を行

う場合は、再委託先の選定等について、当社の承諾を義務付けるな

ど、再委託先を通じて反競争的行為が行われないための措置を講じ

ており、再委託先を監督対象に追加すべき等の措置は必要無いと考

えます。 

・むしろ、情報通信市場においては、固定と移動の融合が急速に進展

する中で、お客様の利便性の高いサービスの提供に向け、各事業者

が他の事業者との協業も活用し、活発な事業展開を行っているところ

であり、現に、例えば他社は、特定の事業者の固定通信を利用した場

合にスマートフォンの月額料金を割り引くなど固定とモバイルを組み

合わせた新たなサービスを提供している一方で、ＮＴＴ東西に対して

は、電話時代を前提とした指定電気通信設備規制や禁止行為規制と

いった非対称規制や、往時の競争環境を前提とした累次の公正競争

要件などが課せられており、これにより、お客様の利便性の向上に対

する要請に機動的かつ柔軟に対応できないとなれば、ＮＴＴグループ

のお客様だけが不利益を被ることとなります。   

・したがって、すべての事業者のお客様が多様なサービスの利便性を

制約無く享受し、ブロードバンドサービスの利活用の一層の促進を図

る観点から、現在の規制のうち時代にそぐわないものは撤廃または

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

（ア） ＮＴＴ東西殿の県域等子会社におけるＮＴＴドコモ殿の商品の販

売 

昨年同様、ＮＴＴ東西殿の県域等子会社が株式会社エヌ・ティ・ティ・

ドコモ（以下、「NTTドコモ」という。）殿の携帯電話等の商品について、

ウェブサイト等の広告、取扱いを行っている事象が確認されています

（別添資料１）。NTT東西殿の県域等子会社において、たとえNTT東西

殿の委託業務を実施する組織とは別の独立した組織においてNTTドコ

モ殿の代理店業務を実施していたとしても、NTT東西殿の県域等子会

社において、NTTドコモ殿の携帯電話等の商品の提供・紹介等を行っ

ていることには変わりなく、また、NTT東西殿の県域等子会社におい
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て、競争事業者の商品が当然取り扱われることはないと容易に推察さ

れます。従って、当該行為は、電気通信事業法第30条第3項第2号に

該当する排他的な一体営業を子会社等を通じて潜脱的に実施してい

るものであることから、総務省殿は、検証結果を「注視する」に留まるの

ではなく、監督義務を有するNTT東西殿に対し、問題の是正措置を直

ちに求めるべきであると考えます。 

 

緩和していただきたいと考えます。  

 

ＫＤＤＩ株式会

社 

＜ISPを介したNTT東・西とNTTドコモの連携＞ 

ISPが、NTT東・西のフレッツとNTTドコモの携帯電話の同時加入で、

高額のキャッシュバックを実施している事例がこれまでにも存在してい

たところですが、これは、NTT東・西とNTTドコモの商品・サービスをセッ

トで販売する排他的な一体営業と考えます。 

このような営業活動は、事実上、自己の関係事業者と一体となった

排他的業務に該当するものであり、第三者を介して禁止行為規制を潜

脱する行為と考えます。そのため、総務省においては、直接的な連携

だけでなく第三者を介した間接的な連携についても調査を行い、公正

競争上の問題がないか厳格に検証し、実質的な一体営業が行われな

いように禁止すべきです。 

・ＩＳＰ各社は販売代理店としてフレッツ商品を販売しており、ＩＳＰはＮＴ

Ｔドコモ殿との代理店契約とは別に、当社との販売代理店契約に基づ

きフレッツ光を取扱っているに過ぎず、当社とＮＴＴドコモ殿との間に共

同の営業行為はありません。 また、当社とＮＴＴドコモ殿との共同営

業については、排他的なものでない限り、禁止されるものではないと

理解しております。 

・過年度の競争セーフガード制度において、本件と同趣旨の意見につ

いては、「あくまで販売代理店がＮＴＴ東西との代理店契約によって実

施しているものであり、これをもって直ちに排他性があるとは言えず」

との検証結果が示されているところであり、あらためて検証対象とす

る必要性は乏しいと考えます。 

・そもそも、販売代理店がどの商品を取り扱うか、どのようなキャンペー

ンを行うかは代理店自らの営業戦略として実施されるものであり、公

正競争上の問題が認められないにもかかわらず、こうした代理店の

戦略に結果的に制限をかけることにつながる追加的なルール等は、

代理店各社の経済活動の自由を侵害するものであり、問題であると

考えます。 
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ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

（オ） NTT 116窓口におけるフレッツ光の営業 

NTT東西殿の116窓口において、NTT東西殿が接続業務で取得して

いる顧客情報を基にし、フレッツ光サービスへの勧誘を行うといった不

適切な営業行為（以下、「116勧誘」という。）については、これまで競争

セーフガード制度等において、KDDI株式会社殿や弊社共が指摘してき

たところです。 

NTT東西殿は、116勧誘の発生を防止するために一定の措置を講じ

ているとしていますが、現に当該事象は継続的に生じており※1、問題

は改善されていません。従って、現状の事後チェックとする遵守体制で

は本事案の防止ができていない以上、過去に実施したとされる設備利

用部門からの接続情報の閲覧等を防止するシステム変更についてそ

の実効性を見極める等、問題の発生を防止する措置内容の適正性や

妥当性を再検証すべきと考えます。その上で、更なる追加措置を講じ

ることを含め、問題解消に向けて情報遮断等の遵守体制の是正がなさ

れることを要望します。 

 

※1 Yahoo!BBサポートセンターへ引越しのご連絡があったユーザに実

施したアンケート結果 

調査時期 2011年7月 2012年7月 2013年7月 

回答総数 312件 216件 95件 

 

Q：NTTが提供しているインターネットサービス（フレッツ光）についての

勧誘を受けましたか？ （対象：全アンケート回答者対象者、「不明」回

答除く） 

・当社は接続の業務で知り得た情報の目的外利用や、フレッツサービ

ス等の営業活動において加入電話及びＩＮＳ６４の契約に関して得た

加入者情報であって他事業者が利用できないものを用いることを厳

格に禁じており、研修等により、支店及び県域等子会社の社員等に

徹底を図るなど、適切な措置を講じております。 

・また、業務改善計画（平成２２年２月２６日）に基づき、平成２２年５月

に顧客情報管理システムの改修及び閲覧規制により、１１６における

他社ＤＳＬサービス情報の閲覧を規制するなど、他事業者情報を利用

した営業活動を禁止する措置を講じております。 

・このように、指摘のような不適切な営業が行われないための徹底した

措置を既に講じていることから、新たな措置は不要であると考えま

す。 

・なお、フレッツ光等についてお客様からお問合せがあった場合にご説

明することがありますが、これはお客様の利便性確保を目的に行って

いるものであり、公正競争上の問題はないと認識しております。  
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ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

後述のNTTグループ統合請求等、NTTグループ企業や代理店を介

した事業連携が益々進展しています。当該事象等は、NTT再編時の趣

旨を形骸化させるものである一方、NTT東西殿に対する禁止行為規制

のみでは対処しえない事象であると認識しています。類似の事象を防

止するルール策定の他、2014年をめどに実施される予定の包括検証

に当たっては、特定関係事業者制度が現状では十分に機能していな

いことを踏まえ、脱法的なグループ連携を防止する規制整備等の検討

も行うことが必要と考えます。 

・ＮＴＴファイナンス殿による通信サービス等料金の請求・回収業務の

実施にあたっては、総務省からの「貴社が提供する電気通信役務の

料金等に係る業務をＮＴＴファイナンス株式会社へ移管すること等に

関して講ずべき措置について（要請）」（総基事第３２号 平成２４年３

月２３日）を受け、必要な措置を報告し、これに従って適切な業務運営

を行っているとともに、本年７月に総務省殿に対し報告した措置の内

容をひきつづき徹底し、公正競争の確保について、厳正に対処してい

く考えであることから 更なる検証は不要と考えます。 

・また、当社は、法令等を遵守した事業活動に向けた措置を既に講じて

いることから、特定関係事業者の拡大は必要ないと考えます。 

・むしろ、情報通信市場においては、固定と移動の融合が急速に進展

する中で、お客様の利便性の高いサービスの提供に向け、各事業者

が他の事業者との協業も活用し、活発な事業展開を行っているところ

であり、現に、例えば他社は、特定の事業者の固定通信を利用した場

合にスマートフォンの月額料金を割り引くなど固定とモバイルを組み

合わせた新たなサービスを提供している一方で、ＮＴＴ東西に対して

は、電話時代を前提とした指定電気通信設備規制や禁止行為規制と

イー・アクセス

株式会社 

■特定関係事業者制度の指定対象の見直し 

特定関係事業者制度は、禁止行為規制の適用による対処のみでは

公正競争の確保を十分に担保し得ない場合に、役員兼任の禁止と

いった厳格なファイアーウォール措置を設けるものであり、現在、ＮＴＴ

コミュニケーションズ殿がＮＴＴ東西殿と業務委託関係があることや、共

同営業が行われやすい土壌があることから、指定対象になっていると

理解しております。 

この点を踏まえると、「ドコモショップにおけるフレッツ商品販売」や、

「県域等子会社におけるＮＴＴドコモ殿の携帯電話販売」のように、ＮＴＴ
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ドコモ殿についても県域等子会社や業務委託先を通じて、ＮＴＴ東西殿

と営業連携が行われているところであり、これら事例により、公正競争

環境を阻害する虞があると考えます。 

従って、前述の通り、ＮＴＴ東西殿とＮＴＴドコモ殿の営業連携により、

圧倒的な支配力の行使が懸念される点も考慮し、ＮＴＴドコモ殿を特定

関係事業者に追加することが必要と考えます。 

また、ＮＴＴグループの排他的な連携については、「ＮＴＴファイナンスへ

の料金業務の集約」のように、禁止行為規制や特定関係事業者の適

用対象外である子会社を通じて、業務の集約化を進める事例も存在

し、今後も新たな施策が行われる可能性があります。 

これら事例についても、公正競争の担保が必要であることから、ＮＴ

Ｔグループが新たな業務集約化等を行う場合は、その実施が既成事実

化する以前に、実施の適否について議論すると共に、「ＮＴＴファイナン

スへの料金業務の集約」の際の２０１２年３月２３日付の総務省殿要請

事項のように、禁止行為規制や特定関係事業者制度等の公正競争要

件の趣旨を担保する措置（役員兼任・在籍出向の禁止、情報の目的外

利用防止に必要なファイアーウォール措置等）を予め整理しておく必要

があると考えます。 

いった非対称規制や、往時の競争環境を前提とした累次の公正競争

要件などが課せられており、これにより、お客様の利便性の向上に対

する要請に機動的かつ柔軟に対応できないとなれば、ＮＴＴグループ

のお客様だけが不利益を被ることとなります。 

・したがって、すべての事業者のお客様が多様なサービスの利便性を

制約無く享受し、ブロードバンドサービスの利活用の一層の促進を図

る観点から、現在の規制のうち時代にそぐわないものは撤廃または

緩和していただきたいと考えます。 

 

 

ＫＤＤＩ株式会

社 

特定関係事業者制度の趣旨は、第一種指定電気通信事業者に対し

禁止行為規制の適用による対処のみでは公正競争の確保に十分でな

いと考えられるものについて、特定関係事業者の指定を行うことによ

り、厳格なファイアーウォールを設けるものであり、こうした趣旨の下、

現在NTTコミュニケーションズが第一種指定電気通信事業者である

NTT東･西の特定関係事業者として指定されていると理解しています。 

しかしながら、NTTファイナンスによる統合請求や県域等子会社によ
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るドコモショップ兼営等NTTグループ間の連携が顕在化しており、第一

種指定電気通信事業者と密接に関係がある事業者がこれまで以上に

増えている状況にあることを踏まえると、NTTコムのみならず、NTTドコ

モも特定関係事業者に規定すべきと考えます。 

また、NTTファイナンスについては、昨年の検証結果において、「電

気通信事業者ではないNTTファイナンス等には、現在の事業法におい

ては、特定関係事業者として指定する対象となるものではない。」との

考え方が示されているところですが、NTTファイナンスによる統合請求

の事例については、NTT法、累次の公正競争要件、電気通信事業法

等の趣旨を確保する観点から、NTTファイナンスを介して第一種指定

電気通信事業者と密接に関係のある事業者が連携して反競争的な行

為を未然に防止するために一定の条件が付与されたと理解していま

す。 

これに照らせば、NTTファイナンスも第一種指定電気通信事業者と

密接に関係していると言えることから、特定関係事業者に規定すべき

と考えます。 

なお、今後もコスト効率化の観点等の理由によりNTTファイナンスの

事例のような非電気通信事業者や関連会社等を活用し第一種指定電

気通信事業者であるNTT東・西が関連したグループ連携が行われる可

能性があることは否定できないことから、第一種指定電気通信事業者

が関連している電気通信事業者以外を活用したNTTグループの連携

や業務統合に関係する事業者についても特定関係事業者の対象とす

べきと考えます。 

株式会社エ

ヌ・ティ・ティ・

禁止行為規制の対象となる事業者の指定については、スマートフォ

ンやLTEの普及等によるOTT（Over The Top）主導のグローバル化の

・ＮＴＴドコモ殿の意見に賛同します。先般の当社意見で述べた通り、情

報通信市場は、技術のイノベーションが非常に早く、移動通信の高速
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ドコモ 進展や、移動・固定の連携サービスにより固定側の合従連衡が移動体

市場に影響を与えている状況等を踏まえた見直しが必要であると考え

ます。 

ソフトバンク殿がスプリント・ネクステル殿買収によって売上高で世界

第4位の規模となり、端末や通信設備の調達力が大きく向上すること

や、国内においても当社、KDDI殿、イー・アクセス殿を含めたソフトバン

ク殿の3グループの収益シェアが近接していること、さらには当社は昨

年度においては二度も月次契約数の純減を経験し、年間の純増数に

おいても第3位に甘んじていることや、前述のOTT（Over The Top）など

の様々な上位レイヤーの事業者が提供するプラットフォームサービス

が利用者の支持を得ていることを踏まえれば、当社のみに禁止行為規

制を課す合理性はなく、指定対象について速やかに見直すべきである

と考えます。 

また、KDDI殿のauスマートバリューは、サービス開始後僅か一年余

りで463万契約（2013年7月30日KDDI殿決算発表）に拡大し、KDDI殿の

スマートフォン新規の4割弱を占めるに至っております（同決算発表）。

当社は禁止行為規制により特定の電気通信事業者に対する差別的取

扱いが禁止されているほか、料金業務の移管に伴う総務省殿からの

要請により移動・固定が連携した割引が否定され、事実上提供できな

い状況にあります。移動・固定の連携サービスの利用者満足度が高い

ことを踏まえれば、当社の利用者のみ利便性向上が否定されている状

態は速やかに解消されるべきと考えます。 

スマートフォンやLTEの普及等により、グローバル化が急激に進展

し、OTT（Over The Top）が台頭していることを踏まえれば、国内のネッ

トワークレイヤーだけに着目した規制は見直しが必要であると考えま

ブロードバンド化の進展、ＦＭＣ市場の拡大、グローバルプレイヤーに

よる端末とアプリケーションサービスの一体提供等により、市場環境・

競争環境の急激なパラダイムシフトが進んでおり、ユーザの選択肢

は、固定から移動へ、国内から海外へ、通信サービスからアプリケー

ションサービスへといった具合に、これまでの垣根を越え、個々の必

要に応じてそれらの多様なサービスを自在に使いこなせるようになっ

ています。こうした点で、従来のようにサービスを提供する通信事業

者がＮＴＴ１社しかなく、アプリケーションも音声通信サービスしかな

かった電話時代とは大きく状況が変わってきています。 

・こうした状況にありながら、今回の公正競争レビューにあたって、これ

までの競争セーフガード制度や接続ルール見直しの議論・答申と同

様に、 固定通信と移動通信、通信レイヤと上位レイヤといった、ユー

ザにとっては意味がなくなりつつある区分を前提とした議論を継続し、

当社をはじめとするＮＴＴグループに対し、電話時代を前提とした指定

電気通信設備規制や禁止行為規制といった非対称規制を課し続ける

ことになるとすれば、かかる硬直的な規制によってユーザの利便性が

損なわれるだけでなく、ＩＰ・ブロードバンドサービスの普及拡大にも影

響が及び、ひいてはＩＣＴ利活用の促進や我が国の国際競争力の向

上にとっても障害になると考えます。 

・公正競争レビュー制度の目的であるブロードバンド普及促進を図るた

めには、通信事業者のネットワークサービスのみならず、国内外の

様々なプレイヤーが提供するコンテンツ・アプリケーションサービスま

で含め、情報通信市場全体を俯瞰した議論がなされるべきであり、当

社も含む全てのプレイヤーが他の様々なプレイヤーとの自由なコラボ

レーション等により、新たなビジネスを迅速に創出できる環境や、多様
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す。海外と比べて突出して厳しい規制は、国内の通信キャリアの競争

力のみならず、国内の上位下位レイヤー事業者の競争力をも奪うもの

であり、OTT（Over The Top）の多くが海外勢であることを踏まえると国

際競争力の観点からも、見直しが必要と考えます。 

で低廉なサービスを迅速に提供できる環境を整備するといった視点で

検討を進めることが重要であると考えます。こうした、原則自由なマー

ケットにおいてこそ、イノベーションによって新たなサービスが創造さ

れ、ユーザ利便が向上していくと考えます。 

・その上で、当社については、従来より事業法等の法令及び各種ガイド

ラインを遵守して事業活動を行っており、また、改正事業法に定めら

れた更なる公正競争環境整備についても、適切な措置を講じており、

公正競争上の問題は特段生じないものと考えていることから、上述の

とおり、ブロードバンドの普及促進を図るためにも、過去の延長線で

今後の競争政策を決定するのではなく、市場環境や競争環境の変化

を十分踏まえて、現行の指定電気通信設備規制や禁止行為規制等

については、改めてその必要性から検証し、実態にそぐわない不要な

規制については速やかに見直しまたは撤廃を行っていただきたいと

考えます。 

 

ＫＤＤＩ株式会

社 

＜日本電信電話ユーザ協会（第三者を介したグループ一体営業事例）

＞ 

1976年の公社時代に設立された日本電信電話ユーザ協会は、事実

上、公社時代からの会員基盤をそのまま継承し、NTT再編前の形態の

ままで運用されています。さらに、NTTグループのOBが同協会の役員

に就き、現役のNTT東・西、NTTドコモ、NTTコミュニケーションズの役

員・法人部門の長が、同協会の諮問機関である「評議員会」のメンバー

となっている等、NTTグループが協会運営に直接関与しているものと思

われます。 

また、同協会は、商工会議所や地場企業等の会員に向けて、ブロー

・本件は、「日本電信電話ユーザ協会」の活動に係るものであり、主務

官庁による監督等の定められた規範に則って適正に指導・監督され

ていると認識しています。なお、当社は禁止行為規制に抵触する排他

的な共同営業やセット割引は行っておりません。 
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ドバンドセミナーや講演会等を開催し、NTTグループ各社の商品・サー

ビスの紹介やNTTグループ各社の商品・サービスに係る割引、地場企

業にとって有力な宣伝ツールとなる電話帳（公社時代から継承する顧

客基盤を基に作成）の広告割引等を行っており、NTTグループ各社の

営業の場となっていることが懸念されます。 

このような活動は、自己の関係事業者と一体となった排他的業務に

該当するものであり、第三者を介して禁止行為規制を潜脱する行為と

考えます。そのため、総務省においては、日本電信電話ユーザ協会の

事例のような第三者を介した間接的な連携について調査・検証を行

い、実質的な共同営業が行われないようにすべきです。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告について＞ 

NTT東西殿が2013年6月28日に総務大臣殿に提出した、禁止行為

規定遵守措置等報告書については、昨年度と比して、各種規程等の

内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関連情報を持ち出す場合

の明確化等に加え、公表範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更

は公正競争確保に資するものであり、評価されるべきと考えます。しか

しながら、依然として以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏まえ、NTT東西殿に対する

追加調査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあるものについて

は、必要な措置を講じるべきと考えます。また、現在当該報告書におい

て非公表となっている情報については、すべてが経営情報にあたるも

のとは考えられないため、可能な限り公表する等その範囲について再

度検討が必要と考えます。 

1. 電気通信事業法第31条第3項の規定の遵守のために講じた措置

及びその実施状況に関する事項 

・当社は、監督対象子会社が当社からの受託業務の再委託を行う場

合は、再委託先の選定等について、当社の承諾を義務付けるなど、

再委託先を通じて反競争的行為が行われないための措置を講じてお

り、再委託先を監督対象に追加すべき等の措置は必要無いと考えま

す。 

・また、委託先子会社に対する監督義務については、他の電気通信事

業者に対する規制のバランスや資本関係を通じた指揮命令系統が存

在しない場合の監督規制に関する実効性を総合的に勘案し、私企業

に対する規制を必要最低限のものとし、禁止行為規制の実効性を担

保するという観点から法制化されたものと認識しており、その観点か

らも、現行以上に対象範囲を拡大する必要はないと考えます。 
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イ． (3) 

・ 監督対象子会社のほぼ全てが再委託となっており、潜脱行

為が行われるおそれがある。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

機能分離及び子会社監督規制の導入により、これまで以上に接続

関連情報が厳格に管理され、NTT東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとNTT東・西の利用部門の

手続きの同等性の担保、さらには、子会社におけるNTT東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な取り扱いの防止が徹

底され、公正な競争環境が保たれるようになったことは一定の効果が

あったと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトルネック設備や顧客基盤を

有するNTT東・西のシェアはFTTH契約者数においては72.5％（電気通

信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成24年度

第4四半期（3月末）））と依然として高いシェアを有しているため、機能

分離や子会社監督規制の運用を徹底し、公正な競争環境を確保する

ことが必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離及び子

会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的かつ詳細な

項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言えないため、総務省

においては、NTT東・西に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

○子会社監督関連 

・監督対象子会社による再委託は、事業法等の規制を潜脱する恐

れがあることから再委託先についても監督対象とすべき。 

・再委託先についてもNTT東・西や子会社同様、事業法等の規制を
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潜脱する恐れがあることから、研修や監査を義務付けるべき。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

機能分離及び子会社監督規制の導入により、これまで以上に接続

関連情報が厳格に管理され、NTT東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとNTT東・西の利用部門の

手続きの同等性の担保、さらには、子会社におけるNTT東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な取り扱いの防止が徹

底され、公正な競争環境が保たれるようになったことは一定の効果が

あったと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトルネック設備や顧客基盤を

有するNTT東・西のシェアはFTTH契約者数においては72.5％（電気通

信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成24年度

第4四半期（3月末）））と依然として高いシェアを有しているため、機能

分離や子会社監督規制の運用を徹底し、公正な競争環境を確保する

ことが必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離及び子

会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的かつ詳細な

項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言えないため、総務省

においては、NTT東・西に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

○子会社監督関連 

・監督対象子会社との役員兼任は、事業法等の規制を潜脱する恐

れがあることから禁止すべき。 

・監督対象子会社との役員兼任が規制を潜脱するとの意見の趣旨は

必ずしも明確ではありませんが、当社は、子会社への業務委託を通じ

て、業務の効率化やコスト削減等を実現しており、役員兼任は当該委

託業務をＮＴＴ西日本として責任を持って遂行するためのマネジメント

の一方策として実施しているものです。 

・子会社への業務委託にあたっては、従来より、他事業者情報・お客様

情報の適切な取扱いや目的外利用の禁止について業務委託契約に

規定する等、適切な措置を講じております。また、電気通信事業法の

改正を踏まえ、子会社において反競争的行為が行われる事が無いよ

う、禁止行為防止に関する責任者の設置、覚書の締結、社内規程の

制定、社員研修や点検・監査の実施等、子会社監督のための適切な

措置を講じております。 

・支店等においては、設備部門の業務に加え、設備部門以外の部門の

業務を実施しており、当該支店等の長は当該支店等の業務全般を統

括する必要があります。なお、各支店等では、情報管理責任者の設

置、設備部門と他の部門の間での兼務の禁止（支店長を除く）・居室

の分離、研修の実施、システム利用権限の管理、接続関連情報の提

供管理、委託先管理等の措置を講じていることから、公正競争上の

問題はございません。 

 

ＫＤＤＩ株式会

社 

機能分離及び子会社監督規制の導入により、これまで以上に接続

関連情報が厳格に管理され、NTT東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとNTT東・西の利用部門の
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手続きの同等性の担保、さらには、子会社におけるNTT東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な取り扱いの防止が徹

底され、公正な競争環境が保たれるようになったことは一定の効果が

あったと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトルネック設備や顧客基盤を

有するNTT東・西のシェアはFTTH契約者数においては72.5％（電気通

信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成24年度

第4四半期（3月末）））と依然として高いシェアを有しているため、機能

分離や子会社監督規制の運用を徹底し、公正な競争環境を確保する

ことが必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離及び子

会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的かつ詳細な

項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言えないため、総務省

においては、NTT東・西に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

（略） 

○社内体制関連 

・支店長は設備部門と利用部門の兼任が可能となっているが、事業

法等の規制を潜脱する恐れがあることから、兼任は禁止すべき。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

＜NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告について＞ 

NTT東西殿が2013年6月28日に総務大臣殿に提出した、禁止行為

規定遵守措置等報告書については、昨年度と比して、各種規程等の

内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関連情報を持ち出す場合

の明確化等に加え、公表範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更

は公正競争確保に資するものであり、評価されるべきと考えます。しか

・研修については、公正競争確保、禁止行為防止のための基本的知

識、遵守すべきポイント等を主な内容とし、具体的事例を含めて受講

者の能動的な理解を促進する形式となっているとともに、監督対象子

会社において受託業務に従事する全ての社員等に対して研修を実施

していることから、監督対象子会社において公正競争条件の遵守が

徹底されるために十分な内容となっております。 
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式会社 しながら、依然として以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏まえ、NTT東西殿に対する

追加調査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあるものについて

は、必要な措置を講じるべきと考えます。また、現在当該報告書におい

て非公表となっている情報については、すべてが経営情報にあたるも

のとは考えられないため、可能な限り公表する等その範囲について再

度検討が必要と考えます。 

（略） 

ロ． (1) 

・ 禁止行為に関する規程や公正競争マニュアルは、その詳細

な内容も含め、特定の者の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがあるとはいえないにも関わらず、実

物のみならずその詳細な内容の公開がなされていない。従っ

て、十分な研修内容になっているかの外部検証性が十分に

確保されていない。 

(2) 

・ 集合研修、e-ラーニング等の内容は、特定の者の権利、競争

上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるとはいえ

ないにも関わらず、研修教材の公開がなされておらず、十分

な研修内容になっているかの外部検証性が十分に確保され

ていない。 

・マニュアルや研修教材については、当社の業務に係る内容が記載さ

れており、経営上の秘密に属する情報であるため、公開は適切でな

いと考えます。 

 

ＫＤＤＩ株式会

社 

機能分離及び子会社監督規制の導入により、これまで以上に接続

関連情報が厳格に管理され、NTT東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとNTT東・西の利用部門の

手続きの同等性の担保、さらには、子会社におけるNTT東・西から受
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託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な取り扱いの防止が徹

底され、公正な競争環境が保たれるようになったことは一定の効果が

あったと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトルネック設備や顧客基盤を

有するNTT東・西のシェアはFTTH契約者数においては72.5％（電気通

信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成24年度

第4四半期（3月末）））と依然として高いシェアを有しているため、機能

分離や子会社監督規制の運用を徹底し、公正な競争環境を確保する

ことが必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離及び子

会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的かつ詳細な

項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言えないため、総務省

においては、NTT東・西に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

（略） 

○社内体制関連 

・制定された公正競争等に係るマニュアルや実施された教育研修の

内容については、公開されていないため、内容が事業法等の趣旨

に沿っているのか、また検証が厳格であったのか判断できないこと

から公表すべき。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

機能分離及び子会社監督規制の導入により、これまで以上に接続

関連情報が厳格に管理され、NTT東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとNTT東・西の利用部門の

手続きの同等性の担保、さらには、子会社におけるNTT東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な取り扱いの防止が徹

・点検・監査については、書面、実地の手法を組み合わせて実施してお

り、網羅性、客観性等に配意した、公正競争条件の遵守状況のチェッ

クに十分な内容となっております。 

・監査については、第一種指定電気通信設備の設置・管理・運営の業

務を行う組織や当社のサービスを販売する業務を行う組織等とは別
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意見提出者 該当部分 再意見 

底され、公正な競争環境が保たれるようになったことは一定の効果が

あったと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトルネック設備や顧客基盤を

有するNTT東・西のシェアはFTTH契約者数においては72.5％（電気通

信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成24年度

第4四半期（3月末）））と依然として高いシェアを有しているため、機能

分離や子会社監督規制の運用を徹底し、公正な競争環境を確保する

ことが必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離及び子

会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的かつ詳細な

項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言えないため、総務省

においては、NTT東・西に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

（略） 

○社内体制関連 

（略） 

・監査部門は、被監査部門からの独立性が不明であり、検証結果の

妥当性が不明瞭であることから、第三者による監査を義務付ける

べき。 

・監査にあたっては、実効性を担保するため、書面のみならず、立ち

入り検査等も実施すべき。 

であって、専ら監査業務を実施する専任の部署により実施しており、

その客観性は担保されていることから、第三者による調査等新たな措

置は必要ないと考えます。 

 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

＜NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告について＞ 

NTT東西殿が2013年6月28日に総務大臣殿に提出した、禁止行為

規定遵守措置等報告書については、昨年度と比して、各種規程等の

内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関連情報を持ち出す場合

・設備部門は、本社組織として設備本部（ネットワーク部、サービスマネ

ジメント部、相互接続推進部）があり、別添資料の組織図のとおり、設

備部門以外の部門から独立した組織としています。 また、支店等組

織として地域事業本部及び支店の設備部があります。地域事業本部
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意見提出者 該当部分 再意見 

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

の明確化等に加え、公表範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更

は公正競争確保に資するものであり、評価されるべきと考えます。しか

しながら、依然として以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏まえ、NTT東西殿に対する

追加調査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあるものについて

は、必要な措置を講じるべきと考えます。また、現在当該報告書におい

て非公表となっている情報については、すべてが経営情報にあたるも

のとは考えられないため、可能な限り公表する等その範囲について再

度検討が必要と考えます。 

（略） 

2. 電気通信事業法第31条第5項の規定の遵守のために講じた措置

及びその実施状況に関する事項 

イ． (1) 

・ 本来であれば、昨年の時点で公開されているべきであるが、

機能分離導入前後でどのように部門変更があったのか不明

であり、十分な対処になっているか確認不能。 

の内部組織の基本構成は企画部、設備部、営業部、支店の内部組

織の基本構成は企画部、総務部、設備部、営業部、法人営業部であ

り、設備部門である設備部は、設備部門以外の部門から独立した組

織としています。 

 

・上述した設備部門の組織については、従来「第一種指定電気通信設

備（これと一体として設置される電気通信設備を含む）の設置、管理

及び運営並びにこれらに付随する業務」を実施しているところであり、

改正電気通信事業法の施行に伴い組織の変更は実施しておりませ

ん。 

 なお、平成２４年６月に組織見直しを行った旨、禁止行為規定報告書

に記載していますが、既存の設備部門組織を設備本部の内部組織と

したものであり、機能分離に影響が生じるものではございません。 

 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告について＞ 

NTT東西殿が2013年6月28日に総務大臣殿に提出した、禁止行為

規定遵守措置等報告書については、昨年度と比して、各種規程等の

内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関連情報を持ち出す場合

の明確化等に加え、公表範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更

は公正競争確保に資するものであり、評価されるべきと考えます。しか

しながら、依然として以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏まえ、NTT東西殿に対する

追加調査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあるものについて

・ファイアーウォールについては、情報管理責任者の設置、設備部門と

他の部門の間での兼務の禁止・居室の分離、研修の実施、システム

利用権限の管理、接続関連情報の提供管理、委託先管理等の措置

を講じており、報告書に記載しております。 

・ 規程については、毎年度総務大臣に報告することとされており、総

務省殿において検証可能となっていることや、主な内容を以下のとお

り報告書に記載していることから、接続関連情報の取扱いについての

措置の妥当性の判断は可能であると考えます。 

ⅰ 設備部門の範囲 
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意見提出者 該当部分 再意見 

は、必要な措置を講じるべきと考えます。また、現在当該報告書におい

て非公表となっている情報については、すべてが経営情報にあたるも

のとは考えられないため、可能な限り公表する等その範囲について再

度検討が必要と考えます。 

（略） 

二． 

・ 具体的にどのようなファイアウォールを置いているかを確認

するための「接続関連情報の適正な取扱い等に関する規程」

は、項目のみの公開にとどまっており、接続関連情報の入

手、利用、提供その他の接続関連情報の取扱いについてこ

れを適正なものとするために十分な内容になっているかの外

部検証性が十分に確保されていない。 （規程原本を公開し

た場合、内容の一部を黒塗りにせざる得ない箇所がある可

能性は否定できないが、その全てが「特定の者の権利、競争

上の地位その他正当な利益を害するおそれがある」ものでは

ないと考える。） 

ⅱ 接続関連情報の目的外利用の禁止等 

・社員等の目的外利用の禁止 

・目的外に他の組織の社員等への承認のない提供の禁止 

・委託先への不適正な接続関連情報の提供禁止及び委託先において

不適正に流用されないよう指導すること 

・社外他者への提供の禁止 

ⅲ 接続関連情報を管理するシステムの利用権限の制限、接続関連

情報を入手した社員等及び入手日時等の保存 

ⅳ 設備部門と設備部門以外の部門との間での兼職禁止 

ⅴ 情報管理の体制 

・設備部門における接続関連情報の適正な管理の全社的統括管理責

任者として｢他事業者情報管理責任者｣を置くこと 

・組織ごとに当該組織の情報管理に責任を有する「情報管理責任者」

をはじめ「他事業者情報適正利用監督者」「他事業者情報適正利用

推進者」を置くこと 

ⅵ 他事業者情報管理責任者の責務 

・設備部門の居室と設備部門以外の部門の居室の分離 

・接続関連情報の適正な利用に関する研修の実施 

・接続関連情報の管理の用に供するシステムの利用権限の管理 

・社員等の指導・監督及びその取扱い状況の点検 

・委託先の適切な指導に関する社員等への指導・監督 

ⅶ 接続関連情報の抽出規制 

・顧客情報システムにより、接続関連情報の承認のない抽出の禁止 

ⅷ 是正措置等 

・接続関連情報の取扱いについて、違反その他の問題を発見したとき

ＫＤＤＩ株式会

社 

機能分離及び子会社監督規制の導入により、これまで以上に接続

関連情報が厳格に管理され、NTT東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとNTT東・西の利用部門の

手続きの同等性の担保、さらには、子会社におけるNTT東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な取り扱いの防止が徹

底され、公正な競争環境が保たれるようになったことは一定の効果が

あったと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトルネック設備や顧客基盤を

有するNTT東・西のシェアはFTTH契約者数においては72.5％（電気通
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意見提出者 該当部分 再意見 

信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成24年度

第4四半期（3月末）））と依然として高いシェアを有しているため、機能

分離や子会社監督規制の運用を徹底し、公正な競争環境を確保する

ことが必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離及び子

会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的かつ詳細な

項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言えないため、総務省

においては、NTT東・西に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

（略） 

○社内体制関連 

（略） 

・接続関連情報の適切な取扱い等に関する規程が全て「経営上の

秘密等の観点から非公表」ということでは、競争事業者では措置の

妥当性の判断ができないことから、NDAを結ぶ等の措置を講じるな

どして開示すべき。 

は、速やかに対処すること。 

（なお、接続業務の実施状況の監視に関する規程に基づき、監視部門

にその事実及び対処等を速やかに報告のこと） 

 

ＫＤＤＩ株式会

社 

第一種指定電気通信設備に関して、以下のような課題があります。 

 

＜利用部門と競争事業者とのリードタイム等の同等性確保＞ 

2011年11月に施行された改正電気通信事業法において、NTT東・西

に対し機能分離の実施や子会社等との一体経営への対応が措置され

ました。 

しかしながら、機能分離の実施にあたって遵守すべき行為につい

て、接続事業者とNTT東・西の利用部門との同等性を確保するための

検証項目や指標が充分とは言えないと考えます。 

・当社は電気通信事業法等の法令及び各種ガイドラインを遵守して事

業活動を行っており、第一種指定設備に係るアンバンドル化された機

能は当社利用部門（自社）、接続事業者（他社）が公平に利用可能で

あり、電気通信事業法に定められているとおり、設備構築情報の開示

や、接続に必要となる手続・条件については、接続約款等に規定し、

自社と他社を同等に取り扱っております。 

・具体的には、運用面において、納期回答及び工事日予約等を、当社

利用部門と接続事業者間で同じ設備管理システム及び予約枠の中で

実施しているほか、情報開示においてはコロケーションリソースや中
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意見提出者 該当部分 再意見 

同等性の検証について、例えば、回答納期等の手続きは平均日数

を用い接続事業者とNTT東・西利用部門との同等性を検証していると

ころですが、回答までにかかる日数の分布状況やエリア別等、多角的

な視点から同等性の検証が必要と考えます。また、手続き面のみなら

ず開通に必要な要員配置の同等性や設備構築情報等開示される情報

の内容やタイミングが同等か否かといった運用面での同等性の検証も

実施することが必要と考えます。 

 

機能分離及び子会社監督規制の導入により、これまで以上に接続

関連情報が厳格に管理され、NTT東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとNTT東・西の利用部門の

手続きの同等性の担保、さらには、子会社におけるNTT東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な取り扱いの防止が徹

底され、公正な競争環境が保たれるようになったことは一定の効果が

あったと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトルネック設備や顧客基盤を

有するNTT東・西のシェアはFTTH契約者数においては72.5％（電気通

信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成24年度

第4四半期（3月末）））と依然として高いシェアを有しているため、機能

分離や子会社監督規制の運用を徹底し、公正な競争環境を確保する

ことが必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離及び子

会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的かつ詳細な

項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言えないため、総務省

においては、NTT東・西に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

継ダークファイバの空きがないビルで新たに空きが発生した場合に

は、速やかに開示情報を更新するとともに、希望する事業者にメール

通知を行い、リソース管理や情報開示を適切に実施するなど、当社利

用部門と接続事業者の同等性は確保されているものと考えます。 

・当社は、上述の通り、自社と他社を同等に取り扱っておりますが、改

正電気通信事業法に則り、事前手続を含めた接続事業者との間の手

続（他社手続）、及び、当社設備部門以外の部門との間の手続（当社

手続）に係る申込日、回答日、工事完了日等の全データを記録・保存

し、監視部門により、双方の手続とも接続約款等の規定によるもので

あること及び準ずるものであることを確認し、総務省に報告していま

す。 

・また、自社・他社の手続に係る工事完了までの平均日数等のリードタ

イム及び納期遵守率についても総務省へ報告しており、各メニューと

も自社・他社が同等となっております。リードタイム及び納期遵守率が

同等であることは、接続約款等に規定された手続・条件等について、

自社と他社が同等になっている証左であると考えております。 

・リードタイムの検証方法については、全体の平均日数に差が生じてお

らず同等になっているものと考えており、これ以上新たな措置は不要

と考えます。 

・また、各メニューに関する手続の平均日数等は、当社及び当社から

設備を借り受けている他事業者にとって経営情報に当たるものであ

り、基本的には公表すべきではないと考えます。また、当該情報につ

いては、総務省に報告しており、総務省において検証できる状況に

なっていることから、更なる検証・措置は不要と考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

（略） 

○同等性関連 

・申込から開通までの期間（及び開通要員の配置）の同等性、アンバ

ンドル機能の利用条件の同等性等に関する利用部門と競争事業

者のデータが、比較可能な形で公表されておらず、同等性が確保さ

れているか判断ができないことから、NTT東・西利用部門と接続事

業者とを比較した様々なデータを検証対象とし、公表すべき。 

 現状、例えば、回答納期等の手続きについては平均日数を用いて

同等性を検証しているところ、回答までにかかる日数の分布状況

やエリア別等多角的に同等性を検証すべき。 

・コロケーションや中継ダークファイバの利用ルールや設備構築情報

の扱い、加入電話番号ポータビリティの運用見直しに関する情報に

ついて、同等に情報開示がなされているのか、判断できないことか

ら、当該情報についても検証の対象とすべき。 

また、総務省においては、NTT東・西から総務大臣に毎年度報告さ

れる禁止行為遵守措置等報告書に基づき、第一種指定電気通信設備

をNTT東・西利用部門と接続事業者が利用する場合で一定の同等性

が確保されているかの検証を行っているところですが、規制対象であ

るNTT東・西自らの報告をベースに検証している限り十分な透明性や

外部検証性が確保できないと考えます。そのため、第三者による監査

を導入し、内部の実態を正確に把握した厳格な検証を実施すべきと考

えます。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

＜NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告について＞ 

NTT東西殿が2013年6月28日に総務大臣殿に提出した、禁止行為
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意見提出者 該当部分 再意見 

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

規定遵守措置等報告書については、昨年度と比して、各種規程等の

内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関連情報を持ち出す場合

の明確化等に加え、公表範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更

は公正競争確保に資するものであり、評価されるべきと考えます。しか

しながら、依然として以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏まえ、NTT東西殿に対する

追加調査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあるものについて

は、必要な措置を講じるべきと考えます。また、現在当該報告書におい

て非公表となっている情報については、すべてが経営情報にあたるも

のとは考えられないため、可能な限り公表する等その範囲について再

度検討が必要と考えます。 

（略） 

ト．及びチ(1) 

・ 本項目においては、「手続の実施の経緯及び当該手続に係

る接続の条件」等を求められているのにも係らず、納期にの

み着目したものとなっており、開示情報、手続き手順、使用シ

ステム等が報告対象となっていないため、インプットの同等性

の検証には不十分である。 

・ 納期については平均日数のみしか記載されておらず、異常

値が検出された場合、平均値だけでは比較が困難な場合も

想定される。 （標準偏差、最大値、最小値、中央値等の開示

により、異常値の影響を排除することが可能と考えられる。） 

・ 接続事業者が接続を実施する際は、通常「事前相談」、「事

前照会」や「事前調査」も必要となることから、こうした事前手

続も含めた形で、期間、内容、拒否件数等の比較を行わなけ
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意見提出者 該当部分 再意見 

れば、開通の同等性の検証はできない（「事前相談」等は、個

別のケースに応じてその内容や回答までに要する期間が異

なるが、カテゴリ毎に分別する等により、一定程度の検証性

を持つものと考えられる。） 

（略） 

3. 電気通信事業法第31条第2項の規定の遵守のために講じた措置

及びその実施状況に関する事項 

イ． (1) 

・ 同等性確保の検証のためには、NTT東西殿の各部門におけ

る保有設備を明確にすべきであるが、公表されていない 

 

＜ボトルネック設備利用の同等性＞ 

機能分離の趣旨であるボトルネック設備の同等性の確保のために

は、「インプットの同等性」についても合わせて確保する必要があると考

えます。インプットの同等性については、NTT東西殿自身の内部プロセ

スに踏み込んで整備する必要があるため、総務省殿においても後述の

NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告に加え、以下の項目につ

いても、NTT東西殿利用部門と接続事業者との間において、十分に同

等性が確保されているべきか検証すべきであると考えます。 

・ プロセスの同等性（リードタイム、手続き、貸出条件、フォーマット

等） 

・ 情報の同等性（顧客情報、敷設・工事計画、設備更改等） 

・ システムの同等性（システム連携のインタフェース等） 等、 

イー・アクセス

株式会社 

なお、上記の検証の結果や、本意見書のボトルネック設備利用に係

る各社意見の内容を踏まえて、現行の体制に課題があると認められた
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意見提出者 該当部分 再意見 

場合は、同等性を図るための更なる措置（例えば、システムの物理的

分離等）の実施を検討すべきと考えます。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告について＞ 

NTT東西殿が2013年6月28日に総務大臣殿に提出した、禁止行為

規定遵守措置等報告書については、昨年度と比して、各種規程等の

内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関連情報を持ち出す場合

の明確化等に加え、公表範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更

は公正競争確保に資するものであり、評価されるべきと考えます。しか

しながら、依然として以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏まえ、NTT東西殿に対する

追加調査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあるものについて

は、必要な措置を講じるべきと考えます。また、現在当該報告書におい

て非公表となっている情報については、すべてが経営情報にあたるも

のとは考えられないため、可能な限り公表する等その範囲について再

度検討が必要と考えます。 

（略） 

ト．及びチ(1) 

（略） 

・ 別添10の加入ダークファイバ、DSL、電話等の比較におい

て、NTT東西殿の申込日～回答日がすべて0日となっており、

接続事業者との納期と差異が認められることから、利用シス

テムや申請の手続、申請フォーマット等がNTT東西殿の利用

部門と接続事業者で異なり、同等性が確保できていないおそ

れがある。 

・ラインシェアリングＤＳＬ、ドライカッパ（ＤＳＬ、電話）における、他社手

続（１日）と自社手続（０日）のリードタイムの差分は、他社手続では申

込受付後に設備部門にて名義及び残置メタル有無等の確認作業を

実施しているのに対し、自社手続では残置メタル有無確認のみ行って

いる（名義確認等作業は営業部門が申込時にお客様原簿等により確

認を実施）ことによるものです。 

・仮に、他社手続において、申込後の名義確認作業を省略する方法に

ついて、具体的なご要望があれば、従来から当社よりご提案させてい

ただいた他事業者名義での申込手続の導入等具体的な実現方法や

費用等について協議させていただく考えです。 

・なお、他社手続と当社手続の差については、これらサービスの開通

の期間が約２～３週間程度であることを踏まえると、その中の１日の

差によって公正な競争が阻害されているとはいえず、同等性は確保さ

れているものと考えております。 

 

イー・アクセス ■リードタイムの同等性の検証 
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意見提出者 該当部分 再意見 

株式会社 禁止行為規定報告書別添資料９－２の「①申込日～回答日」の平均

日数を確認すると、ラインシェアリング、ドライカッパ（ＤＳＬ、電話）が１

日であるのに対して、フレッツ・ＡＤＳＬ（利用回線型、契約者回線型）、

加入電話・ＩＮＳネット６４は０日となっております。 

これは、接続事業者が利用する機能とＮＴＴ東西殿の利用する機能

にて、リードタイムの同等性が担保出来ていない可能性があるため、

総務省殿は本事例の原因等について、厳格な検証を行う必要があると

考えます。 

イー・アクセス

株式会社 

加えて、禁止行為規定報告書別添資料１０の納期遵守率について

は、例えば、ＮＴＴ西殿の「光回線設備等に係る情報の提供（光回線設

備の伝送損失及び経過年数調査）」のように５０％に留まるものも存在

するため、遵守率が低い機能についても原因等の調査が必要と考えま

す。 

・他社自社手続において、標準納期を超過した理由については、接続

事業者から一時的に大量に申込まれたこと等によるものとなっており

ます。 

・なお、例示された手続の遵守率が５０％となっているのは、他事業者

から回答時期の指定を受けたこと等によるものですが、調査の総件

数は８件であり、限られた対象の中での５０％という数値のみを取り上

げて議論すべきではないと考えます。 

 

イー・アクセス

株式会社 

■運用状況における外部検証性の確保（以下(５)と共通意見） 

禁止行為規定報告書については、今年度より、新たにラインシェアリ

ング、ドライカッパ、情報開示の手続き等についての平均日数が公表さ

れており、競争事業者がボトルネック設備利用の同等性の状況を把握

する上で大変有意義であると考えます。 

しかしながら、これらの情報はあくまで一部であり、未だその大半が

公表されていないことから、業務委託先子会社等監督、及び機能分離

の運用状況や実効性は、競争事業者にて把握出来ない状況です。 

従って、透明性担保の観点から、総務省殿においては、引き続き、

・当社は、従来より電気通信事業法等の法令及び各種ガイドラインを

遵守してきており、平成２３年１１月３０日施行の改正事業法及び同法

施行規則についても、適切な措置を講じています。また、総務省殿に

報告した「禁止行為規定遵守措置等報告書」（平成２４年６月２９日）

の措置内容については、総務省殿において検証を行い、禁止行為規

制に抵触または潜脱する行為が行われることを防止するための一定

の措置が講じられていること、第一種指定電気通信設備を当社が自

ら利用する場合と他事業者が利用する場合とで一定の同等性が確保

されていることを検証いただいている上、昨年度の措置内容について
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意見提出者 該当部分 再意見 

禁止行為規定報告書の内容の開示を可能な限り推進していただくこと

や、報告内容の検証結果を公表していただく必要があると考えます 

も、検証いただいた措置と同等の措置内容を平成２５年６月２８日に

報告しているところであり、公正競争上の問題は特段生じていないと

考えております。 

・なお、禁止行為規定報告書については、経営上の秘密に属する情報

等を除き公開されており、検証の客観性は担保されていることから、

新たな措置を導入する必要はないと考えます。 

 

イー・アクセス

株式会社 

■日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の見直し 

ＮＴＴグループについては、①公社時代から線路敷設基盤等のボト

ルネック設備、及び加入電話の顧客基盤（約２,８００万契約）を継承し

ており、なおかつ、②ＦＴＴＨの市場シェア７２．５％、０ＡＢＪ光ＩＰ電話の

市場シェア６２．２％、携帯電話の市場シェア４３．６％（※２）とＥＵのＳ

ＭＰ規制における市場支配的地位の判断基準（市場シェア４０％又は５

０％）に照らし合わせても、固定・モバイル双方の市場で支配的な地位

にあることを踏まえれば、グループ各社の排他的な事業連携により、

依然として、競争事業者が追随出来ない巨大な市場支配力が行使さ

れることが懸念されるところです。 

そのような中、これまで、公正競争レビュー制度、及び競争セーフ

カード制度の意見書では、「県域等子会社におけるＮＴＴドコモ殿商品

の販売」、「ドコモショップにおけるフレッツ商品販売」、「ＮＴＴファイナン

スへの料金業務の集約」等の事例により、ＮＴＴグループの組織や業務

形態のリストラクチャリング等に伴う、ＮＴＴグループに係る累次の公正

競争要件の実効性についての課題提起がなされてきております。 

これら課題の根本的な問題については、１９９９年のＮＴＴ再編成当

時においては、ＮＴＴグループが「設備の保守・運用」や、「販売業務」や

・先般の当社意見で述べた通り、情報通信市場は、技術のイノベーショ

ンが非常に早く、移動通信の高速ブロードバンド化の進展、ＦＭＣ市

場の拡大、グローバルプレイヤーによる端末とアプリケーションサー

ビスの一体提供等により、市場環境・競争環境の急激なパラダイムシ

フトが進んでおり、ユーザの選択肢は、固定から移動へ、国内から海

外へ、通信サービスからアプリケーションサービスへといった具合に、

これまでの垣根を越え、個々の必要に応じてそれらの多様なサービス

を自在に使いこなせるようになっています。こうした点で、従来のよう

にサービスを提供する通信事業者がＮＴＴ１社しかなく、アプリケーショ

ンも音声通信サービスしかなかった電話時代とは大きく状況が変わっ

てきています。 

・こうした状況にありながら、今回の公正競争レビューにあたって、これ

までの競争セーフガード制度や接続ルール見直しの議論・答申と同

様に、 固定通信と移動通信、通信レイヤと上位レイヤといった、ユー

ザにとっては意味がなくなりつつある区分を前提とした議論を継続し、

当社をはじめとするＮＴＴグループに対し、電話時代を前提とした指定

電気通信設備規制や禁止行為規制といった非対称規制を課し続ける

ことになるとすれば、かかる硬直的な規制によってユーザの利便性が
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意見提出者 該当部分 再意見 

「料金収納」といった通信の周辺業務を子会社化し、上記事例のよう

に、事業会社が子会社や業務委託先等を通して、営業連携や業務集

約化が行われることを想定していなかったとことが挙げられると考えま

す。 

従って、来年度実施される包括的検証の場では、今後の市場環境

の変化やＮＴＴグループの業務集約化を見据えた検証を行い、公正競

争要件が有効に機能するよう、各種公正競争要件の抵触基準の明確

化や、適用範囲をグループ会社や業務委託先子会社等（非電気通信

事業者を含む）に拡大するといった見直しを行うことが必要と考えま

す。 

 

（※２）電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの

公表（平成24年度第4四半期（3月末）） 

損なわれるだけでなく、ＩＰ・ブロードバンドサービスの普及拡大にも影

響が及び、ひいてはＩＣＴ利活用の促進や我が国の国際競争力の向

上にとっても障害になると考えます。 

・公正競争レビュー制度の目的であるブロードバンド普及促進を図るた

めには、通信事業者のネットワークサービスのみならず、国内外の

様々なプレイヤーが提供するコンテンツ・アプリケーションサービスま

で含め、情報通信市場全体を俯瞰した議論がなされるべきであり、当

社も含む全てのプレイヤーが他の様々なプレイヤーとの自由なコラボ

レーション等により、新たなビジネスを迅速に創出できる環境や、多様

で低廉なサービスを迅速に提供できる環境を整備するといった視点で

検討を進めることが重要であると考えます。こうした、原則自由なマー

ケットにおいてこそ、イノベーションによって新たなサービスが創造さ

れ、ユーザ利便が向上していくと考えます。 

・その上で、当社については、従来より事業法等の法令及び各種ガイド

ラインを遵守して事業活動を行っており、また、改正事業法に定めら

れた更なる公正競争環境整備についても、適切な措置を講じており、

公正競争上の問題は特段生じないものと考えていることから、上述の

とおり、ブロードバンドの普及促進を図るためにも、過去の延長線で

今後の競争政策を決定するのではなく、市場環境や競争環境の変化

を十分踏まえて、現行の指定電気通信設備規制や禁止行為規制等

については、改めてその必要性から検証し、実態にそぐわない不要な

規制については速やかに見直しまたは撤廃を行っていただきたいと

考えます。 

 

ソフトバンクＢ （ア） ＮＴＴグループの連携強化 ・先般の当社意見で述べた通り、情報通信市場は、技術のイノベーショ
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意見提出者 該当部分 再意見 

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

NTTグループは上述の「NTTIDログインサービス」、「NTTネット決

済」、「NTTグループカード」や下記で述べているNTTグループ統合請求

等を始めとしたグループ連携を強めており、今後、お客様相談窓口、保

守対応、営業、ＣＳ等の統合による更なるグループ再統合の動きが加

速されていく事態が想定されます。 

こうしたグループ統合施策等については、NTTグループ各社は「お客

様の利便性向上」のためであることを強調していますが、本来公正競

争といった規制は、一事業者の短期的な視点での利便性向上のため

にあるのではなく、広く一般消費者が長期的な視点で利益を享受する

ためにあるものです。2014年を目途として実施する包括的な検証にお

いては、本施策を含めた各分野でのＮＴＴグループの連携強化が競争

環境に与える影響等について、総合的に検証を行う必要があると考え

ます。 

ンが非常に早く、移動通信の高速ブロードバンド化の進展、ＦＭＣ市

場の拡大、グローバルプレイヤーによる端末とアプリケーションサー

ビスの一体提供等により、市場環境・競争環境の急激なパラダイムシ

フトが進んでおり、ユーザの選択肢は、固定から移動へ、国内から海

外へ、通信サービスからアプリケーションサービスへといった具合に、

これまでの垣根を越え、個々の必要に応じてそれらの多様なサービス

を自在に使いこなせるようになっています。こうした点で、従来のよう

にサービスを提供する通信事業者がＮＴＴ１社しかなく、アプリケーショ

ンも音声通信サービスしかなかった電話時代とは大きく状況が変わっ

てきています。 

・こうした状況にありながら、今回の公正競争レビューにあたって、これ

までの競争セーフガード制度や接続ルール見直しの議論・答申と同

様に、 固定通信と移動通信、通信レイヤと上位レイヤといった、ユー

ザにとっては意味がなくなりつつある区分を前提とした議論を継続し、

当社をはじめとするＮＴＴグループに対し、電話時代を前提とした指定

電気通信設備規制や禁止行為規制といった非対称規制を課し続ける

ことになるとすれば、かかる硬直的な規制によってユーザの利便性が

損なわれるだけでなく、ＩＰ・ブロードバンドサービスの普及拡大にも影

響が及び、ひいてはＩＣＴ利活用の促進や我が国の国際競争力の向

上にとっても障害になると考えます。 

・公正競争レビュー制度の目的であるブロードバンド普及促進を図るた

めには、通信事業者のネットワークサービスのみならず、国内外の

様々なプレイヤーが提供するコンテンツ・アプリケーションサービスま

で含め、情報通信市場全体を俯瞰した議論がなされるべきであり、当

社も含む全てのプレイヤーが他の様々なプレイヤーとの自由なコラボ

 58 



意見提出者 該当部分 再意見 

レーション等により、新たなビジネスを迅速に創出できる環境や、多様

で低廉なサービスを迅速に提供できる環境を整備するといった視点で

検討を進めることが重要であると考えます。こうした、原則自由なマー

ケットにおいてこそ、イノベーションによって新たなサービスが創造さ

れ、ユーザ利便が向上していくと考えます。 

・その上で、当社については、従来より事業法等の法令及び各種ガイド

ラインを遵守して事業活動を行っており、また、改正事業法に定めら

れた更なる公正競争環境整備についても、適切な措置を講じており、

公正競争上の問題は特段生じないものと考えていることから、上述の

とおり、ブロードバンドの普及促進を図るためにも、過去の延長線で

今後の競争政策を決定するのではなく、市場環境や競争環境の変化

を十分踏まえて、現行の指定電気通信設備規制や禁止行為規制等

については、改めてその必要性から検証し、実態にそぐわない不要な

規制については速やかに見直しまたは撤廃を行っていただきたいと

考えます。 

 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

（イ） NTTグループ統合請求 

昨年度より、NTTグループの料金の請求・回収業務等の統合が開始

されています。本施策の問題点は、NTTグループの延べ1億3千万人に

上るユーザ、合わせて8兆円を超える料金債権がNTTファイナンス殿へ

と集約されることであり、また、NTT持株 殿の元に「ヒト・モノ・カネ・情

報」というグループの経営資源が統合され、NTTグループの組織の再

統合・独占回帰をより加速させることにあると考えます。 

総務省殿においては、「ＮＴＴ東西に課されているユニバーサルサー

ビス確保の責務に係る規定、各事業会社に課した累次の公正競争確

・本施策については、現行制度の枠内で、お客様利便の向上と通信

サービス料金の請求・回収業務の効率化を目的として業務運営体制

を見直したものであり、実施自体問題ないと考えます。 

・また、当社は総務省からの「貴社が提供する電気通信役務の料金等

に係る業務をＮＴＴファイナンス株式会社へ移管すること等に関して講

ずべき措置について（要請）」（総基事第３２号 平成２４年３月２３日）

を受け、必要な措置を報告し、これに従って適切な業務運営を行って

いるとともに、本年７月に総務省殿に対し報告した措置の内容をひき

つづき徹底し、公正競争の確保について、厳正に対処していく考えで
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保のための措置、事業法により各事業会社に課されている料金規制

及び消費者保護ルール並びに市場支配的な電気通信事業者に対して

課されている行為規制等の趣旨が引き続き確保されるよう、適切な措

置を講じ、またはＮＴＴファイナンスに講じさせるとともに、講じた措置の

内容について毎年度報告することを要請」しており、NTTグループの組

織の再統合・独占回帰に係る懸念は払拭しきれないものの、公正競争

環境は一定程度確保されたものの考えます。当該要請に基づき講じた

措置の報告については公開し、総務省殿は、競争事業者も同等の

サービスが実施できるようになっているか、また不当な競争環境が惹

起されてないか等の視点から、十分に報告を検証すべきです。なお、

総務省殿の検証については、判断基準・検証方法も公開することで、

外部検証性を確保すべきと考えます。 

あることから 更なる検証は不要と考えます。 

 

株式会社ケ

イ・オプティコ

ム 

その中で、平成２５年７月８日付のＮＴＴ東西殿から総務省への報告

「電気通信役務の料金等に係る業務をＮＴＴファイナンス株式会社へ移

管すること等に関して講ずる措置の報告について」等が総務省殿の

ホームページに公開されていますが、総務省殿において分析・検証が

なされた形跡はありません。ＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収業

務の統合については、総務省殿における判断基準・検証方法の妥当

性についての外部検証性の確保は極めて重要であることから、ＮＴＴグ

ループ各社からの毎年度の報告内容の公表に留まらず、ＮＴＴグルー

プの措置が永続的に有効であるかどうか継続的に監督いただいた上

で、その状況については、審議会・競争政策委員会等を通じて定期的

に議論いただくことを要望いたします。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

（キ） 活用業務・目的達成業務制度について 

＜制度全般について＞ 

・当社はこれまでも、第一種指定電気通信設備規制や、禁止行為規

制、指定電気通信役務規制、業務範囲規制のほか、ＮＴＴ再編成時
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ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

そもそも活用業務制度は、「事実上独占となっている東・西NTTの地

域網のオープン化を徹底させるための措置」等をNTT東西殿に自主的

に講じさせることにより、地域通信市場における競争を確実に進展させ

ることが、制度導入の前提条件の一つであったと認識しています。同

制度導入後、数年間においては、メタルアクセス回線等の開放政策に

より、ADSL市場をはじめとして、一定の競争が進展しました。しかしな

がら、IP網や光アクセス回線へのマイグレーションが進展している現状

においては、NTT-NGNや光アクセス回線の開放が、メタルアクセス回

線等と同等の開放に至っていないことから、これまでメタルアクセス回

線上でサービスを提供してきた多くの競争事業者の事業継続が困難な

ものとなっています。このようにボトルネック設備の開放が不十分な状

況下において、業務範囲を拡大させることは、その市場支配力をさらに

強化するものとなることから、公正競争上、問題を生じさせることになる

と考えます。 

また2011年11月末には改正日本電信電話株式会社等に関する法

律（以下、「NTT法」という。）が施行され、NTT東・西殿による活用業務

制度が認可制から届出制へと規制緩和されましたが、同法施行後、

2011年12月21日にNTT東日本殿から「インターネット接続回線上の

サーバ設備を利用したアプリケーションサービス」が申請されたことを

皮切りに、平成25年8月7日（現在）までに計9件もの届出がなされてい

ます。認可制時代は、申請数が年間平均1.2件であったことを踏まえる

と、届出制への移行後は年間平均5.3件と、実に4倍以上の申請数と

なっており、届出制への移行をきっかけとして、NTT東西殿によるなし

崩し的な業務範囲拡大が進行し、公正競争上、さらに大きな問題を生

じさせることになっていることは明らかです。 

の公正競争要件等の各種法令・ガイドラインを遵守し、公正競争の確

保に努めてまいりました。また、活用業務を営むにあたっては、引き続

き「ＮＴＴ東西の業務拡大に係る公正競争ガイドライン」等を遵守し、公

正競争の確保に努めていく考えです。 

・この活用業務制度は、平成１３年のＮＴＴ法改正により、県内／県間

の区分のないインターネット時代に対応した低廉で多様なサービスと

いった技術革新による新しい技術可能性の増大に対応した新たな

サービスの提供を可能とする等の観点から制度化され、当社はこれ

までＩＰ電話サービスの県間役務等に係る料金設定や、フレッツサー

ビスの県間役務提供等について、認可を得て実施してまいりました。 

・その間において、情報通信市場は、技術のイノベーションが非常に早

く、モバイル化、ブロードバンド化が大きく進展し、端末やコンテンツ・

アプリケーションの市場拡大と通信との一体的サービス提供が進展

するとともに、サービスやプレイヤーのグローバル化が急激に進むな

ど、活用業務制度の導入時点と比べ、大きなパラダイムシフトが進展

してきております。 

・当社は、これまでも光サービスを世界に先駆けて本格展開し、ブロー

ドバンドの普及に全力で取り組んでまいりましたが、ブロードバンドの

一層の普及に向けては、広く社会・経済・国民生活の中でＩＣＴの利活

用を推進していくことが重要であり、そのためには情報通信市場のパ

ラダイム変化を十分踏まえ、従来の電話を前提とした規制等を見直

し、ＩＰブロードバンド市場において各事業者が自由に事業展開を行う

ことができる環境の整備が必要と考えます。 

・したがって、活用業務制度の運用にあたっては、お客様の利便性向

上・ＩＣＴ利活用の促進のためにも、スピーディーかつ安定的なサービ
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また、NTT東西殿の業務範囲の制限は、公正競争確保のため極め

て重要な法的規制であり、子会社を通じさえすれば自由に業務範囲を

拡大できるというものではないと考えますが、2012年6月22日、NTTの

新社長は所信表明において、「NTT東、西の業務はアクセスビジネスに

限定されているが、それ以外は、全くできないわけではない。子会社を

通じた形とか、まだやっていける余地はあると思う。」（2012年7月2日 

通信興業新聞第1面）と発言しています。こうした制度を無効化するよう

な行為を示唆していることを踏まえると、活用業務制度自体の見直し

の時期に入っていると言わざるを得ません。 

従って、活用業務制度についてはその制度自体の見直しを開始し、

真の公正競争環境を確保していくため、ボトルネック設備の開放に係

る問題及び独占事業体であるNTTグループに係る問題を抜本的に解

決することが必要と考えます。 

ス提供が可能となるよう運用いただくとともに、これまでの市場の変化

を見極めつつ、適宜、柔軟な見直しを実施していただきたいと考えま

す。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

＜活用業務＞ 

本来、活用業務制度は、事実上独占となっているNTT東・西の地域

網のオープン化を徹底させるための措置をNTT東・西に自主的に講じ

させることにより、地域通信市場における競争を確実に進展させること

が、制度導入の条件となっており、その前提として、「お客様利便性の

向上」及び「公正な競争確保」のバランスが図られることが必要とされ

ています。しかし、NTT東・西が固定通信市場において圧倒的なシェア

を維持している現状に鑑みれば、公正な競争環境が確保されていると

は言えません。 

さらに、2011年11月にNTT東・西における活用業務制度が認可制か

ら届出制へ規制緩和されたことによって、活用業務提供の自由度は増

し、制度改定後１年半でNTT東・西で計8件の届出がなされ、今後も活
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用業務としてサービスを開始することを繰り返すことで、事業領域を

着々と拡大する恐れがあります。 

また、現行の運用においては、個々の活用業務に係る届出ごとに、

公正競争要件が確保されているかはチェックされていますが、これまで

に届出された活用業務が現在の市場にどのような影響を及ぼしている

かについては検証されていません。 

NTT東・西は、競争に与える影響が小さく見える小規模な活用業務

を徐々に届け出ることで、公社時代から引き継いだ「ボトルネック設備」

と「顧客基盤」を用いて他の領域へのレバレッジを利かせる懸念があり

ます。実際に、IP電話サービスの県間伝送等に係る料金設定について

は、市場規模が小さく、影響が少ないとの判断から法人向けIP電話

サービス（平成15年10月）が認可され、その後、集合住宅向けIP電話

サービス（平成16年7月）、戸建向けIP電話サービス（平成17年1月）が

立て続けに認可された結果、NTT東・西のひかり電話の市場シェアは

一時期75％を超えるまでに急激上昇し、公正競争上大きな影響を及ぼ

した経緯があります。 

したがって、総務省においては、同等性の確保やグループドミナンス

排除の実効性を担保し、公正競争環境を確保した上で慎重な運用をす

るとともに、過去にNTT東・西が届け出た複数の活用業務についても改

めて検証して公正競争を阻害していないか確認すべきです。 

株式会社株

式会社ケイ・

オプティコム

ティコム 

③「活用業務制度」の是非 

ボトルネック設備を保有するＮＴＴ東西殿に対する活用業務制度は、

ＮＴＴ殿の独占部門と競争部門を分離して競争を一層促進し、ひいては

国民利便の向上に繋げるというＮＴＴ再編の趣旨をないがしろにするも

のであることから、本来、同制度については即刻廃止すべきと考えま
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す。 

特に、届出制への移行後は、全国サービスであるＮＴＴ東日本殿の

「オフィスまるごとサポート」をはじめ、ＮＴＴ東西殿によるなし崩し的な

業務範囲の拡大が進行していることから、個々の活用業務に係る手続

きについてより一層の透明性・客観性の確保が求められます。 

よって、総務省殿における検証については、サービス開始時やＮＴＴ東

西殿からの毎年度の報告時に留まらず、サービス開始以降永続的に

実施いただくことが重要であるのと同時に、当該検証結果については、

審議会や競争政策委員会等の公の場で議論いただくことを要望いたし

ます。 

活用業務について現行の届出制で進めていくにあたっては、過去の

個別の活用業務について、各種措置が適切に講じられているか等を永

続的に検証し、その状況によってはさらなる措置の実施を指導すること

が必要です。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜ISP業務やモバイル業務への進出について＞ 

2011年11月17日公表の「日本電信電話株式会社等に関する法律施

行規則の一部を改正する省令案に対する意見及びその考え方」にお

いて、「ISP業務やモバイル業務については、電気通信事業の公正な

競争の確保に看過し得ない著しい支障をおよぼすおそれのある事態も

容易に想定される」と総務省殿の考え方が示されています。この点も踏

まえ、現状の法体系の下、NTT東西殿がISP業務やモバイル業務等を

活用業務として営むことは想定し得ない事態ではありますが、仮にNTT

東西殿にて同種の業務拡大を企図し、届出がなされたとしても、総務

省殿は、すみやかに業務改善命令等により、当該サービスが提供され

ないよう対処すべきと考えます。 

・２０１１年１１月１７日公表の「日本電信電話株式会社等に関する法律

施行規則の一部を改正する省令案に対する意見及びその考え方」に

おいて、「ＩＳＰ業務やモバイル業務について、放送業と同様に明確な

禁止事項としてガイドラインに明記すべき。」との意見に対し、「ＩＳＰ業

務やモバイル業務について、必ずしも、放送業務と同等に扱うまでの

必要はないもの考えられる。（中略）仮に、これらの業務を営むことに

ついての届出があった場合であっても、法改正前と同様に、届出に係

る業務がＮＴＴ法第２条第５項目に規定する範囲内で営まれることに

ついて、厳格な確認が必要であると考えられる。」との考え方が総務

省殿より示されているところです。 

・情報通信市場においては、固定と移動の融合が急速に進展する中
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ＫＤＤＩ株式会

社 

NTT持株体制下でNTTドコモやNTTコミュニケーションズなどがモバ

イル事業、ISP事業を行っている中、NTT東・西がモバイル事業、ISP事

業等に進出することは、NTTグループとしての市場支配力を高めること

になり、競争を阻害するものと考えます。このような公正競争上支障が

あることが明白であるNTT東・西による移動体事業やISP事業等への

参入については当然禁止すべきです。 

で、お客様の利便性の高いサービスの提供に向け、各事業者が他の

事業者との協業も活用し、活発な事業展開を行っているところであり、

現に、例えば他社は、特定の事業者の固定通信を利用した場合にス

マートフォンの月額料金を割り引くなど固定とモバイルを組み合わせ

た新たなサービスを提供している一方で、ＮＴＴ東西に対しては、電話

時代を前提とした指定電気通信設備規制や禁止行為規制といった非

対称規制や、往時の競争環境を前提とした累次の公正競争要件など

が課せられており、これにより、お客様の利便性の向上に対する要請

に機動的かつ柔軟に対応できないとなれば、ＮＴＴグループのお客様

だけが不利益を被ることとなります。 

・したがって、すべての事業者のお客様が多様なサービスの利便を制

約無く享受し、ブロードバンドサービスの利活用の一層の促進を図る

観点から、現在の規制のうち時代にそぐわないものは撤廃または緩

和していただきたいと考えます。  

 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜目的達成業務を利用したNTTグループの実質的セット販売について

＞ 

NTT 東西殿は、「情報通信関連商品の販売・保守」として目的達成

業務を届け出ることにより、「音声利用 IP 通信網サービス等を用いた

音声通話サービス等の利用が可能なスマートフォン（SIM カードを除

く）」の販売・保守が可能な状況になっています。しかしながら、SIM 

カードのないスマートフォンでは通話することが出来ないことから端末

単体で販売することは想定されにくく、通常 SIM カードとセットでの販

売になると考えます。この際、同じグループ会社の NTT ドコモ殿の紹

介や同社との共同営業等、排他的なグループ連携に繋がるおそれも

・「音声利用ＩＰ通信網サービス等を用いた音声通話サービス等の利用

が可能なスマートフォン（ＳＩＭカードを除く）」の販売実績はありません

が、今後当該商品を取り扱う場合においても、特定の電気通信事業

者との排他的な連携を行わない等、引き続き禁止行為規制等の公正

競争条件を遵守していく考えです。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

考えられます。従って、総務省殿は、公正競争環境を確保するため、

特に以下のような観点で、実質的に脱法的な営業行為を許していない

か等を検証すべきと考えます。 

– 販売機種が特定のキャリアに偏っていないか 

– 当該目的達成業務として販売したスマートフォンに使用されて

いるSIMカードのキャリアについて偏りがないか 

– NTT東西殿の販売員が特定のキャリアを推奨する行為が行わ

れていないか 

なお、仮に問題が認められた場合においては、徹底した指導等是正

措置を実施することを要望します。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

（オ） NTTブランド使用ルール整備 

NTTグループ各社が社名やサービスの一部に「NTT●●」のように

「NTT」等の名称を用いて営業することは、NTTグループによる一体的

なサービス提供を想起させるおそれが高いと想定されます。本意見書

でも述べさせて頂いているとおり、「「NTT」ＩＤログインサービス」や「「Ｎ

ＴＴ」グループカード」といったサービス名称や後述のとおり、株式会社

オプティキャスト（以下、「オプティキャスト」という。）殿が提供する「フ

レッツ･テレビ」のようにサービスに「フレッツ」等の名称を使用する場合

は、利用者がサービスの提供主体を正しく認識出来ない恐れがあり、

利用者保護及び公正競争確保の観点から問題が生じないよう、「NTT」

等のブランド使用に関するガイドライン等を早急に整備すべきと考えま

す。 

・ブランドの使用については、「再編成に関する基本方針（平成９年１２

月４日公表）」においても、一般的な商取引の問題であるとされ、使用

について禁止されておらず、ブランドや信頼性は企業としての経営努

力の結果として獲得されるものであり、公正競争の観点から問題とな

るものではありません。  

・「フレッツ・テレビ」の提供にあたっては、広告・ＣＭ等については、以

下の内容※を掲載し、放送サービスの提供主体を明確にすることで、

指摘のような誤解が生じないよう努めております。 また、本社に設置

した広告審査組織などにおいて、すべての広告物の審査を実施して

いるところであります。 

 ※広告物への主な掲載内容  

「フレッツ・テレビ」は、ＮＴＴ 西日本が提供する電気通信サービス  

「フレッツ・テレビ伝送サービス」の契約と、㈱オプティキャストが提

供する放送サービス「オプティキャスト施設利用サービス」の契約

によりご利用頂けます。  

ＫＤＤＩ株式会

社 

＜NTTブランドの使用＞ 

県域等子会社やNTTグループ各社は、NTT法第８条によって本来使用

がNTT持株及びNTT東・西に限定されている「日本電信電話」＝NTTブ
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意見提出者 該当部分 再意見 

ランドを「NTT東日本－○○」や「NTT○○」のように社名に冠し、NTT

再編時の趣旨に反して公社時代から継承したブランド力をグループ全

体で使用しています。また、昨今、NTTドコモが、会社名表記を「株式会

社エヌティティドコモ」から「株式会社NTTドコモ」への変更を発表しまし

たが、このように「NTT」ブランドを軸に訴求することは、ユーザーに対し

て実質的にNTTグループ統一や連携を強く想起させるものであると考

えます。総務省においては、法の趣旨を逸脱して「NTT」ブランドがNTT

グループ全体で不適切に利用されていないか検証すべきです。 

フレッツ・テレビ月額利用料６８２．５円（税込）（オプティキャスト施

設利用料２１０円（税込）／月を含みます。）  

 ※ＣＭでの掲載内容  

「フレッツ・テレビ」は地デジ受信方法のひとつであり、「フレッツ光」

を利用し、（株）オプティキャストの放送サービス（地上／ＢＳ）を受

信するサービスです。  

フレッツ・テレビ月額利用料６８２．５円（税込）（オプティキャスト施

設利用料２１０円（税込）／月を含みます。）  

・現在、ブロードバンド市場においては、トリプルプレイに対するお客様

ニーズに応えるべく、様々な事業者が自らの経営資源の活用や他社

とのアライアンスなどを通じ、映像サービスやＩＰ電話サービスなどを

提供し、活発な競争を展開しています。 当社も、インターネット以外

のフレッツ光の新たな利用シーン・魅力として、フレッツ光と共に提供

される各種映像サービスの紹介を通じて、こうしたお客様ニーズに応

えていく考えです。 

 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

（カ） 「フレッツ」のサービス名称使用 

オプティキャスト殿が提供する「フレッツ・テレビ」の広告表示に関して

は、2009年2月にNTT東日本殿に対して、放送サービスの提供主体が

他社であることを広告に明記するよう行政指導※２が出されています

が、依然としてNTT東日本殿が本サービスを提供しているかのように

誤認させる広告宣伝が散見される状況です※３。NTT法で放送業が禁

止されていることを踏まえれば、NTT東西殿は「フレッツ・テレビ」の提

供主体がオプティキャスト殿であることを利用者が明確に理解できるよ

うにすべきであると考えます。総務省殿においては、当該放送サービス

の提供主体について、利用者が正しく認識しているかについてアン

ケートを実施する等、現状を正確に把握した上、仮に利用者に誤認与

えている状況であることが確認できた場合、適切な措置等を講じるべき

と考えます。 

※2 「競争セーフガード制度に基づく検証結果（2008年度）」に基づき

講じるべき措置について（要請）（2009年2月25日） 

 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/090225_5.html#bs1 

※3 別添資料３参照 
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ＫＤＤＩ株式会

社 

＜フレッツ光TVの広告表示＞ 

「フレッツ・テレビ」は、オプティキャストがサービス提供主体であるに

もかかわらず、NTT東・西が本サービスを提供しているかのように誤認

させる広告宣伝が見られます。NTT 法において放送業が禁止されて

いることを踏まえれば、NTT 東・西は「フレッツ・テレビ」の提供主体が

オプティキャストであることを利用者が明確に理解できるようにすべき

であり、総務省においては、「フレッツ・テレビ」の提供主体を明確に認

識できるよう厳格な調査、検証を行うべき。 

加えて、当該サービス以外についても、別会社を介してフレッツ上で提

供されている事例が散見されますが、NTT東・西が提供主体となってい

ないサービスについては、「フレッツ」等のNTTブランド使用を禁止する

等のルール整備を推進すべきと考えます。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

（エ） NTTグループ会社間の役員等の人事異動禁止 

本年度においても、NTT持株殿を中心としたNTTグループ内におけ

る役員の配置転換が複数見受けられます。このような戦略的な人材配

置については、なし崩し的なグループの再統合を誘引し、独占への回

帰を図る動きと捉えることが可能であり、先述のNTTグループ統合請

求事案や、NTT東西殿及びNTTコミュニケーションズ殿の共同営業行

為事案に示唆されるように、公正競争環境に著しい悪影響を及ぼす懸

念があります。今後、包括的な検証を実施するに当たっては、論点とし

て盛り込むべきと考えます。 

・当社における人事については、「日本電信電話株式会社の移動体通

信業務の分離の際における公正有効競争条件」や「日本電信電話株

式会社の事業の引継ぎ並びに権利及び義務の承継に関する基本方

針」で示されたルールを遵守しており、公正競争上問題ないものと考

えます。  

・なお、会社間人事異動時には役員を含めた全従業員を対象として退

任・退職（転籍）後を含めた守秘義務等の遵守に関する誓約書の提

出を義務付けるなど、人事交流によって公正競争が阻害されることが

ないよう、公正競争の遵守に引き続き取り組んでいく考えです。 

  

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

（ウ） NTT東西殿及びNTTコミュニケーションズ殿の共同営業行為 

NTT東西殿が自社ユーザの新規獲得に当たり、併せてエヌ・ティ・

ティ・コミュニケーションズ株式会社(以下、「NTTコミュニケーションズ」と

・当社はＮＴＴコミュニケーションズ殿とは独立した営業活動を実施して

おり、また、当社がＮＴＴコミュニケーションズ殿の販売業務を受託する

場合の条件、当社がＮＴＴコミュニケーションズ殿に提供する情報は他
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レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

いう。) 殿のサービスに割引を付すという事例を始め、事業法等で禁止

されている共同営業行為と疑われる事例が見受けられます。これらは

NTT グループの一体となった営業行為であると考えられ、電気通信事

業法第30 条第3項第2号及び「「日本電信電話株式会社の事業の引継

ぎ並びに権利及び義務の承継に関する基本方針」（平成9年郵政省告

示第664号）における承継会社への事業の引継ぎに当たって電気通信

の分野における公正な競争の確保に関し必要な事項に関する基本的

な事項」（八）（九）に実質的に該当するものと考えます。総務省殿にお

いては、覆面調査や立入検査等、踏み込んだ実態の調査等を行ったう

え、是正に向けた措置等を講じて頂きたいと考えます。また、冒頭で述

べたとおり、本事例を始めとし、競争事業者が営業やサービスの主管

部門における逸脱行為を示す、電話や口頭以外での有形の具体的な

証拠を得ることが非常に困難であるため、本制度の検証方法自体を見

直す必要があると考えます。 

・NTT東日本殿のフレッツ光ネクスト導入を条件にNTTコミュニケー

ションズ殿のISP料金の値下げ提案を同一のNTT東日本営業担当

者が実施 等 

の電気通信事業者との間のものと同一としており、公正競争上の問

題はありません。 

・なお、当社としては、お客様の多様なご要望に基づき実施する他社と

の共同提案については、利用者利便を確保する観点から制限される

べきでないと考えます。 

 

ＫＤＤＩ株式会

社 

＜光ポータブル（サービスを介した事実上の移動体との連携事例）＞ 

NTT東・西は、「光ポータブル」を介して、NTTドコモやNTTドコモ網を

利用したMVNOの移動体サービスの販売を、フレッツサービスからのレ

バレッジを利かせる形で行っており、固定市場とモバイル市場における

ドミナント事業者であるNTT東・西とNTTドコモが実質的に連携している

状況を作り出しています。総務省においては、NTTグループ間の直接

的なサービス連携にとどまらず、間接的な連携についても公正競争上

の問題がないか厳格に調査・検証を行い、実質的なサービス連携が行

・光ポータブルは３Ｇモバイルデータ通信が利用できるだけでなく、宅内

では無線ＬＡＮルータとして、屋外では公衆無線ＬＡＮサービスを利用

可能とするものであり、フレッツ光の利活用促進に資する通信機器で

あると認識しています。 

・また、当社の提供する光ポータブルはＳＩＭフリー端末となっており、

各社の様々な３Ｇモバイルデータ通信サービスをご利用いただくこと

が可能で、ＮＴＴドコモ殿の３Ｇモバイルデータ通信サービスもそのひ

とつに過ぎません。したがって、ＮＴＴドコモ殿との排他的な連携には
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われないように禁止すべきです。 あたりません。 

・むしろ、情報通信市場においては、固定と移動の融合が急速に進展

する中で、お客様の利便性の高いサービスの提供に向け、各事業者

が他の事業者との協業も活用し、活発な事業展開を行っているところ

であり、現に、例えばＫＤＤＩ殿は、特定の事業者の固定通信を利用し

た場合にスマートフォンの月額料金を割り引くなど固定とモバイルを

組み合わせた新たなサービスを提供している一方で、ＮＴＴ東西に対

しては、電話時代を前提とした指定電気通信設備規制や禁止行為規

制といった非対称規制や、往時の競争環境を前提とした累次の公正

競争要件などが課せられており、これにより、お客様の利便性の向上

に対する要請に機動的かつ柔軟に対応できないとなれば、ＮＴＴグ

ループのお客様だけが不利益を被ることとなります。 

・したがって、すべての事業者のお客様が多様なサービスの利便を制

約無く享受し、ブロードバンドサービスの利活用の一層の促進を図る

観点から、現在の規制のうち時代にそぐわないものは撤廃または緩

和していただきたいと考えます。 

 

ＤＳＬ事業者

協議会 

昨年度の「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度

の運用に関する意見募集」において当協会から指摘させていただいた

NTTの工事会社と名乗る会社(東日本エリア）から「近日NTTのメタル

ケーブルを撤去するため、光回線に変えないと電話が使えなくなる」と

いう虚偽の説明により営業を行なっている事例については、「営業マ

ニュアルを策定の上、研修等を通じて適正な営業活動に関して指導徹

底をするとともに、場合に応じて契約解除を行う規定を設ける等、販売

代理店に対して厳格な対応を実施しているとしている。」との報告をい

・当社では営業マニュアルを制定し、代理店名の適正な名乗りや、サー

ビス内容や料金についての正確なご説明を義務付けるとともに、光回

線への切り替えが必須であるかのようなお客様誤認を招く営業トーク

を禁じるなどのルールを定めています。また同マニュアルを活用した

研修等を通じて、適正な営業活動に関して指導徹底するとともに、場

合に応じて契約解除を行う規定を設けるなど、販売代理店の適正な

営業活動について厳格な対応を既に実施していることから、指摘され

ているような措置は必要無いと考えます。従来に引き続き、販売代理
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ただいておりますが、今年度も同じ虚偽説明と思われる事例がありまし

た。適正な営業活動に関する指導の更なる徹底をお願いするととも

に、実施状況の報告など、第三者が検証できる対応を行う必要がある

と考えます。 

店の適正な営業活動に関して指導徹底いたします。 

 

株式会社ケ

イ・オプティコ

ム 

ＮＴＴ西日本殿の販売代理店等における不適切な営業活動について

は、従来から指摘を重ねていますが、ＮＴＴグループ一体となった共同

営業行為や、ＮＴＴブランドによる優越的地位を乱用した営業活動がい

まだに散見されます。 

例えば、ＮＴＴ西日本殿のフレッツ光サービスの提供料金に関して、

同社のテレビＣＭでは、フレッツ光の単体の料金を大きく訴求し、「プロ

バイダとの契約・料金が必要」等の説明は、小さく表記するに留まって

おります。同様に、フレッツ光の訪問販売員から、「ケイ・オプティコムの

ｅｏ光より安い」と説明される中で、ＩＳＰ料金が含まれていないフレッツ

光の単体の料金を提示されるといった事例も見受けられます。 

また、Ｇｏｏｇｌｅ上で弊社ブランドの「ｅｏ光」を検索すると、ＮＴＴ東西殿

の販売代理店によるリスティング広告を用いて、「ｅｏより、お得な光ネッ

ト回線」との表記で当該販売代理店のホームページに誘導するケース

も見受けられます。なお、そのホームページ上では、料金比較をはじ

め、弊社「ｅｏ光」に関する記載はありません。 

これらのことは、利用者の提供料金を誤認させるのみでなく、公正な

競争環境を歪めるものと考えます。 

 

また、上記以外に、次のような事例も見受けられます。 

・お客様がＮＴＴ西日本殿の電話窓口において、ＮＴＴグループ内のＩ

ＳＰ（ＮＴＴぷらら殿）の提案を受ける 

・広告・ＣＭ等については、提供主体を明確にすることで、指摘のような

誤解が生じないよう努めております。 また、本社に設置した広告審査

組織などにおいて、すべての広告物の審査を実施しているところであ

ります。 

・インターネット接続サービスについて、お客様からお問合せがあった

場合にご説明することがありますが、これはお客様の利便性確保を

目的に行っているものであり、公正競争上の問題はないと認識してお

ります。当社がＮＴＴぷらら殿の販売業務を受託する場合の取引条件

等に関して、ＮＴＴぷらら殿等のＮＴＴグループ各社に比して、他の電気

通信事業者に不利な取扱いを行っておらず、公正競争上問題ないも

のと考えます。  

・また、当社は、販売代理店に対して、事実と異なる説明の禁止等、勧

奨説明上の禁止事項等について契約書に規定するとともに、営業マ

ニュアル等を用いて指導徹底しており、お客様からの苦情の相談が

あった場合、改善に向けた個別指導を実施し、改善が見られない場

合や悪質な営業活動の再発があった場合等については、契約書等に

基づき罰則を適用する等、販売代理店の適正な営業活動について厳

格な対応を実施しております。 

・なお、広告表現としてお客様に誤認を与える事案が発見された場合、

速やかに是正措置を講じる等、代理店指導を実施しております。 
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・訪問販売員から、 「ｅｏ光は工事の時に必ず穴をあけるが、ＮＴＴで

は電話配管を使うので綺麗に工事ができる」と説明を受ける 

 

以上のことから、総務省殿においては、ＮＴＴ西日本殿による不適切

な営業活動を防止するための措置が十分であるか継続的に管理監督

いただくことに加え、総務省殿主導による厳格な調査・検証を実施する

べきと考えます。また、ＮＴＴ西日本殿が販売代理店等を十分管理監督

しているか疑問のあるところであり、不適切な営業活動の早期是正を

含めて、ＮＴＴ西日本殿による販売代理店等の管理監督の徹底を強く

要望いたします。 

 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜上位レイヤへの進出について＞ 

現行制度においては、NTT東西殿による放送分野への進出が明確に

禁止されており、その理由として、「独占的な地域通信網のインフラを

通じて通信の隣接分野であるコンテンツ（情報内容）市場へ不当な影

響力が行使され、ハード・ソフト両分野にわたる一体的支配のおそれを

排除するため」（「ＩＴ革命を推進するための電気通信事業における競争

政策の在り方についての第一次答申～ＩＴ時代の競争促進プログラム

～」２０００年１２月２１日 電気通信審議会より抜粋）と挙げられていま

す。 

今般ＮＴＴ東西殿においては、活用業務制度を利用したASPサービス

やクラウドサービスといった上位レイヤへの進出が目立っていますが、

こうした上位レイヤへの進出が進めば、上述のとおり、「通信の隣接分

野であるコンテンツ（情報内容）市場へ不当な影響力が行使され」るお

それのあるものであり、仮にNTT法第2条第5項の「“電気通信事業”の

・当社はこれまでも、第一種指定電気通信設備規制や、禁止行為規

制、指定電気通信役務規制、業務範囲規制のほか、ＮＴＴ再編成時

の公正競争要件等の各種法令・ガイドラインを遵守し、公正競争の確

保に努めてまいりました。また、活用業務を営むにあたっては、引き続

き「ＮＴＴ東西の業務拡大に係る公正競争ガイドライン」等を遵守し、公

正競争の確保に努めていく考えです。 

・この活用業務制度は、平成１３年のＮＴＴ法改正により、県内／県間

の区分のないインターネット時代に対応した低廉で多様なサービスと

いった技術革新による新しい技術可能性の増大に対応した新たな

サービスの提供を可能とする等の観点から制度化され、当社はこれ

までＩＰ電話サービスの県間役務等に係る料金設定や、フレッツサー

ビスの県間役務提供等について、認可を得て実施してまいりました。 

・その間において、情報通信市場は、技術のイノベーションが非常に早

く、モバイル化、ブロードバンド化が大きく進展し、端末やコンテンツ・
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公正な競争の確保に支障を及ぼすおそれ」がなかったとしても、隣接

分野も含めた公正競争を確保する観点から、本来認められるべきでは

ないと考えます。 

アプリケーションの市場拡大と通信との一体的サービス提供が進展

するとともに、サービスやプレイヤーのグローバル化が急激に進むな

ど、活用業務制度の導入時点と比べ、大きなパラダイムシフトが進展

してきております。 

・当社は、これまでも光サービスを世界に先駆けて本格展開し、ブロー

ドバンドの普及に全力で取り組んでまいりましたが、ブロードバンドの

一層の普及に向けては、広く社会・経済・国民生活の中でＩＣＴの利活

用を推進していくことが重要であり、そのためには情報通信市場のパ

ラダイム変化を十分踏まえ、従来の電話を前提とした規制等を見直

し、ＩＰブロードバンド市場において各事業者が自由に事業展開を行う

ことができる環境の整備が必要と考えます。 

・したがって、活用業務制度の運用にあたっては、お客様の利便性向

上・ＩＣＴ利活用の促進のためにも、スピーディーかつ安定的なサービ

ス提供が可能となるよう運用いただくとともに、これまでの市場の変化

を見極めつつ、適宜、柔軟な見直しを実施していただきたいと考えま

す。 
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ＮＴＴ西日本の組織図（平成２５年７月１日現在） 

本組織図は、当社公式ホームページ上に掲載 

http://www.ＮＴＴ-west.co.jp/corporate/about/sosikizu.html 
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ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

<現行指定の対象について> 

第一種指定電気通信設備を用いた電気通信サービスについては、

昨年から競争環境に大きな変化はなく、平成25年6月27日に公表され

た「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公

表（平成24年度第4四半期（3月末））」によると、NTT東西殿は固定電話

で76.5％、FTTHで72.5％、0ABJ-IP電話で62.2％のシェアを占め、引き

続き市場支配力を有している状況です。従って、現在指定を受けてい

る第一種指定電気通信設備については、今後も引き続き指定を継続

すべきと考えます。 

【指定電気通信設備規制に対する基本的な考え方】 

・第一種指定電気通信設備（以下、一種指定設備という。）制度が導入

された当時は、電話の時代であり、他事業者が加入者回線の敷設や

加入者交換機を設置して、当社と同等のネットワークを自ら構築する

ことが実質的に困難であったことから、他事業者がサービスを提供す

るために当社の固定電話網が不可欠であるとして、規制が課されて

きました。 

・しかしながら、ＩＰ・ブロードバンド時代においては、他事業者は、ルー

タ等の局内装置を自ら設置し独自のＩＰ通信網を構築し、アクセス回線

も自ら敷設、あるいは当社がオープン化により提供しているダークファ

イバ等を利用してサービス提供しており、当社のＮＧＮをはじめとするＩ

Ｐ通信網に固定電話網のような不可欠性はありません。 

・現に、電力系事業者、ＫＤＤＩ殿、ＣＡＴＶ事業者といった固定系の事業

者だけでなく、ＷｉＭＡＸやＬＴＥ等を用いた移動系の事業者を含め、自

ら設備を構築してサービスを提供する事業者間で熾烈な競争が展開

されており、平成２４年度のＮＴＴ東西のフレッツ光の純増数は７４万で

あるのに対し、ＬＴＥの純増数は約１，８００万、ＷｉＭＡＸの純増数は３

００万、ＮＴＴ東西以外のＦＴＴＨサービスの純増数は８２万となっていま

す。 

・また、ＮＴＴ東西の加入電話契約者数は、平成１０年３月末時点の

ピーク時に約６，３００万でしたが、平成２５年３月末時点では約２，９０

０万へと減少しています。一方、フレッツ光のひかり電話契約者数（ｃｈ

数）は、平成２５年３月末時点で約１，５００万程度であり、加入電話の

ピーク時に比べると約１，９００万ものお客様が、ＮＴＴ東西の固定電

話以外の他社直収電話やＦＴＴＨサービスまたは携帯電話等へ移行し

ＤＳＬ事業者

協議会 

「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表

（平成24年度第4四半期（3月末））」によれば、NTT東西殿はFTTHで

72.5％、0ABJ-IP電話で62.2％のシェアを占めており、市場支配力を維

持している状況に変化はありません。市場支配力を行使する可能性が

ある以上、指定要件及び第一種指定電気通信設備の対象について

は、今後も引き続き継続して競争環境を維持すべきと考えます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

第一種指定電気通信設備の指定の対象は適切と考えます。そのた

め、現在指定されている第一種指定電気通信設備については指定を

継続すべきと考えます。 

イー・アクセス

株式会社 

■ 指定対象の現行維持 

現行指定対象となっているＮＧＮ、光ファイバ、ＷＤＭ装置等につい

ては、ＮＴＴ東西殿より概括的展望が公表され、メタル／ＰＳＴＮから光

／ＮＧＮへのマイグレーションが進展していることを踏まえれば、利用

者、及び競争事業者にとっての不可欠性はさらに高まると考えられる

ため、指定対象の維持が必要と考えます。 

再意見提出者 東日本電信電話株式会社                                                                       （別紙） 
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たものと想定されます。 

・こうした状況は、お客様ご自身が他社サービスのご利用を自由に選

択した結果であり、また、近年の傾向として、スマートフォン等の携帯

電話しか持たないお客様も相当数いらっしゃることも踏まえれば、当

社のＩＰ通信網は、携帯電話も含め、各事業者が提供する多様なネッ

トワークの選択肢の一つに過ぎないと考えます。 

・したがって、今年度の検証にあたっては、総務省殿においては、従来

の検証に留まることなく、上述のような市場環境・競争環境を十分に

検証し、「不可欠性」のない設備については、早急に一種指定設備の

対象から除外していただきたいと考えます。 

・なお、昨年度の公正競争レビューの検証結果においては、従来の考

え方を踏襲するだけにとどまっていますが、このような市場環境・競争

環境を踏まえた検証が必要と考えます。 

 

【ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網】 

・当社のＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網等のＩＰ通信網について

は、以下の観点においてボトルネック性がないことは明らかであること

から、一種指定設備の対象から除外していただきたいと考えます。 

（１）世界で最も徹底したオープン化を図ってきた結果、他事業者は

当社と同等の条件で独自にＩＰ通信網を構築できる環境が十分

整っており、現に他事業者は独自のＩＰ通信網を既に構築してい

ること、また、他事業者は、アクセス回線を自ら敷設、または当社

の光ファイバ等を利用してエンドエンドで設備を構築し、サービス

を展開していることから、光ファイバ等のアクセス回線のボトル

ネック性はネットワークとは遮断されており、当社のＮＧＮをはじ
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めとするＩＰ通信網自体にボトルネック性はないこと。 

－他事業者が自前の設備を使って独自のＩＰ通信網を構築でき

るよう、当社は光ファイバやコロケーションといった「素材」や、

電柱・管路といった線路敷設基盤を最大限提供しております。 

＜中継光ファイバの提供実績＞ 

１５４事業者、３，９５０区間、約７．７万芯（平成２５年３月末） 

＜コロケーションの提供実績＞ 

８０事業者、２，０７４ビル、約４．５万架（平成２５年３月末）  

－また、年々多様化する他事業者からの新しい要望等にお応え

するため、接続メニューの多様化、手続の迅速化、情報開示

の充実等を通じて、市場拡大・サービス競争の促進に寄与し

ています。 

（２）競争が進展しているブロードバンド市場において、当社のＩＰ通

信網（ＮＧＮを含む）を規制する理由はないこと。 

－固定系ブロードバンド市場における、当社の契約数シェア（平

成２４年度末）は５８．１％、特に首都圏では５１．６％と熾烈な

競争が展開されており、その結果、我が国では、光サービスが

世界に先駆けて普及する等、世界で最も低廉で高速なブロー

ドバンドサービス環境が実現しています。 

－ＦＴＴＨサービスだけに市場を限定した場合でも、ＫＤＤＩ殿の本

格展開に伴い、当社の純増数シェアは平成２３年度では７９．

７％であったのに対し、直近の平成２４年度では４８．９％まで

低下しています。 

更に、純増数シェアをエリア別に見ると、首都圏においても４

８．３％となっている他、特に、群馬県、長野県、山梨県では純
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増数シェアが３割を下回る状況となっております。 

－冒頭で述べたとおり、ＷｉＭＡＸやＬＴＥの契約者数が拡大し、移

動通信における超高速ブロードバンド化が急速に進展してき

ていることや、スマートフォン等の高度な機能を有する端末の

普及に伴い、固定系ブロードバンドは利用せずに移動系ブ

ロードバンドのみを利用するユーザもいることを踏まえると、移

動系を含めたブロードバンド市場全体の中の１つのネットワー

クとして当社のＩＰ通信網（ＮＧＮを含む）を捉えることが適当で

あり、当該市場におけるＮＴＴ東西の契約数シェア（平成２５年

３月末）は１１．１％に過ぎません。 

（３）加入者光ファイバについて、諸外国で日本のように厳格なアン

バンドル規制を課している例はないこと。 

－「光の道」構想に関する意見募集（平成２２年８月１７日）にお

いて、米国電気通信協会殿から、 

「米国では、高速大容量の光ファイバー網を構造分離・機能

分離・オープン化する規制ではなく、規制を軽微に留めて設

備ベースの競争を促す方針が一貫して採られています。」 

「このように、日本においては、さらなる規制負担によって高

度通信網への設備ベースの投資を阻害するのではなく、現

存するオープン化規制などの障壁を取り除くことを検討する

必要があると考えられます。米国には、高度通信網のオー

プン化規制が存在しません。」 

  といった意見が提出されております。 

・なお、昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証結果において示

されているＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網を一種指定設備とする
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理由については、以下のとおり、合理性はないと考えます。 

 

《ＮＧＮの検証結果》 

・昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証結果では、当社のＮＧＮ

について、 

①ＮＧＮはシェア７４％超を占めるＦＴＴＨサービスやシェア７０％近

いひかり電話等に利用されるネットワークであり、他事業者の構

築したネットワークを利用してサービス提供を行うビジネスモデル

を採用する事業者（ＦＶＮＯ）や固定電話網・ＩＰ網などネットワーク

を自ら構築し保有している事業者（ＦＮＯ）にとって、利用の公平

性が確保された形で自網とＮＧＮを接続可能であることがその事

業展開上不可欠であり、かつ、利用者利便の確保の観点からも

不可欠であると考えられること、 

②ＮＴＴ東西のＦＴＴＨユーザは、ＮＧＮの収容ルータに収容される

と、現時点ではコア網として他事業者網を選択できないことから、

ＮＧＮはメタル回線をアクセス回線とする電話網等よりも他事業

者にとっての事業展開上のボトルネック性が一層高いという特性

を有しており、これらの状況は現段階においても変わりはないこ

と、 

③今後我が国の基幹的なコア網としての役割が想定されるＮＧＮに

おいて、多様な事業者が、競争的なサービスや多様なコンテン

ツ・アプリケーションサービスを柔軟に提供できる環境を整備する

ことがこれまで以上に重要となっていること、 

 から、引き続き一種指定設備に指定することが必要とされています。 

・しかしながら、こうした理由は、以下の観点から、合理性はないと考え
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ます。 

－シェアについていえば、そもそもシェアは各事業者がエリア展開

や営業活動を積極的に展開したか否かの結果に過ぎず、他事業

者にとって、事業展開上の不可欠性とは何ら関係のないこと。 

－また、シェアの見方についていえば、 

固定系ブロードバンド市場における、当社の契約数シェア（平成

２５年３月末）は５８．１％、特に首都圏では５１．６％と熾烈な競

争が展開されていること。 

ＦＴＴＨサービスだけに市場を限定した場合でも、ＫＤＤＩ殿の本格

展開に伴い、当社の純増数シェアは平成２３年度では７９．７％で

あったのに対し、直近の平成２４年度では４８．９％まで低下して

いること。 

更に、純増数シェアをエリア別に見ると、首都圏においても４８．

３％となっている他、特に、群馬県、長野県、山梨県では純増数

シェアが３割を下回る状況となっていること。 

移動系を含めたブロードバンド市場全体におけるＮＴＴ東西の契

約数シェア（平成２５年３月末）は１１．１％に過ぎないこと。 

－ＦＶＮＯやＦＮＯにとっての不可欠性という観点についていえば、

それぞれお客様を抱える独立したネットワーク間の接続は、双方

の事業者にとって事業展開上不可欠であり、当社のＮＧＮのみを

一種指定設備とする理由とはならないこと。 

また、一般収容ルータ接続、一般中継局ルータ接続について、

提供開始以降、他事業者との接続の実績はなく、それでも他事

業者はブロードバンド事業を展開していることからすれば、当社

のＮＧＮが他事業者の事業展開上、不可欠とは言えないこと。 
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むしろ、当社のＩＰ網だけを一種指定設備とすることによって、例

えば、ひかり電話網との接続において、お互いに接続料を支払う

関係にありながら、接続する他事業者の接続料は当社接続料よ

り高額に設定され、事業者間取引のバランスが損なわれる、い

わゆる「逆ザヤ問題」といった弊害が生じていること。 

－当社のＮＧＮは「他事業者にとっての事業展開上の不可欠性等

が一層高まるという特性を有している」「今後我が国の基幹的な

コア網としての役割が想定される」とされていることについていえ

ば、ＩＰ・ブロードバンド市場においては、他事業者が当社の固定

電話網と接続して中継電話サービスを提供していた時代とは異

なり、他事業者は当社のＮＧＮに依存することなく、お客様を獲得

する競争構造となっていること。加えて、ＬＴＥやＷｉＭＡＸの契約

数が、ＦＴＴＨユーザを超える勢いで急増し、固定系ブロードバン

ドは利用せずに移動系ブロードバンドのみを利用するユーザもい

ることも踏まえれば、当社のＩＰ通信網は、携帯電話も含め、各事

業者が提供する多様なネットワークの選択肢の一つに過ぎず、

当社のＮＧＮは必ずしもＰＳＴＮの移行先の基幹的なコア網となる

わけではないこと。 

－アクセスとネットワークの一体性についていえば、他事業者は、

アクセス回線を自ら敷設、もしくは、オープン化された当社の光

ファイバ等を利用してエンドエンドで設備を構築し、サービスを展

開していることから、光ファイバ等のアクセス回線のボトルネック

性はネットワークとは遮断されていること。 

－多様なサービス等を柔軟に提供できる環境の整備が重要という

ことであれば、当社と他事業者との取引条件については、ビジネ
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スベースの取引に委ね、自由かつ機動的な連携・協業を可能と

する方が、多様なサービスが進展し、更なるＩＰ・ブロードバンド

サービスの普及拡大につながるものと考えられること。 

 

《地域ＩＰ網の検証結果》  

・昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証結果では、地域ＩＰ網に

ついて、 

－現時点においてもＮＴＴ東西合計で１６０社のＩＳＰ事業者が地域Ｉ

Ｐ網に接続している状況等を踏まえれば、地域ＩＰ網との接続は

引き続き他事業者にとって事業展開上不可欠であり、利用者利

便の確保の観点から不可欠である状況に変わりはないと考えら

れること、 

から、引き続き一種指定設備として指定することが当面必要とされて

います。 

・しかしながら、こうした理由は、以下の観点から、合理性はないと考え

ます。 

－当社の場合、ＩＳＰフリーのオープン型モデルを採用し、ＩＳＰ事業

者と公平に接続しており、今後もオープンなネットワークとして相

互接続性の確保を図っていく考えであること。 

－また、ＩＳＰ事業者は、当社が提供するアクセス網だけでなく、他

事業者の提供するアクセス網を利用してサービスを提供されて

おり、自由にアクセス網を選択できる状況にあること。 

－今後、地域ＩＰ網は、利用が拡大しているフレッツ光では利用する

予定がないこと。 
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《ひかり電話網の検証結果》 

・昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証結果では、ひかり電話

網について、 

①固定電話事業者や携帯電話事業者が、ひかり電話網のひかり

電話ユーザに対する着信サービスを提供することは、その事業

展開上不可欠であること、 

②０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話市場は引き続き拡大傾向にあり、今後その重

要性が高まると考えられる中で、同市場におけるシェアは平成２

４年１２月末時点で６３．０％（番号ベース）であること、 

 から、引き続き一種指定設備に指定することが必要とされています。 

・しかしながら、こうした理由は、以下の観点から、合理性はないと考え

ます。 

－それぞれお客様を抱える独立したネットワーク間の接続は双方

の事業者にとって事業展開上不可欠であり、ひかり電話網のみ

を一種指定設備とする理由とはならないこと。 

むしろ、当社のひかり電話網だけを一種指定設備とすることに

よって、ひかり電話網との接続においてはお互いに接続料を支

払う関係にありながら、接続する他事業者の接続料は当社接続

料より高額に設定され、事業者間取引のバランスが損なわれる、

いわゆる「逆ザヤ問題」といった弊害が生じていること。 

－ＮＴＴ東西の加入電話・ＩＳＤＮ以外の直収電話、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電

話、ＣＡＴＶ電話、０５０－ＩＰ電話の合計に占めるＮＴＴ東西の０Ａ

Ｂ～Ｊ ＩＰ電話シェアは４２．１％（平成２５年３月末）に過ぎないこ

と。 

また、そもそもシェアは各事業者がエリア展開や営業活動を積極
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的に展開したか否かの結果に過ぎず、他事業者にとって、事業

展開上の不可欠性とは何ら関係のないこと。 

－更に、携帯電話の契約者数が１．３億（平成２５年３月末）を超え

る中で、ＮＴＴ東西のひかり電話は約１，５００万ｃｈ（平成２５年３

月末）程度であり、加入電話や携帯電話、ＩＰ電話等電話サービ

ス全体のシェアで見れば、ＮＴＴ東西のひかり電話のシェアは８．

５％に過ぎないこと。 

加えて、ＬＩＮＥのユーザ数が全世界で２億ユーザ（平成２５年７

月）を超え、国内だけでも４，５００万以上のユーザが存在するな

ど、コミュニケーション・無料通話アプリケーションによる通信サー

ビスが急拡大する中、従来の電話サービスの代替として、こう

いったサービスを利用しているお客様が相当数いらっしゃること

を踏まえると、ひかり電話の実体的なシェアは更に小さくなるもの

と想定されること。 

 

【局内装置類及び局内光ファイバ】 

・メディアコンバータやＯＬＴ、スプリッタ等の局内装置類や局内光ファイ

バについては、以下の観点から、一種指定設備の対象から除外して

いただきたいと考えます。 

－メディアコンバータやＯＬＴ、スプリッタ等の局内装置類は、誰でも

容易に調達・設置可能であり、現に他事業者はコロケーションを

利用して自ら設置しており、メディアコンバータにおいてはこれま

で他事業者の利用実績はなく、ＯＬＴにおいても長期にわたり他

事業者の利用がないこと。 

こうした状況は、局内装置類にボトルネック性がないことの証左
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であること。 

－局内光ファイバについては、ダークファイバの提供を開始した平

成１３年当初から他事業者による自前敷設を可能としており、平

成１５年からは効率的な利用を目的とした中間配線盤の開放等

の取組を実施してきた結果、８６％が他事業者による自前敷設と

なっていること。また、他事業者も計画的に自前工事を行えば、

当社と同等の期間で敷設が可能となっていること。 

    自前局内光ファイバの割合：８６％ 

 （局内光ファイバ総数５５．５万芯のうち他事業者の自前局内

光ファイバ４７．７万芯（平成２５年３月末）の割合） 

・なお、昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証結果では、局内

装置類及び局内光ファイバについて、「加入光ファイバと一体として設

置・機能するものであり、加入光ファイバのボトルネック性とは無関係

に、装置類だけを切り出して、その市場調達性や一部事業者におけ

る自前設置の実績をもって、ボトルネック性の有無を判断することは

適当ではない」ことから、一種指定設備の対象外とすることは適当で

ないとされています。 

・しかしながら、当社の加入者光ファイバは、はじめから競争下で構築

されてきており、ボトルネック性はないことに加え、現に、他事業者は

オープン化された当社の加入者光ファイバや自ら敷設したアクセス回

線と、自ら設置したルータ等の局内装置を組み合わせて独自のＩＰ通

信網を構築しております。 

・また、当社のＩＰ通信網も、オープン化された加入者光ファイバと局内

装置を組み合わせて構築しているに過ぎず、当社の局内装置類及び

局内光ファイバは、加入者光ファイバと既に切り離されていることか
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ら、上記の理由については、合理性はないと考えます。 

 

【イーサネット系サービス等のデータ通信網】 

・イーサネット系サービス等のデータ通信網については、以下の観点か

ら、一種指定設備の対象から除外していただきたいと考えます。 

－イーサネット系サービスの市場における当社のシェアは、１８．

３％（平成２５年３月末）であり、競争は十分に進展していること。 

－また、イーサ装置の価格は１台当たり数十万円から数百万円程

度であり、当社または電力系事業者等から光ファイバを借り、自

前で装置を当社ビル等にコロケーションすれば、他事業者は同

等のサービス提供が可能となっており、現にそれらを利用して

サービスを提供していること。 

・なお、昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証結果では、イーサ

ネット系サービス等のデータ通信網について、 

①現状では、その他の専用線等と伝送路を共用しており、設備の

ボトルネック性という意味においては他の専用線に用いられてい

る設備と異なるものではないこと、 

②イーサネットスイッチはネットワークの一部に過ぎず、これが市場

において容易に調達可能であることや、一部の事業者がネット

ワークを自前構築できることをもって直ちにボトルネック性がない

と判断することはできないこと、 

 から一種指定設備の対象外とすることは適当でないとされています。 

・しかしながら、こうした理由は、以下の観点から、合理性はないと考え

ます。 

－専用線等と伝送路を共用していることと、設備のボトルネック性と
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は直接関係がないこと。 

－現に他事業者は、当社の中継光ファイバと自ら調達したイーサ

ネットスイッチを組み合わせ、独自のデータ通信網を構築してお

り、それ自体が当社のイーサネット系サービス等のデータ通信網

にボトルネック性がないことの証左であること。 

 

【ＦＴＴＨサービスの屋内配線】 

・「電気通信市場の環境変化に対応した接続ルールの在り方につい

て」答申（平成２１年１０月１６日）において、戸建て向け光屋内配線に

ついては一種指定設備とすることが適当とされ、平成２２年３月より接

続約款に網使用料等を規定したところですが、当社の光屋内配線に

は、以下の観点から、ボトルネック性はなく、一種指定設備に該当しな

いと考えます。 

－屋内配線は、お客様の宅内に設置される設備であり、誰もが自

由に設置できる設備であること。 

－現に、ＦＴＴＨサービス等で利用されている屋内配線には、メタル

ケーブル、光ケーブル、同軸ケーブル、宅内無線、高速電力線通

信（ＰＬＣ）等、多様な形態があるほか、その設置主体も、お客様

ご自身やビル・マンションオーナー、通信事業者、放送事業者（Ｃ

ＡＴＶ事業者）等、様々であること。 

－また、屋内配線の設置工事は、工事担任者の資格があれば、誰

でも実施可能であり、現に多数の工事会社があること。実際、当

社がお客様から依頼された屋内配線工事も工事会社に委託して

実施しており、他事業者においても同様に実施することが可能で

あり、現に実施していること。  
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【ＷＤＭ装置】 

・ＷＤＭ装置については、市中で調達可能なものであり、他事業者は、

当社の中継光ファイバ等と組み合わせて、自ら設置することが可能で

あることから、当社のＷＤＭ装置に不可欠性はなく、一種指定設備の

対象から除外すべきであると考えます。 

 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

総務省殿は、第一種指定電気通信設備の指定要件について、下記

のとおり、これまでの競争セーフガード制度、または、昨年度の「ブロー

ドバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する意見

及びその考え方」において、特段の事情の変化が認められないとして、

ネガティブリスト方式の採用及び端末系伝送路設備の種別（メタル･光）

を区別しない第一種指定電気通信設備の指定という、これまでの考え

方を踏襲しているところです。 

- 昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証結果では、ネガティ

ブリスト方式の採用がＮＴＴ東西殿による迅速なサービス提供等

に対し重大な支障となっているという事実は認められないとした

ところである。 

- この点については、新たに導入する設備は、アクセス回線と一体

的に機能する蓋然性は高いものと考えられることに加え、競争

セーフガード制度及び本制度において毎年度指定対象設備を検

証していることを踏まえると、現行の指定方法は、「必要以上の

設備を指定電気通信設備として指定することは回避されなけれ

ばならない」とする３月答申の趣旨に反しているものではなく、一

種指定設備制度の趣旨に照らして妥当である。 

【現行指定告示を「指定する設備を具体的に列挙する方式」に見直し】 

・現行制度の下においては、ＮＴＴ東西のほぼ全ての県内電気通信設

備が、ボトルネック性の有無についての十分な検証がされないまま

に、ボトルネック性を有するとの蓋然性が高いという理由で、原則とし

て全て一種指定設備とされるネガティブリスト方式が採用されていま

す。 

・しかしながら、本来、規制の対象となる設備は、行政当局が個別に不

可欠性を挙証できた必要最小限のものに限定すべきであると考えま

す。 

・なお、昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証結果において「ポ

ジティブリスト方式に変更した場合、ボトルネック性を有する設備であ

るにもかかわらず一定期間指定されない場合が生じ得るため、電気

通信市場の健全な発達が損なわれる可能性がある」とされております

が、新たに導入する設備が不可欠性を有することになるかどうかは、

導入当初では判断できないはずであり、むしろ現に指定されている

ルータ等の局内装置は、他事業者が自ら設置し、当社の局内装置を

利用するケースはほとんど皆無であることを踏まえれば、不可欠性は

なく、これらの装置を一種指定設備とすることは、過剰な規制であると
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意見提出者 該当部分 再意見 

- 端末系伝送路設備については、昨年度の競争セーフガード制度

に基づく検証結果において、メタル・光の種別を区別せずに一種

指定設備として指定することは、①共に利用者から見て代替性

の高いブロードバンドサービスの提供に用いられていること、②

既存の電柱・管路等の共通の線路敷設基盤の上に敷設されて

いること、③実態として東西殿はメタル回線を光ファイバ回線に

更新する際のコスト・手続の両面において優位性を有しているこ

と等に鑑みれば、合理性があると認められるとの考え方を示した

ところである。 

- ボトルネック性の判断に当たり、ブロードバンドに利用されていな

いＣＡＴＶ回線や高速無線アクセス回線については、利用者から

みてメタル回線で提供されるサービスと代替性があるとは必ずし

もいえない点で異なることから、これらを含めて判断することは適

当でない。 

今年度も、例えばFTTH市場について、NTT東西殿の契約数のシェ

アは平成24年度末において、73．4％と依然として高いこと等に鑑み

て、上記考え方を変更すべき特段の状況の変化はみられないことか

ら、引き続き、ネガティブリスト方式の採用と端末系伝送路設備の種別

（メタル･光）を区別しない第一種指定電気通信設備の指定を継続すべ

きです。 

考えます。 

・このように、新たに導入する設備をすべて一種指定設備の対象とする

現行の指定方法は、「必要以上の設備を指定電気通信設備として指

定することは回避されなければならない」とする「コロケーションルー

ルの見直し等に係る接続ルールの整備について」答申（平成１９年３

月３０日）の趣旨にも反していると考えます。 

・加えて、昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証結果において

「ネガティブリスト方式の採用がＮＴＴ東西による迅速なサービス提供

等に対し重大な支障となっているという事実は認められない」とされて

おりますが、熾烈な競争が繰り広げられているブロードバンド市場に

おいては、たとえ「数ヶ月」であっても、サービス開始前に接続約款の

認可または告示改正等の行政手続が必要となること、また事実上、

認可申請前にも事前説明に一定の時間が必要となることは、当社を

競争上極めて不利な立場に置くだけでなく、お客様に対して新サービ

スの提供や料金値下げが遅れる結果となり、お客様利便を著しく損ね

ていると考えます。 

・また、昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証結果において「新

たに導入する設備は、アクセス回線と一体的に機能する蓋然性は高

いものと考えられる」とされておりますが、当社は、光ファイバ等のアク

セス回線を当社（利用部門）と同等の条件で他事業者に貸し出してお

り、現に、他事業者は、オープン化された当社の光ファイバ等を利用

してエンドエンドでＩＰ通信網を構築しサービスを展開していることか

ら、アクセスのボトルネック性はネットワークとは遮断されており、こう

したご指摘は当たらないと考えます。 

・したがって、行政当局においては、現行の指定告示の規定方法であ

イー・アクセス

株式会社 

■ネガティブリスト方式・端末系伝送路設備の種別（メタル・光）の現行

維持 

ネガティブリスト方式は、競争事業者がボトルネック設備を用いた新

たなサービスを迅速に提供するために必要不可欠であることから、維

持することが必要と考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

また、端末系伝送路設備の種別（メタル・光）については、昨年度の

検証結果における総務省殿の考え方から、特段の状況変化は見られ

ないため、引き続き種別を区別せずに指定することが必要と考えます。 

る「指定しない設備を具体的に列挙する方法」を「指定する設備を具

体的に列挙する方法」に見直すとともに、一種指定設備の対象とする

具体的な基準を明らかにし、その対象設備は、行政当局が個別にボ

トルネック性を挙証できた必要最小限のものに限定すべきであると考

えます。 

 

【加入者光ファイバ】 

・現行の固定系の一種指定設備規制は、メタル回線と光ファイバ回線

を区別せず、端末系伝送路設備の１／２以上の使用設備シェアを保

有する場合には、これと一体として設置される電気通信設備を一種指

定設備として規制する仕組みとなっています。 

・しかしながら、一種指定設備規制（ボトルネック規制）の根幹となる端

末系伝送路設備のうち、加入者光ファイバについては、はじめから競

争下で構築されてきており、ボトルネック性はなく、既存のメタル回線

とは市場環境や競争状況等が以下のとおり異なっていることから、メ

タル回線と競争下で敷設される光ファイバ回線の規制を区分し、加入

者光ファイバについては一種指定設備の対象から除外していただき

たいと考えます。 

－電柱・管路等の線路敷設基盤は既に開放済であり、他事業者が

光ファイバ等を自前敷設できる環境は十分整備されていること。

また、電柱については、より使い易い高さを利用できるよう改善

し、その手続も簡便なものに見直してきており、他事業者が光

ファイバを自前設置できる環境は更に整備されてきていること。 

－現に他事業者も当該線路敷設基盤を利用して光ファイバ等を自

前で敷設しサービスを提供しており、ＫＤＤＩ殿や電力系事業者は

ＫＤＤＩ株式会

社 

第一種指定電気通信設備の指定は、指定要件に基づき適切に行わ

れていると理解しております。 

なお、昨年度の検証において適当とされた考え方（※）についても、

変更すべき市場環境の変化は起こっていないと考えます。そのため、

現状どおり、ネガティブリスト方式の維持、メタル・光を区別せずに指定

することを継続すべきと考えます。 

（※）「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度に基づく

検証結果（平成２４年度）」（平成25年3月29日）P18参照 

URL:http://www.soumu.go.jp/main_content/000215708.pdf 
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意見提出者 該当部分 再意見 

相当量の設備を保有していること。 

－「光の道」構想に関する意見募集（平成２２年８月１７日）におい

て、ジュピターテレコム殿から「ケーブルテレビ事業者は、線路敷

設基盤を保有しない状態で、今まで設備競争を行ってきた。体力

のある通信大手キャリアと異なり、規模の小さいケーブルテレビ

事業者が、一社一社のカバーエリアは狭いながらも業界全体で

世帯カバー率、８８％まで設備を整えられたことは、電気通信業

界において、設備競争をより活発に行うことが可能であることの

証明であると考える」といった意見が提出されているように、線路

敷設基盤を持たなくても、意欲のある事業者であれば、当社や電

力会社の線路敷設基盤を利用して自前ネットワークを構築する

ことが十分可能であること。 

－ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿が有する財務力、顧客基盤を用いれ

ば、光ファイバを敷設しサービスを提供することは十分可能であ

ること。 

－加入者光ファイバについては、諸外国で日本のように厳格なアン

バンドル規制を課している例はないこと。 

・なお、昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証結果では、メタル

回線と光ファイバ回線は、 

①共に利用者から見て代替性の高いブロードバンドサービスの提

供に用いられていること、 

②既存の電柱・管路等の共通の線路敷設基盤の上に敷設されて

いること、 

③実態としてＮＴＴ東西はメタル回線を光ファイバ回線に更新する際

のコスト・手続の両面において優位性を有していること、 
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意見提出者 該当部分 再意見 

 から、メタルと光を区別せずに一種指定設備として指定することとさ

れております。 

・しかしながら、こうした理由は、以下の観点から、合理性はないと考え

ます。 

－メタル回線（ＤＳＬサービス）と光ファイバ（光サービス）との間で

サービスの代替性があることと、設備のボトルネック性とは直接

関係がないこと。 

－電柱・管路等の線路敷設基盤は、徹底したオープン化により、他

事業者は、構築意欲さえあれば、光ファイバを自前敷設すること

が可能であること。 

－当社は、メタル回線とは別に光ファイバを重畳的に敷設してお

り、メタル回線を保有していることで他事業者よりも安く光ファイ

バを敷設できるわけではないため、当社にコスト面での優位性も

ないこと。 

－また、他事業者も計画的に光ファイバを敷設することにより、

個々のお客様からの申込に対して当社と同等の期間でサービス

提供することは可能となっており、当社に手続面での優位性はな

いこと。 

・現に、ＮＴＴ東西の加入電話契約者数は、平成１０年３月末時点の

ピーク時に約６，３００万でしたが、平成２５年３月末時点では約２，９０

０万へと減少しています。一方、フレッツ光のひかり電話契約者数（ｃｈ

数）は、平成２５年３月末時点で約１，５００万程度であり、加入電話の

ピーク時に比べると約１，９００万ものお客様が、ＮＴＴ東西の固定電

話以外の他社直収電話やＦＴＴＨサービスまたは携帯電話等へ移行し

たものと想定されます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

・こうした状況は、お客様ご自身が自由にサービスを選択した結果であ

り、更に、スマートフォン等の高度な機能を有する端末の普及に伴

い、固定系ブロードバンドは利用せずに移動系ブロードバンドのみを

利用するユーザもいることを踏まえると、メタル回線で提供される代替

サービスについて、固定系のブロードバンド回線の光ファイバに限定

するという考え方は市場実態を反映したものではなく、光ファイバだけ

を抜き出して一種指定設備とする理由にはならないと考えます。 

 

ＢＢＩＸ株式会

社 

<現行指定の対象について> 

弊社は東日本電信電話株式会社殿及び西日本電信電話株式会社

殿（以下、あわせて「NTT東西殿」という。）のNGN（以下、「NTT-NGN」

という。）上におけるVNEとして、IPoE方式によるインターネット接続

サービスを提供しています。 

IPoE方式は、NTT-NGNにおいて県単位で相互接続点が設置されて

いるPPPoE方式と異なり、東京及び大阪の2拠点でしか相互接続点が

設置されていないことから、NTT東西殿の県間網の利用が余儀なくさ

れます。また、VNEとの相互接続点に設置されるゲートウェイルータも

同様に利用が必須となっています。 

IPoE方式は、PPPoE方式同様にNTT-NGN上で提供されるインター

ネット接続サービスであり、国民のブロードバンド利用に大きく影響する

こと等を考慮すれば、IPoE接続方式を提供するために利用が不可欠で

あるNTT東西殿の県間網及びゲートウェイルータについても、第一種

指定電気通信設備として指定し、PPPoE方式と同様の費用負担の考え

方を適用することで、円滑な利用を実現すべきと考えます。 

 

・ＩＰｖ６ ＩＰｏＥ方式の提供形態及び費用負担方法については、平成２０

年の検討当初からＩＳＰ事業者と何度も協議を重ね、事業者間で整理

し合意に至ったものであり、以下の理由から現行の費用負担の考え

方を変更する必要はないものと考えます。 

－ＩＰｖ６ ＩＰｏＥ方式については、ＩＳＰ事業者からの要望に基づき新

たに機能開発を行ったものであることから、そのために必要とな

るゲートウェイルータの費用については、網改造料として整理す

ることが適切であること。 

－ＩＰｖ６ ＩＰｏＥ方式で利用する県間網は、ＰＰＰｏＥ方式で利用する

県間網と同じ設備を利用しており、公平性を確保する観点から、

ＰＰＰｏＥ方式と同額の利用料をご負担いただいていること。 

・そもそも、当社のＮＧＮ自体に不可欠性はなく、一種指定設備の対象

から除外すべきと考えます。 

また、ＩＰｖ６の実現方式としてＩＰｏＥ方式とＰＰＰｏＥ方式とで選択可能

になっており、現在、誰もが構築可能で指定設備となっていない県間

網についてまで、一種指定設備の対象とすることは不適切であると考

えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

＜相互接続点の分割＞ 

前項で申し上げたとおり、現在IPoE方式の相互接続点は東京及び

大阪の2拠点のみであり、NTT東西殿の本来の業務区域である県単位

での相互接続点は設置されていません。このため、PPPoE方式では可

能であった、ユーザの分布やトラヒックに応じた柔軟な網設計やコスト、

品質の管理ができない状況となっています。従って、ユーザ利便の観

点からもIPoE 方式においても、速やかに県ごとの相互接続点を設置

すべきと考えます。 

 

・相互接続点の増設については、ＩＳＰ事業者と協議を重ね、ＩＰｏＥ方式

の提供開始時点では、多大な費用をかけて全国に数多くの相互接続

点を設置したとしても低廉なサービス提供に支障が生じかねないこと

から、最も効率的でコストが安価となるよう東西それぞれ１ヶ所での接

続とすることで合意してきたところです。 

今後のＩＰｏＥ方式のユーザ規模の拡大等に伴うトラヒック増加を見据

え、集約エリア単位での相互接続点の増設を提案させていただいて

おり、現在、関係事業者と相互接続点の増設数、費用負担について

検討しているほか、その他のトラヒック増大への対応方法についても

協議を行っているところであり、今後の協議の中で解決していきたい

と考えます。 

 

一般社団法

人 テ レ コ ム

サービス協会 

NGNのオープン化はほとんど進んでおらず、従来のアンバンドルに

関する議論の延長ではNGN上でのブロードバンドの利活用の促進は

望めません。新たな枠組みによるNGNのオープン化の議論が必要と考

えます。 

２００８年３月２７日付情報通信審議会答申「次世代ネットワークに係

る接続ルールの在り方について」や、２０１１年１２月２０日付情報通信

審議会答申「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方につ

いて」では、NGNのオープン化によるサービス競争の促進のためのア

ンバンドル化に向けたルールが定められています。しかし、現状では

NGN上の新たなサービスはほとんど出現しておらず、従来のルールで

はサービス競争の環境が整わないことが明らかになったと考えます。 

したがって、ブロードバンドの利活用を促進する健全な競争環境を整備

・当社は、テレコムサービス協会殿からのプラットフォーム機能のオー

プン化要望に対しては、ＮＧＮのサービス開始当初から、ご要望内容

を具体化していただくよう、協議を通じて何度もお願いしてきたところ

です。 

  また、昨年度より、テレコムサービス協会殿と定期的に意見交換の

場を設定し、ＳＮＩサービスの新メニューの内容をご説明しているところ

ですが、その場において、テレコムサービス協会殿が提供したいサー

ビスを実現する上で当社がご協力できること等についてお伺いしてい

るものの、現時点、具体的なご要望をいただけていない状況です。 

・当社としては、更なるブロードバンドの普及促進に向けて、大小様々

なプレイヤーが、多彩なコンテンツ・アプリケーションを自在に提供し

ていくためには、ビジネスベースの自由な取引の下で、通信キャリア
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するためには、より大胆なNGNのオープン化施策など新たな対策が必

要と考えます。 

 機能分離は、ブロードバンドの普及とその利活用を促進するための

手段であったはずです。しかし、NGN上でのブロードバンド利活用は、

前項にも示したように必ずしも順調には進んでおらず、以前の「ひかり

の道」議論で得られた「機能分離」の方針も含めて、改めて議論が必要

と考えます。 

を含めた各プレイヤーがお互いの強み・特徴を活かして、より良い

サービスを創造していくことが必要であると考えております。このた

め、当社としては、テレコムサービス協会殿ともそれぞれの強み・特徴

を組み合わせた多彩なサービスの創造に努めていきたいと考えてお

りますので、是非とも、ルールの議論に終始せず、具体的なご要望を

いただきたいと考えます 。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜アンバンドルの在り方について＞ 

日々進化する技術を導入し、通信基盤を強化・進展させることは、情

報通信分野を更に発展させ、国民の生活の更なる利便性向上、経済

活性化等を実現するために非常に重要です。NTT殿におかれまして

は、新しい通信基盤であるNGNに関する研究開発が進められ、世界を

リードしていると認識しておりますが、これは日本国内のみならず世界

の情報通信の発展に多大な貢献をしているものと考えます。 

一方で、新しい技術の導入においては、その利便性や効率性、費用

だけでなく、接続事業者の接続性や公正競争を十分に担保していただ

くことが必要であると考えます。 

例えば、現在、次世代加入者系光ネットワークの実現に向け、各所

で10Gbps級光アクセスネットワークシステムの研究開発が進んでいる

ところですが、一方で、現行とは異なる分岐数での導入等、設備更改

のタイミングで現行方式のように他事業者との接続を前提としない設備

構築がなされ、接続事業者に多大な影響を与える可能性があります。

NGNの設備更改においては「ブロードバンド普及促進のための環境整

備の在り方（答申）」（2011年12月20日）においても記載のあるとおり、

「現時点では技術的に可能でない場合であっても、その後の段階的な

・当社としても、ブロードバンドを通じた国民生活の利便性向上等に向

け、より多くの接続事業者においても当社のＮＧＮをご利用いただき、

多彩なサービス等を実現していただくことで、我が国のＩＰブロードバン

ド市場の活性化に貢献したいと考えております。 

・しかしながら、当社が様々な事業者の要望を事前に想定し開発を

行った場合、実際には利用されることのない機能まで開発を行うこと

になりかねず、徒に検討に係る稼動や開発コストが嵩むこととなるた

め、かえって、低廉なサービスの提供に支障を来たすことになり、お

客様の利便性を損ねることになると考えます。 

・したがって、当社としては、ＩＰ・ブロードバンド市場の活性化を図って

いくためには、事業者間で具体的かつ緊密なやりとりを行うことが必

要であると考えており、事業者から具体的な要望があれば真摯に対

応していく考えですが、更に、よりユーザニーズに即した多様なサービ

スを提供していくためには、ビジネスベースの自由な取引の下で、事

業者がお互いの強み・特徴を活かしてサービスを創造できる環境を整

えていくことが重要と考えます。 

・なお、「第一種指定電気通信設備として指定がされているＮＧＮは、競

争事業者の接続を前提とした設備とすべき」とのご意見については、
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設備更改を経て対応可能となることがあるという点も留意することが必

要」であると考えます。 

第一種指定電気通信設備として指定がされているＮＧＮは、競争事

業者の接続を前提とした設備とすべきであり、設備更新をする場合は、

事前に関係事業者の意見をこれまで以上に聴取し、接続の容易性へ

の配慮や公正競争の担保が必要であると考えます。 

ＮＧＮについては、「次世代ネットワークに係る接続ルールの在り方に

ついて」答申（平成２０年３月２７日）において、ＮＧＮにおけるアンバン

ドルが必要な機能は、「フレッツサービス（収容局接続）に係る機能」、

「ＩＰ電話サービス（ＩＧＳ接続）に係る機能」、「イーサネットサービスに

係る機能」、「中継局接続」の４つと整理され、当社は同答申に基づき

各アンバンドル機能を設定したにもかかわらず、 

－一般収容ルータ接続ルーティング伝送機能 

－一般中継ルータ接続ルーティング伝送機能 

－イーサネットフレーム伝送機能 

 については、未だ他事業者による利用実績が皆無であり、このことか

らも、アンバンドル機能については、あくまでも他事業者の具体的な

要望に基づき設定されるべきものと考えます。 

 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜アンバンドルの要件について＞ 

アンバンドル義務の要件としては、①「具体的な要望があること」、②

「技術的に可能であること」、③「過度な経済的負担がないことに留意」

の三点が明確に示されています。NGNにおける公正競争環境の発展

による、ブロードバンドの普及促進を図る観点から、上記アンバンドル

の三つの考え方について、それぞれ以下の観点を踏まえ、NTT東西殿

が適切に対応を行っているかどうかの検証を求めます。 

 

①具体的な要望があること 

「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方（答申）」

（2011年12月20日）において、「上記機能がアンバンドルされた場合

の「利用ニーズ」という意味での「具体的な要望」は競争事業者から

・当社は、これまでも、他事業者から具体的な要望があれば、適時適

切に対応してきたところであり、今後も対応していく考えですが、ソフト

バンク殿のアンバンドルの要件に関する意見については、以下のとお

り適切ではないと考えます。 

 

【①具体的な要望があること】 

・「サービス内容や実現手段を提示した場合であっても、『具体的で

はない』とＮＴＴ東西が主張し、協議が年単位で進まない状況が発

生」とのご意見が述べられておりますが、当社は、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電

話の提供に関する技術検討に着手する上で必要となる要件を確定

させるため、当初ソフトバンク殿からご提示いただいた要望の不明

確な点について協議等で確認させていただきました。 

 22 



意見提出者 該当部分 再意見 

示されることが適当である。」とあります。しかしながら、弊社は、複

数年前より NTT東西殿と「NGN上での0ABJ-IP電話提供」について

NTT 東西殿の設備・システム構成等を想定した「具体的な要望」を

行っておりますが、弊社が提案した方式での実現が困難である旨

の回答は頂けたものの、その具体的かつ詳細な理由についての説

明はありません。 

このように「具体的な要望」が何か、極めて曖昧であることから、

サービス内容や実現手段を提示した場合であっても、「具体的でな

い」とNTT東西殿が主張し、協議が年単位で進まない状況が発生し

ています。加えて、実現性のある代替案の提案を行うための NGN 

の情報開示若しくはNTT 東西殿からの代替案の提示も頂けない

状況です。 

従って、「具体的な要望」の定義が極めて曖昧であることを考慮

すれば、接続事業者から出される要望については全てアンバンド

ルに関する「具体的な要望」とみなすことが必要と考えます。 

仮に、接続事業者からのアンバンドル要望全てを「具体的な要

望」の対象と出来ない場合は、NTT東西殿が求める「具体的な要

望」を満たすため、NTT 東西殿からの情報開示を義務付ける等の

措置が必要です。 

 

②技術的に可能であること 

『「接続の基本的ルールの在り方について（答申）」（1996年12月

19日）』において「なお、特定事業者が技術的に実現不可能である

ことを一定期間内に示せない場合には、技術的に可能とみなすこと

が適当である。」との整理がなされた通り、NTT東西殿が技術的に

その後、ソフトバンク殿から当初の要望とは異なる利用帯域や優先

クラスの種別の仕様に関する新たな要望を受領したことから、当社

において、再度当該要望に関し技術検討に着手する上で必要とな

る要件を確認させていただいた上で、ネットワーク上での実装可否

等について検討してきたところです。 

・また、「提案した方式での実現が困難である旨の回答は頂けたもの

の、その具体的かつ詳細な理由についての説明はありません」 

「実現性のある代替案の提案を行うためのＮＧＮの情報開示若しく

はＮＴＴ東西殿からの代替案の提示も頂けない状況」とのご意見が

述べられていますが、ソフトバンク殿からご提案いただいた方式に

ついては、上述のように、ご要望内容を確認していく中で、当社ネッ

トワーク等に多大な改修が必要となることが明らかになったため、

協議において速やかにその状況をお伝えしております。 

また、この回答の際、当社からは、これまでの協議を通じて確認し

てきた技術仕様等を踏まえ代替案を提示したところであり、現在、

今後の協議において検討を進めていく実現方式について、当社よ

り提示した代替案とするのか等、ソフトバンク殿にご検討いただい

ているところです。 

・このように、当社としては、協議等を通じて技術検討に着手するた

めに必要となる要件の明確化に努めてきたところであり、今回のご

要望については、全く新しい案件であったことから、技術的な要件

を確定していく上で、繰り返し技術仕様の確認・ネットワーク上での

実装可否の検討に時間を要したものです。また、代替案についても

当社から提案しているところであり、ソフトバンク殿からのご指摘は

適切でないと考えます。 
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実現不可能であることを具体的かつ明確に示すべきです。仮に技

術的に実現不可能であることを示す場合であっても、NTT東西殿

は、接続事業者自身が検証し、判断が可能となるように技術仕様

書等を利用した説明を行うこととし、代替提案を行う場合について

は、その代替提案に関する情報提供を行うべきと考えます。 

また、接続事業者から要望する代替方式の提案を行った場合に

は、実現性の検討を行い、その結果として技術仕様書等を利用し

説明を行うとともに、接続事業者との協議を持つことも必要です。 

 

③過度に経済的な負担がないことに留意 

アンバンドルを実現するために必要とする費用であったとしても、

一律に接続事業者負担とするのではなく、本来、基本機能として具

備する機能やNTT東西殿の独自仕様等に起因することで追加発生

する費用等については、その費用負担の在り方については、協議

をもって解決することが必要と考えます。 

また、システム開発の必要性については、その費用対効果、相

互の仕様合理性についても、接続事業者側で検証が行えるよう、

前もって十分な情報開示を実施するとともに、接続事業者自身が

判断し、開発費用等の低減のため提案が行えるよう、NTT東西殿

は実現性に必要な協力を積極的に行うべきです。 

 

・「『具体的な要望』の定義が極めて曖昧であることを考慮すれば、

接続事業者から出される要望については全てアンバンドルに関す

る『具体的な要望』とみなすことが必要」とのご意見については、当

社としては、 

－ただ漠然と機能のアンバンドルを要望されても、どのような機

能をどのように提供すればよいか分からないこと、 

－また様々な事業者の要望を当社が想定して開発を行った場

合、実際には利用されることのない機能まで開発を行うことに

なりかねず、徒に検討に係る稼動コストや開発コストが嵩むこ

ととなること、 

 から、まずは、新たな機能のアンバンドルを要望される事業者が、

どのようなサービスを提供するのか、そのためにはどういった接続

形態でどのような機能が必要なのか等、ご要望内容を具体化いた

だくことが不可欠であると考えます。 

 

【②技術的に可能であること】 

・ソフトバンク殿の「NTT東西殿が技術的に実現不可能であることを

具体的かつ明確に示すべきです。仮に技術的に実現不可能である

ことを示す場合であっても、NTT東西殿は、接続事業者自身が検証

し、判断が可能となるように技術仕様書等を利用した説明を行うこ

と」とのご意見については、当社は、接続事業者からの要望に対

し、現在も、協議の場等において適時適切に技術的な条件等を提

示して説明しております。 

・「ＮＴＴ東西殿は、（略）代替提案を行う場合については、その代替
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提案に関する情報提供を行うべき」とのご意見については、当社で

は接続事業者の通信網やシステム等の技術的な仕様を把握でき

ないことから、当社から接続事業者の具体的な要望を満たす代替

提案をすることは難しいと考えますが、協議等において、具体的な

サービス仕様や技術仕様等の情報をご提供いただければ、代替提

案を検討することも可能と考えます。 

現に、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話の提供に関するソフトバンク殿のご要望に

対しては、これまでの協議を通じて確認してきた技術仕様等を踏ま

え当社から代替提案を提示し、現在、ソフトバンク殿にご検討いた

だいているところです。 

当社としては、今後も、接続事業者から要望があれば、情報提供に

応じていく考えであり、接続事業者においても、当社の検討に必要

となる情報を積極的に提供いただきたいと考えます。 

 

・「接続事業者から要望する代替方式の提案を行った場合には、実

現性の検討を行い、その結果として技術仕様書等を利用し説明を

行うとともに、接続事業者との協議を持つこと」とのご意見について

は、上述のとおり、これまでも、代替提案であるか否かにかかわら

ず、具体的なご要望をいただければ協議に応じ、実現性の検討を

行うとともに、適時適切に技術的な条件等を提示して説明してきた

ところであり、今後も同様に対応する考えです。 

 

【③過度に経済的な負担がないことに留意】 

・「（アンバンドルを実現するために必要とする）費用負担のあり方に

ついては、協議をもって解決すること」とのご意見をいただいており
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ますが、費用負担の方法については、これまでも協議を行い合意

のうえ負担いただいているところです。なお、個別要望に基づく機

能を基本機能として具備することについては、当該機能を利用しな

い事業者にもコスト負担を強いることとなるため、費用負担の公平

性の観点から、当該機能を要望した接続事業者に、その費用の全

額を負担していただく必要があると考えます。 

 

・また、「（システム開発の必要性については）十分な情報開示を実

施するとともに、接続事業者自身が判断し、開発費用等の低減の

ため提案が行えるよう、ＮＴＴ東西殿は実現性に必要な協力を積極

的に行うべき」とのご意見については、当社としては、これまでも接

続事業者のみが利用されるシステム開発を行う場合には、接続事

業者のご要望をお聞きしながら、その機能や仕様を決定し、それに

係る費用及びその負担方法について十分な説明を行ってきたとこ

ろです。更に、システムの利用に必要な改修内容の説明や情報開

示をより充実させる観点から、 

－接続事業者のご意見・ご要望を考慮のうえ、システム改修内

容を検討するため、年２回、意見交換会を実施すること、 

－システムの運用開始予定時期の原則約６ヶ月前までに、運用

手続の変更内容についてご案内すること、 

 の新たな取組みを昨年度より実施しており、計３回（平成２４年５

月、同１１月及び平成２５年５月）接続事業者への意見交換会を

行ったところです。また、今後も同様の取り組みを継続していく考え

です。 
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ＫＤＤＩ株式会

社 

現行のアンバンドル機能の対象は適切と考えます。 

なお、NGNのアンバンドル機能については、設備競争を阻害するよう

なアクセスに関する機能のアンバンドルは不要と考えます。 

・当社のＮＧＮ等については、前述のとおり、一種指定設備の対象から

除外していただく必要があると考えますが、仮に、引き続き一種指定

設備の対象とするのであれば、少なくとも他事業者による利用実績や

現状において利用実態がない機能については、早急にアンバンドル

機能の対象から除外していただく等の対応を行っていただきたいと考

えます。 

①機能の提供開始以降、他事業者による利用実績がない機能 

－一般収容ルータ接続ルーティング伝送機能 

－特別収容ルータ接続ルーティング伝送機能 

－一般中継ルータ接続ルーティング伝送機能 

－イーサネットフレーム伝送機能 

－光信号電気信号変換機能（メディアコンバータ） 

②現状、他事業者による利用実態のない機能 

－光信号多重分離機能（局内光スプリッタ）及び光信号主端

末回線収容装置（ＯＳＵ） 

－端末回線伝送機能のうち下部端末回線により伝送を行う機

能（柱上ＶＤＳＬに係る引き込み線区間） 

・また、ＩＰ電話サービスに係る機能のアンバンドルについて、ひかり電

話網と他事業者網との接続は、独立したネットワーク同士の接続であ

り、互いに接続料を支払う関係にあることから、当社のひかり電話網

のみを一種指定設備とすることはバランスを失しており、関門交換機

接続ルーティング伝送機能については、アンバンドルの対象から除外

していただきたいと考えます。 

・仮に、当該機能がアンバンドルの対象から除外されない場合には、当

社の接続料は他事業者から検証可能であるのに対し、他事業者の接
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意見提出者 該当部分 再意見 

続料は当社から検証不可能であるため、公平性に欠けることになりま

す。 

現に、当社は、当社よりも高い接続料を設定する事業者に対し、算定

根拠の開示を求めているものの、一切情報が開示されない状況にあ

ります。 

・こうした事業者は、「事業者間協議の円滑化に関するガイドライン」

（平成２４年７月２７日）に示されている通り、当社より求めがあれば、

相手方は合理的な理由なく差が生じないよう情報開示をすべきであ

り、少なくとも、当社と比べ接続料が高止まりし、その格差が協議事項

となっている場合、当該事業者は当社と同程度の算定根拠を必ず提

示いただき合理的な説明を行っていただきたいと考えます。 

・なお、それでも情報開示をいただけない場合は、総務省殿において、

こうした事業者の接続料について透明性を確保し、適正性を検証でき

るよう、算定根拠に係る情報開示の程度を更に高めるための必要な

措置を講じていただきたいと考えます。 

 

イー・アクセス

株式会社 

■網改造費用、オペレーションシステム開発費の妥当性の検証 

ＮＴＴ東西殿の網改造費用や、ＮＴＴ東西殿のオペレーションシステム

改修案件の開発費用については、現状、金額の妥当性を検証するス

キームがありません。 

これらのコストについては、ＮＴＴ東西殿が網改造料や回線管理運営

費にて全て回収可能であることから、コスト削減インセンティブが機能し

ないことが構造的な問題となっており、その結果、網改造料や回線管

理運営費が高止まりし、競争事業者の事業運営に過度な負担を与え

ることが懸念されます。 

・当社は、効率的な経営を行う観点から、他事業者の要望に基づく網

機能の改修や、オペレーションシステムの改修にあたっては、既存設

備やオペレーションシステムとの親和性等も考慮しつつ、必要最小限

の開発額に留めるよう努めているところです。 

・加えて、当社は、網機能の改修にあたり、他事業者のご要望に基づ

き、双方で仕様を確定した後、改修内容、概算費用等の情報を提示

し、ご理解を頂いた上で、改修に着手させていただいております。 

 また、オペレーションシステムの改修にあたっては、意見交換会（年２

回開催）等の機会を通じて、開発予定（検討中の案件も含む）の内容
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意見提出者 該当部分 再意見 

従って、ＩＰ化に伴いネットワークを構成する機器調達が基本的に市

販品にて可能な環境となっている点も踏まえ、例えば、競争事業者の

みが利用する設備やシステムの調達は入札制とするなど、コスト削減

インセンティブが機能し、なおかつ、コストの妥当性が検証可能となる

スキームが必要と考えます。 

なお、システム開発費用については、当該システムをＮＴＴ東西殿の

設備利用部門が利用していないことが、コスト削減インセンティブが機

能しない原因の１つとなっているため、例えば、設備利用部門における

運用変更やシステム更改の際などに合わせて、可能な限り、競争事業

者と共通のオペレーションシステムを利用することも有効な対策になる

と考えます。 

について、情報を開示させていただいき、他事業者からのご意見・ご

要望等をヒアリングさせていただき、ご理解を得ながら改修を実施し

ており、他事業者が開発内容の妥当性を検証しやすい環境を整えて

います。 

・したがって、ご意見にあるようなコストの妥当性を検証するための新

たなスキームを導入する必要はないと考えます。   

・なお、「競争事業者と共通のオペレーションシステムを利用することも

有効な対策になる」とのご意見については、他事業者が利用するオペ

レーションシステムについて、オペレーションシステム更改等のタイミ

ングを捉え、当社利用部門とハードウェアを共有する等、可能な限り

コスト削減に努めてきているところです。 

・今後も他事業者のご理解が得られるよう、丁寧な説明を行うととも

に、コスト削減に努めていく考えです。 

 

ＫＤＤＩ株式会

社 

第一種指定電気通信設備に関して、以下のような課題があります。 

（略） 

＜コロケーション、中継DF等のリソース不足の解消＞ 

競争事業者がエリア展開や設備更改を行う際、収容局ビルによって

は、コロケーションスペースや中継ダークファイバ、電力設備等の空き

がない等の理由によって、長期間に渡ってNTT東・西の設備を利用で

きない問題が生じています。総務省においては、NTT東・西に対し、長

期間Dランク（利用不可）となっている収容局ビルについて今後の需要

も考慮した上でDランク解消に向けた設備計画を立てさせるよう、措置

を講じるべきです。 

また、前述のとおり、同等性の観点からNTT東・西の利用部門と接

・当社は、これまで、他事業者が必要な設備を設置してサービス提供で

きるよう、コロケーションリソースや中継ダークファイバの有効活用に

向け、過剰なリソースの保留を抑止するためのキャンセルペナルティ

の導入等、適宜必要な取り組みを実施してきたところです。 

・また、コロケーションリソースや中継ダークファイバの空きがないビル

で新たに空きが発生した場合には、速やかに当社ホームページにお

いて開示情報を更新するとともに、希望する他事業者にメール通知を

行う等、情報開示を適切に実施しています。 

・加えて、コロケーションリソースや中継ダークファイバの増設を行う際

には、増設計画を決定後速やかに当社ホームページにおいて増設予

定時期を自主的に開示しており、他事業者の予見性確保に努めてお
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意見提出者 該当部分 再意見 

続事業者との間で、全局舎の情報がタイムリーに開示されているか、

接続事業者は、NTT東・西利用部門と同じタイミングで同じ情報を取得

できているか、といった点についても検証が必要と考えます。 

ります。更に、平成２４年の情報開示告示改正を踏まえ、平成２５年１

月より、設備撤去等によりコロケーションリソースに空きが発生する場

合に、空きが発生する予定時期が判明した時点で、速やかに当社

ホームページにおいて当該情報を開示する等、更なる予見性確保の

取り組みについても実施しています。  

・当社利用部門と他事業者は、当社ホームページにおいてこれらの情

報を入手しているため、情報の内容や取得可能時期に係る同等性は

確保されていると考えます。 

・なお、「Ｄランク（利用不可）となっている収容局ビルについて今後の

需要も考慮した上でＤランク解消に向けた設備計画を立てさせるよ

う、措置を講じるべき」とのご意見が、仮に、ＮＴＴ東西へのＤランクビ

ルでのコロケーションスペースの増設の義務化の要望であるとした場

合、当社は、他事業者に対しコロケーションスペースを増設してまで

貸し出す義務は負っていないものと認識しています。この点、「ブロー

ドバンド普及促進のための環境整備の在り方」答申（平成２３年１２月

２０日）においても、「ＮＴＴ局舎におけるコロケーションスペースの増設

を単純に義務化することはコスト増大につながり、結果としてコロケー

ション料金の上昇として跳ね返る可能性があるため、とるべき措置と

しては必ずしも適当ではない。」とされています。 

 

ソネット株式

会社 

■情報公開／情報更新の拡大、ならびに提供情報の精度向上につい

て 

FTTHアクセスサービスやLTEサービスにおいて、その設備や対応エリ

ア等に関する情報の公開／更新・精度が不足していることによって、自

前での工事、マーケティングや営業活動に支障をきたすケースがあり、

下記の事項に関する更なる情報公開の拡大および更新情報の 提供、

ならびに情報の精度向上についてご対応いただくよう要望いたします。 

・今後の事業展開を計画する上でＤランクとなっているコロケーショ

ン、中継ダークファイバーなどの設備がいつ増設（解消)されるの

か、に関する設備更改情報（予定時期等）の公開 

イー・アクセス

株式会社 

■定格容量値に基づく電気料契約の見直し 

現状、コロケーション電気料は、装置の定格容量値に基づき算定さ

れることから、競争事業者が実際の使用量以上の費用を負担せざるを

得ない状況にあり、結果として、本来ＮＴＴ東西殿が負担すべき金額の

一部を競争事業者が実質的に負担する構造になっていると考えられま

・コロケーションに係る電気料については、電力計を設置いただいた上

で、実際の使用電力量に応じた電気料をご負担いただく方法と、仕様

書等に記載されている装置の定格容量値に応じた電気料をご負担い

ただく方法、いずれかの方法から選択いただいているところであり、客

観性・公平性の観点で、従来から適正であると考えております。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

す。 

この状況は、競争事業者に対して過度な負担を与えており、メタル/

ＰＳＴＮから光/ＮＧＮへのマイグレーションに伴い、ドライカッパ電話事

業者やＡＤＳＬ事業者が、コロケーション設備の撤去や集約によるコスト

削減効果を効率的に創出するにあたって、支障となっております。 

従って、ＮＴＴ東西殿は利用実績に近い値で電気料を算定する方法

を検討すると共に、競争事業者から電気料柔軟化スキームの提案が

あった場合には、真摯に検討いただく必要があると考えます。 

・また、他事業者からの電気料柔軟化のご提案については、これまで

も、他事業者からの具体的な要望にお応えしてきたところであり、今

後も、真摯に検討させていただく考えです。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

第一種指定電気通信設備に関して、以下のような課題があります。 

（略） 

＜光配線区画の適正化＞ 

NTT東・西のシェアドアクセスを利用する形態においては、１局外ス

プリッタあたりの光信号分岐端末回線の収容数向上が、接続事業者の

採算性向上に大きく寄与し、ひいては、光ファイバの公正競争を促進さ

せます。 

光信号分岐端末回線の収容数向上のためには、１光配線区画あた

りの世帯数の適正化が重要な要素であり、平成２４年度の加入光ファ

イバに係る接続料認可の際に、既存の光配線区画とは別に接続事業

者向けに新たな光配線区画を設定すること、及び、戸数が過小な光配

線区画等既存の光配線区画を適宜見直す方向性が示されたところで

す。 

しかしながら、現時点において、弊社で確認したシェアドアクセスを

利用可能な１光配線区画あたりの世帯数は、NTT東日本で約３１世

帯、NTT西日本で約２４世帯程度であり、NTT東・西が主張する平均５

０世帯、４０世帯という水準とはかけ離れた実態となっています。公正

・現在、当社情報Ｗｅｂステーションにおいて光配線区画の世帯数情報

を提供しているところですが、平成２５年３月末の既存の光配線区画

あたりの世帯数（※）は５８世帯となっています。 

また、既存の光配線区画の拡大にあたっては、昨年末より、既存ユー

ザがなく、カバー範囲が小さな光配線区画について、河川や鉄道を跨

いでいる等の地理的条件や地下配線区間になっている等の物理的

条件により統合できないケースがあることや、費用対効果等を踏ま

え、隣接する光配線区画と統合する見直しを行ってきたところであり、

今後も、見直し可能な光配線区画があることが判明した段階で、適宜

見直しを行っていく考えです。 

なお、当社も接続事業者もこの同じ既存の光配線区画の下でシェアド

アクセスを利用してサービス提供しており、公正競争上の問題はない

ものと考えております。 

・更に、当社は、接続事業者向けの光配線区画について、平成２４年５

月に関係事業者の方々に対して説明会を開催し、本年４月中旬よりト

ライアルを実施しているところであり、既存の光配線区画が使いづら

いということであれば、是非トライアルにご参加いただきたいと考えて
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な競争環境を確保し、ユーザーの利便性を向上させるため、速やかに

１光配線区画あたりの世帯数の適正化を実施し、光信号分岐端末回

線の収容数向上を図る必要があります。 

おります。 

（※）光配線区画ごとに、平成１８年１２月以降における加入電話、ＩＳＤ

Ｎ、メタル専用線、メタル宅内保留回線数の合計の最大値としていま

す。 

 

ソネット株式

会社 

■情報公開／情報更新の拡大、ならびに提供情報の精度向上につい

て 

FTTHアクセスサービスやLTEサービスにおいて、その設備や対応エリ

ア等に関する情報の公開／更新・精度が不足していることによって、自

前での工事、マーケティングや営業活動に支障をきたすケースがあり、

下記の事項に関する更なる情報公開の拡大および更新情報の 提供、

ならびに情報の精度向上についてご対応いただくよう要望いたします。 

（略） 

・有償で購入した収容局ビル単位の光配線区画毎の住所情報につ

き、明らかに他と異なる住所が含まれている場合や住所情報が詳

細でないもの（番地記載なし等)が含まれている場合が存在するた

め、正確な住所情報の提供 

・ご指摘の事象については、当社システム上の住所情報が、行政の区

画整理等により最新の情報に更新できていなかったことにより発生し

たものであり、ソネット殿には、お詫び申し上げるとともに、発生原因

及びデータの適正化等についてご説明差し上げたところです。 

・今後も、当社としては、可能な限り住所情報の適正化に努めていく考

えです。 

ソネット株式

会社 

■各県域支店での個別ルールの存在と接続約款にて定めるべき事項

について 

NTT各県域支店によって個別ルールが存在し、加入ダークファイバー

申込後、支店によって異なった資料提出を要望される事があります。

例えば、地図、施工図面などを追加で要望され、再度現地調査を行わ

なくてはならないなど、利用者の開通時期が遅れる等の影響が出てお

り、加入ダークファイバー申込に必要な資料や手続き等については、

NTT各県域支店で共通化し、接続事業者に開示されるよう要望しま

・当社は、当社ダークファイバに係る貸し出し手続について、接続約款

に定めるとともに、具体的な運用に係るマニュアルを作成し、他事業

者に開示する等、運用の標準化に取り組んでおります。仮に標準化さ

れた運用に当たらない事象がある場合には、具体的な内容をご提示

いただければ、協議し、必要に応じ改善する考えです。 

・また、局内光ファイバの廃止に係る手続、運用についても、具体的な

事象をご提示いただければ、協議し、検討させていただく考えです。 
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す。 

また、局内ダークファイバーの廃止対応に関する期日が定義されてい

ないため、同ファイバーの張り替え等を実施したい場合に時間を要して

います。この点につき、接続約款上で定めるべき事項として検討してい

ただきたいと考えます。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜ONUの端末設備化＞ 

現在、NTT-NGNユーザ宅内に設置される光回線加入者側終端装置

（ONU）はNTT 東西殿の事業用電気通信回線設備としてNTT東西殿

が設置し、ユーザへレンタル提供しています。NTT東西殿は、過去、

ONUのレンタル代金として月額945円で提供を行っておりましたが、独

占領域であるONUは、過去10年間において、金額・機能等に大きな発

展はありませんでした。ONUの開放の是非については、競争政策や規

制・制度と密接に関わる問題であり、事業者間でのみで結論付けるこ

とは適当ではないことから、先の｢ブロードバンド普及促進のための環

境整備の在り方答申（平成23年12月20日）｣において、「FTTHサービス

におけるONUの開放の是非及びその在り方に関しても、（中略）技術的

課題の整理等、必要な検討を行うことが適当である。」とされていること

からも、速やかにオープンな場で議論を開始すべきと考えます。 

・「独占領域であるＯＮＵは、過去１０年間において、金額・機能等に大

きな発展はありません」とのご意見が述べられていますが、ＯＮＵの機

能については、お客様利便の向上の観点から、機器の小型化・省電

力化を進めるとともに、お客様ご自身で容易に設置ができるよう光コ

ンセント等の周辺機器も含め継続的に改良を加えてきております。ま

た、現在、フレッツ光の料金はＯＮＵの利用料を含んだ料金となってお

りますが、フレッツ光の料金は、各種割引等により低廉化してきている

ところであり、実質的にＯＮＵ自体の低廉化も図られているものと考え

ます。 

・また、（ＯＮＵの開放の是非について）「議論を開始すべき」とのご意見

については、以下の理由から、ＯＮＵを端末設備としてエンドユーザに

提供することは適切ではなく、ＯＮＵについては引き続き当社にて提

供させていただく考えです。 

－フレッツ光ネクストファミリータイプ等で利用している、１つの芯線

を最大３２ユーザで共有するＰＯＮ方式については、当社の局舎

内のＯＳＵと各ユーザ宅に設置するＯＮＵが協調して動作してい

ます。 

－具体的には、下りの場合、ＯＳＵは、同一芯線内の全てのお客様

に同一の下り信号を送信し、各ＯＮＵにおいて自分宛以外の不

要な信号を廃棄することで最大３２ユーザでの通信を可能にして

ＢＢＩＸ株式会

社 

＜ONUの端末設備化＞ 

現在、NTT-NGNユーザ宅内に設置される光回線加入者側終端装置

（ONU）はNTT東西殿の事業用電気通信回線設備としてNTT東西殿の

みが提供しています。また、「ONU一体型ルータ」としてルータ機能やIP 

電話のTA機能との一体化を行い、エンドユーザへ提供しています。こ

れらの複数の機能を一体で提供できるのはNTT東西殿のみであり、機

器メーカーやISP等他社が参入することはできません。先般、総務省で
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開催された｢IPv6によるインターネットの利用高度化に関する研究会｣

においても、「ONUとHGW一体化の議論を聞いて黒電話を思い出した。

一見すると便利であるが、インターネットはレイヤを分け、様々な機能

を切り離したことで多様性を確保し発展してきた。一体化の件は逆戻り

になるのではないかという懸念を感じた」といった議論がされたこと等

からも、ONUやルータ等の一体的な提供がＮＴＴ東西殿のみ可能であ

る等といった問題について、議論を開始すべきと考えます。 

います。また、上りの場合は、各ＯＮＵからリクエスト信号を送出

し、ＯＳＵ側からの指示に従って各ＯＮＵからパケットを送出する

ことで、最大３２ユーザでの通信を可能にしています。 

－このように、ＯＮＵは、ＯＳＵと協調して動作することで、１芯に複

数ユーザのトラヒックを同時に流しても、個々のユーザの通信を

正常に機能させるといったネットワーク設備として果たすべき機

能を実現しております。 

－仮に、当社以外がＯＮＵを提供した場合には、当社は、正常に動

作するＯＮＵが設置されたか確認することができず、例えば、当

該ＯＮＵを設置したユーザの通信や同一芯線内の他のユーザの

通信が正常に確立しないおそれ、あるいは、あるユーザの通信

を同一芯線内の別のユーザが傍受するおそれ等の問題も生じる

ことになります。 

・また、ＯＮＵと他事業者装置等との一体化のご要望があれば、協議に

応じていく考えです。 

 

株式会社ケ

イ・オプティコ

ム 

ソフトバンク殿の提案に基づくベストエフォート回線を用いた０ＡＢ－

Ｊ番号のＩＰ電話サービスについては、「従来の０ＡＢ－Ｊ番号とは異な

るものであることの利用者への周知の徹底を条件としたもの」とされて

いますが、安定品質が担保されないため、緊急通報が安定的に確立で

きない等により、人命および国民の安心・安全が脅かされ、利用者利

益が著しく損なわれる可能性があります。 

特に、０ＡＢ－Ｊ番号の品質要件については、内閣府規制改革会議

において国際先端テストの対象案件となった「市外局番（０ＡＢ－Ｊ番

号）取得に係る品質要件の見直し」に関して、総務省殿より「規制を維

・ソフトバンク殿のベストエフォート回線を用いた０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話サー

ビスについては、情報通信審議会答申（平成２４年９月２７日）におい

て、安定品質以外の技術基準への適合、定期的な品質測定及び分

析の結果の報告を前提に、実施期間及び実施条件を限定した特例措

置を付した上で、０ＡＢ～Ｊ番号の使用を認めることが適当とされ、平

成２５年５月１日よりサービスの提供が開始されました。 

・しかしながら、当該サービスは、ベストエフォート回線を用いて提供さ

れるサービスであるため、通信パケットのロスが発生すると、現行の０

ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話の通信品質基準が確保されず、災害時優先通信及
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持する必要性」として以下の見解が示されています。 

（平成２５年５月２７日開催 規制改革会議 第７回創造等ワーキング・

グループ 資料１－４抜粋） 

・我が国の現行制度では、アナログ電話と同等の品質が確保されるＩ

Ｐ電話について、アナログ電話と同じ体系の電話番号（０ＡＢ－Ｊ番

号）を割り当てることとしており、その提供のため、各事業者はさま

ざまな技術を用いて一定の通信品質を維持しているところ 

・仮に、０ＡＢ－Ｊ番号のＩＰ電話の品質要件を廃止等した場合には、

トラフィックの混雑する時間帯や、将来的にトラフィック環境の変化

した場合において、ＩＰ電話による通信品質が適切に確保されず、

支障の生じるおそれがある 

・我が国の０ＡＢ－Ｊ番号のＩＰ電話は、品質、緊急通報の利用、故障

又は損壊の対策等の点において、アナログ電話と同等性が確保さ

れており、そのような保証のない０５０番号のＩＰ電話と明確に区別

されている。ＩＰ電話の番号による識別性が損なわれた場合には、

消費者は提供事業者・提供サービスごとに複雑な判断をしなけれ

ばならなくなることから、品質要件の廃止等は適切ではない 

・あまり知識のないお年寄り等が誤って低い品質のＩＰ電話サービス

を選択してしまうといった問題が頻発する 

また、当該サービスは、昨年の検証結果において、「競争条件を抜

本的に変更するものではない」とされていますが、上記総務省殿見解

にあるとおり、これまで、さまざまな技術を用いて一定の通信品質を維

持するため、相応の設備投資を重ねてきた既存事業者が圧倒的に不

利な競争条件を強いられるばかりか、利用者に対して、当該既存事業

者による最適なサービスの提供が阻害されることは、固定通信市場の

び緊急通報呼が繋がらなくなる可能性もあるなど、国民生活に支障を

及ぼす課題を抱えています。 

・また、以下のようなユニバーサルサービスとの関係や競争政策上の

問題も孕んでおり、こうした観点からの議論を早急に行う必要がある

と考えます。 

 

（１）ユニバーサルサービスの在り方について 

・ソフトバンク殿のサービスは、当社のフレッツ光（ブロードバンド

サービス）上で提供することを前提としているため、ユニバーサル

サービスには該当しませんが、同様の方式で「電話のみメニュー」

が低廉な料金で提供されるようになった場合に、当該メニューがユ

ニバーサルサービスに該当するか否か明確になっていません。 

・仮に、当該メニューがユニバーサルサービスに該当するとされるの

であれば、当社もこれからＰＳＴＮマイグレーションを控えている中

で、ＩＰ電話サービスの提供方法を抜本的に見直さざるを得なくなる

可能性があると考えます。 

・逆に、当該メニューがユニバーサルサービスに該当せず、ユニバー

サルサービスとしては従来どおりの品質を求めるというのであれ

ば、（２）のような競争環境下において、当社はユニバーサルサービ

ス責務を果たすことが困難となる可能性があると考えます。 

・現在、ユニバーサルサービスの維持に係るコストについては、その

一部を基金で補填し、大半をＮＴＴ東西の内部補填により賄ってい

ますが、他事業者が都市部等の競争エリアにおいて、今回の提案

方式によるベストエフォートの０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話サービスを低廉な

料金で提供するようになると、都市部等でのＰＳＴＮユーザの流出
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発展が損なわれるものと考えます。 

以上のことから、平成２６年の包括的な検証に向けて、利用者の利

益を著しく損なうことがないか、不公正な競争環境の形成に繋がること

がないかという視点にたって、審議会や競争政策委員会等の公の場で

議論を尽くしていただくことを要望いたします。 

が進み、ＮＴＴ東西の内部補填によるユニバーサルサービスの維持

が困難になることが懸念されます。 

 

（２）ネットワーク利用料の負担の公平性について 

・ソフトバンク殿は、当社のＮＧＮとＩＳＰ接続することで、ルータによる

伝送部分のネットワーク利用料を負担することなく０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電

話サービスを提供されていますが、当社を含む既存の０ＡＢ～Ｊ電

話サービス提供事業者は、交換機やルータによる伝送部分のネッ

トワーク利用料（コスト）を負担してサービスを提供しており、同じ０

ＡＢ～Ｊ電話サービスでありながら、ネットワーク利用料（コスト）の

負担の公平性が図られておりません。 

・当社を含む０ＡＢ～Ｊ電話サービス提供事業者からすると、当該コ

ストを他の料金で回収するような見直しは現実的に難しい中で、当

該コストを負担しないベストエフォートでの０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話サービ

スの提供を認めることは、これまでの０ＡＢ～Ｊ電話市場における競

争環境を覆し、現行のＰＳＴＮ並みの品質確保を前提に技術開発・

研究・投資を重ねてきた既存事業者に対して圧倒的に不利な競争

条件を強いるものであり、同じ０ＡＢ～Ｊ電話でありながらネットワー

ク利用料の負担の公平性が図れない等の点について、競争政策

上の観点から検討する必要があるものと考えます。 

 

株式会社ケ

イ・オプティコ

ム 

国民共有の財産である周波数の割当てを受けて事業を営んでいる

二種指定事業者は、電気通信市場全体に与える影響力から鑑みてそ

の公益的役割は大きいことから、二種指定事業者には、モバイル市場

の競争促進に繋がるさらなる規制があって然るべきと考えます。 

・「二種指定事業者には、モバイル市場の競争促進に繋がるさらなる規

制があって然るべき」とのご意見がありますが、以下のとおり、第二種

指定電気通信設備制度に限らず、現行の硬直的な規制により競争を

促進するという考え方は、市場環境の変化に対応しきれないものと考

 36 



意見提出者 該当部分 再意見 

総務省殿においては、二種指定制度の規制対象の見直しや「ＳＩＭ

ロック解除に関するガイドライン」の策定等の措置を講じていただいて

いるところですが、現状、モバイル市場におけるＭＶＮＯの契約者はご

く僅か（携帯電話・ＰＨＳの契約数 １億４千万加入に対し、ＭＶＮＯ契約

数は５８０万加入）であり、二種指定事業者あるいは二種指定事業者を

中心とする企業グループによる寡占状態にあります。こうした実態を踏

まえると、二種指定事業者とＭＶＮＯとの間にある競争上の格差は依

然として大きく、このままでは、電気通信市場全体の健全な発展が阻

害されるとともに、モバイル市場の寡占化が著しく進行するものと危惧

します。 

よって、二種指定事業者とＭＶＮＯの不公平な競争条件の是正に向

けては、接続料に関する適正性・透明性の確保が特に重要であり、次

の措置を含め、二種指定制度を一種指定制度並みに厳正化すべきと

考えます。 

・接続約款について、現行の届出制から認可制への移行 

・接続料算定における将来原価方式の導入（ＭＶＮＯの事業予見性

の確保） 

・接続料算定時期に起因する二種指定事業者とＭＶＮＯの原価年度

のずれ解消 

・アンバンドル機能の提供義務化・拡大（すべての二種指定事業者

における同一の接続メニューの提供） 

・二種指定事業者のネットワーク設計値、品質、カバーエリア等につ

いて、ＭＶＮＯに対する情報開示の義務化 

加えて、ＭＶＮＯの参入促進策として、これまでに講じた措置の検証

が必要であるとともに、当該措置の遵守状況に関する監視機能を強化

えます。ＩＰブロードバンド市場の更なる発展のためには、電気通信事

業者と様々なプレイヤーのビジネスベースの自由な取引により、多彩

なサービスを生み出す環境を整えることが重要であると考えます。 

－我が国のＩＰブロードバンド市場を活性化し、グローバル規模のＯ

ＴＴプレイヤーだけでなく、大小様々なプレイヤーが、多彩なコン

テンツ・アプリケーションを自在に提供できるようにするには、電

気通信事業者と様々なプレイヤーが自由にコラボレーションでき

る環境を整えることが重要と考えます。 

－そのためには、電気通信事業者側からも様々なプレイヤーに対

し主体的にコラボレーションを働きかけられる仕組みが必要と考

えますが、ＭＮＯや当社のＩＰネットワークに課されているような硬

直的な料金規制の下では、当該設備を有する電気通信事業者

は自らの強み、特徴を活かして柔軟かつ多様な料金等でアプ

ローチすることが難しく、結果として多彩なコンテンツ・アプリケー

ションの創出の妨げになることから、固定系も含め、事業者間の

取引は自由かつ機動的なビジネスベースの取引に委ねられるべ

きと考えます。 

－なお、諸外国では、こうした市場での事業者間の取引はビジネス

ベースでの取引となっており、接続料金規制は課せられていませ

ん。 

・特に、ＮＴＴグループだけに課されている禁止行為規制は、他事業者

が移動系サービスと特定の固定系サービスを組み合わせたＦＭＣ

サービス等を自由に提供できている中、ＮＴＴグループだけが柔軟に

連携・対応できない状況を生んでおり、ＮＴＴグループのお客様だけが

不利益を被る等お客様利便の向上を阻害していることから、速やかに
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する観点から、次の点を含めてさらなる措置を講じていただくことを要

望いたします。 

・二種指定事業者に対する「ＳＩＭロック解除に関するガイドライン」の

厳正化 

・周波数割当申請時に示したＭＶＮＯへの提供計画との乖離要因の

検証と、当該検証結果の公表 

見直しまたは撤廃していただきたいと考えます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

1992年のNTTドコモ分離や、1999年のNTT再編成時に完全資本分

離を避け、持株会社体制によるグループ一体経営の下での分離・分割

に留まった経緯を踏まえれば、その際にNTTドコモやNTT東・西に課さ

れた公正競争要件は極めて厳格に運用される必要があります。さら

に、電気通信事業法においては、市場支配的な電気通信事業者が市

場支配力を濫用することによって、公正な競争環境が損なわれること

を防止するため、特定の事業者に対し不当に優先的に取り扱う等を禁

止する禁止行為規制が課されており、固定市場・モバイル市場におい

てそれぞれ圧倒的な市場支配力を有しているNTT東・西、NTTドコモが

その対象となっています。 

特に、総務省と公正取引委員会が共同で策定した「電気通信事業分

野における競争の促進に関する指針」（以下、「共同ガイドライン」と言

う。）において規定されているとおり、支配的事業者であるNTT東・西、

NTTドコモが「自己の関係事業者のサービスを排他的に組み合わせた

割引サービスの提供を行うこと」等、自己の関係事業者を排他的に取

り扱うことは問題であると考えます。持株会社体制の下では、NTTグ

ループ各社を優先的に取り扱うインセンティブが働くことから、NTT東・

西やNTTドコモのいずれか一方が関連するNTTグループ連携は禁止

行為規制を潜脱するおそれがあると考えます。 

・「禁止行為規制が適用されているＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモ同士が直接

又は第三者を介し相互に連携することは、これまで有効に機能してき

た公正競争ルールの趣旨に反し、公正競争を著しく阻害することにな

るため、当然禁止されるべき」とのご意見については、当社は、従来

より事業法等の法令及び各種ガイドラインを遵守して事業活動を行っ

ており、更に、改正事業法による更なる公正競争環境整備について

も、適切な措置を講じており、公正競争上の問題は生じていないもの

と考えます。 

そもそも、 

①ＩＰ・ブロードバンドの時代においては、他事業者は、独自のＩＰ通

信網を構築し、アクセス回線も自ら設置、あるいは当社がオープ

ン化により提供しているダークファイバ等を利用してサービスを

提供しており、電話の時代のように、他事業者にとって当社網は

事業展開上不可欠なものにはなっていないこと、 

②ＮＴＴグループ以外の他事業者は、例えば移動系サービスと特定

の固定系サービスを組み合わせたＦＭＣサービス等を自由に

行っている中、ＮＴＴグループだけが柔軟に連携・対応できないこ

とは、ＮＴＴグループのお客様だけが不利益を被ることとなり、低

廉なユーザ料金の実現、様々なビジネスパートナーとの幅広い
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ましてや、禁止行為規制が適用されているNTT東・西とNTTドコモ同

士が直接又は第三者を介し相互に連携することは、これまで有効に機

能してきた公正競争ルールの趣旨に反し、公正競争を著しく阻害する

ことになるため、当然禁止されるべきと考えます。 

そのため、総務省においては、NTTグループによる共同的・一体的

な市場支配力の行使を抑止するよう、禁止行為規制を強化すべきで

す。特に以下の事例について厳格に調査・検証する必要があります。 

 

＜NTT東・西とドコモとの直接的な連携又は第三者を介してのグループ

連携＞ 

NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ及びNTTドコモの

電気通信役務の料金請求に係る業務をNTTファイナンスへ移管するこ

とに関しては、2012年3月23日に総務省より上記事業者に対して消費

者保護ルール、料金規制や行為規制等の趣旨を確保するよう要請措

置が出されているとおり、条件を付した内容について公正競争上問題

がないか引き続き厳格な検証を行うことが必要と考えます。本施策に

よりNTTグループ一体化の動きが既成事実化することは問題であり、

今後新たに公正競争上問題のあるNTTグループの統合等に係る施策

が実施されることのないよう、公正競争環境確保の観点からより厳格

なルール運用を行っていくべきです。 

NTTファイナンスの事例は、請求業務を第三者のグループ会社に一

本化することによる排他的な連携の一類型であり、今後もこのような第

三者を介した排他的なグループ連携が行われる可能性があります。さ

らに、グループ各社が持つ顧客データベースを統合する等して活用し、

競争事業者がビジネス上組むことがあり得ないケースでの事実上の排

提携・協業によるお客様サービスの充実といったお客様利便の

向上を阻害すること、 

からすれば、現行の禁止行為規制等については、過剰な規制と考え

ます。 

・したがって、今回の公正競争レビューの検証にあたっては、昨年度の

ような従来の考え方を踏襲するだけの検証ではなく、上述の市場環

境・競争環境の変化を踏まえ、現行の電話時代からの指定電気通信

設備規制や禁止行為規制等の必要性を検証し、少なくとも実態にそ

ぐわない不要な規制は見直しまたは撤廃していただきたいと考えま

す。 
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他的な連携の可能性もあることから、現行の規制の趣旨が損なわれな

いよう、潜脱の恐れを回避するための措置を予め講じるべきです。 

株式会社ケ

イ・オプティコ

ム 

①ＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収業務の統合 

ＮＴＴファイナンス殿を通じたＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収

業務の統合は、指定電気通信設備規制や禁止行為規制等の公正競

争要件に関する各種規制を形式的にはクリアしつつも、自らの論理に

よってグループ連携を進めていることが根本的な問題であり、市場に

おけるＮＴＴシェアの高止まりの主因でもあります。このことは、これまで

積み重ねられてきた、移動体通信業務分離やＮＴＴ再編の趣旨を逸脱

して、なし崩し的にグループの再統合、独占への回帰を図るものです。 

真に公正競争環境を確保するためには、ＮＴＴグループにおける事

業運営上の全ての行為に対して適切かつ抜けのない規制をかけること

が必要であり、総務省殿においては、平成２６年の包括的な検証を待

つことなく、不適切な共同営業行為等がなされることがないよう、適時

適切に措置いただくことが必要です。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

＜県域等子会社によるドコモショップ兼営＞ 

NTT東・西本体から電気通信業務の主たる部分を委託された県域等

子会社が、NTTドコモからの受託によりNTTドコモの携帯電話の販売を

行うこと（併売）は、それぞれの情報の目的外利用や内部相互補助が

行われないとしても固定と移動の実質的に排他的な一体営業であり、

禁止行為に該当する行為と考えます。したがって、県域等子会社によ

るNTTドコモの商品・サービスの取り扱い（ドコモショップの兼営）は禁

止すべきです。 

・県域等子会社によるＮＴＴドコモ殿の携帯電話の販売業務を実施する

にあたっては、当社からの受託業務とは組織を分け、当社から受託し

た業務に係る顧客情報の目的外利用の禁止について業務委託契約

に規定する等、公正競争確保のための適切な措置を講じており、公

正競争上の問題は特段生じていないことから、更なる措置は不要と

考えます。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

（ア） ＮＴＴ東西殿の県域等子会社におけるＮＴＴドコモ殿の商品の販

売 
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ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

昨年同様、ＮＴＴ東西殿の県域等子会社が株式会社エヌ・ティ・ティ・

ドコモ（以下、「NTTドコモ」という。）殿の携帯電話等の商品について、

ウェブサイト等の広告、取扱いを行っている事象が確認されています

（別添資料１）。NTT東西殿の県域等子会社において、たとえNTT東西

殿の委託業務を実施する組織とは別の独立した組織においてNTTドコ

モ殿の代理店業務を実施していたとしても、NTT東西殿の県域等子会

社において、NTTドコモ殿の携帯電話等の商品の提供・紹介等を行っ

ていることには変わりなく、また、NTT東西殿の県域等子会社におい

て、競争事業者の商品が当然取り扱われることはないと容易に推察さ

れます。従って、当該行為は、電気通信事業法第30条第3項第2号に

該当する排他的な一体営業を子会社等を通じて潜脱的に実施してい

るものであることから、総務省殿は、検証結果を「注視する」に留まるの

ではなく、監督義務を有するNTT東西殿に対し、問題の是正措置を直

ちに求めるべきであると考えます。 

イー・アクセス

株式会社 

■県域等子会社等の禁止行為規制対象への追加 

「ドコモショップでのフレッツ商品販売」、「県域等子会社でのドコモ携

帯電話販売」といった事例は、ＮＴＴグループに閉じた排他的な営業連

携であり、本来は禁止されるべきですが、これら事象の発生元が県域

等子会社や業務委託先といった禁止行為規制の適用対象外となって

おり、禁止行為規制がＮＴＴ東西殿、及びＮＴＴドコモ殿の業務実態と乖

離していると考えます。 

このようなＮＴＴ東西殿とＮＴＴドコモ殿の排他的な営業連携や協業に

ついては、共に、指定電気通信設備を持ち、なおかつ、市場シェアがＦ

ＴＴＨの７２．５％、携帯電話４３．６％（※１）と高い水準にあることを踏

まえれば、競争事業者が追随できない市場支配力の行使となり、競争
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環境を阻害する虞があると考えます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

＜ISPを介したNTT東・西とNTTドコモの連携＞ 

ISPが、NTT東・西のフレッツとNTTドコモの携帯電話の同時加入で、

高額のキャッシュバックを実施している事例がこれまでにも存在してい

たところですが、これは、NTT東・西とNTTドコモの商品・サービスをセッ

トで販売する排他的な一体営業と考えます。 

このような営業活動は、事実上、自己の関係事業者と一体となった

排他的業務に該当するものであり、第三者を介して禁止行為規制を潜

脱する行為と考えます。そのため、総務省においては、直接的な連携

だけでなく第三者を介した間接的な連携についても調査を行い、公正

競争上の問題がないか厳格に検証し、実質的な一体営業が行われな

いように禁止すべきです。 

・ＩＳＰ等の販売代理店がどのような商品・サービスを取り扱うかは、販

売代理店自らの営業戦略に基づくものであり、当社とＮＴＴドコモ殿と

の排他的な共同営業には当たらないことから、販売代理店の経営の

自主性を損ねるような措置は不要であると考えます。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

（オ） NTT 116窓口におけるフレッツ光の営業 

NTT東西殿の116窓口において、NTT東西殿が接続業務で取得して

いる顧客情報を基にし、フレッツ光サービスへの勧誘を行うといった不

適切な営業行為（以下、「116勧誘」という。）については、これまで競争

セーフガード制度等において、KDDI株式会社殿や弊社共が指摘してき

たところです。 

NTT東西殿は、116勧誘の発生を防止するために一定の措置を講じ

ているとしていますが、現に当該事象は継続的に生じており※1、問題

は改善されていません。従って、現状の事後チェックとする遵守体制で

は本事案の防止ができていない以上、過去に実施したとされる設備利

用部門からの接続情報の閲覧等を防止するシステム変更についてそ

の実効性を見極める等、問題の発生を防止する措置内容の適正性や

妥当性を再検証すべきと考えます。その上で、更なる追加措置を講じ

・当社は、１１６窓口において接続関連情報を取り扱うことがないよう、

厳格な体制を構築する観点から、平成２２年３月に実施計画を策定

し、この実施計画の内容に沿って、平成２２年５月に顧客情報管理シ

ステムにおいて接続関連情報の閲覧規制を実施し、当該措置が適正

であることを監査において確認しています。したがって、これを再検証

する必要はなく、更なる措置は不要と考えます。 

・なお、当社の１１６窓口において実施しているフレッツ光サービスの営

業活動については、お客様の利便性確保の観点からお客様のお問

合せ・ご要望にお応えして実施しているものであることから、公正競争

を阻害するものではありません。 
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ることを含め、問題解消に向けて情報遮断等の遵守体制の是正がなさ

れることを要望します。 

 

※1 Yahoo!BBサポートセンターへ引越しのご連絡があったユーザに実

施したアンケート結果 

調査時期 2011年7月 2012年7月 2013年7月 

回答総数 312件 216件 95件 

 

Q：NTTが提供しているインターネットサービス（フレッツ光）についての

勧誘を受けましたか？ （対象：全アンケート回答者対象者、「不明」回

答除く） 

 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

後述のNTTグループ統合請求等、NTTグループ企業や代理店を介

した事業連携が益々進展しています。当該事象等は、NTT再編時の趣

旨を形骸化させるものである一方、NTT東西殿に対する禁止行為規制

のみでは対処しえない事象であると認識しています。類似の事象を防

止するルール策定の他、2014年をめどに実施される予定の包括検証

に当たっては、特定関係事業者制度が現状では十分に機能していな

いことを踏まえ、脱法的なグループ連携を防止する規制整備等の検討

・「第一種指定電気通信事業者が関連している電気通信事業者以外を

活用したＮＴＴグループの連携や業務統合に関係する事業者について

も特定関係事業者の対象とすべき」というご意見については、連携や

業務統合によって公正競争上の問題が生じていることが明らかに認

められる場合に、公正競争を遵守するための措置を検討すべきと考

えます。 

そうした事象が生じていないにもかかわらず、あらかじめ特定関係事
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も行うことが必要と考えます。 業者の対象とすることや、特定関係事業者の対象とすることを前提と

した検討を行うことは、低廉なユーザ料金の実現、様々なビジネス

パートナーとの幅広い提携・協業によるお客様サービスの充実、コス

ト削減といった当社の創意工夫や改善努力を必要以上に制限するこ

とになります。本来このような取組みに対して、規制は必要最小限で

あるべきであり、明らかに公正競争を歪めるものでなければ、予め措

置を講じることは不要であると考えます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

特定関係事業者制度の趣旨は、第一種指定電気通信事業者に対し

禁止行為規制の適用による対処のみでは公正競争の確保に十分でな

いと考えられるものについて、特定関係事業者の指定を行うことによ

り、厳格なファイアーウォールを設けるものであり、こうした趣旨の下、

現在NTTコミュニケーションズが第一種指定電気通信事業者である

NTT東･西の特定関係事業者として指定されていると理解しています。 

しかしながら、NTTファイナンスによる統合請求や県域等子会社によ

るドコモショップ兼営等NTTグループ間の連携が顕在化しており、第一

種指定電気通信事業者と密接に関係がある事業者がこれまで以上に

増えている状況にあることを踏まえると、NTTコムのみならず、NTTドコ

モも特定関係事業者に規定すべきと考えます。 

また、NTTファイナンスについては、昨年の検証結果において、「電

気通信事業者ではないNTTファイナンス等には、現在の事業法におい

ては、特定関係事業者として指定する対象となるものではない。」との

考え方が示されているところですが、NTTファイナンスによる統合請求

の事例については、NTT法、累次の公正競争要件、電気通信事業法

等の趣旨を確保する観点から、NTTファイナンスを介して第一種指定

電気通信事業者と密接に関係のある事業者が連携して反競争的な行

為を未然に防止するために一定の条件が付与されたと理解していま

す。 

これに照らせば、NTTファイナンスも第一種指定電気通信事業者と

密接に関係していると言えることから、特定関係事業者に規定すべき

と考えます。 

なお、今後もコスト効率化の観点等の理由によりNTTファイナンスの事
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例のような非電気通信事業者や関連会社等を活用し第一種指定電気

通信事業者であるNTT東・西が関連したグループ連携が行われる可能

性があることは否定できないことから、第一種指定電気通信事業者が

関連している電気通信事業者以外を活用したNTTグループの連携や

業務統合に関係する事業者についても特定関係事業者の対象とすべ

きと考えます。 

イー・アクセス

株式会社 

■特定関係事業者制度の指定対象の見直し 

特定関係事業者制度は、禁止行為規制の適用による対処のみでは

公正競争の確保を十分に担保し得ない場合に、役員兼任の禁止と

いった厳格なファイアーウォール措置を設けるものであり、現在、ＮＴＴ

コミュニケーションズ殿がＮＴＴ東西殿と業務委託関係があることや、共

同営業が行われやすい土壌があることから、指定対象になっていると

理解しております。 

この点を踏まえると、「ドコモショップにおけるフレッツ商品販売」や、

「県域等子会社におけるＮＴＴドコモ殿の携帯電話販売」のように、ＮＴＴ

ドコモ殿についても県域等子会社や業務委託先を通じて、ＮＴＴ東西殿

と営業連携が行われているところであり、これら事例により、公正競争

環境を阻害する虞があると考えます。 

従って、前述の通り、ＮＴＴ東西殿とＮＴＴドコモ殿の営業連携により、

圧倒的な支配力の行使が懸念される点も考慮し、ＮＴＴドコモ殿を特定

関係事業者に追加することが必要と考えます。 

また、ＮＴＴグループの排他的な連携については、「ＮＴＴファイナンス

への料金業務の集約」のように、禁止行為規制や特定関係事業者の

適用対象外である子会社を通じて、業務の集約化を進める事例も存在

し、今後も新たな施策が行われる可能性があります。 
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これら事例についても、公正競争の担保が必要であることから、ＮＴ

Ｔグループが新たな業務集約化等を行う場合は、その実施が既成事実

化する以前に、実施の適否について議論すると共に、「ＮＴＴファイナン

スへの料金業務の集約」の際の２０１２年３月２３日付の総務省殿要請

事項のように、禁止行為規制や特定関係事業者制度等の公正競争要

件の趣旨を担保する措置（役員兼任・在籍出向の禁止、情報の目的外

利用防止に必要なファイアーウォール措置等）を予め整理しておく必要

があると考えます。 

株式会社エ

ヌ・ティ・ティ・

ドコモ 

禁止行為規制の対象となる事業者の指定については、スマートフォ

ンやLTEの普及等によるOTT（Over The Top）主導のグローバル化の

進展や、移動・固定の連携サービスにより固定側の合従連衡が移動体

市場に影響を与えている状況等を踏まえた見直しが必要であると考え

ます。 

ソフトバンク殿がスプリント・ネクステル殿買収によって売上高で世界

第4位の規模となり、端末や通信設備の調達力が大きく向上すること

や、国内においても当社、KDDI殿、イー・アクセス殿を含めたソフトバン

ク殿の3グループの収益シェアが近接していること、さらには当社は昨

年度においては二度も月次契約数の純減を経験し、年間の純増数に

おいても第3位に甘んじていることや、前述のOTT（Over The Top）など

の様々な上位レイヤーの事業者が提供するプラットフォームサービス

が利用者の支持を得ていることを踏まえれば、当社のみに禁止行為規

制を課す合理性はなく、指定対象について速やかに見直すべきである

と考えます。 

また、KDDI殿のauスマートバリューは、サービス開始後僅か一年余

りで463万契約（2013年7月30日KDDI殿決算発表）に拡大し、KDDI殿の

・ＮＴＴドコモ殿の意見に賛同いたします。 

そもそも、 

①ＩＰ・ブロードバンドの時代においては、他事業者は、独自のＩＰ通

信網を構築し、アクセス回線も自ら設置、あるいは当社がオープ

ン化により提供しているダークファイバ等を利用してサービスを

提供しており、電話の時代のように、他事業者にとって当社網は

事業展開上不可欠なものにはなっていないこと、 

②ＮＴＴグループ以外の他事業者は、例えば移動系サービスと特定

の固定系サービスを組み合わせたＦＭＣサービス等を自由に

行っている中、ＮＴＴグループだけが柔軟に連携・対応できないこ

とは、ＮＴＴグループのお客様だけが不利益を被ることとなり、低

廉なユーザ料金の実現、様々なビジネスパートナーとの幅広い

提携・協業によるお客様サービスの充実といったお客様利便の

向上を阻害すること、 

 からすれば、現行の禁止行為規制等については、過剰な規制と考え

ます。 

・したがって、今回の公正競争レビューの検証にあたっては、昨年度の
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スマートフォン新規の4割弱を占めるに至っております（同決算発表）。

当社は禁止行為規制により特定の電気通信事業者に対する差別的取

扱いが禁止されているほか、料金業務の移管に伴う総務省殿からの

要請により移動・固定が連携した割引が否定され、事実上提供できな

い状況にあります。移動・固定の連携サービスの利用者満足度が高い

ことを踏まえれば、当社の利用者のみ利便性向上が否定されている状

態は速やかに解消されるべきと考えます。 

スマートフォンやLTEの普及等により、グローバル化が急激に進展

し、OTT（Over The Top）が台頭していることを踏まえれば、国内のネッ

トワークレイヤーだけに着目した規制は見直しが必要であると考えま

す。海外と比べて突出して厳しい規制は、国内の通信キャリアの競争

力のみならず、国内の上位下位レイヤー事業者の競争力をも奪うもの

であり、OTT（Over The Top）の多くが海外勢であることを踏まえると国

際競争力の観点からも、見直しが必要と考えます。 

ような従来の考え方を踏襲するだけの検証ではなく、上述の市場環

境・競争環境の変化を踏まえ、現行の電話時代からの指定電気通信

設備規制や禁止行為規制等の必要性を検証し、少なくとも実態にそ

ぐわない不要な規制は見直しまたは撤廃していただきたいと考えま

す。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

＜日本電信電話ユーザ協会（第三者を介したグループ一体営業事例）

＞ 

1976年の公社時代に設立された日本電信電話ユーザ協会は、事実

上、公社時代からの会員基盤をそのまま継承し、NTT再編前の形態の

ままで運用されています。さらに、NTTグループのOBが同協会の役員

に就き、現役のNTT東・西、NTTドコモ、NTTコミュニケーションズの役

員・法人部門の長が、同協会の諮問機関である「評議員会」のメンバー

となっている等、NTTグループが協会運営に直接関与しているものと思

われます。 

また、同協会は、商工会議所や地場企業等の会員に向けて、ブロー

ドバンドセミナーや講演会等を開催し、NTTグループ各社の商品・サー

・本件は、日本電信電話ユーザ協会の活動に係るものであり、主務官

庁による監督等の定められた規範に則って適正に指導・監督されて

いると認識しています。 

・また、ＮＴＴグループ各社の商品・サービスの割引等は日本電信電話

ユーザ協会の判断で特典として実施しているものであり、日本電信電

話ユーザ協会の運営の自主性を損ねるような措置は不要であると考

えます。 
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ビスの紹介やNTTグループ各社の商品・サービスに係る割引、地場企

業にとって有力な宣伝ツールとなる電話帳（公社時代から継承する顧

客基盤を基に作成）の広告割引等を行っており、NTTグループ各社の

営業の場となっていることが懸念されます。 

このような活動は、自己の関係事業者と一体となった排他的業務に

該当するものであり、第三者を介して禁止行為規制を潜脱する行為と

考えます。そのため、総務省においては、日本電信電話ユーザ協会の

事例のような第三者を介した間接的な連携について調査・検証を行

い、実質的な共同営業が行われないようにすべきです。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告について＞ 

NTT東西殿が2013年6月28日に総務大臣殿に提出した、禁止行為

規定遵守措置等報告書については、昨年度と比して、各種規程等の

内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関連情報を持ち出す場合

の明確化等に加え、公表範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更

は公正競争確保に資するものであり、評価されるべきと考えます。しか

しながら、依然として以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏まえ、NTT東西殿に対する

追加調査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあるものについて

は、必要な措置を講じるべきと考えます。また、現在当該報告書におい

て非公表となっている情報については、すべてが経営情報にあたるも

のとは考えられないため、可能な限り公表する等その範囲について再

度検討が必要と考えます。 

1. 電気通信事業法第31条第3項の規定の遵守のために講じた措置

及びその実施状況に関する事項 

イ． (3) 

・「監督対象子会社からの再委託に関して調査、検証及び措置を講じ

るべき」、「再委託先を監督対象に追加すべき」とのご意見について

は、子会社等に業務を委託する場合、当該委託業務については当社

がお客様への提供責任を負うことから、委託先会社が業務を再委託

する場合においても、子会社を通じて当社が監督の義務を負っていま

す。 

・また、禁止行為規定遵守措置等報告書に記載したとおり、監督対象

子会社に対しては再委託先の選定又は変更に際して当社の承諾を

義務付け、すべての委託契約について当該承諾を実施していること

から、既に現在の委託契約において公正競争は遵守されているもの

と考えており、更なる調査、検証及び措置並びに監督対象への追加

は不要と考えます。 

・なお、改正電気通信事業法第３１条第３項の趣旨は、ＮＴＴ東西の業

務の大宗が委託されているのが子会社であることから、ＮＴＴ東西が

議決権の過半数を有する子会社を対象として、ＮＴＴ東西が「電気通

信業務又はこれに付随する業務」を委託した子会社において禁止行
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・ 監督対象子会社のほぼ全てが再委託となっており、潜脱行

為が行われるおそれがある。 

為が行われないよう、適切な監督を義務付けられたものと理解してお

ります。 

・当該監督義務は、他の電気通信事業者に対する規制とのバランスや

資本関係を通じた指揮命令系統による監督規制の実効性を総合的

に勘案し、私企業に対する規制を必要最低限とするとともに、禁止行

為規制の実効性を担保するという観点から、法制化されたものと認識

しており、現行以上に対象範囲を拡大する必要はないと考えます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

機能分離及び子会社監督規制の導入により、これまで以上に接続

関連情報が厳格に管理され、NTT東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとNTT東・西の利用部門の

手続きの同等性の担保、さらには、子会社におけるNTT東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な取り扱いの防止が徹

底され、公正な競争環境が保たれるようになったことは一定の効果が

あったと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトルネック設備や顧客基盤を

有するNTT東・西のシェアはFTTH契約者数においては72.5％（電気通

信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成24年度

第4四半期（3月末）））と依然として高いシェアを有しているため、機能

分離や子会社監督規制の運用を徹底し、公正な競争環境を確保する

ことが必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離及び子

会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的かつ詳細な

項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言えないため、総務省

においては、NTT東・西に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

○子会社監督関連 

・監督対象子会社による再委託は、事業法等の規制を潜脱する恐

れがあることから再委託先についても監督対象とすべき。 

・再委託先についてもNTT東・西や子会社同様、事業法等の規制を

潜脱する恐れがあることから、研修や監査を義務付けるべき。 
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イー・アクセス

株式会社 

なお、ＮＴＴ東西殿に対しては、現状、業務委託先子会社等の監督義

務が課されているところではありますが、２０１３年６月２８日付でＮＴＴ

東西殿より開示された、「禁止行為規定遵守措置等報告書」（以下、禁

止行為規定報告書）の別添資料３によれば、実態として、大半の監督

対象子会社が業務の再委託を行っています。これでは、再委託先や

再々委託先を通じて排他的な連携が行われることも懸念されるため、

業務委託先も含めて抑止する体制が必要と考えます。 

従って、禁止行為規制については、ＮＴＴ東西殿、及びＮＴＴドコモ殿

本体に留まらず、県域等子会社や業務委託先も含めて指定対象とす

ること並びに、制度的な抜け道を抑止するために実施主体に因らず禁

止行為としての該当事例の明確化を図ることが必要と考えます。 

（※１）電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データ

の公表（平成24年度第4四半期（3月末）） 

ＫＤＤＩ株式会

社 

機能分離及び子会社監督規制の導入により、これまで以上に接続

関連情報が厳格に管理され、NTT東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとNTT東・西の利用部門の

手続きの同等性の担保、さらには、子会社におけるNTT東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な取り扱いの防止が徹

底され、公正な競争環境が保たれるようになったことは一定の効果が

あったと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトルネック設備や顧客基盤を

有するNTT東・西のシェアはFTTH契約者数においては72.5％（電気通

信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成24年度

第4四半期（3月末）））と依然として高いシェアを有しているため、機能

分離や子会社監督規制の運用を徹底し、公正な競争環境を確保する

・「監督対象子会社との役員兼任は、事業法等の規制を潜脱する恐れ

があることから禁止すべき」とのご意見については、禁止行為規定遵

守措置等報告書に記載しているとおり、当社は当該子会社監督規定

を遵守するため、監督対象子会社との間で禁止行為に関する合意書

を締結し、当該合意に基づき、禁止行為に関する規程等をすべての

監督対象子会社において制定させるとともに、当該規程に定めている

措置を履行しているかについて当社監査部門による監査を行う等、監

督対象子会社において禁止行為が行われないよう適切に監督をして

いることから、監督対象子会社との役員兼任によって公正競争上の

問題が生じることはないものと考えます。 

・むしろ、監督対象子会社との役員兼任によって、改正電気通信事業

法第３１条第３項に規定されている子会社監督の実効性が高まるも
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ことが必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離及び子

会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的かつ詳細な

項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言えないため、総務省

においては、NTT東・西に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

○子会社監督関連 

・監督対象子会社との役員兼任は、事業法等の規制を潜脱する恐

れがあることから禁止すべき。 

のと考えます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

機能分離及び子会社監督規制の導入により、これまで以上に接続

関連情報が厳格に管理され、NTT東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとNTT東・西の利用部門の

手続きの同等性の担保、さらには、子会社におけるNTT東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な取り扱いの防止が徹

底され、公正な競争環境が保たれるようになったことは一定の効果が

あったと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトルネック設備や顧客基盤を

有するNTT東・西のシェアはFTTH契約者数においては72.5％（電気通

信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成24年度

第4四半期（3月末）））と依然として高いシェアを有しているため、機能

分離や子会社監督規制の運用を徹底し、公正な競争環境を確保する

ことが必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離及び子

会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的かつ詳細な

項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言えないため、総務省

・当社は、お客様利便の向上の観点から、本社とは別に支店等を設置

しております。支店等では設備部門の業務だけでなく、設備部門以外

の部門の業務も実施し、当該支店等の長は業務全般を統括しており

ますが、禁止行為規定遵守措置等報告書に記載しているとおり、設

備部門の設置、接続関連情報の目的外利用の禁止等、適切な措置

を講じており、公正競争上の問題は特段生じていないことから、更な

る措置は不要と考えます。 
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においては、NTT東・西に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

（略） 

○社内体制関連 

・支店長は設備部門と利用部門の兼任が可能となっているが、事業

法等の規制を潜脱する恐れがあることから、兼任は禁止すべき。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告について＞ 

 NTT東西殿が2013年6月28日に総務大臣殿に提出した、禁止行為

規定遵守措置等報告書については、昨年度と比して、各種規程等の

内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関連情報を持ち出す場合

の明確化等に加え、公表範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更

は公正競争確保に資するものであり、評価されるべきと考えます。しか

しながら、依然として以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏まえ、NTT東西殿に対する

追加調査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあるものについて

は、必要な措置を講じるべきと考えます。また、現在当該報告書におい

て非公表となっている情報については、すべてが経営情報にあたるも

のとは考えられないため、可能な限り公表する等その範囲について再

度検討が必要と考えます。 

（略） 

ロ． (1) 

・ 禁止行為に関する規程や公正競争マニュアルは、その詳細

な内容も含め、特定の者の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがあるとはいえないにも関わらず、実

物のみならずその詳細な内容の公開がなされていない。従っ

・禁止行為規定遵守措置等報告書に記載しているとおり、 「禁止行為

に関する規程」の内容は、以下の通りです。 

－電気通信事業法（第３０条、第３１条）の遵守 

－禁止行為管理者の配置 

－禁止行為管理者の責務（教育研修、事前確認・事後点検の実

施、再委託先の監督） 

－監督対象子会社における自社監査の実施 

－当社が行う監査への対応 

－是正措置（問題発生時の報告義務、是正指示への対応） 

・また、「公正競争マニュアル」の内容は、以下の通りです。 

－電気通信事業法（第３０条、第３１条）の遵守 

－禁止行為を行わないために、業務運営上、留意すべき具体的ポ

イントや解説等 

 なお、公正競争マニュアルについては、社員等が常に参照できる状

態にしています。 

・監督対象子会社において実施した研修の内容は、「公正競争マニュ

アル」を踏まえ、公正競争の確保及び禁止行為の防止のための基礎

的知識、遵守すべきポイント、具体的事例としています。当該事例に

ついては質問形式で回答するような要素を盛り込む等、受講者の理
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て、十分な研修内容になっているかの外部検証性が十分に

確保されていない。 

(2) 

・ 集合研修、e-ラーニング等の内容は、特定の者の権利、競争

上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるとはいえ

ないにも関わらず、研修教材の公開がなされておらず、十分

な研修内容になっているかの外部検証性が十分に確保され

ていない。 

解が深まるような工夫をこらしたものとしています。当該研修について

は、禁止行為規定遵守措置等報告書に記載したとおり、監督対象子

会社において委託業務に従事する社員等のすべての研修対象者に

対して研修を実施させています。 

・これらの規程・研修及び公正競争マニュアルの内容の詳細について

は、社内における規程・ルール、社員教育等のノウハウを含むもので

あり、企業として経営上の秘密にあたること、また、当該内容について

は、総務省の求めに応じて提出し、総務省において確認を実施してい

ることから、これを一般に公開する必要は無いと考えます。 

 

ＫＤＤＩ株式会

社 

機能分離及び子会社監督規制の導入により、これまで以上に接続

関連情報が厳格に管理され、NTT東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとNTT東・西の利用部門の

手続きの同等性の担保、さらには、子会社におけるNTT東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な取り扱いの防止が徹

底され、公正な競争環境が保たれるようになったことは一定の効果が

あったと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトルネック設備や顧客基盤を

有するNTT東・西のシェアはFTTH契約者数においては72.5％（電気通

信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成24年度

第4四半期（3月末）））と依然として高いシェアを有しているため、機能

分離や子会社監督規制の運用を徹底し、公正な競争環境を確保する

ことが必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離及び子

会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的かつ詳細な

項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言えないため、総務省

においては、NTT東・西に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに
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基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

（略） 

○社内体制関連 

・制定された公正競争等に係るマニュアルや実施された教育研修の

内容については、公開されていないため、内容が事業法等の趣旨

に沿っているのか、また検証が厳格であったのか判断できないこと

から公表すべき。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

機能分離及び子会社監督規制の導入により、これまで以上に接続

関連情報が厳格に管理され、NTT東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとNTT東・西の利用部門の

手続きの同等性の担保、さらには、子会社におけるNTT東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な取り扱いの防止が徹

底され、公正な競争環境が保たれるようになったことは一定の効果が

あったと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトルネック設備や顧客基盤を

有するNTT東・西のシェアはFTTH契約者数においては72.5％（電気通

信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成24年度

第4四半期（3月末）））と依然として高いシェアを有しているため、機能

分離や子会社監督規制の運用を徹底し、公正な競争環境を確保する

ことが必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離及び子

会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的かつ詳細な

項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言えないため、総務省

においては、NTT東・西に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

・禁止行為規定遵守措置等報告書に記載したとおり、監督対象子会社

に関する監査については、それぞれの監督対象子会社の監査部門

による監査、当社の監査部門（業務監査室）による監査の二つを実施

しており、当社の「電気通信業務又はこれに付随する業務」に係る委

託業務を実施している当事者以外の専ら業務監査を実施している組

織により、監査を実施しています。 

・また、当該監査は、監査部門がリスク・マネジメントやガバナンスの有

効性について評価する観点から監査対象や方法を定め、書面及び実

地（立ち入り）による監査を行っていることから、公正競争を遵守する

上で必要な監査体制は確保されており、総務省においても当該措置

の徹底について、その状況を注視していくとともに、当社から毎年度

報告する禁止行為規定遵守措置等報告書に基づき、引き続き厳格な

検証を行っていくこととしており、更なる調査、検証及び措置は不要と

考えます。 
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（略） 

○社内体制関連 

（略） 

・監査部門は、被監査部門からの独立性が不明であり、検証結果の

妥当性が不明瞭であることから、第三者による監査を義務付ける

べき。 

・監査にあたっては、実効性を担保するため、書面のみならず、立ち

入り検査等も実施すべき。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告について＞ 

NTT東西殿が2013年6月28日に総務大臣殿に提出した、禁止行為

規定遵守措置等報告書については、昨年度と比して、各種規程等の

内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関連情報を持ち出す場合

の明確化等に加え、公表範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更

は公正競争確保に資するものであり、評価されるべきと考えます。しか

しながら、依然として以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏まえ、NTT東西殿に対する

追加調査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあるものについて

は、必要な措置を講じるべきと考えます。また、現在当該報告書におい

て非公表となっている情報については、すべてが経営情報にあたるも

のとは考えられないため、可能な限り公表する等その範囲について再

度検討が必要と考えます。 

（略） 

2. 電気通信事業法第31条第5項の規定の遵守のために講じた措置

及びその実施状況に関する事項 

イ． (1) 

・禁止行為規定遵守措置等報告書に記載したとおり、電気通信事業法

施行規則第２２条の７第１号に定める設備部門は、ネットワーク事業

推進本部、相互接続推進部、東北復興推進室、及び、支店の設備部

としています。別添資料に示す組織図のとおり、ＮＴＴ東日本本社にお

いては、それ以外にコンシューマ事業推進本部、ビジネス＆オフィス

事業推進本部、及び、その他１２室部があり、これら設備部門以外の

部門と設備部門は独立した組織となっています。また、支店において

は、内部組織の基本構成は、企画総務部、営業企画部、法人営業

部、設備部となっており、設備部門である支店の設備部は設備部門

以外の部門と独立した組織となっています（※）。 

・上述した設備部門の組織については、従来「第一種指定電気通信設

備（これと一体として設置される電気通信設備を含む）の設置、管理

及び運営並びにこれらに付随する業務」を実施していることから、改

正電気通信事業法の施行に伴い組織の変更は実施しておらず、当該

組織を設備部門として明確化したものです。 

・当社は、実施計画（平成２２年３月２日）に基づくとともに、電気通信事

業法の改正（平成２３年１１月３０日施行）を踏まえ、抜本的なシステム
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・ 本来であれば、昨年の時点で公開されているべきであるが、

機能分離導入前後でどのように部門変更があったのか不明

であり、十分な対処になっているか確認不能。 

対応をはじめとして、顧客情報管理システムへの適正なアクセス権限

の設定、社内規程・委託契約の整備や運用ルールの見直し、監査・

監督体制の強化等を通じ、情報セキュリティ及び法令遵守の徹底を

図っております。 

・また、禁止行為規定遵守措置等報告書に記載したとおり、設備部門

から独立した監視部門が設備部門の体制、設備部門と設備部門以外

の部門との間での兼務の禁止、設備部門と設備部門以外の部門の

居室の分離等の管理の項目ごとの遵守状況について、当社監視部

門が書面及び実地による確認等を実施し、問題ないことを確認してお

り、また、総務省においても報告書の内容を確認していることから、更

なる措置は不要と考えます。 

 

（※）平成２５年３月３１日現在 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告について＞ 

NTT東西殿が2013年6月28日に総務大臣殿に提出した、禁止行為

規定遵守措置等報告書については、昨年度と比して、各種規程等の

内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関連情報を持ち出す場合

の明確化等に加え、公表範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更

は公正競争確保に資するものであり、評価されるべきと考えます。しか

しながら、依然として以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏まえ、NTT東西殿に対する

追加調査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあるものについて

は、必要な措置を講じるべきと考えます。また、現在当該報告書におい

て非公表となっている情報については、すべてが経営情報にあたるも

のとは考えられないため、可能な限り公表する等その範囲について再

・「接続関連情報の適切な取扱い等に関する規程」の内容は、禁止行

為規定遵守措置等報告書の「２．電気通信事業法第３１条第５項の規

定の遵守のために講じた措置及びその実施状況に関する事項 二．

施行規則第２２条の７第６号の規定により作成した規程」に記載して

おり、 

（１）設備部門の範囲 

（２）接続関連情報の目的外利用の禁止 

（３）設備部門と設備部門以外の部門との間での兼務禁止 

（４）設備部門の体制 

－設備部門における接続関連情報の適正な管理の責任者とし

て｢情報管理責任者｣を置き、設備部門の長がこれをつとめる

こと 
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度検討が必要と考えます。 

（略） 

二． 

・ 具体的にどのようなファイアウォールを置いているかを確認

するための「接続関連情報の適正な取扱い等に関する規程」

は、項目のみの公開にとどまっており、接続関連情報の入

手、利用、提供その他の接続関連情報の取扱いについてこ

れを適正なものとするために十分な内容になっているかの外

部検証性が十分に確保されていない。 （規程原本を公開し

た場合、内容の一部を黒塗りにせざる得ない箇所がある可

能性は否定できないが、その全てが「特定の者の権利、競争

上の地位その他正当な利益を害するおそれがある」ものでは

ないと考える。） 

－｢情報管理責任者｣を補佐する役割として「接続関連情報適正

利用管理者」及び「接続関連情報適正利用補助者」を設備部

門を構成する組織ごとに置くこと 

（５）情報管理責任者の責務 

－設備部門の居室と設備部門以外の部門の居室の分離 

－設備部門の業務に従事する全ての社員等に対して、本規程の

遵守のために必要な研修の実施 

－接続関連情報の管理の用に供するシステムの利用権限の管

理、接続関連情報を入手した者を識別することができる情報

及び入手日時等の保存 

－承認のない接続関連情報の抽出禁止 

－承認のない接続関連情報の持ち出し禁止 

－接続関連情報の持ち出し管理 

－委託契約における守秘義務等の規定や委託先における接続

関連情報の取扱い状況の点検実施等、委託先の管理の実施 

－接続関連情報の適正な取扱い状況の点検 

－監視部門が行う書面若しくは実地による監視への協力 

（６）同等性の確保 

（７）規程違反時の報告 

－接続関連情報の取扱いについて、違反その他の問題を発見し

たときは、速やかに監視部門にその事実及び対処等を報告 

（８） 監視部門の責務等 

（９） 監視部門の勧告に基づく是正義務 

としています。 

・接続関連情報の適正な取扱い等に関する規程には当社の業務ノウ

ＫＤＤＩ株式会

社 

機能分離及び子会社監督規制の導入により、これまで以上に接続

関連情報が厳格に管理され、NTT東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとNTT東・西の利用部門の

手続きの同等性の担保、さらには、子会社におけるNTT東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な取り扱いの防止が徹

底され、公正な競争環境が保たれるようになったことは一定の効果が

あったと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトルネック設備や顧客基盤を

有するNTT東・西のシェアはFTTH契約者数においては72.5％（電気通

信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成24年度

第4四半期（3月末）））と依然として高いシェアを有しているため、機能

分離や子会社監督規制の運用を徹底し、公正な競争環境を確保する
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ことが必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離及び子

会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的かつ詳細な

項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言えないため、総務省

においては、NTT東・西に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

（略） 

○社内体制関連 

（略） 

・接続関連情報の適切な取扱い等に関する規程が全て「経営上の

秘密等の観点から非公表」ということでは、競争事業者では措置の

妥当性の判断ができないことから、NDAを結ぶ等の措置を講じるな

どして開示すべき。 

ハウを含めた情報が含まれており、企業として経営上の秘密にあたる

こと、また、本規程及び管理の内容は、毎年総務大臣に報告してお

り、総務省において検証を実施するとともに、その主な内容が公表さ

れ、外部から客観的な検証可能性が担保できる状況になっていること

から、これを開示する必要はないと考えます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

第一種指定電気通信設備に関して、以下のような課題があります。 

 

＜利用部門と競争事業者とのリードタイム等の同等性確保＞ 

2011年11月に施行された改正電気通信事業法において、NTT東・西

に対し機能分離の実施や子会社等との一体経営への対応が措置され

ました。 

しかしながら、機能分離の実施にあたって遵守すべき行為につい

て、接続事業者とNTT東・西の利用部門との同等性を確保するための

検証項目や指標が充分とは言えないと考えます。 

同等性の検証について、例えば、回答納期等の手続きは平均日数

を用い接続事業者とNTT東・西利用部門との同等性を検証していると

ころですが、回答までにかかる日数の分布状況やエリア別等、多角的

・当社は電気通信事業法等の法令及び各種ガイドラインを遵守して事

業活動を行っており、一種指定設備に係るアンバンドル化された機能

は当社利用部門（自社）、接続事業者（他社）が公平に利用可能であ

り、電気通信事業法に定められているとおり、設備構築情報の開示

や、接続に必要となる手続・条件については、接続約款等に規定し、

自社と他社を同等に取り扱っております。 

・具体的には、運用面において、納期回答及び工事日予約等を、当社

利用部門と接続事業者間で同じ設備管理システム及び予約枠の中で

実施しているほか、情報開示においてはコロケーションリソースや中

継ダークファイバの空きがないビルで新たに空きが発生した場合に

は、速やかに開示情報を更新するとともに、希望する事業者にメール

通知を行い、リソース管理や情報開示を適切に実施するなど、当社利
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意見提出者 該当部分 再意見 

な視点から同等性の検証が必要と考えます。また、手続き面のみなら

ず開通に必要な要員配置の同等性や設備構築情報等開示される情報

の内容やタイミングが同等か否かといった運用面での同等性の検証も

実施することが必要と考えます。 

 

機能分離及び子会社監督規制の導入により、これまで以上に接続

関連情報が厳格に管理され、NTT東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとNTT東・西の利用部門の

手続きの同等性の担保、さらには、子会社におけるNTT東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な取り扱いの防止が徹

底され、公正な競争環境が保たれるようになったことは一定の効果が

あったと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトルネック設備や顧客基盤を

有するNTT東・西のシェアはFTTH契約者数においては72.5％（電気通

信サービスの契約者数及びシェアに関する四半期データ（平成24年度

第4四半期（3月末）））と依然として高いシェアを有しているため、機能

分離や子会社監督規制の運用を徹底し、公正な競争環境を確保する

ことが必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目について、機能分離及び子

会社監督の実施にあたって遵守すべき行為として具体的かつ詳細な

項目・指標が規定されておらず充分な検証とは言えないため、総務省

においては、NTT東・西に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

（略） 

○同等性関連 

用部門と接続事業者の同等性は確保されているものと考えます。 

・当社は、上述の通り、自社と他社を同等に取り扱っておりますが、改

正電気通信事業法に則り、事前手続を含めた接続事業者との間の手

続（他社手続）、及び、当社設備部門以外の部門との間の手続（当社

手続）に係る申込日、回答日、工事完了日等の全データを記録・保存

し、監視部門により、双方の手続とも接続約款等の規定によるもので

あること及び準ずるものであることを確認し、総務省に報告していま

す。 

・また、自社・他社の手続に係る工事完了までの平均日数等のリードタ

イム及び納期遵守率についても総務省へ報告しており、各メニューと

も自社・他社が同等となっております。リードタイム及び納期遵守率が

同等であることは、接続約款等に規定された手続・条件等について、

自社と他社が同等になっている証左であると考えております。 

・リードタイムの検証方法については、全体の平均日数に差が生じてお

らず同等になっているものと考えており、これ以上新たな措置は不要

と考えます。 

・また、各メニューに関する手続の平均日数等は、当社及び当社から

設備を借り受けている他事業者にとって経営情報に当たるものであ

り、基本的には公表すべきではないと考えます。また、当該情報につ

いては、総務省に報告しており、総務省において検証できる状況に

なっていることから、更なる検証・措置は不要と考えます。 
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・申込から開通までの期間（及び開通要員の配置）の同等性、アンバ

ンドル機能の利用条件の同等性等に関する利用部門と競争事業

者のデータが、比較可能な形で公表されておらず、同等性が確保さ

れているか判断ができないことから、NTT東・西利用部門と接続事

業者とを比較した様々なデータを検証対象とし、公表すべき。 

 現状、例えば、回答納期等の手続きについては平均日数を用いて

同等性を検証しているところ、回答までにかかる日数の分布状況

やエリア別等多角的に同等性を検証すべき。 

・コロケーションや中継ダークファイバの利用ルールや設備構築情報

の扱い、加入電話番号ポータビリティの運用見直しに関する情報に

ついて、同等に情報開示がなされているのか、判断できないことか

ら、当該情報についても検証の対象とすべき。 

また、総務省においては、NTT東・西から総務大臣に毎年度報告さ

れる禁止行為遵守措置等報告書に基づき、第一種指定電気通信設備

をNTT東・西利用部門と接続事業者が利用する場合で一定の同等性

が確保されているかの検証を行っているところですが、規制対象であ

るNTT東・西自らの報告をベースに検証している限り十分な透明性や

外部検証性が確保できないと考えます。そのため、第三者による監査

を導入し、内部の実態を正確に把握した厳格な検証を実施すべきと考

えます。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

＜NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告について＞ 

NTT東西殿が2013年6月28日に総務大臣殿に提出した、禁止行為

規定遵守措置等報告書については、昨年度と比して、各種規程等の

内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関連情報を持ち出す場合

の明確化等に加え、公表範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更
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クモバイル株

式会社 

は公正競争確保に資するものであり、評価されるべきと考えます。しか

しながら、依然として以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏まえ、NTT東西殿に対する

追加調査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあるものについて

は、必要な措置を講じるべきと考えます。また、現在当該報告書におい

て非公表となっている情報については、すべてが経営情報にあたるも

のとは考えられないため、可能な限り公表する等その範囲について再

度検討が必要と考えます。 

（略） 

ト．及びチ(1) 

・ 本項目においては、「手続の実施の経緯及び当該手続に係

る接続の条件」等を求められているのにも係らず、納期にの

み着目したものとなっており、開示情報、手続き手順、使用シ

ステム等が報告対象となっていないため、インプットの同等性

の検証には不十分である。 

・ 納期については平均日数のみしか記載されておらず、異常

値が検出された場合、平均値だけでは比較が困難な場合も

想定される。 （標準偏差、最大値、最小値、中央値等の開示

により、異常値の影響を排除することが可能と考えられる。） 

・ 接続事業者が接続を実施する際は、通常「事前相談」、「事

前照会」や「事前調査」も必要となることから、こうした事前手

続も含めた形で、期間、内容、拒否件数等の比較を行わなけ

れば、開通の同等性の検証はできない（「事前相談」等は、個

別のケースに応じてその内容や回答までに要する期間が異

なるが、カテゴリ毎に分別する等により、一定程度の検証性
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を持つものと考えられる。） 

（略） 

3. 電気通信事業法第31条第2項の規定の遵守のために講じた措置

及びその実施状況に関する事項 

イ． (1) 

・ 同等性確保の検証のためには、NTT東西殿の各部門におけ

る保有設備を明確にすべきであるが、公表されていない 

 

＜ボトルネック設備利用の同等性＞ 

機能分離の趣旨であるボトルネック設備の同等性の確保のために

は、「インプットの同等性」についても合わせて確保する必要があると考

えます。インプットの同等性については、NTT東西殿自身の内部プロセ

スに踏み込んで整備する必要があるため、総務省殿においても後述の

NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告に加え、以下の項目につ

いても、NTT東西殿利用部門と接続事業者との間において、十分に同

等性が確保されているべきか検証すべきであると考えます。 

・ プロセスの同等性（リードタイム、手続き、貸出条件、フォーマット

等） 

・ 情報の同等性（顧客情報、敷設・工事計画、設備更改等） 

・ システムの同等性（システム連携のインタフェース等） 等、 

イー・アクセス

株式会社 

なお、上記の検証の結果や、本意見書のボトルネック設備利用に係

る各社意見の内容を踏まえて、現行の体制に課題があると認められた

場合は、同等性を図るための更なる措置（例えば、システムの物理的

分離等）の実施を検討すべきと考えます。 

ソフトバンクＢ ＜NTT東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告について＞ ・ラインシェアリングＤＳＬ、ドライカッパ（ＤＳＬ、電話）における、他社手
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Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

NTT東西殿が2013年6月28日に総務大臣殿に提出した、禁止行為

規定遵守措置等報告書については、昨年度と比して、各種規程等の

内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関連情報を持ち出す場合

の明確化等に加え、公表範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更

は公正競争確保に資するものであり、評価されるべきと考えます。しか

しながら、依然として以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏まえ、NTT東西殿に対する

追加調査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあるものについて

は、必要な措置を講じるべきと考えます。また、現在当該報告書におい

て非公表となっている情報については、すべてが経営情報にあたるも

のとは考えられないため、可能な限り公表する等その範囲について再

度検討が必要と考えます。 

（略） 

ト．及びチ(1) 

（略） 

・ 別添10の加入ダークファイバ、DSL、電話等の比較におい

て、NTT東西殿の申込日～回答日がすべて0日となっており、

接続事業者との納期と差異が認められることから、利用シス

テムや申請の手続、申請フォーマット等がNTT東西殿の利用

部門と接続事業者で異なり、同等性が確保できていないおそ

れがある。 

続（１日）と自社手続（０日）のリードタイムの差分は、他社手続では申

込受付後に設備部門にて名義及び残置メタル有無等の確認作業を

実施しているのに対し、自社手続では残置メタル有無確認のみ行って

いる（名義確認等作業は営業部門が申込時にお客様原簿等により確

認を実施）ことによるものです。 

・仮に、他社手続において、申込後の名義確認作業を省略する方法に

ついて、具体的なご要望があれば、従来から当社よりご提案させてい

ただいた他事業者名義での申込手続の導入等具体的な実現方法や

費用等について協議させていただく考えです。 

・なお、他社手続と当社手続の差については、これらサービスの開通

の期間が約２～３週間程度であることを踏まえると、その中の１日の

差によって公正な競争が阻害されているとはいえず、同等性は確保さ

れているものと考えております。 

イー・アクセス

株式会社 

■リードタイムの同等性の検証 

禁止行為規定報告書別添資料９－２の「①申込日～回答日」の平均

日数を確認すると、ラインシェアリング、ドライカッパ（ＤＳＬ、電話）が１

日であるのに対して、フレッツ・ＡＤＳＬ（利用回線型、契約者回線型）、
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加入電話・ＩＮＳネット６４は０日となっております。 

これは、接続事業者が利用する機能とＮＴＴ東西殿の利用する機能

にて、リードタイムの同等性が担保出来ていない可能性があるため、

総務省殿は本事例の原因等について、厳格な検証を行う必要があると

考えます。 

イー・アクセス

株式会社 

加えて、禁止行為規定報告書別添資料１０の納期遵守率について

は、例えば、ＮＴＴ西殿の「光回線設備等に係る情報の提供（光回線設

備の伝送損失及び経過年数調査）」のように５０％に留まるものも存在

するため、遵守率が低い機能についても原因等の調査が必要と考えま

す。 

・他社自社手続において、標準納期を超過した理由については、接続

事業者から一時的に大量に申込まれたこと等によるものとなっており

ます。 

イー・アクセス

株式会社 

■運用状況における外部検証性の確保（以下(５)と共通意見） 

禁止行為規定報告書については、今年度より、新たにラインシェアリ

ング、ドライカッパ、情報開示の手続き等についての平均日数が公表さ

れており、競争事業者がボトルネック設備利用の同等性の状況を把握

する上で大変有意義であると考えます。 

しかしながら、これらの情報はあくまで一部であり、未だその大半が

公表されていないことから、業務委託先子会社等監督、及び機能分離

の運用状況や実効性は、競争事業者にて把握出来ない状況です。 

従って、透明性担保の観点から、総務省殿においては、引き続き、

禁止行為規定報告書の内容の開示を可能な限り推進していただくこと

や、報告内容の検証結果を公表していただく必要があると考えます 

・禁止行為規定遵守措置等報告書は、総務省により公表されており、

改正電気通信事業法及び同施行規則に基づき、当社が公正競争の

確保のために取り組んでいる内容について、接続事業者は確認でき

るものと考えます。 

・なお、禁止行為に関する規程や公正競争マニュアルの内容、接続関

連情報の適正な取扱い等に関する規程等については、社内における

規程・ルール、社員教育等のノウハウ等を含むものであり、企業とし

て経営上の秘密にあたること、また、当該内容については、総務省の

求めに応じて提出し、総務省において確認を実施していることから、こ

れを一般に公開する必要は無いと考えます。 

 

イー・アクセス

株式会社 

■日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の見直し 

ＮＴＴグループについては、①公社時代から線路敷設基盤等のボト

ルネック設備、及び加入電話の顧客基盤（約２,８００万契約）を継承し

ており、なおかつ、②ＦＴＴＨの市場シェア７２．５％、０ＡＢＪ光ＩＰ電話の

・「公正競争要件が有効に機能するよう、各種公正競争要件の抵触基

準の明確化や、適用範囲をグループ会社や業務委託先子会社等（非

電気通信事業者を含む）に拡大するといった見直しを行うことが必要」

とのご意見については、当社は、従来より事業法等の法令及び各種
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市場シェア６２．２％、携帯電話の市場シェア４３．６％（※２）とＥＵのＳ

ＭＰ規制における市場支配的地位の判断基準（市場シェア４０％又は５

０％）に照らし合わせても、固定・モバイル双方の市場で支配的な地位

にあることを踏まえれば、グループ各社の排他的な事業連携により、

依然として、競争事業者が追随出来ない巨大な市場支配力が行使さ

れることが懸念されるところです。 

そのような中、これまで、公正競争レビュー制度、及び競争セーフ

カード制度の意見書では、「県域等子会社におけるＮＴＴドコモ殿商品

の販売」、「ドコモショップにおけるフレッツ商品販売」、「ＮＴＴファイナン

スへの料金業務の集約」等の事例により、ＮＴＴグループの組織や業務

形態のリストラクチャリング等に伴う、ＮＴＴグループに係る累次の公正

競争要件の実効性についての課題提起がなされてきております。 

これら課題の根本的な問題については、１９９９年のＮＴＴ再編成当

時においては、ＮＴＴグループが「設備の保守・運用」や、「販売業務」や

「料金収納」といった通信の周辺業務を子会社化し、上記事例のよう

に、事業会社が子会社や業務委託先等を通して、営業連携や業務集

約化が行われることを想定していなかったとことが挙げられると考えま

す。 

従って、来年度実施される包括的検証の場では、今後の市場環境

の変化やＮＴＴグループの業務集約化を見据えた検証を行い、公正競

争要件が有効に機能するよう、各種公正競争要件の抵触基準の明確

化や、適用範囲をグループ会社や業務委託先子会社等（非電気通信

事業者を含む）に拡大するといった見直しを行うことが必要と考えま

す。 

 

ガイドラインを遵守して事業活動を行っており、更に、改正事業法によ

る更なる公正競争環境整備についても、適切な措置を講じており、公

正競争上の問題は生じていないものと考えます。 

そもそも、 

①ＩＰ・ブロードバンドの時代においては、他事業者は、独自のＩＰ通

信網を構築し、アクセス回線も自ら設置、あるいは当社がオープ

ン化により提供しているダークファイバ等を利用してサービスを

提供しており、電話の時代のように、他事業者にとって当社網は

事業展開上不可欠なものにはなっていないこと、 

②ＮＴＴグループ以外の他事業者は、例えば移動系サービスと特定

の固定系サービスを組み合わせたＦＭＣサービス等を自由に

行っている中、ＮＴＴグループだけが柔軟に連携・対応できないこ

とは、ＮＴＴグループのお客様だけが不利益を被ることとなり、低

廉なユーザ料金の実現、様々なビジネスパートナーとの幅広い

提携・協業によるお客様サービスの充実といったお客様利便の

向上を阻害すること、 

からすれば、現行の禁止行為規制等については、過剰な規制と考え

ます。 

・したがって、今回の公正競争レビューの検証にあたっては、昨年度の

ような従来の考え方を踏襲するだけの検証ではなく、上述の市場環

境・競争環境の変化を踏まえ、現行の電話時代からの指定電気通信

設備規制や禁止行為規制等の必要性を検証し、少なくとも実態にそ

ぐわない不要な規制は見直しまたは撤廃していただきたいと考えま

す。 
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（※２）電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの

公表（平成24年度第4四半期（3月末）） 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

（ア） ＮＴＴグループの連携強化 

NTTグループは上述の「NTTIDログインサービス」、「NTTネット決

済」、「NTTグループカード」や下記で述べているNTTグループ統合請求

等を始めとしたグループ連携を強めており、今後、お客様相談窓口、保

守対応、営業、ＣＳ等の統合による更なるグループ再統合の動きが加

速されていく事態が想定されます。 

こうしたグループ統合施策等については、NTTグループ各社は「お客

様の利便性向上」のためであることを強調していますが、本来公正競

争といった規制は、一事業者の短期的な視点での利便性向上のため

にあるのではなく、広く一般消費者が長期的な視点で利益を享受する

ためにあるものです。2014年を目途として実施する包括的な検証にお

いては、本施策を含めた各分野でのＮＴＴグループの連携強化が競争

環境に与える影響等について、総合的に検証を行う必要があると考え

ます。 

・「２０１４年を目途として実施する包括的な検証においては、本施策を

含めた各分野でのＮＴＴグループの連携強化が競争環境に与える影

響等について、総合的に検証を行う必要がある」とのご意見について

は、当社は、従来より事業法等の法令及び各種ガイドラインを遵守し

て事業活動を行っており、更に、改正事業法による更なる公正競争環

境整備についても、適切な措置を講じており、公正競争上の問題は

生じていないものと考えます。 

そもそも、 

①ＩＰ・ブロードバンドの時代においては、他事業者は、独自のＩＰ通

信網を構築し、アクセス回線も自ら設置、あるいは当社がオープ

ン化により提供しているダークファイバ等を利用してサービスを

提供しており、電話の時代のように、他事業者にとって当社網は

事業展開上不可欠なものにはなっていないこと、 

②ＮＴＴグループ以外の他事業者は、例えば移動系サービスと特定

の固定系サービスを組み合わせたＦＭＣサービス等を自由に

行っている中、ＮＴＴグループだけが柔軟に連携・対応できないこ

とは、ＮＴＴグループのお客様だけが不利益を被ることとなり、低

廉なユーザ料金の実現、様々なビジネスパートナーとの幅広い

提携・協業によるお客様サービスの充実といったお客様利便の

向上を阻害すること、 

からすれば、現行の禁止行為規制等については、過剰な規制と考え

ます。 

・したがって、今回の公正競争レビューの検証にあたっては、昨年度の
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ような従来の考え方を踏襲するだけの検証ではなく、上述の市場環

境・競争環境の変化を踏まえ、現行の電話時代からの指定電気通信

設備規制や禁止行為規制等の必要性を検証し、少なくとも実態にそ

ぐわない不要な規制は見直しまたは撤廃していただきたいと考えま

す。 

 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

（イ） NTTグループ統合請求 

昨年度より、NTTグループの料金の請求・回収業務等の統合が開始

されています。本施策の問題点は、NTTグループの延べ1億3千万人に

上るユーザ、合わせて8兆円を超える料金債権がNTTファイナンス殿へ

と集約されることであり、また、NTT持株 殿の元に「ヒト・モノ・カネ・情

報」というグループの経営資源が統合され、NTTグループの組織の再

統合・独占回帰をより加速させることにあると考えます。 

総務省殿においては、「ＮＴＴ東西に課されているユニバーサルサー

ビス確保の責務に係る規定、各事業会社に課した累次の公正競争確

保のための措置、事業法により各事業会社に課されている料金規制

及び消費者保護ルール並びに市場支配的な電気通信事業者に対して

課されている行為規制等の趣旨が引き続き確保されるよう、適切な措

置を講じ、またはＮＴＴファイナンスに講じさせるとともに、講じた措置の

内容について毎年度報告することを要請」しており、NTTグループの組

織の再統合・独占回帰に係る懸念は払拭しきれないものの、公正競争

環境は一定程度確保されたものの考えます。当該要請に基づき講じた

措置の報告については公開し、総務省殿は、競争事業者も同等の

サービスが実施できるようになっているか、また不当な競争環境が惹

起されてないか等の視点から、十分に報告を検証すべきです。なお、

・当社は総務省からの「貴社が提供する電気通信役務の料金等に係る

業務をＮＴＴファイナンス株式会社へ移管すること等に関して講ずべき

措置について（要請）」（総基事第３２号 平成２４年３月２３日）を受

け、必要な措置を報告し、これに従って適切な業務運営を行っている

とともに、その状況は総務省に毎年度報告し、その報告書は公表され

ております。 

・また、総務省は、「ブロードバンド普及促進のための公正競争レ

ビュー制度の運用に関する意見及びその考え方」において、当社から

の報告について、総務省の考え方を示しており、平成２４年度につい

ては、報告書の精査や、ＮＴＴ持株や各事業会社等へのヒアリング（執

務室及び顧客管理システム端末等の視認を含む。）を通じ、料金業務

のＮＴＴファイナンスへの移管（同年７月１日）までに、報告内容の妥当

性等について確認し、直ちに追加の措置が必要とは認められないとし

ており、更なる措置は不要と考えます。 
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総務省殿の検証については、判断基準・検証方法も公開することで、

外部検証性を確保すべきと考えます。 

株式会社ケ

イ・オプティコ

ム 

その中で、平成２５年７月８日付のＮＴＴ東西殿から総務省への報告

「電気通信役務の料金等に係る業務をＮＴＴファイナンス株式会社へ移

管すること等に関して講ずる措置の報告について」等が総務省殿の

ホームページに公開されていますが、総務省殿において分析・検証が

なされた形跡はありません。ＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収業

務の統合については、総務省殿における判断基準・検証方法の妥当

性についての外部検証性の確保は極めて重要であることから、ＮＴＴグ

ループ各社からの毎年度の報告内容の公表に留まらず、ＮＴＴグルー

プの措置が永続的に有効であるかどうか継続的に監督いただいた上

で、その状況については、審議会・競争政策委員会等を通じて定期的

に議論いただくことを要望いたします。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

（キ） 活用業務・目的達成業務制度について 

＜制度全般について＞ 

そもそも活用業務制度は、「事実上独占となっている東・西NTTの地

域網のオープン化を徹底させるための措置」等をNTT東西殿に自主的

に講じさせることにより、地域通信市場における競争を確実に進展させ

ることが、制度導入の前提条件の一つであったと認識しています。同

制度導入後、数年間においては、メタルアクセス回線等の開放政策に

より、ADSL市場をはじめとして、一定の競争が進展しました。しかしな

がら、IP網や光アクセス回線へのマイグレーションが進展している現状

においては、NTT-NGNや光アクセス回線の開放が、メタルアクセス回

線等と同等の開放に至っていないことから、これまでメタルアクセス回

線上でサービスを提供してきた多くの競争事業者の事業継続が困難な

・当社はこれまでも、一種指定設備規制や、禁止行為規制、指定電気

通信役務規制、業務範囲規制のほか、ＮＴＴ再編成時の公正競争要

件等の各種法令・ガイドラインを遵守し、公正競争の確保に努めてき

たところであり、また、活用業務を営むにあたっては、引き続き「ＮＴＴ

東西の活用業務に係る公正競争ガイドライン」（平成２３年１１月１７

日）等を遵守し、公正競争の確保に努めていく考えです。 

・情報通信市場は、モバイル化、ブロードバンド化が大きく進展するとと

もに、サービスやプレイヤーのグローバル化が急速に進み、例えばＧ

ｏｏｇｌｅやＡｐｐｌｅ等の巨大なグローバルプレイヤーやＬＩＮＥ・Ｓｋｙｐｅ等

のコミュニケーション・無料通話アプリケーションによる通信サービス

が急拡大しています。特にＬＩＮＥは、全世界で２億ユーザ、国内だけ

でも４，５００万以上のユーザが存在し、固定音声契約者数（約５，６８
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ものとなっています。このようにボトルネック設備の開放が不十分な状

況下において、業務範囲を拡大させることは、その市場支配力をさらに

強化するものとなることから、公正競争上、問題を生じさせることになる

と考えます。 

また2011年11月末には改正日本電信電話株式会社等に関する法

律（以下、「NTT法」という。）が施行され、NTT東・西殿による活用業務

制度が認可制から届出制へと規制緩和されましたが、同法施行後、

2011年12月21日にNTT東日本殿から「インターネット接続回線上の

サーバ設備を利用したアプリケーションサービス」が申請されたことを

皮切りに、平成25年8月7日（現在）までに計9件もの届出がなされてい

ます。認可制時代は、申請数が年間平均1.2件であったことを踏まえる

と、届出制への移行後は年間平均5.3件と、実に4倍以上の申請数と

なっており、届出制への移行をきっかけとして、NTT東西殿によるなし

崩し的な業務範囲拡大が進行し、公正競争上、さらに大きな問題を生

じさせることになっていることは明らかです。 

また、NTT東西殿の業務範囲の制限は、公正競争確保のため極め

て重要な法的規制であり、子会社を通じさえすれば自由に業務範囲を

拡大できるというものではないと考えますが、2012年6月22日、NTTの

新社長は所信表明において、「NTT東、西の業務はアクセスビジネスに

限定されているが、それ以外は、全くできないわけではない。子会社を

通じた形とか、まだやっていける余地はあると思う。」（2012年7月2日 

通信興業新聞第1面）と発言しています。こうした制度を無効化するよう

な行為を示唆していることを踏まえると、活用業務制度自体の見直し

の時期に入っていると言わざるを得ません。 

従って、活用業務制度についてはその制度自体の見直しを開始し、

０万契約）に迫る勢いとなっております。これらの事業者はタブレットＰ

Ｃやスマートフォン上のアプリケーションにより通信サービス（電話・

メール等）を自在に提供するなど、端末やコンテンツ・アプリケーション

と通信との一体的なサービス提供が進展し、お客様はその多様な

サービス・選択肢を自由に選択・利用できる状態になっている等、活

用業務制度の導入時点と比べ、更に加速度的に変化してきておりま

す。 

・また、ＮＴＴグループ以外の事業者は、市場環境・競争環境の変化に

対応し、自社のスマートフォンと自社又は特定の他社のＦＴＴＨ等を組

み合わせた割引サービスの提供を開始する等、柔軟なサービス提供

を展開しています。このような中でＮＴＴグループだけが柔軟に連携・

対応できないとすると、ＮＴＴグループのお客様だけが不利益を被るこ

とになり、ＩＰ・ブロードバンドの利活用促進やお客様利便の向上を阻

害することになります。 

・したがって、市場環境や競争環境の変化を踏まえ、ＮＴＴ東西の業務

範囲を制限するべきではなく、電話時代の考え方を改め、過去に認可

申請した活用業務において課された認可条件等についても、実態に

そぐわない不要な規制は見直し又は撤廃していただきたいと考えま

す。 
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真の公正競争環境を確保していくため、ボトルネック設備の開放に係

る問題及び独占事業体であるNTTグループに係る問題を抜本的に解

決することが必要と考えます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

＜活用業務＞ 

本来、活用業務制度は、事実上独占となっているNTT東・西の地域

網のオープン化を徹底させるための措置をNTT東・西に自主的に講じ

させることにより、地域通信市場における競争を確実に進展させること

が、制度導入の条件となっており、その前提として、「お客様利便性の

向上」及び「公正な競争確保」のバランスが図られることが必要とされ

ています。しかし、NTT東・西が固定通信市場において圧倒的なシェア

を維持している現状に鑑みれば、公正な競争環境が確保されていると

は言えません。 

さらに、2011年11月にNTT東・西における活用業務制度が認可制か

ら届出制へ規制緩和されたことによって、活用業務提供の自由度は増

し、制度改定後１年半でNTT東・西で計8件の届出がなされ、今後も活

用業務としてサービスを開始することを繰り返すことで、事業領域を

着々と拡大する恐れがあります。 

また、現行の運用においては、個々の活用業務に係る届出ごとに、

公正競争要件が確保されているかはチェックされていますが、これまで

に届出された活用業務が現在の市場にどのような影響を及ぼしている

かについては検証されていません。 

NTT東・西は、競争に与える影響が小さく見える小規模な活用業務

を徐々に届け出ることで、公社時代から引き継いだ「ボトルネック設備」

と「顧客基盤」を用いて他の領域へのレバレッジを利かせる懸念があり

ます。実際に、IP電話サービスの県間伝送等に係る料金設定について

・当社は、「ＮＴＴ東西の活用業務に係る公正競争ガイドライン」（平成２

３年１１月１７日）に則り、活用業務の届出を実施しており、また、総務

省においても、当該届出の都度、当該ガイドラインに沿ってその内容

を確認しています。更に、活用業務の開始以降も、当社は、当該ガイ

ドラインに則り、公正競争確保に支障のない範囲内で営むために当

社が講ずる措置の実施状況等について、毎年、総務省に報告してお

り、その内容について総務省が当該報告を毎年公表していることか

ら、公正競争上の問題は特段生じておらず、更なる措置は不要と考え

ます。 

・そもそも、活用業務制度は、平成１３年のＮＴＴ法改正により、ＩＰ・ブ

ロードバンド時代に対応し、多種多様な新たなサービスの提供を可能

とする等の観点から制度化されたものですが、こうしたＩＰ・ブロードバ

ンド市場では、電話時代と異なり、県内／県間の区分なく当初から各

社が自らネットワークを構築して競争しながらサービスを提供してお

り、こうした市場に電話時代の「ボトルネック」や「県内／県間区分」と

いった考え方を持ち込むことは時代の流れや市場の実態にそぐわな

いものと考えます。 

・なお、当社のＩＰ電話サービスは、他事業者よりも後発で提供してお

り、熾烈な競争が展開されている中で公正競争を遵守して、シェアを

獲得したものであることから、市場シェアのみに着目して公正競争上

の問題があるとはいえないと考えます。 
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は、市場規模が小さく、影響が少ないとの判断から法人向けIP電話

サービス（平成15年10月）が認可され、その後、集合住宅向けIP電話

サービス（平成16年7月）、戸建向けIP電話サービス（平成17年1月）が

立て続けに認可された結果、NTT東・西のひかり電話の市場シェアは

一時期75％を超えるまでに急激上昇し、公正競争上大きな影響を及ぼ

した経緯があります。 

したがって、総務省においては、同等性の確保やグループドミナンス

排除の実効性を担保し、公正競争環境を確保した上で慎重な運用をす

るとともに、過去にNTT東・西が届け出た複数の活用業務についても改

めて検証して公正競争を阻害していないか確認すべきです。 

株式会社株

式会社ケイ・

オプティコム

ティコム 

③「活用業務制度」の是非 

ボトルネック設備を保有するＮＴＴ東西殿に対する活用業務制度は、

ＮＴＴ殿の独占部門と競争部門を分離して競争を一層促進し、ひいては

国民利便の向上に繋げるというＮＴＴ再編の趣旨をないがしろにするも

のであることから、本来、同制度については即刻廃止すべきと考えま

す。 

特に、届出制への移行後は、全国サービスであるＮＴＴ東日本殿の

「オフィスまるごとサポート」をはじめ、ＮＴＴ東西殿によるなし崩し的な

業務範囲の拡大が進行していることから、個々の活用業務に係る手続

きについてより一層の透明性・客観性の確保が求められます。 

よって、総務省殿における検証については、サービス開始時やＮＴＴ東

西殿からの毎年度の報告時に留まらず、サービス開始以降永続的に

実施いただくことが重要であるのと同時に、当該検証結果については、

審議会や競争政策委員会等の公の場で議論いただくことを要望いたし

ます。 
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活用業務について現行の届出制で進めていくにあたっては、過去の

個別の活用業務について、各種措置が適切に講じられているか等を永

続的に検証し、その状況によってはさらなる措置の実施を指導すること

が必要です。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜ISP業務やモバイル業務への進出について＞ 

2011年11月17日公表の「日本電信電話株式会社等に関する法律施

行規則の一部を改正する省令案に対する意見及びその考え方」にお

いて、「ISP業務やモバイル業務については、電気通信事業の公正な

競争の確保に看過し得ない著しい支障をおよぼすおそれのある事態も

容易に想定される」と総務省殿の考え方が示されています。この点も踏

まえ、現状の法体系の下、NTT東西殿がISP業務やモバイル業務等を

活用業務として営むことは想定し得ない事態ではありますが、仮にNTT

東西殿にて同種の業務拡大を企図し、届出がなされたとしても、総務

省殿は、すみやかに業務改善命令等により、当該サービスが提供され

ないよう対処すべきと考えます。 

・「ＮＴＴ東西殿がＩＳＰ業務やモバイル業務等を活用業務として営むこと

は想定し得ない」、「ＮＴＴ東・西による移動体事業やＩＳＰ事業等への

参入については当然禁止すべき」とのご意見については、平成２３年

１１月１７日公表の「日本電信電話株式会社等に関する法律施行規

則の一部を改正する省令案に対する意見及びその考え方」におい

て、総務省は、「ＩＳＰ業務やモバイル業務について、必ずしも、放送業

務と同等に扱うまでの必要はないものと考えられる。」としています。 

・当社は、従来より事業法等の法令及び各種ガイドラインを遵守して事

業活動を行っており、更に、改正事業法による更なる公正競争環境整

備についても、適切な措置を講じており、公正競争上の問題は生じて

おりません。市場環境が大きく変化し、新しいサービスが求められて

いる中で、当社としてもこのようなニーズに対して、お客様の利便性向

上の観点から、柔軟かつ機動的に対応していきたいと考えており、ご

指摘のような特定の業務・事業を事前に制限するべきではないと考え

ます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

NTT持株体制下でNTTドコモやNTTコミュニケーションズなどがモバ

イル事業、ISP事業を行っている中、NTT東・西がモバイル事業、ISP事

業等に進出することは、NTTグループとしての市場支配力を高めること

になり、競争を阻害するものと考えます。このような公正競争上支障が

あることが明白であるNTT東・西による移動体事業やISP事業等への

参入については当然禁止すべきです。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

＜目的達成業務を利用したNTTグループの実質的セット販売について

＞ 

NTT 東西殿は、「情報通信関連商品の販売・保守」として目的達成

業務を届け出ることにより、「音声利用 IP 通信網サービス等を用いた

・当社は「音声利用ＩＰ通信網サービス等を用いた音声通話サービス等

の利用が可能なスマートフォン（ＳＩＭカードを除く）」について現時点で

販売を開始しておりませんが、仮に今後当該商品を取り扱う場合にお

いても、特定の電気通信事業者との排他的な連携を行わない等、引
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社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

音声通話サービス等の利用が可能なスマートフォン（SIM カードを除

く）」の販売・保守が可能な状況になっています。しかしながら、SIM 

カードのないスマートフォンでは通話することが出来ないことから端末

単体で販売することは想定されにくく、通常 SIM カードとセットでの販

売になると考えます。この際、同じグループ会社の NTT ドコモ殿の紹

介や同社との共同営業等、排他的なグループ連携に繋がるおそれも

考えられます。従って、総務省殿は、公正競争環境を確保するため、

特に以下のような観点で、実質的に脱法的な営業行為を許していない

か等を検証すべきと考えます。 

– 販売機種が特定のキャリアに偏っていないか 

– 当該目的達成業務として販売したスマートフォンに使用されて

いるSIMカードのキャリアについて偏りがないか 

– NTT東西殿の販売員が特定のキャリアを推奨する行為が行わ

れていないか 

なお、仮に問題が認められた場合においては、徹底した指導等是正

措置を実施することを要望します。 

き続き禁止行為規制等の公正競争条件を遵守していく考えです。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

（カ） 「フレッツ」のサービス名称使用 

オプティキャスト殿が提供する「フレッツ・テレビ」の広告表示に関して

は、2009年2月にNTT東日本殿に対して、放送サービスの提供主体が

他社であることを広告に明記するよう行政指導※２が出されています

が、依然としてNTT東日本殿が本サービスを提供しているかのように

誤認させる広告宣伝が散見される状況です※３。NTT法で放送業が禁

止されていることを踏まえれば、NTT東西殿は「フレッツ・テレビ」の提

供主体がオプティキャスト殿であることを利用者が明確に理解できるよ

うにすべきであると考えます。総務省殿においては、当該放送サービス

・フレッツ・テレビにおいて、当社が提供しているのは、電気通信サービ

ス「フレッツ光」及び「フレッツ・テレビ伝送サービス」であり、放送サー

ビスの提供は行っていません。 

・また、当社はフレッツ・テレビの提供において、放送サービスの提供主

体がオプティキャストである旨を広告に明記しており、ご指摘のような

誤解が生じないよう努めているところです。 

・したがって、現に公正競争上の問題は生じておらず、また、放送サー

ビスの提供主体を誤認しないための措置は既に講じていることから、

新たな措置を追加する必要は無いと考えます。 
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の提供主体について、利用者が正しく認識しているかについてアン

ケートを実施する等、現状を正確に把握した上、仮に利用者に誤認与

えている状況であることが確認できた場合、適切な措置等を講じるべき

と考えます。 

※2 「競争セーフガード制度に基づく検証結果（2008年度）」に基づき

講じるべき措置について（要請）（2009年2月25日） 

 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/090225_5.html#bs1 

※3 別添資料３参照 

・当社は今後とも電気通信サービスである「フレッツ光」、「フレッツ・テレ

ビ伝送サービス」等の提供を通じて、インターネットのみならず、映像

サービス等ますます多様化してきているお客様のニーズに対して応え

ていく考えです。  

・ブランドの使用については、「再編成に関する基本方針（平成９年１２

月４日公表）」においても、一般的な商取引の問題であるとされ、使用

について禁止されていないことから、特段の制約は必要無いものと考

えます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

＜フレッツ光TVの広告表示＞ 

「フレッツ・テレビ」は、オプティキャストがサービス提供主体であるに

もかかわらず、NTT東・西が本サービスを提供しているかのように誤認

させる広告宣伝が見られます。NTT 法において放送業が禁止されて

いることを踏まえれば、NTT 東・西は「フレッツ・テレビ」の提供主体が

オプティキャストであることを利用者が明確に理解できるようにすべき

であり、総務省においては、「フレッツ・テレビ」の提供主体を明確に認

識できるよう厳格な調査、検証を行うべき。 

加えて、当該サービス以外についても、別会社を介してフレッツ上で提

供されている事例が散見されますが、NTT東・西が提供主体となってい

ないサービスについては、「フレッツ」等のNTTブランド使用を禁止する

等のルール整備を推進すべきと考えます。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

（オ） NTTブランド使用ルール整備 

NTTグループ各社が社名やサービスの一部に「NTT●●」のように

「NTT」等の名称を用いて営業することは、NTTグループによる一体的

なサービス提供を想起させるおそれが高いと想定されます。本意見書

でも述べさせて頂いているとおり、「「NTT」ＩＤログインサービス」や「「Ｎ

・ブランドの使用については、「再編成に関する基本方針（平成９年１２

月４日公表）」においても、一般的な商取引の問題であるとされ、使用

について禁止されていないことから、特段の制約は必要無いものと考

えます。 
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クモバイル株

式会社 

ＴＴ」グループカード」といったサービス名称や後述のとおり、株式会社

オプティキャスト（以下、「オプティキャスト」という。）殿が提供する「フ

レッツ･テレビ」のようにサービスに「フレッツ」等の名称を使用する場合

は、利用者がサービスの提供主体を正しく認識出来ない恐れがあり、

利用者保護及び公正競争確保の観点から問題が生じないよう、「NTT」

等のブランド使用に関するガイドライン等を早急に整備すべきと考えま

す。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

＜NTTブランドの使用＞ 

県域等子会社やNTTグループ各社は、NTT法第８条によって本来使

用がNTT持株及びNTT東・西に限定されている「日本電信電話」＝NTT

ブランドを「NTT東日本－○○」や「NTT○○」のように社名に冠し、NTT

再編時の趣旨に反して公社時代から継承したブランド力をグループ全

体で使用しています。また、昨今、NTTドコモが、会社名表記を「株式会

社エヌティティドコモ」から「株式会社NTTドコモ」への変更を発表しまし

たが、このように「NTT」ブランドを軸に訴求することは、ユーザーに対し

て実質的にNTTグループ統一や連携を強く想起させるものであると考

えます。総務省においては、法の趣旨を逸脱して「NTT」ブランドがNTT

グループ全体で不適切に利用されていないか検証すべきです。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

（エ） NTTグループ会社間の役員等の人事異動禁止 

本年度においても、NTT持株殿を中心としたNTTグループ内におけ

る役員の配置転換が複数見受けられます。このような戦略的な人材配

置については、なし崩し的なグループの再統合を誘引し、独占への回

帰を図る動きと捉えることが可能であり、先述のNTTグループ統合請

求事案や、NTT東西殿及びNTTコミュニケーションズ殿の共同営業行

為事案に示唆されるように、公正競争環境に著しい悪影響を及ぼす懸

・再編成後の人事については、ＮＴＴの再編成に関する基本方針で示さ

れた東西地域会社とＮＴＴコミュニケーションズとの間のルール及び移

動体分離の際における公正有効競争条件を遵守しており、新たな規

制を追加する必要は無いと考えます。 

・なお、人事交流によって公正競争を阻害することがないよう、会社間

人事異動時には役員を含めた全従業員を対象として退任・退職（転

籍）後を含めた守秘義務等の遵守に関する誓約書の提出を義務付け
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念があります。今後、包括的な検証を実施するに当たっては、論点とし

て盛り込むべきと考えます。 

る等の取り組みを実施しております。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

（ウ） NTT東西殿及びNTTコミュニケーションズ殿の共同営業行為 

NTT東西殿が自社ユーザの新規獲得に当たり、併せてエヌ・ティ・

ティ・コミュニケーションズ株式会社(以下、「NTTコミュニケーションズ」と

いう。) 殿のサービスに割引を付すという事例を始め、事業法等で禁止

されている共同営業行為と疑われる事例が見受けられます。これらは

NTT グループの一体となった営業行為であると考えられ、電気通信事

業法第30 条第3項第2号及び「「日本電信電話株式会社の事業の引継

ぎ並びに権利及び義務の承継に関する基本方針」（平成9年郵政省告

示第664号）における承継会社への事業の引継ぎに当たって電気通信

の分野における公正な競争の確保に関し必要な事項に関する基本的

な事項」（八）（九）に実質的に該当するものと考えます。総務省殿にお

いては、覆面調査や立入検査等、踏み込んだ実態の調査等を行ったう

え、是正に向けた措置等を講じて頂きたいと考えます。また、冒頭で述

べたとおり、本事例を始めとし、競争事業者が営業やサービスの主管

部門における逸脱行為を示す、電話や口頭以外での有形の具体的な

証拠を得ることが非常に困難であるため、本制度の検証方法自体を見

直す必要があると考えます。 

・NTT東日本殿のフレッツ光ネクスト導入を条件にNTTコミュニケー

ションズ殿のISP料金の値下げ提案を同一のNTT東日本営業担当

者が実施 等 

・電気通信役務の提供に関する取引条件、当社がＮＴＴコミュニケー

ションズの販売業務を受託する場合の条件、当社がＮＴＴコミュニケー

ションズに提供する顧客情報その他の情報は、他の電気通信事業者

との間のものと同一としており、公正競争上の問題はありません。 

・なお、当社としては、お客様の多様なご要望に基づき実施する他社と

の共同提案については、利用者利便を確保する観点から制限される

ものではないと考えます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

＜光ポータブル（サービスを介した事実上の移動体との連携事例）＞ 

NTT東・西は、「光ポータブル」を介して、NTTドコモやNTTドコモ網を

利用したMVNOの移動体サービスの販売を、フレッツサービスからのレ

・光ポータブルについては、携帯電話事業者が提供するＳＩＭカードを

差し込むことで、３Ｇモバイルデータ通信が利用可能となるものであ

り、３Ｇモバイルデータ通信の役務提供及び料金設定は、携帯電話事
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バレッジを利かせる形で行っており、固定市場とモバイル市場における

ドミナント事業者であるNTT東・西とNTTドコモが実質的に連携している

状況を作り出しています。総務省においては、NTTグループ間の直接

的なサービス連携にとどまらず、間接的な連携についても公正競争上

の問題がないか厳格に調査・検証を行い、実質的なサービス連携が行

われないように禁止すべきです。 

業者が行っていることから、当社による移動体通信事業への進出で

はありません。 

・また、光ポータブルはＮＴＴドコモ社以外のモバイルキャリアに対応す

る「ＳＩＭフリー」機種を提供しており、お客様はモバイルキャリアを選

択いただくことが可能であることから、排他的な共同営業にはあたら

ず、更なる調査、検証及び措置は不要と考えます。 

・むしろ、ＮＴＴグループ以外の事業者は、市場環境・競争環境の変化

に対応し、自社のスマートフォンと自社又は特定の他社のＦＴＴＨ等を

組み合わせた割引サービスの提供を開始する等、柔軟なサービス提

供を展開しています。このような中でＮＴＴグループだけが柔軟に連

携・対応できないとすると、ＮＴＴグループのお客様だけが不利益を被

ることになり、ＩＰ・ブロードバンドの利活用促進やお客様利便の向上を

阻害することになります。 

・したがって、こうした市場環境や競争環境の変化を踏まえ、電話時代

を前提とした非対称規制の必要性から検証し、実態にそぐわない不

要な規制は見直し又は撤廃していただきたいと考えます。 

 

ＤＳＬ事業者

協議会 

昨年度の「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度

の運用に関する意見募集」において当協会から指摘させていただいた

NTTの工事会社と名乗る会社(東日本エリア）から「近日NTTのメタル

ケーブルを撤去するため、光回線に変えないと電話が使えなくなる」と

いう虚偽の説明により営業を行なっている事例については、「営業マ

ニュアルを策定の上、研修等を通じて適正な営業活動に関して指導徹

底をするとともに、場合に応じて契約解除を行う規定を設ける等、販売

代理店に対して厳格な対応を実施しているとしている。」との報告をい

・当社との契約に基づき活動している販売代理店については、適正な

営業活動について、営業マニュアル等を用いて指導徹底する等、厳

格な対応を既に実施しており公正競争上の問題は生じていないと考

えております。 

当社としては、今後とも営業活動の適正化に努めていく考えです。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

ただいておりますが、今年度も同じ虚偽説明と思われる事例がありまし

た。適正な営業活動に関する指導の更なる徹底をお願いするととも

に、実施状況の報告など、第三者が検証できる対応を行う必要がある

と考えます。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社・

ソフトバンクテ

レコム株式会

社・ソフトバン

クモバイル株

式会社 

＜上位レイヤへの進出について＞ 

現行制度においては、NTT東西殿による放送分野への進出が明確に

禁止されており、その理由として、「独占的な地域通信網のインフラを

通じて通信の隣接分野であるコンテンツ（情報内容）市場へ不当な影

響力が行使され、ハード・ソフト両分野にわたる一体的支配のおそれを

排除するため」（「ＩＴ革命を推進するための電気通信事業における競争

政策の在り方についての第一次答申～ＩＴ時代の競争促進プログラム

～」２０００年１２月２１日 電気通信審議会より抜粋）と挙げられていま

す。 

今般ＮＴＴ東西殿においては、活用業務制度を利用したASPサービス

やクラウドサービスといった上位レイヤへの進出が目立っていますが、

こうした上位レイヤへの進出が進めば、上述のとおり、「通信の隣接分

野であるコンテンツ（情報内容）市場へ不当な影響力が行使され」るお

それのあるものであり、仮にNTT法第2条第5項の「“電気通信事業”の

公正な競争の確保に支障を及ぼすおそれ」がなかったとしても、隣接

分野も含めた公正競争を確保する観点から、本来認められるべきでは

ないと考えます。 

・ＡＳＰサービスやクラウドサービスといった上位レイヤへの進出につい

て、「隣接分野も含めた公正競争を確保する観点から本来認められる

べきではない」とのご意見については、当社は、従来より事業法等の

法令及び各種ガイドラインを遵守して事業活動を行っており、適切な

措置を講じていることから、当社がＡＳＰサービスやクラウドサービス

を提供することに関して、更なる措置は不要と考えます。 
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「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する再意見募集」に関し、

別紙のとおり意見を提出します。 
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（別紙） 

再意見提出者 イー・アクセス株式会社 

 

意見提出者 該当部分 再意見 

 総論  

ＫＤＤＩ株式会

社 

(略) 

特に、固定・モバイル両市場において圧倒的な影響力を持つ NTT 

東・西と NTT ドコモを中心としたグループ連携が、過去の競争政策

に逆行する形で認められた場合、現状の NTT グループのシェアはさ

らに増大し、結果的に競争事業者が市場から排除されることになりま

す。これにより、国民にとってサービスや料金の選択肢が狭まるとい

った利便の低下をまねくおそれがあることから、公正競争ルールの更

なる整備・徹底を図り、禁止行為規制の潜脱防止を強化することが必

要です。 

総務省においては、競争政策の検証の実施にあたっては、ICT 利活

用の基盤となる電気通信分野において公正な競争環境を確保できる

よう、上述のような NTT の特殊性や独占性、NTT の市場支配力が

市場環境に与える影響を考慮したうえで、競争政策全体の適正性を検

証し判断すべきと考えます。 

 ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿のご意見の通り、ＮＴＴグループは固定・モバイル双方の

市場で支配的な地位にあること(市場シェア ＦＴＴＨ：７２．５％、０ＡＢＪ光ＩＰ電話：６

２．２％、携帯電話：４３．６％(※１))、及び公社時代からボトルネック設備、及び顧客

基盤を継承していることを踏まえれば、排他的な共同営業や業務集約化による実質

的なグループ統合により、巨大な市場支配力の行使に繋がることを懸念します。 

 従って、来年度実施される包括的検証においては、現行のＮＴＴグループに係る累

次の公正競争要件が有効に機能するように、見直しを実施することが必要不可欠と

考えます。 

 

(※１) 電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データ（２０１３年３月末） 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社、

ソフトバンクテ

レコム株式会

社、ソフトバン

クモバイル株

式会社 

(略) 

一方、情報通信市場及び関連市場においては、後述しているとおり、

日本電信電話株式会社(以下、「NTT 持株」という。)を頂点とする 

NTT グループによる、グループ共同広告、ドコモショップでのフレ

ッツ販売等に加え、グループ各社の料金の請求・回収代行業務等の統

合（NTT グループ統合請求）等、実質的なＮＴＴグループ連携が進

められています。このような連携を行っている NTT グループは、総

資産 1 兆円を超える事業会社を複数社擁し、情報通信市場又は関連市
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意見提出者 該当部分 再意見 

場において有力な地位を占めていることから、事業支配力が過度に集

中する状況が生じております。このような事業支配力が過度に集中す

る状況において、NTT 持株殿主導の下これらの会社が、グループ連

携を強化することは、情報通信分野はもちろんのこと、日本経済全体

に大きな影響を与えることであり、その集中度を具体的に検証する必

要があると思われます。そこで、2014 年を目途として実施する包括

的な検証においては、一事業者の短期的な視点での利便性向上のため

にあるのではなく、広く一般消費者が長期的な視点で利益を享受する

視点に立った上で、各分野での NTT グループの連携強化が情報通信

事業分野やその周辺分野の競争環境に与える影響等について、総合的

に検証を行う必要があると考えます。 

 １ 指定電気通信設備制度に関する検証  

  （１）第一種指定電気通信設備に関する検証  

   ア 指定要件に関する検証 

イ 指定の対象に関する検証 

ウ アンバンドル機能の対象に関する検証 
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意見提出者 該当部分 再意見 

西日本電信電

話株式会社 

  【ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網について】 

・当社のＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網（以下、ＮＧＮ

等）については、以下の観点においてボトルネック性がないこ

とは明らかです。 

(略) 

・上述のとおり、当社のＮＧＮ等にボトルネック性がないこと

は明らかであり、また、ＩＰ・ブロードバンド時代は、各事業

者がそれぞれネットワークを構築し、お互いのお客様同士が相

互に通信しあう、同じ立場での接続形態となっており、当社の

固定電話網を中継事業者へアクセス網として貸し出す形態が

中心であった電話時代の接続とは大きく異なっていること、か

ら、当社のＮＧＮ等は、第一種指定電気通信設備の対象から除

外していただきたいと考えます。 

ＮＧＮ等についは、以下の理由から利用者及び接続事業者にとっての不可欠性が

高いと考えられるため、引き続き第一種指定電気通信設備(以下、一種指定設備)の

対象とすることが必要と考えます。 

 

① ＮＴＴ東西殿のＦＴＴＨにおける市場シェアは７２．５％、０ABJIP電話６２．２％と依

然として独占化傾向にあり、昨年度の総務省殿の考え方から特段の状況変化は

無いこと。 

 

② ２０１０年１１月に、ＮＴＴ東西殿がＰＳＴＮの概括的展望を示し、今まさに、ＰＳＴＮ

マイグレーションに係る意識合わせの場にて、ＩＰ網同士の接続における接続形

態や移行方法について議論されているところであり、今後ＮＧＮとの接続の必要

性が更に高まると考えられること。 

 

③ メタル・ＰＳＴＮから光・ＮＧＮへのマイグレーションの進展により、「メタル・ＰＳＴＮ

サービス（加入電話、ＩＳＤＮ、ＡＤＳＬ等）におけるＮＴＴ東西殿の顧客基盤」及

び、「ＰＳＴＮの廃止に伴いサービス基盤を失う競争事業者によるサービス（マイ

ライン、ドライカッパ電話、ＡＤＳＬ等）」にて、ＮＴＴ東西殿のＦＴＴＨ、０AB光JIP電

話への移行が進み、独占が拡大する虞があること。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

西日本電信電

話株式会社 

  【局内装置類及び局内光ファイバについて】 

・イーサネットスイッチ、メディアコンバータ、光信号伝送装

置（ＯＬＴ）、光局内スプリッタ、ＷＤＭ装置等の局内装置類

については、以下の観点においてボトルネック性がないことは

明らかであることから、第一種指定電気通信設備の対象から除

外していただきたいと考えます。 

(略) 

・局内光ファイバについては、他事業者による自前敷設が可能

であり、また、他事業者が計画的に所定の手続き・自前工事を

行うことで、当社が局内光ファイバを敷設する場合と同等期間

で、当該他事業者も局内光ファイバを自前敷設できることに鑑

み、第一種指定電気通信設備の対象から除外していただきたい

と考えます。 

局内装置類、局内光ファイバについては、以下の理由から利用者及び競争事業

者にとっての不可欠性が高いと考えられるため、引き続き一種指定設備の対象とする

ことが必要と考えます。 

 

① 昨年度の総務省殿の考え方にて示されている通り、加入光ファイバと一体的に

設置・機能するものであり、加入光ファイバと切り離してボトルネック性を判断する

ことは難しいこと。 

 

② ２０１０年１１月にＮＴＴ東西殿がＰＳＴＮの概括的展望を示し、今後ＩＰ化の進展が

見込まれることを考慮すれば、競争事業者がＮＧＮを利用した創意工夫あるサ

ービスを提供することが期待され、必要性が一層高まると想定されること。 

 

また、ＷＤＭ装置については、現状ＷＤＭ空き波長のアンバンドルが、当社をはじ

めとした接続事業者にとって中継ＤＦの空きが無い際の有効な代替手段となってお

り、ネットワークを円滑に構築することに寄与しているため、引き続き一種指定設備の

対象とすることが必要と考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

西日本電信電

話株式会社 

  【加入光ファイバについて】 

・加入光ファイバについては、以下の観点においてボトルネッ

ク性がないことは明らかであることから、第一種指定電気通信

設備の対象から除外していただきたいと考えます。 

(略) 

加入光ファイバは、以下の理由から利用者及び競争事業者にとっての不可欠性が

高いと考えられるため、引き続き一種指定設備の対象とすることが必要と考えます。 

 

① ＦＴＴＨにおけるＮＴＴ東西殿の市場シェアは７２．５％、設備シェアは７８．４％(※

２)と依然として独占化傾向にあり、加入光ファイバの指定はサービス競争の展開

に必要不可欠であること。 

 

② ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度(以下、本制度)の枠組

みで進められているブロードバンドの普及促進においては、ＦＴＴＨ市場におけ

るサービス競争の促進による料金低廉化や利用者におけるサービス選択制の

確保が必要不可欠であること。 

 

③ メタル/ＰＳＴＮから光/ＮＧＮへのマイグレーションの進展により、「メタル・ＰＳＴＮ

サービス（加入電話、ＩＳＤＮ、ＡＤＳＬ等）におけるＮＴＴ東西殿の顧客基盤」及

び、「ＰＳＴＮの廃止に伴いサービス基盤を失う競争事業者によるサービス（マイ

ライン、ドライカッパ電話、ＡＤＳＬ等）」にて、ＮＴＴ東西殿のＦＴＴＨ、０ABJ光IP電

話への移行が進み、独占が拡大する虞があること。 

 

(※２)平成2４年度末における固定端末系伝送路設備の設置状況 

6 



意見提出者 該当部分 再意見 

西日本電信電

話株式会社 

 

 

  【ＦＴＴＨサービスの戸建て向け屋内配線について】 

・戸建て向け屋内配線は、お客様の宅内に設置される設備であ

り、誰もが自由に設置できる設備です。屋内配線の設置工事は、

他事業者も同様に実施することが可能であり、現に実施してい

ることを鑑みれば、ボトルネック性がないことは明らかであ

り、当社の戸建て向け屋内配線を第一種指定電気通信設備から

除外していただきたいと考えます。 

戸建て光屋内配線については、ＦＴＴＨ市場におけるＮＴＴ東西殿の市場シェアが 

７２．５％と依然として独占化傾向にあり、競争事業者がサービス競争を展開する上で

必要不可欠な設備と考えられるため、引き続き一種指定設備の対象とすることが必

要と考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

西日本電信電

話株式会社 

  【現行の指定方法の見直しについて】 

(略) 

・したがって、現行制度の下においては、ＮＴＴ東西のほぼ全

ての県内電気通信設備が、ボトルネック性の有無についての十

分な検証がされないままに、ボトルネック性を有するとの蓋然

性があるという理由で、原則として全て指定電気通信設備とさ

れるネガティブリスト方式が採用されておりますが、本来、規

制の対象となる設備は、行政当局が個別に不可欠性を挙証でき

た必要最小限のものに限定し、具体的に列挙する方式（ポジテ

ィブリスト方式）を採用すべきと考えます。 

ポジティブリスト方式を採用すれば、ボトルネック性を有する設備が一時指定対象

とならない場合が生じ、接続事業者が迅速なサービス提供する上で支障を来たすた

め、引き続き、ネガティブリスト方式を採用する必要があると考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

西日本電信電

話株式会社 

  【収容局接続機能及び中継局接続機能のアンバンドルについ

て】 

・フレッツサービスに係る機能（一般収容ルータ接続ルーティ

ング伝送機能・特別収容ルータ接続ルーティング伝送機能）に

ついて、特別収容ルータ接続ルーティング伝送機能の接続料を

設定していたものの、平成１３年から現在に至るまで１２年以

上、一般収容ルータ接続ルーティング伝送機能の接続料を設定

していたものの、平成２１年から現在に至るまで４年以上、他

事業者による利用実績はないことから、アンバンドルの対象か

ら除外していただきたいと考えます。 

・中継局接続に係る機能（一般中継ルータ接続ルーティング伝

送機能）についても、接続料を設定したものの、平成２１年か

ら現在に至るまで４年以上、他事業者による利用実績はないこ

とから、アンバンドルの対象から除外していただきたいと考え

ます。 

収容局接続機能、及び中継局接続機能については、以下の理由から、引き続きア

ンバンドル対象とすることが必要と考えます。 

 

① ２０１０年１１月に、ＮＴＴ東西殿がＰＳＴＮの概括的展望を示し、まさに今、ＰＳＴＮ

マイグレーションに係る意識合わせの場にて、ＩＰ網同士の接続形態や移行方法

について協議しているところであり、今後ＮＧＮ等のＩＰ網との接続の必要性は更

に高まると想定されること。 

 

② ＩＰ化の進展に伴い、競争事業者によるＮＧＮを利用した創意工夫あるサービス

の提供が期待され、ＮＧＮ等のＩＰ網との接続の必要性が更に高まると想定され

ること。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

西日本電信電

話株式会社 

  【局内装置類に係る機能のアンバンドルについて】 

・光信号伝送装置（ＯＬＴ）は平成１３年より、メディアコン

バータ・局内光スプリッタについては平成１４年より、当社が

接続料を設定していたものの、平成１３・１４年から現在に至

るまで１０年ないし１１年以上、他事業者による利用実績はな

いことから、アンバンドルの対象から除外していただきたい 

と考えます。 

(略) 

前述の通り、局内装置類については、今後ＩＰ化の進展により、接続の必要性が一

層高まることから、引き続きアンバンドルの対象とすることが必要と考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

西日本電信電

話株式会社 

  【ＩＰ電話サービスに係る機能のアンバンドルについて】 

（１）音声通話に係る接続のように、各事業者がそれぞれネッ

トワークを構築し、双方の利用者同士が相互に通信を行うため

にネットワークと接続する場合には、各事業者は相互に接続料

を支払い合う関係に立つことになります。当社のひかり電話網

と他事業者網との接続も、このような対等な関係にあるため、

当社のひかり電話網のみを第一種指定電気通信設備とするこ

とはもちろん、ひかり電話サービスに係る機能（関門交換機接

続ルーティング伝送機能）のみをアンバンドルの対象とするこ

とはバランスを失することになります。 

したがって、当社のひかり電話網については、前述のとおり、

第一種指定電気通信設備の対象から除外していただく必要が

あると考えますが、仮に引き続き第一種指定電気通信設備の対

象とするのであれば、当該機能については、早急にアンバンド

ル機能の対象から除外していただく等の対応を行っていただ

きたいと考えます。 

(略) 

ＩＧＳ接続機能については、以下の理由から、引き続きアンバンドル対象とすること

が必要と考えます。 

 

① ＮＴＴ東西殿は、現在０ABJIP電話において市場シェア６２．２％（約1,５００万契

約）を有しており、接続協議において優位な交渉力が働くことが懸念されること。 

 

② メタル/ＰＳＴＮから光/ＮＧＮへのマイグレーションが進展していることに伴い、今

後一層、ＮＴＴ東西殿のＮＧＮ等との音声接続の必要性が増すこと。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

ＫＤＤＩ株式会

社 

 

  ＜利用部門と競争事業者とのリードタイム等の同等性確保＞ 

2011 年 11 月に施行された改正電気通信事業法において、

NTT 東・西に対し機能分離の実施や子会社等との一体経営へ

の対応が措置されました。しかしながら、機能分離の実施にあ

たって遵守すべき行為について、接続事業者と NTT 東・西の

利用部門との同等性を確保するための検証項目や指標が充 

分とは言えないと考えます。同等性の検証について、例えば、

回答納期等の手続きは平均日数を用い接続事業者と  NTT 

東・西利用部門との同等性を検証しているところですが、回答

までにかかる日数の分布状況やエリア別等、多角的な視点から

同等性の検証が必要と考えます。また、手続き面のみならず開

通に必要な要員配置の同等性や設備構築情報等開示される情

報の内容やタイミングが同等か否かといった運用面での同等

性の検証も実施することが必要と考えます。 

各社ご意見の通り、ボトルネック設備の同等性を確保するためには、現行の機能分

離措置で主に対処されている「ファイアーウォールの構築」に加えて、「インプットの同

等性」も確保する必要があることから、包括的検証の場では、これまでの各社意見を

踏まえ、現行の機能分離に加えて、リードタイムの同等性やシステムの同等性（手続

き、開発コスト）を担保するための措置を導入することを検討すべきと考えます。 

 なお、リードタイムの同等性の検証については、接続約款上の納期が遵守されてい

ても、納期の範囲内で同等性が担保されないことも懸念されるため、ＫＤＤＩ殿ご意見

の通り、納期の平均日数に留まらず、日数の分布、エリア毎の数値等も含めた多角

的な検証が必要と考えます。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社、

ソフトバンクテ

レコム株式会

社、ソフトバン

クモバイル株

式会社 

  ＜ボトルネック設備利用の同等性＞ 

機能分離の趣旨であるボトルネック設備の同等性の確保のた

めには、「インプットの同等性」についても合わせて確保する

必要があると考えます。インプットの同等性に 

ついては、NTT東西殿自身の内部プロセスに踏み込んで整備す

る必要があるため、総務省殿においても後述の NTT 東西殿の

禁止行為規定遵守措置等報告に加え、以下の項目についても、

NTT 東西殿利用部門と接続事業者との間において、十分に同 

等性が確保されているべきか検証すべきであると考えます。 

・ プロセスの同等性（リードタイム、手続き、貸出条件、フ

ォーマット等） 
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意見提出者 該当部分 再意見 

・ 情報の同等性（顧客情報、敷設・工事計画、設備更改等） 

・ システムの同等性（システム連携のインタフェース等） 等、 

ＫＤＤＩ株式会

社 

 

  ＜コロケーション、中継DF等のリソース不足の解消＞ 

競争事業者がエリア展開や設備更改を行う際、収容局ビルに

よっては、コロケーションスペースや中継ダークファイバ、電

力設備等の空きがない等の理由によって、長期間に渡って 

NTT 東・西の設備を利用できない問題が生じています。総 

務省においては、NTT 東・西に対し、長期間 D ランク（利

用不可）となっている収容局ビルについて今後の需要も考慮し

た上で D ランク解消に向けた設備計画を立てさせるよう、措

置を講じるべきです。 

また、前述のとおり、同等性の観点から NTT 東・西の利用

部門と接続事業者との間で、全局舎の情報がタイムリーに開示

されているか、接続事業者は、NTT東・西利用部門と同じタイ

ミングで同じ情報を取得できているか、といった点についても

検証が必要と考えます。 

 各社ご意見の通り、コロケーションスペース・電力や中継ダークファイバにて空きが

無い場合は、競争事業者の円滑なネットワーク構築に影響を及ぼすため、昨年開示

が開始された「コロケーションスペースの空きが生じる場合の予定時期」に加え、例え

ば、「設備増設予定の有無」といった、競争事業者の予見性を高めるために必要な情

報を積極的に開示することが必要と考えます。 

ソネット株式会

社 

  ■情報公開／情報更新の拡大、ならびに提供情報の精度向上に

ついて 

(略) 

・今後の事業展開を計画する上でＤランクとなっているコロケ

ーション、中継ダークファイバーなどの設備がいつ増設（解消)

されるのか、に関する設備更改情報（予定時期等）の公開 

(略) 
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意見提出者 該当部分 再意見 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社、

ソフトバンクテ

レコム株式会

社、ソフトバン

クモバイル株

式会社 

  ＜アンバンドルの在り方について＞ 

(略) 

第一種指定電気通信設備として指定がされているＮＧＮは、

競争事業者の接続を前提とした設備とすべきであり、設備更新

をする場合は、事前に関係事業者の意見をこれまで以上に聴取

し、接続の容易性への配慮や公正競争の担保が必要であると考

えます。 

 

＜アンバンドルの要件について＞ 

アンバンドル義務の要件としては、①「具体的な要望がある

こと」、②「技術的に可能であること」、③「過度な経済的負担

がないことに留意」の三点が明確に示されています。NGN に

おける公正競争環境の発展による、ブロードバンドの普及促進

を図る観点から、上記アンバンドルの三つの考え方について、

それぞれ以下の観点を踏まえ、NTT 東西殿が適切に対応を行

っているかどうかの検証を求めます。 

(略) 

 ＩＰ化の進展に伴い、今後、競争事業者のＩＰ網とＮＧＮの接続が必要不可欠となり、

なおかつ、競争事業者がＮＧＮを利用した創意工夫あるサービスを提供することが想

定されるところです。 

このような状況において、アンバンドルが不十分であることにより、競争事業者の事

業展開を制限し、結果として、ブロードバンド普及、ＩＣＴ利活用の阻害に繋がることは

避けるべきであるため、ソフトバンク殿が指摘している３要件を満たす機能について

は、基本的に競争事業者の要望を踏まえて実現すべきと考えます。 

また、ＮＧＮについては、ＮＴＴ独自仕様や機器調達を起因として、競争事業者の

接続やサービス提供に支障を来たした事例もこれまで見受けられているため(加入光

ファイバ分岐単位接続、フォールバック問題 等)、今後、ＮＧＮに新たな設備を実装

する際や設備更改の際には、アンバンドルを前提とした技術仕様とすべきであり、こ

の点についてＮＴＴ東西殿が適切な対応を取っているか総務省殿にて検証すべきと

考えます。 

  （２）第二種指定電気通信設備に関する検証  

   ア 指定要件に関する検証  

株式会社エ

ヌ・ティ・ティ・

ドコモ 

  (略) 

一方でイー・アクセスは第二種指定電気通信役務を保有する事

業者として指定（以下、二種指定）を受けておらず、接続約款の届

出・公表や接続会計の整理・公表義務を負っておりません。なお、

両社の間では3名の取締役が兼任しており、上記の通り、二種指定

を受けているソフトバンクモバイルと二種指定を受けていないイー・

アクセスが、まさにグループ一体経営を行っております。仮に両者

二種指定制度の指定基準については、寡占的な状況を構成している上位3社が、

接続協議における不当な差別的取扱いや接続協議の長期化等を引き起こす交渉上

の地位の優位性があることを考慮して(※３)、端末シェア：１０％に見直された背景を

踏まえれば、前回当社意見の通り、指定事業者とは事業規模が異なる当社を指定対

象とすることは適切ではないと考えます。 

 

(※３) 電気通信事業法施行規則の一部改正 省令案概要(平成２４年５月２９日) 
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意見提出者 該当部分 再意見 

の間で不透明な取引が行われることとなれば、二種指定を受けて

いないイー・アクセス殿を通じた規制の潜脱に繋がりかねず、公正

な競争が歪められる事態になりかねません。従って、透明性確保の

ためにもイー・アクセス殿を二種指定すべきであると考えます。ま

た、指定するまでの間はソフトバンクモバイル殿とイー・アクセス殿と

の間で不透明な取引が行われていないか、審議会等の公の場に

おいて検証すべきであると考えます。 

従って、透明性確保のためにもイー・アクセス殿を二種指定すべ

きであると考えます。また、指定するまでの間はソフトバンクモバイ

ル殿とイー・アクセス殿との間で不透明な取引が行われていない

か、審議会等の公の場において検証すべきであると考えます。 

また、現状、第二種指定電気通信設備制度は、事業者単位の指定

により運用されているところですが、事業体が企業グループ単位で

シナジーを生かし、競争上優位な立場に立っていることから、同一

市場においては、企業グループ単位での規制に見直すべきと考え

ます。 

○指定の基準値の見直し 

（略） 

二種指定設備制度による規律が、接続約款の作成・公表・届出義務等を通じて、接続協議

における二種指定事業者の交渉の自由度を制限することから、二種指定事業者の交渉力を

低下させ、結果として相対的に非指定事業者の交渉力を高める効果があると考えられる。これ

を踏まえると、交渉上の地位の優劣の差がほとんど認められない寡占的な状態を構成する上

位3事業者間において、当該規律の存否が非指定事業者の交渉力を相対的に優位にする形

で不均衡を惹起するおそれがある 

 

以上の状況に対応し、公正な競争の確保を通じて利用者利便を増進させる観点からは、寡

占的な状態を構成する上位3位までの事業者に二種指定設備制度の規律を課すことが適当

である。具体的な指定の基準値については、上位3事業者を指定可能な、現行より低い基準

値に見直すことが適当である。 

 

なお、ＮＴＴドコモ殿からは、当社とソフトバンクモバイル殿の間で、不透明な取引

が行われる懸念があることを根拠に、当社を指定対象に追加するよう主張されており

ますが、このご意見のような規制基準を採用した場合には、制度としての予見性や透

明性に欠けるため、政策面からみても適切ではないと考えます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

 

  (略) 

事業者間の円滑かつ公平な接続を推進する観点で現行の第二種

指定電気通信設備制度を継続する場合には、指定事業者と非指

定事業者の間で交渉力の不均衡が生じないようにする必要があり、

その点で現行の指定の基準値は適切であると考えます。 

   イ 指定の対象に関する検証  

  （３）禁止行為に関する検証  

 

 

  ア 第二種指定電気通信設備に係る禁止行為規制の

適用事業者の指定要件に関する検証 
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意見提出者 該当部分 再意見 

株式会社エ

ヌ・ティ・ティ・

ドコモ 

 

 

  (略) 

また、KDDI 殿の au スマートバリューは、サービス開始後僅か

一年余りで 463 万契約（2013 年 7 月30日KDDI殿決算発表）に

拡大し、KDDI殿のスマートフォン新規の4割弱を占めるに至ってお

ります（同決算発表）。当社は禁止行為規制により特定の電気通信

事業者に対する差別的取扱いが禁止されているほか、料金業務の

移管に伴う総務省殿からの要請により移動・固定が連携した割引が

否定され、事実上提供できない状況にあります。移動・固定の連携

サービスの利用者満足度が高いことを踏まえれば、当社の利用者

のみ利便性向上が否定されている状態は速やかに解消されるべき

と考えます。 

(略) 

ＮＴＴドコモ殿のご意見「ＮＴＴドコモ殿の利用者のみ利便性向上が否定されている

状態は速やかに解消されるべき」については、ＮＴＴドコモ殿がＮＴＴ東西殿等と固

定・モバイルのグループ連携サービスを提供することを目的として、ＮＴＴドコモ殿を

禁止行為規制の対象から除外することが趣旨と理解します。 

しかしながら、現状、ＮＴＴドコモ殿とＮＴＴ東西殿のグループ連携が禁じられてい

るのは、当時、独占的な地位にあったＮＴＴを分社化することにより、電気通信市場の

競争を創出して料金低廉化、サービス多様化を図ったことが背景であることを踏まえ

れば、ＮＴＴドコモ殿の主張する競合他社との比較におけるお客様利便性に関わるこ

とだけをもって、本公正競争レビュー制度の中で制度見直しを求める左記ご意見は

適切ではないと考えます。 

 

   イ 禁止行為規制の運用状況に関する検証  
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意見提出者 該当部分 再意見 

ＫＤＤＩ株式会

社 

 

 

  ＜NTT 東・西とドコモとの直接的な連携又は第三者を介してのグ

ループ連携＞ 

(略) 

NTTファイナンスの事例は、請求業務を第三者のグループ会社

に一本化することによる排他的な連携の一類型であり、今後もこの

ような第三者を介した排他的なグループ連携が行われる可能性が

あります。さらに、グループ各社が持つ顧客データベースを統合す

る等して活用し、競争事業者がビジネス上組むことがあり得ないケ

ースでの事実上の排他的な連携の可能性もあることから、現行の規

制の趣旨が損なわれないよう、潜脱の恐れを回避するための措置

を予め講じるべきです。 

 

＜県域等子会社によるドコモショップ兼営＞ 

NTT東・西本体から電気通信業務の主たる部分を委託された県

域等子会社が、NTT ドコモからの受託により NTT ドコモの携帯

電話の販売を行うこと（併売）は、それぞれの情報の目的外利用や

内部相互補助が行われないとしても固定と移動の実質的に排他的

な一体営業であり、禁止行為に該当する行為と考えます。したがっ

て、県域等子会社による NTT ドコモの商品・サービスの取り扱い

（ドコモショップの兼営）は禁止すべきです。 

ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿ご意見の通り、「ＮＴＴファイナンスへの料金業務の集約」

や「県域等子会社でのドコモ携帯電話販売」といった事例は、排他的なグループ共

同営業、業務集約化であり、本来は禁止行為に該当する事例が、潜脱的に実施され

ているものと考えます。 

今後も、新たなグループ共同営業、業務集約化施策の実施が想定されることを踏

まえ、禁止行為規制を実効的に機能させるためには、例えば、現状本制度の検証結

果で「注視事項」とされている事例等に関し、抵触基準(共同ガイドライン等)の更なる

明確化を図ると共に、指定対象の見直し（県域等子会社や業務委託先等を指定対

象に追加等）を行うことが必要と考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社、

ソフトバンクテ

レコム株式会

社、ソフトバン

クモバイル株

式会社 

  （ア） ＮＴＴ東西殿の県域等子会社におけるＮＴＴドコモ殿の商品

の販売 

(略) 

従って、当該行為は、電気通信事業法第30条第3項第2号に該

当する排他的な一体営業を子会社等を通じて潜脱的に実施してい

るものであることから、総務省殿は、検証結果を「注視する」に留ま

るのではなく、監督義務を有する NTT 東西殿に対し、問題の是正

措置を直ちに求めるべきであると考えます。 

   ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用

状況に関する検証 

 

ＫＤＤＩ株式会

社 

  (略) 

しかしながら、NTT ファイナンスによる統合請求や県域等子会社

によるドコモショップ兼営等NTTグループ間の連携が顕在化してお

り、第一種指定電気通信事業者と密接に関係がある事業者がこれ

まで以上に増えている状況にあることを踏まえると、NTT コムのみ

ならず、NTT ドコモも特定関係事業者に規定すべきと考えます。 

(略) 

また、NTTファイナンスについては、昨年の検証結果において、

「電気通信事業者ではない NTT ファイナンス等には、現在の事業

法においては、特定関係事業者として指定する対象となるものでは

ない。」との考え方が示されているところですが、NTT ファイナンス

による統合請求の事例については、NTT 法、累次の公正競争要

件、電気通信事業法等の趣旨を確保する観点から、NTT ファイナ

ンスを介して第一種指定電気通信事業者と密接に関係のある事業

者が連携して反競争的な行為を未然に防止するために一定の条

件が付与されたと理解しています。 

ＫＤＤＩ殿ご意見の通り、ＮＴＴ東西殿と特に密接な関係にあるＮＴＴドコモ殿は、

「県域等子会社におけるドコモ携帯電話販売」の事例に見られるように、排他的な共

同営業行為が発生しやすい状況にあることから、特定関係事業者に指定すべきと考

えます。 

また、ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿ご意見の通り、ＮＴＴグループは今後の市場環境の

変化により、新たな営業連携、業務統合施策を行うことが想定されるため、新たな施

策の実施が想定される子会社、業務委託先を予め特定関係事業者に指定すること

や、前回意見書にて当社が主張したように、施策の実施が公になる前に公正競争要

件の趣旨を担保する措置(役員兼任・在籍出向の禁止、情報の目的外利用防止に必

要なファイアーウォール措置 等)を要請するといった対応(ルール)が必要と考えま

す。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

これに照らせば、NTT ファイナンスも第一種指定電気通信事業者

と密接に関係していると言えることから、特定関係事業者に規定す

べきと考えます。 

(略) 

なお、今後もコスト効率化の観点等の理由により NTT ファイナ

ンスの事例のような非電気通信事業者や関連会社等を活用し第一

種指定電気通信事業者であるNTT 東・西が関連したグループ連

携が行われる可能性があることは否定できないことから、第一種指

定電気通信事業者が関連している電気通信事業者以外を活用し

た NTT グループの連携や業務統合に関係する事業者について

も特定関係事業者の対象とすべきと考えます。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社、

ソフトバンクテ

レコム株式会

社、ソフトバン

クモバイル株

式会社 

  後述のNTT グループ統合請求等、NTT グループ企業や代理

店を介した事業連携が益々進展しています。当該事象等は、NTT 

再編時の趣旨を形骸化させるものである一方、NTT 東西殿に対す

る禁止行為規制のみでは対処しえない事象であると認識していま

す。類似の事象を防止するルール策定の他、2014 年を目処に実

施される予定の包括検証に当たっては、特定関係事業者制度が現

状では十分に機能していないことを踏まえ、脱法的なグループ連携

を防止する規制整備等の検討等も行うことが必要と考えます。 

  (4)業務委託先子会社等監督の運用状況に関する検証 

(5)機能分離の運用状況に関する検証 

 

ＫＤＤＩ株式会

社 

 

  ○子会社監督関連 

・監督対象子会社による再委託は、事業法等の規制を潜脱する恐

れがあることから再委託先についても監督対象とすべき。 

ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿ご意見の通り、「禁止行為規定遵守措置等報告書（以

下、禁止行為規定報告書）」の別添資料３を確認する限り、大半の監督対象子会社

が再委託を行っていることから、監督対象外である再委託先等で反競争的行為が行
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意見提出者 該当部分 再意見 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社、

ソフトバンクテ

レコム株式会

社、ソフトバン

クモバイル株

式会社 

  1. 電気通信事業法第 31 条第 3 項の規定の遵守のために講じ

た措置及びその実施状況に関する事項 

イ． (3) 

・ 監督対象子会社のほぼ全てが再委託となっており、潜脱行為が

行われるおそれがある。 

われる虞が否定出来ないため、業務委託先子会社の再委託先も監督対象に含める

ことが必要と考えます。 

ＫＤＤＩ株式会

社 

 

  ○社内体制関連 

・制定された公正競争等に係るマニュアルや実施された教育研修

の内容については、公開されていないため、内容が事業法等の趣

旨に沿っているのか、また検証が厳格であったのか判断できないこ

とから公表すべき。 

・監査部門は、被監査部門からの独立性が不明であり、検証結果

の妥当性が不明瞭であることから、第三者による監査を義務付ける

べき。 

・監査にあたっては、実効性を担保するため、書面のみならず、立

ち入り検査等も実施すべき。 

・接続関連情報の適切な取扱い等に関する規程が全て「経営上の

秘密等の観点から非公表」ということでは、競争事業者では措置の

妥当性の判断ができないことから、NDA を結ぶ等の措置を講じる

などして開示すべき。 

 

○同等性関連 

・申込から開通までの期間（及び開通要員の配置）の同等性、アン

バンドル機能の利用条件の同等性等に関する利用部門と競争事

業者のデータが、比較可能な形で公表されておらず、同等性が確

ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿ご意見の通り、禁止行為規定報告書の内容については、

一部が公表されておらず、競争事業者側からＮＴＴ東西殿が実施した措置の適正性

や実効性が把握出来ない点があるため、報告書の内容は可能な限り開示すると共

に、総務省殿の検証結果についても合わせて公表する必要があると考えます。 

なお、競争事業者がＮＴＴ東西殿の措置内容の適正性や実効性を把握するに当

たって、必要な情報の開示が不十分な場合には、第三者機関による監査や総務省

殿による立入調査を実施し、結果を公表することも視野に入れるべきと考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

保されているか判断ができないことから、NTT 東・西利用部門と接

続事業者とを比較した様々なデータを検証対象とし、公表すべき。

現状、例えば、回答納期等の手続きについては平均日数を用いて

同等性を検証しているところ、回答までにかかる日数の分布状況や

エリア別等多角的に同等性を検証すべき。 

・コロケーションや中継ダークファイバの利用ルールや設備構築情

報の扱い、加入電話番号ポータビリティの運用見直しに関する情報

について、同等に情報開示がなされているのか、判断できないこと

から、当該情報についても検証の対象とすべき。 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社、

ソフトバンクテ

レコム株式会

社、ソフトバン

クモバイル株

式会社 

  ＜NTT 東西殿の禁止行為規定遵守措置等報告について＞ 

(略) 

また、現在当該報告書において非公表となっている情報について

は、すべてが経営情報にあたるものとは考えられないため、可能な

限り公表する等その範囲について再度検討が必要と考えます。 

(略) 

  ２ 日本電信電話株式会社に係る公正競争要件の検証  

   (1)検証の対象  

ＫＤＤＩ株式会

社 

 

  ＜NTT 東・西とドコモとの直接的な連携又は第三者を介してのグ

ループ連携＞ 

(略) 

本施策により NTT グループ一体化の動きが既成事実化すること

は問題であり、今後新たに公正競争上問題のある NTT グループ

の統合等に係る施策が実施されることのないよう、公正競争環境確

保の観点からより厳格なルール運用を行っていくべきです。 

(略) 

「ＮＴＴファイナンスへの料金業務の集約」については、ＮＴＴグループ各社が制度

上の整理が不透明なまま利用者周知等の準備を進め、施策の実施が既成事実化し

たことが問題であり、今後も同様に、ＮＴＴグループ各社がなし崩し的に業務統合や、

共同営業を実現することにより、各社が指摘する通り、事実上のＮＴＴグループの再

統合を招くことが懸念されます。 

今後も、新たなグループ共同営業、業務集約化施策の実施が想定されることを踏

まえ、移動分離要件、ＮＴＴ再編成等の累次の公正競争要件の実効性が担保される

よう見直すことが必要であり、包括的検証においては、将来的な市場環境の変化や
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意見提出者 該当部分 再意見 

ソフトバンクＢ

Ｂ株式会社、

ソフトバンクテ

レコム株式会

社、ソフトバン

クモバイル株

式会社 

  （イ） NTT グループ統合請求 

昨年度より、NTT グループの料金の請求・回収業務等の統合が

開始されています。本施策の問題点は、NTT グループの延べ 1 

億 3 千万人に上るユーザ、合わせて 8 兆円を超える料金債権が 

NTT ファイナンス殿へと集約されることであり、また、NTT 持株 

殿の元に「ヒト・モノ・カネ・情報」というグループの経営資源が統合

され、NTT グループの組織の再統合・独占回帰をより加速させるこ

とにあると考えます。 

(略) 

ＮＴＴグループの業務形態を見据えた検証を行い（例えば、今後想定される業務統

合、営業連携の洗い出しを行うなど）、その上で各種公正競争要件の抵触基準の明

確化や、適用対象の見直し（子会社や業務委託先等の追加）を実施する必要がある

と考えます。 

株式会社ケ

イ・オプティコ

ム 

  ① NＴＴグループ各社の料金の請求・回収業務の統合 

ＮＴＴファイナンス殿を通じたＮＴＴグループ各社の料金の請求・

回収業務の統合は、指定電気通信設備規制や禁止行為規制等の

公正競争要件に関する各種規制を形式的にはクリアしつつも、自ら

の論理によってグループ連携を進めていることが根本的な問題で

あり、市場におけるＮＴＴシェアの高止まりの主因でもあります。この

ことは、これまで積み重ねられてきた、移動体通信業務分離やＮＴ

Ｔ再編の趣旨を逸脱して、なし崩し的にグループの再統合、独占へ

の回帰を図るものです。 

(略) 

 その他  

ＤＳＬ事業者

協議会 

  昨年度の「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制

度の運用に関する意見募集」において当協会から指摘させていた

だいたNTTの工事会社と名乗る会社(東日本エリア）から「近日NTT

のメタルケーブルを撤去するため、光回線に変えないと電話が使え

なくなる」という虚偽の説明により営業を行なっている事例について

は、「営業マニュアルを策定の上、研修等を通じて適正な営業活動

ＤＳＬ事業者協議会殿が指摘する事例が事実である場合、明らかに第一種指定制

度の対象であるＮＴＴ東殿による反競争的な行為であると考えます。 

特に、ＮＴＴ東殿が上述のような反競争的行為により、接続事業者のＤＳＬユーザ

を自社のＦＴＴＨへ乗せ替えることを進めることは、ＤＳＬ事業者にとって、今後の経営

に多大な影響を及ぼすと共に独占回帰をもたらすため、極めて問題視すべき事例と

考えます。 
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意見提出者 該当部分 再意見 

に関して指導徹底をするとともに、場合に応じて契約解除を行う規

定を設ける等、販売代理店に対して厳格な対応を実施しているとし

ている。」との報告をいただいておりますが、今年度も同じ虚偽説明

と思われる事例がありました。適正な営業活動に関する指導の更な

る徹底をお願いするとともに、実施状況の報告など、第三者が検証

できる対応を行う必要があると考えます。 

従って、総務省殿は本事象について、ＮＴＴ東殿の報告内容の検証に留まらず、

徹底的に実態調査を行い、事実である場合には厳格な改善措置を講じる必要がある

と考えます。 

以上 
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（別紙） 

株式会社ジュピターテレコム 

意見提出者 該当部分 意見 

西日本電信電話株式会社殿 

（以下「NTT 西日本」殿とい

います」）  

【加入光ファイバについて】  

・加入光ファイバについては、以下の観点においてボト

ルネック性がないことは明らかであることから、第一種

指定電気通信設備の対象から除外していただきたいと

考えます。  

① ＜略＞ 

② 現に、光ファイバについては、電力会社殿が当社の

約２倍の電柱を保有しており、電力系事業者殿は相当

量の設備を保有する等、当社と健全な設備競争を展開

しており、ＣＡＴＶ事業者殿も、通信と放送の融合が進む

中、電力会社殿や当社の電柱を利用して自前アクセス

回線を敷設し、過去１０年間で契約数を１．８倍の ２，８

６５万世帯（平成２５年３月末。登録に係る有線電気通

信設備によりサービスを受ける加入世帯数、再送信の

みを含む。）に増加させていること。これに関して、平成

２２年度の「光の道」構想に関する意見募集に際して、

ジュピターテレコム殿からも、「ケーブルテレビ事業者

は、線路敷設基盤を保有しない状態で、今まで設備競

争を行ってきた。体力のある通信大手キャリアと異な

り、規模の小さいケーブルテレビ事業者が、一社一社

左に転記のとおり、NTT 西日本殿は、弊社が平成 22年度の「光

の道」構想に関する意見募集の際に応募した意見の一部を抜粋さ

れ、「加入光ファイバについては、ボトルネック性がないこと」を証明

する根拠の１つにしておられます。 

 

NTT 西日本殿が抜粋された記述は、確かに当時弊社が述べた意

見の一部ですが、この意見は、前後の文脈はもとより当時の意見書

の背景を含めて引用いただくべきものと考えます。即ち、設備競争

に対し消極的な意見がある中での議論において、弊社が申し述べ

たのは『公正な設備競争を軸とし、適切なサービス競争を組み合わ

せて実現すべきである』という意見です。 

 

抜粋された記述の前後では、『なお、設備競争と両輪であるサー

ビス競争については、公正競争促進の観点から、ボトルネック設備

所有事業者の影響力抑制のためのドミナント規制の堅持及び強化

（活用業務や目的達成業務の見直しなど）、総合的な市場支配力へ

の対応の検討が必要と考える。』 

『当社としては、設備競争促進としての設備競争への通信事業者

の参入の呼び水となるような各種施策の充実（線路敷設基盤の借

用の簡略化など）や、サービス競争促進としてのレバレッジの抑止も



のカバーエリアは狭いながらも業界全体で世帯カバー

率８８％まで設備を整えられたことは、電気通信業界に

おいて、設備競争をより活発に行うことが可能であるこ

との証明であると考える。」といった意見も提出されてお

り、線路敷設基盤を持たなくても、意欲のある事業者で

あれば、当社や電力会社の線路敷設基盤を利用して

自前ネットワークを構築することは十分可能であるこ

と。  

含めたドミナント規制の強化及び総合的な市場支配力への対応検

討など、効果的な政策の検討を改めて要望する。』と申し述べており

ます。 

 

そもそも弊社は、当該意見書の中で、『サービス基盤未整備エリ

アの基盤整備については、採算性等の問題から、民による整備は

困難であるため、総務省主導による「ブロードバンドゼロ地域解消」

にて実績があり、実現可能性の高い「公設民営」等の検討･導入を

要望する』等とも述べており、自前でのネットワーク構築が全ての場

合において可能であるとの立場は取っておりません。また、（一社）

日本ケーブルテレビ連盟殿等も、線路敷設権や電柱・管路の利用に

ついては意見を申し述べており、設備競争が対等な状況で行われ

ているとは必ずしも言えません。 

 

以上のとおり、今回の NTT 西日本殿の抜粋は、弊社が当時申し

述べた意見の本旨を正確に反映したものではないと感じております

ので、弊社意見を根拠とされることには違和感を禁じえません。 

 

 




